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答 

１ 今回の公益法人制度改革の最大の目的のひとつは、「民による公益の増進」

です。公益目的事業を費用で計って５０％以上行う公益社団・財団法人はも

ちろんのこと、非営利部門に属する一般社団・財団法人も「民による公益」

の重要な担い手と考えられます。 

 

２ 公益認定を受けるかどうかは、法人の自主的な判断に任されています。公

益目的事業を行う一般社団・財団法人は、行政庁（内閣総理大臣又は都道府

県知事。以下同じ。）の認定を受けることができるとされています（公益法人

認定法第４条）が、公益認定の申請を行うことは義務ではありません。 

 

３ 一般社団法人・財団法人が行う事業には制限がなく、一般社団・財団法人

は原則として行政庁の監督なしに自律的な法人運営を行うことができます。

もちろん公益目的事業を行っていただくことは何ら差し支えなく、事業全体

の中での割合の如何にかかわらず、公益目的事業を積極的に行っていただき

たいと考えています。 

  

(参照条文) 

整備法第 44 条 公益法人認定法第 2条第 4号に規定する公益目的事業（中略）を行う特例

社団法人又は特例財団法人は、施行日から起算して 5 年を経過する日までの期間（以下

この節において「移行期間」という。）内に、第４款の定めるところにより、行政庁の認

定を受け、それぞれ公益法人認定法の規定による公益社団法人又は公益財団法人となる

ことができる。 

整備法第 45 条 特例社団法人又は特例財団法人は、移行期間内に第 5款の定めるところに

より、行政庁の認可を受け、それぞれ通常の一般社団法人又は一般財団法人となること

ができる。 

公益法人認定法第４条 公益目的事業を行う一般社団法人又は一般財団法人は、行政庁の

認定を受けることができる。 

公益法人認定法第５条 行政庁は前条の認定（以下「公益認定」という。）の申請をした一

社団法人又は一般財団法人が次に掲げる基準に適合すると認めるときは、当該法人につ

いて公益認定をするものとする。（以下略） 

問Ⅰ－１－①（公益社団・財団法人と一般社団・財団法人の位置付け）  

現在民法第 34 条の公益法人の許可を受けていますが、新制度では公益目的事

業を行う法人は必ず公益社団・財団法人の認定を受けないといけないのでし

ょうか。逆に言うと、一般社団・財団法人は公益目的事業を行ってはならな

いのでしょうか。 
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問Ⅰ－１－②（公益社団・財団法人と一般社団・財団法人の違い）  

公益社団・財団法人と一般社団・財団法人の違いは何ですか。また、それぞ

れのメリット・デメリットは何ですか。 

答 

１ 今回の公益法人制度改革では、現在の公益法人の許可制度では一体となっ

ている法人の設立と法人の公益性の認定を分離して、登記のみで設立できる

一般社団・財団法人の制度を創設するとともに、公益目的事業を行う一般社

団・財団法人は公益認定を受けることができることとし、公益認定を受けた

一般社団・財団法人を公益社団・財団法人と呼ぶこととしました。 

 

２ したがって、両者の違いは、公益認定を受けているか否かということにな

りますが、実体面では次のような相違点があります。 

 

比較事項 一般社団・財団法人 公益社団・財団法人(注５) 

成立・認定の要件

 

設立の登記(注 1)。 公益法人認定法第 5 条の認定基準

に適合すること。公益法人認定法

第 6 条の欠格要件に該当しないこ

と。 

実施できる事業 適法であれば制限なし

(注 2)。 

適法であれば制限なし。ただし、

公益目的事業を費用で計って 50％

以上の比率で実施する必要あり。 

遵守事項 一般社団・財団法人法

の規律のみ(注 3)。 

一般社団・財団法人法の規律に加

え、収支相償、公益目的事業比率

50％以上、遊休財産規制、一定の

財産の公益目的事業への使用・処

分、理事等の報酬等の支給基準の

公表、財産目録等の備置き・閲覧・

行政庁への提出等。 

監督 

 

業務・運営全体につい

ての一律的監督なし

(注 4)。 

行政庁(委員会)による報告徴収、

立入検査、勧告・命令、認定の取

消しあり。 

税制 一部の一般社団・財団

法人について収益事業

のみに課税するなどの

措置が定められてい

すべての公益社団・財団法人が特

定公益増進法人(注６)となり、公

益法人認定法上の公益目的事業は

法人税法上の収益事業から除外さ
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る。 れ非課税となるなどの措置が定め

られている。 

（注１）特例民法法人(平成 20 年 12 月 1 日以降存続する現行の公益法人)から

一般社団・財団法人に移行する場合は、行政庁の認可が必要です。 

（注 2）・（注 3）・（注 4）公益目的支出計画を実施している一般社団・財団法人

については、計画に定めた事業を確実に実施する必要があります。また、

公益目的支出計画の確実な実施を確保するために必要な範囲内で整備法に

基づく行政庁の監督が行われます。 

（注 5）公益社団・財団法人の実施できる事業、遵守事項、監督については、公

益法人認定法で定められています。 

（注 6）その法人への寄附について、寄附者の税制上の優遇措置（損金算入等）

が認められている法人です。 

 

３ 両者のメリット・デメリットは、法人の規模、事業などによって異なって

くると考えられます。一般論として説明すれば、 

(1) 公益社団・財団法人は、行政庁の監督の下、税制上の優遇措置を多く受

けつつ主に公益目的事業を実施していきたい法人が選択するのに向いてい

る場合が多い 

(2) 一般社団・財団法人は、比較的自由な立場で、非営利部門において、可

能な範囲で公益目的事業を含む様々な事業を実施していきたい法人が選択

するのに向いている場合が多い 

と考えられます。民間非営利部門において「民による公益の増進」に寄与し

ていこうとする団体にとって、いずれも有力な選択肢になるものと考えます。 
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問Ⅰ－１－③（特例民法法人と民法 34 条法人との違い）  

現行の民法３４条法人は、特例民法法人になると、どのような扱いになるの

でしょうか。 

答 

１ 特例民法法人は基本的には現行の公益法人と変わりません。具体的には、 

 (1) 直ちに定款の内容、法人の機関、登記等を変更する必要はありません（注）。 

 (2) 名称はこれまでどおり（「社団法人～」、「財団法人～」）でかまいません。 

 (3) 新制度の法人に移行するまでの間は、これまでの所管官庁（旧主務官庁）

が監督します。  

 (4) 決算公告の義務はなく、旧主務官庁の指導監督によるディスクロージャ

ーを継続します。 

 (5) 特例財団法人は、純資産の総額が 300 万円未満でも存続できます。 

 

２ １のとおり、新法の施行（平成 20 年 12 月 1 日）により、直ちに対応しな

ければならない事項はありませんが、新制度の法人に移行するまでに一般社

団・財団法人法や公益法人認定法に適合するように所要の準備を進めていく

必要があります。 

 

３ なお、特例民法法人は、新制度の法人に移行する前に、次のとおり一般社

団・財団法人法の機関を置くことができます。 

 (1) 特例社団法人：理事会、会計監査人 

 (2) 特例財団法人：評議員、評議員会、理事会、会計監査人 

 

４ このほか、新制度の法人に移行する前に、特例社団法人は、新制度の基金

（一般社団・財団法人法第 131 条の基金）を募集することができます。また、

特例民法法人は、特例民法法人とのみ合併することができます。 

 

（注） 

１ なお、旧民法において登記すべき事項とされていたもののうち、①資産の総額（旧

民法第 46 条第 1項第 6号）、②出資の方法を定めたときは、その方法（旧民法第 46 条

第 1 項第 7 号）については、特例民法法人が登記すべき事項とはされていません（一

般社団・財団法人法第 301 条第 2 項、第 302 条第 2 項）ので、新法の施行日（平成 20

年 12 月 1 日）以降に、特例民法法人が資産の総額に変更を生じ、又は出資の方法を変

更したとしても、当該変更の登記を申請することを要しません（新法施行の際現にさ

れていた登記は、登記官の職権により抹消されています）。 
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２ また、旧民法では、従たる事務所の所在地においても、主たる事務所の所在地と同

一の事項を登記すべきものとされていました（旧民法第 46 条第 1項、第 2項）が、特

例民法法人は、従たる事務所の所在地において、①名称、②主たる事務所の所在地、

③従たる事務所（その所在地を管轄する登記所の管轄区域内にあるものに限る。）のみ

を登記することとされています（一般社団・財団法人法第 312 条第 2項）。したがって、

新法の施行後は、①から③まで以外の登記すべき事項については、特例民法法人がそ

の主たる事務所の所在地において変更の登記をしても、従たる事務所の所在地におい

ては変更の登記をすることを要しません（新法施行の際現にされていた登記は、登記

官の職権により抹消されています）。 
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答 

１ 一般法人への移行申請をする場合は、旧主務官庁に法人設立の許可の取消

申請をする必要はありません。 

 

２ なお、移行認可を受けた特例民法法人は、特例民法法人の解散の登記と一

般社団(財団)法人の設立の登記をすることになります。 

この登記をしたときには、遅滞なく行政庁と旧主務官庁にその旨を届け出

ることが必要です。 

 

【注】 

解散の登記と設立登記とありますが、これは登記制度において、旧法人

登記簿から新法人登記簿に転記する際に「解散・設立」という手続を踏む

ものであり、実際に解散行為、設立行為があるわけではありません。した

がって、法人は移行の登記の前後において、名称等は変更されますが、法

人としては同一性を持って存続することになります。 

 

（参考条文） 

整備法第 121 条 第 106 条の規定は、第 45 条の認可を受けた場合の登記につい

て準用する。この場合において、第 106 条第 1 項中「公益法人（公益法人認

定法第 2 条第 3 号に規定する公益法人をいう。以下この章において同じ。）」

とあるのは、「一般社団法人又は一般財団法人」と読み替えるものとする。 

 

整備法第 106 条 特例民法法人が第 44 条の認定を受けたときは、その主たる事

務所の所在地においては 2 週間以内に、その従たる事務所の所在地において

は 3 週間以内に、当該特例民法法人については解散の登記をし、名称の変更

後の公益法人については設立の登記をしなければならない。この場合におい

ては、一般社団・財団法人法第 303 条の規定は、適用しない。 

２ 第 44 条の認定を受けた特例民法法人は、前項の規定により解散の登記及び

設立の登記をしたときは、内閣府令で定めるところにより、遅滞なく、行政

庁及び旧主務官庁に、その旨を届け出なければならない。 

問Ⅰ－１－④（一般法人移行時の旧主務官庁の設立許可の取消方法）  

一般法人に移行する場合に、○○省の法人設立の許可を取消すにはどうすれば

いいのですか。 
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問Ⅰ－１－⑤（法人格のない任意団体）  

現在法人格のない任意団体として活動していますが、すべての団体が一般社

団・財団法人あるいは公益社団・財団法人にならなければならないのでしょ

うか。 

答 

１ 非営利部門の任意団体が、そのまま任意団体として活動を続けるか、一般

社団・財団法人となって法人格を取得するかどうか、一般社団法人が公益認

定を受け公益社団・財団法人となるかどうかは、当該団体の判断に任されて

います。 

 

２ 団体が将来どのような活動を行っていくことになるのか、そのためにもっ

ともふさわしい形態は何かを慎重に検討の上、団体の将来の在り方を決定し

てください。 
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問Ⅰ－１－⑥（法人格のない任意団体）  

現在は法人格のない団体ですが、今後は、一般社団・財団法人になりたいと

考えています。どのようにすればいいのでしょうか。また公益認定を受ける

ためにはどうすればいいのでしょうか。 

答 

１ 現在法人格のない団体が一般社団・財団法人になりたい場合は、一般法人

法の施行後（平成 20 年 12 月 1 日以降）、法定の手続きに従って一般社団・財

団法人を設立することになります。具体的には、一般法人法の規定に従い定

款を作成し、公証人の認証を受け、設立時の理事、監事（及び会計監査人）

を選任します。その上で、主たる事務所の所在地において設立の登記をする

ことによって成立します（一般社団・財団法人法第 10 条～第 22 条、第 152

条～第 156 条）。 

 

２ 公益法人は、公益認定を受けた一般社団・財団法人ですので、公益認定の

申請に当たっては、まずは一般社団・財団法人としての設立の登記を済ませ

ておかなければなりません。その上で、自らが一般社団・財団法人であるこ

とを証する書類（登記事項証明書）を添付の上、行政庁に公益認定の申請を

することとなります（公益法人認定法施行規則第５条第３項第１号）。公益認

定を受けるためには、公益法人認定法第 5 条の公益認定基準に適合するとと

もに、同法第 6条の欠格事由に該当しないことが必要です。 
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問Ⅰ‐１‐⑦（小規模社団法人）  

社団法人は社員２名以上でなければならないと聞きましたが、うちは規模が

小さく社員１人で精一杯です。小規模の法人についても社員２名以上を求め

るのは厳しいと思います。 

答 

１ 一般社団法人の設立に際しては、一般社団法人の基本的規則及びその内容

を記載した書面である定款を、その社員になろうとする者（設立時社員）が

共同して作成しなければなりません（一般社団・財団法人法第 10 条第１項）。

ここで、「共同して」とは、「２人以上で」という意味ですので、設立時の社

員は必ず２名以上必要となります。 

 

２ 他方、設立後においては、社員が１人となったことにより必ずしも法人の

目的事業の遂行が不可能になるとは限らないうえ、他の社員の死亡等により

社員が１人となった場合にただちに法人が解散することとすると法人の継続

性が不安定になり不都合となります。 

よって、社員が１人となったことは解散原因とはされておらず、社員が欠

けたこと（零となったこと）を解散原因としています（一般社団・財団法人

法第 148 条第４号）。 

 

３ なお、ここでいう社員とは一般社団・財団法上の社員のことをいい、法人

の構成員として社員総会において法人の基本的な意思決定に関与するものの、

常時法人の業務運営に関与する者ではありません。また、社員とは、いわゆ

る従業員とも異なるものです。社員２名以上とは従業員を２名以上雇用しな

ければならないということではなく、常勤の従業員を求めるものでもありま

せん。 

 

(参照条文) 

一般社団・財団法人法第 10 条 一般社団法人を設立するには、その社員になろうとする者

（以下「設立時社員」という。）が、共同して定款を作成し、その全員がこれに署名し、

又は記名押印しなければならない。 

 

一般社団・財団法人法第 148 条 一般社団法人は、次に掲げる事由によって解散する。 

一～三 （略） 

四 社員が欠けたこと。 
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問Ⅰ‐１‐⑧（新規財団法人）  

新たに一般財団法人を作るときの設立者は何人であればいいのでしょうか。 

答 

１ １人以上であれば何人でもかまいません。 

設立者が２人以上いる場合には、その全員で定款を作成し、署名すること

になります（記名押印も可）。 

 

２ 財産の拠出をしないで設立者となることはできないため、設立者が複数い

る場合には、必ずその全員が財産の拠出をする必要があります（一般社団・財

団法人法第 153 条第１項第５号、第 157 条第１項参照）。 

 

３ なお、遺言による設立（一般社団・財団法人法第 152 条第２項）について

は、複数人が共同ですることはできないと考えられます。 

 

（参照条文） 

一般社団・財団法人法第 152 条 一般財団法人を設立するには、設立者（設立者が２人以

上あるときは、その全員）が定款を作成し、これに署名し、又は記名押印しなければな

らない。 

２ 設立者は、遺言で、次条第１項各号に掲げる事項及び第 154 条に規定する事項を定め

て一般財団法人を設立する意思を表示することができる。この場合においては、遺言執行

者は、当該遺言の効力が生じた後、遅滞なく、当該遺言で定めた事項を記載した定款を作

成し、これに署名し、又は記名押印しなければならない。 

 

一般社団・財団法人法第 153 条 一般財団法人の定款には、次に掲げる事項を記載し、又

は記録しなければならない。 

一～四 （略） 

五 設立に際して設立者（設立者が２人以上あるときは、各設立者）が拠出をする財産

及びその価額 

六～十 （略） 

 

一般社団・財団法人法第 157 条 設立者（第 152 条第 2項の場合にあっては、遺言執行者。

以下この条、第 161 条第 2項、第 166 条から第 168 条まで、第 200 条第 2項、第 319 条第

3項及び第七章において同じ。）は、第 155 条の公証人の認証の後遅滞なく、第 153 条第 1

項第 5号に規定する拠出に係る金銭の全額を払い込み、又は同号に規定する拠出に係る金

銭以外の財産の全部を給付しなければならない。ただし、設立者が定めたとき（設立者が

二人以上あるときは、その全員の同意があるとき）は、登記、登録その他権利の設定又は
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移転を第三者に対抗するために必要な行為は、一般財団法人の成立後にすることを妨げな

い。 
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問Ⅰ‐１‐⑨（有限責任中間法人）  

有限責任中間法人は一般社団法人になると聞いていますが、２０年１２月以

降法人は何らの手続きをしなくてよいのでしょうか。 

答 

１ 一般社団法人制度への移行 

既存の有限責任中間法人については、一般社団・財団法人法の施行日（平成

20 年 12 月１日）に、何らの手続を要せず、当然に、一般社団法人となり、原

則として、一般社団・財団法人法の適用を受けることとなります（整備法第２

条第１項）。 

また、既存の有限責任中間法人の定款、社員、理事及び監事は、施行日に一

般社団法人の定款、社員、理事及び監事となり、改めて定款を作り直したり、

理事及び監事を選任し直したりする必要はありません。 

 

２ 名称の変更 

前記１により一般社団法人となった有限責任中間法人は、施行日の属する

事業年度が終了した後、最初に招集される定時社員総会の終結の時までに、

その名称に「一般社団法人」という文字を使用する旨の定款の変更を行う必

要があるので、その旨の社員総会の決議を得る必要があります。例えば、４

月１日から３月末までを事業年度（会計年度）としている有限責任中間法人

であれば、平成21年春に行う定時社員総会が終わるまでに、定款を変更して、

法人の名称を「一般社団法人」に変更することになります（整備法第３条第

１項）。 

 

３ 登記 

既存の有限責任中間法人の登記は、特段の登記申請を要せず、当然に、一般

社団としての登記になります。 

ただし、前記２の名称の変更を行った場合には、その旨の登記申請をする必

要があります。 

 

（注） 

無限責任中間法人を含む中間法人の詳細は、法務省ホームページ

(http:/www.moj.go.jp/Minji/minji124.html)の「一般社団法人及び一般財団

法人に関する法律の施行に伴う中間法人法の廃止について」等を参照願います。 

 

（参照条文） 
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整備法第２条 

前条の規定による廃止前の中間法人法（以下「旧中間法人法」という。）の規

定による有限責任中間法人であってこの法律の施行の際現に存するもの（以下

「旧有限責任中間法人という。」）は、この法律の施行の日（以下「施行日」と

いう。）以後は、この款の定めるところにより、一般社団法人及び一般財団法

人に関する法律（平成 18 年法律第 48 号。以下「一般社団・財団法人法」とい

う。）の規定による一般社団法人として存続するものとする。 

２ 

前項の場合においては、旧有限責任中間法人の定款を同項の規定により存続す

る一般社団法人の定款とみなす。 

 

整備法第３条 

前条第１項の規定により存続する一般社団法人については、一般社団・財団法

人法第５条第１項の規定は、施行日の属する事業年度の終了後最初に招集され

る定時社員総会の終結の時までは、適用しない。ただし、施行日以後に名称の

変更をする定款の変更をした場合は、この限りでない。 

２ 

前条第１項の規定により存続する一般社団法人が一般社団・財団法人法第５条

第１項の規定に違反したときは、20 万円以下の過料に処する。 
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問Ⅰ‐１‐⑩（有限責任中間法人が公益認定を申請する場合）  

有限責任中間法人が、新制度施行後、直ちに公益社団法人に移行したい場合

には、どうしたらいいのでしょうか。 

答 

１ 有限責任中間法人が、新制度の施行後、直ちに公益認定（公益法人認定法

第４条）を受けて公益社団法人に移行するためには、公益認定基準（同法第５

条）に適合するとともに、欠格事由（同法第６条）に該当しないことが必要で

す。 

 

２ そのため、公益認定の基準に適合させるため(注)、新制度の施行後直ちに臨

時社員総会を開催するなどして（考え方）、理事会を置く旨の定めを設けるなど

の必要な定款の変更の手続き等を行う必要があります(補足)。 

 

(注) 既存の有限責任中間法人については、一般社団・財団法人法の施行日（平成 20 年 12

月１日）に、何らの手続を要せず、そのまま一般社団法人として存続し（整備法第２条第

１項）、定款、社員、理事及び監事は、施行日に一般社団法人の定款、社員、理事及び監

事となりますので、公益認定の申請をせず、一般社団法人として活動する場合には、本文

に記載されているような公益認定のための手続きを行う必要はありません（問Ⅰ‐１‐⑨

（有限責任中間法人）参照）。 

 

(考え方) 新制度の施行日（平成 20 年 12 月１日）よりも前に、有限責任中間法人が、中間

法人法（平成 13 年法律第 49 号）の規定に基づき、一般社団・財団法人法等の公益法人関

連三法の施行を停止条件としてその名称中に一般社団法人という文字を用いることとす

る定款変更をしたり、法の施行又は移行の登記等を停止条件として理事会や会計監査人を

置く旨の定款変更をしたりする等、公益法人関連三法の規定に基づく内容を定める定款変

更をすることも可能と考えられます。施行日よりも前に、法の施行等を停止条件とした定

款変更をしておくことにより、施行日後、直ちに公益認定の申請をすることが容易になり

ます。ただし、中間法人法の規定に基づく社員総会の決議事項のうち、中間法人法に根拠

規定が存在しないものについては、施行日前は決議の前提を欠くので、決議することはで

きないものと考えられます。例えば、社員総会の決議による会計監査人の選任は、社員総

会の決議の根拠規定が中間法人法にはなく、施行日前の社員総会はこれを決議する権限を

有しないことから、仮に、その決議の効力の発生を施行日以後としたとしても、そのよう

な決議をすることはできないものと考えられます。そのため、会計監査人を選任すること

とする場合には、法の施行後の社員総会の決議により、会計監査人を選任することとなり

ます。 
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(補足)公益社団法人になる場合には、理事会が必置の機関となります（公益法人認定法第

５条第 14 号ハ）が、この点、旧有限責任中間法人の定款に「理事会を置く」旨の定めが

あったとしても、その定めは、一般社団・財団法人法に規定する理事会を置く旨の定めと

しての効力を有しないこととされています（整備法第５条第３項）。そのため、定款変更

の手続をして、理事会を置く旨の定めを設ける必要があります（一般社団・財団法人法第

60 条第２項）。 なお、理事会を設置することとした一般社団法人は、監事を置く旨の定

めを定款に設けて監事を置かなければいけません（一般社団・財団法人法第 60 条第２項、

第 61 条）が、旧有限責任中間法人の定款には、施行日以降、監事を置く旨の定めがある

ものとみなされます（整備法第５条第２項）。そのため、改めて「監事を置く」旨の定款

変更をする必要はありません。また、公益社団法人になる場合には、例えば、会計監査人

を必ず設置しなければならない場合の「会計監査人を置く旨の定め」（一般社団・財団法

人法第 170 条第２項、公益法人認定法第５条第 12 号本文）、「公益目的事業を行うために

不可欠な特定の財産」（不可欠特定財産）がある場合の定め（公益法人認定法第５条第 16

号）、清算をする場合の残余財産の帰属先の定め（一般社団・財団法人法第 239 条第１項、

公益法人認定法第５条第 18 号）、公益認定の取消しの処分を受けた場合等の公益目的取得

財産残額の贈与の定め（公益法人認定法第５条第 17 号）等を定款に設ける必要がありま

す。 
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問Ⅰ‐２‐①（定款変更手続）  

特例社団法人は、移行認定や移行認可を申請する際に定款の変更の案を添付

しなければならないようですが、そうすると申請までに社員総会を開催する

必要があるのでしょうか。 

答 

１ 特例民法法人が、移行認定や移行認可の申請をするに当たっては、事前に、

整備法第 103 条第２項第２号又は第 120 条第２項第２号に規定する「定款の変

更の案」を、法人として有効に作成しておく必要があります。ここでいう「定

款の変更の案」とは、現行の定款について、「公益社団法人」、「公益財団法人」、

「一般社団法人」又は「一般財団法人」という文字を用いる名称の変更、その

他必要に応じて一般社団・財団法人法に適合するための機関等の変更、移行認

定の認定基準に適合するための所要の変更をしようとする案であって、その変

更は、整備法第 106 条第１項（第 121 条第１項において準用する場合を含みま

す）の移行の登記をすることを停止条件として効力を生ずるものです。 

 

２ この「定款の変更の案」は、通常の定款の変更と同様、特例社団法人にあ

っては社員総会の決議（民法第 38 条第１項）を経て、認定申請法人又は認可

申請法人として有効に意思決定されている必要があります。なお、「定款の変

更の案」のための意思決定については、旧主務官庁の認可は不要です（整備法

第 88 条、第 102 条（第 118 条において準用する場合を含む。））。 

 

（参照条文） 

整備法第 88 条 特例社団法人の定款の変更については、なお従前の例による。 

 

整備法第 102 条 第 44 条の認定を受けようとする特例民法法人が第 106 条第１項の登記を

することを停止条件としてしたその種類に従いその名称中に公益社団法人又は公益財団

法人という文字を用いることとする定款の変更及び第百条各号に掲げる基準に適合する

ものとするために必要な定款の変更については、旧主務官庁の認可を要しない。 

 

整備法第 103 条 （略） 

２ 前項の申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

一 （略） 

二 定款の変更の案（認定申請法人において定款の変更について必要な手続を経ている

ものに限る。） 
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整備法第 106 条 特例民法法人が第 44 条の認定を受けたときは、その主たる事務所の所在

地においては２週間以内に、その従たる事務所の所在地においては３週間以内に、当該特

例民法法人については解散の登記をし、名称の変更後の公益法人（公益法人認定法第２条

第３号に規定する公益法人をいう。以下この章において同じ。）については設立の登記を

しなければならない。この場合においては、一般社団・財団法人法第 303 条の規定は、適

用しない。 

 

整備法第 118 条 第 102 条の規定は、第 45 条の認可を受けようとする特例民法法人の定款

の変更について準用する。この場合において、第 102 条中「第 106 条第１項」とあるのは

「第 121 条第１項において読み替えて準用する第 106 条第１項」と、「公益社団法人又は

公益財団法人」とあるのは、「一般社団法人又は一般財団法人」と、「第 100 条各号」とあ

るのは「第 117 条各号」と読み替えるものとする。 

 

整備法第 120 条 （略） 

２ 前項の申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

一 （略） 

二 定款の変更の案（認可申請法人において定款の変更について必要な手続を経ている

ものに限る。） 

 

整備法第121条 第106条の規定は、第45条の認可を受けた場合の登記について準用する。

この場合において、第 106 条第１項中「公益法人（公益法人認定法第２条第３号に規定す

る公益法人をいう。以下この章において同じ。）」とあるのは、「一般社団法人又は一般財

団法人」と読み替えるものとする。 

 

民法第 38 条 定款は、総社員の４分の３以上の同意があるときに限り、変更することがで

きる。ただし、定款に別段の定めがあるときは、この限りでない。 

２ 定款の変更は、主務官庁の認可を受けなければ、その効力を生じない。 
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問Ⅰ‐２‐②（定款変更手続）  

移行認定や移行認可を申請する場合の定款の変更の案については、主務官庁

の許可が必要になるのでしょうか。 

答 

１ 不要です。 

 

２ 特例民法法人が、移行認定や移行認可の申請をするに当たり、事前に作成

する「定款の変更の案」については、法人内部の意思決定に加え、さらに、通

常の定款変更と同様に旧主務官庁の認可を受けることを要するかが問題とな

りますが、これについては、 

① この「定款の変更の案」における変更は、移行登記がなされることをも

って効力を生ずるものであることから、通常の定款変更の効力要件たる旧

主務官庁の認可は必須ではないこと 

② この「定款の変更の案」が新法に適合するかどうかを審査するのは、移

行認定又は移行認可をする行政庁とするのが最もふさわしいこと 

③ 一方で、「定款の変更の案」について旧主務官庁を制度的に関与させるこ

ととすると、旧主務官庁が新公益法人への移行に多大な影響力を及ぼし得

ることとなり、旧主務官庁制の廃止という改革の趣旨に鑑み適当ではない

こと 

④ 現行民法法人については、可能な限り簡易な手続による円滑な移行の要請

があること 

から、旧主務官庁の認可（整備法第 88 条、民法第 38 条第２項、整備法第

94 条第６項、第 95 条参照）は要しないこととされています（整備法第 102

条（第 118 条において準用される場合を含む））。 

 

（参照条文） 

整備法第 88 条 特例社団法人の定款の変更については、なお従前の例による。 

 

整備法第 94 条 （略） 

２～５ （略） 

６ 特例財産法人の定款の変更は、旧主務官庁の認可を受けなければ、その効力を生じな

い。 

 

整備法第 95 条 特例民法法人の業務の監督（設立の許可の取消し及び解散の命令に係るも

のを除き、定款の変更の認可、解散した特例民法法人の財産の処分の許可、解散及び清算
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人に係る届出並びに清算結了の届出に係るものを含む。）については、なお従前の例によ

る。 

 

整備法第 102 条 第 44 条の認定を受けようとする特例民法法人が第 106 条第１項の登記を

することを停止条件としてしたその種類に従いその名称中に公益社団法人又は公益財団

法人という文字を用いることとする定款の変更及び第 100 条各号に掲げる基準に適合す

るものとするために必要な定款の変更については、旧主務官庁の認可を要しない。 

 

民法第 38 条 定款は、総社員の４分の３以上の同意があるときに限り、変更することがで

きる。ただし、定款に別段の定めがあるときは、この限りでない。 

２ 定款の変更は、主務官庁の認可を受けなければ、その効力を生じない。 
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問Ⅰ－２－③ （施行日前における定款の変更の案の決議の可否）  

現行の民法法人が、施行日前である平成 20 年６月に開催する通常総会におい

て、移行の登記をすることを停止条件として、新法の規定に基づく内容を定

める定款の変更の案の決議を行うことは可能ですか。 

 

答 

１ 現行の民法法人が、新法に適合するものとするために必要な定款の変更の

手続については、通常、新法施行日（平成20年12月１日）以降に行うことに

なりますが、施行日より前に行うことも認められるものと考えます。 

 

２ 現行の社団法人が、施行日前である平成20年６月に開催する通常総会にお

いて、整備法第106条第１項（同法第121条第１項で準用する場合を含む。）

の移行の登記を停止条件として一般社団・財団法人法及び公益法人認定法の

規定に基づき設けることのできる定款の定めを設ける定款の変更の案の決議

を行うことは可能と考えられます。 

これは、寄附行為に寄附行為の変更に関する規定を置く現行の財団法人に

ついても同様です。 

 

３ 移行の登記を停止条件とした定款の変更の案の決議（整備法第１０２条）

の内容のうち、名称の変更や機関の設置に係わるものとしては、次のような

ものがあります。 

① その名称中に「一般社団法人」若しくは「一般財団法人」又は「公益社団

法人」若しくは「公益財団法人」という文字を用いること 

② 一般社団・財団法人法上の理事会を置く旨の定め 

③ 一般社団・財団法人法上の会計監査人を置く旨の定め 

 

４ なお、上記②について、定款変更を行って理事会を置くことができても、

実際に代表理事を施行日前に選任することはできません。また、上記③につ

いても、実際に会計監査人を施行日前に選任することはできませんので、ご

留意願います。（問Ⅱ－１－⑤参照） 

 

（参照条文） 

整備法第102条 第44条の認定を受けようとする特例民法法人が第106条第１項の登記

をすることを停止条件としてしたその種類に従いその名称中に公益社団法人又は公

益財団法人という文字を用いることとする定款の変更及び第百条各号に掲げる基準
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に適合するものとするために必要な定款の変更については、旧主務官庁の認可を要

しない。 

 

整備法第106条 特例民法法人が第44条の認定を受けたときは、その主たる事務所の所

在地においては２週間以内に、その従たる事務所の所在地においては３週間以内に、

当該特例民法法人については解散の登記をし、名称の変更後の公益法人（公益法人

認定法第２条第３号に規定する公益法人をいう。以下この章において同じ。）につ

いては設立の登記をしなければならない。この場合においては、一般社団・財団法

人法第303条の規定は、適用しない。 

 

整備法第121条 第106条の規定は、第45条の認可を受けた場合の登記について準用する。

この場合において、第106条第１項中「公益法人（公益法人認定法第２条第３号に規

定する公益法人をいう。以下この章において同じ。）」とあるのは、「一般社団法

人又は一般財団法人」と読み替えるものとする。 

 

整備法第118条 第102条の規定は、第45条の認可を受けようとする特例民法法人の定款

の変更について準用する。この場合において、第102条中「第106条第１項」とある

のは「第121条第１項において読み替えて準用する第106条第１項」と、「公益社団

法人又は公益財団法人」とあるのは「一般社団法人又は一般財団法人」と、「第百

条各号」とあるのは「第117条各号」と読み替えるものとする。 
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問Ⅰ‐３‐①（従来の寄附行為の名称）  

現在の財団法人の寄附行為は、新制度では社団法人と同様に定款という名称

に一本化されるのでしょうか。 

答 

１ そのとおりです。 

２ 公益法人制度改革に関する有識者会議の非営利法人ワーキング・グループ

「非営利法人制度の創設に関する試案」においては、①財団法人の根本規則及

びそれを表した書面を、民法では「寄附行為」（民法第 39 条）と称する一方で、

財団法人の設立行為もまた「寄附行為」と称しており（民法第 41 条及び第 42

条）、多義的に使用され分かりにくくなっていること、②「寄附」や「行為」

の文字から「根本規則及びそれを表した書面」をイメージしにくい言葉である

との指摘があったことから、「寄附行為」の語を改めることが提言されていま

した。そのため、一般社団・財団法人法においては、一般財団法人の根本規則

を「定款」として規定しています。 

 

（参照条文） 

○ 一般社団・財団法人法 

（定款の作成） 

第百五十二条 一般財団法人を設立するには、設立者（設立者が二人以上あるときは、そ

の全員）が定款を作成し、これに署名し、又は記名押印しなければならない。 

○ 民法 

（寄附行為） 

第三十九条 財団法人を設立しようとする者は、その設立を目的とする寄附行為で、第三

十七条第一号から第五号までに掲げる事項を定めなければならない。 

（贈与又は遺贈に関する規定の準用） 

第四十一条 生前の処分で寄附行為をするときは、その性質に反しない限り、贈与に関す

る規定を準用する。 

２ 遺言で寄附行為をするときは、その性質に反しない限り、遺贈に関する規定を準用す

る。 

（寄附財産の帰属時期） 

第四十二条 生前の処分で寄附行為をしたときは、寄附財産は、法人の設立の許可があっ

た時から法人に帰属する。 

２ 遺言で寄附行為をしたときは、寄附財産は、遺言が効力を生じた時から法人に帰属し

たものとみなす。 
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問 I‐３‐②（モデル定款案の提示）  

公益社団・財団法人への移行を考えていますが、モデル定款案を示してくだ

さい。また、それはいつごろになりますか。 

答 

移行認定申請の便宜を考慮して、定款の定めの例を盛り込んだ「移行認定

のための「定款変更の案」作成の案内」を作成し、20 年 10 月に公表しました

ので、公益法人 information（https://www.koeki-info.go.jp/）でご参照く

ださい。 

なお、移行認可を受けようとする際にも参考となるように解説しておりま

すので併せてご参照ください。 
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問Ⅰ‐３‐③（定款の変更の案における設立者の定め）  

特例財団法人が移行認定、移行認可を申請する際に行政庁に提出する定款の

変更の案においては、財団の設立者は誰と定めればよいのでしょうか。 

答 

特例財団法人が移行認定、移行認可を申請する際に行政庁に提出する定款の

変更の案において、「設立者の氏名又は名称」や「住所」を記載する必要はあ

りませんが、法人において任意に「設立者の氏名又は名称」や「住所」を記載

することは差し支えありません。 

なお、任意に設立者の氏名等を記載する場合については、民法法人として設

立した際の設立者を記載することとなります。 

 

（参照条文） 

○ 一般社団・財団法人法 

（定款の記載又は記録事項） 

第百五十三条 一般財団法人の定款には、次に掲げる事項を記載し、又は記録しなければ

ならない。 

一～三 （略） 

四 設立者の氏名又は名称及び住所 

五～十 （略） 
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問Ⅰ‐３‐④（必要的記載事項の範囲）  

特例民法法人が新制度の公益社団・財団法人または一般社団・財団法人に移

行するための認定・認可の申請を行うに当たって作成する定款の変更の案に、

一般社団・財団法人法の観点から必ず記載しなければならない事項（必要的

記載事項）の範囲は、どうなりますか。 

答 

１ 特例社団法人の場合 

一般社団・財団法人法第 11 条第１項各号に列挙された事項（①目的、②名

称、③主たる事務所の所在地、④社員の資格の得喪に関する規定、⑤公告方法、

⑥事業年度）が必要的記載事項になります。ただし、同項各号に列挙された事

項のうち、「設立時社員の氏名又は名称及び住所」（同項第４号）については、

必要的記載事項とはしない取扱いとなります。法人が任意で「設立時社員の氏

名又は名称」や「住所」を記載することは差し支えありません。 

 

２ 特例財団法人の場合 

一般社団・財団法人法第 153 条第１項各号に列挙された事項（①目的、②名

称、③主たる事務所の所在地、④評議員の選任及び解任の方法、⑤公告方法、

⑥事業年度）が必要的記載事項になります。ただし、同項各号に列挙された事

項のうち、以下のものについては、必要的記載事項とはしない取扱いとなりま

す。 

特例財団法人が移行認定、移行認可を申請する際に行政庁に提出する定款の

変更の案において、「設立者の氏名又は名称」や「住所」（一般社団・財団法人

法第 153 条第１項第４号）、「設立に際して設立者（設立者が２人以上あるとき

は、各設立者）が拠出をする財産及びその価額」（同項第５号）は記載する必

要はありませんが、法人が任意で記載することは差し支えありません。 

また、同項第６号及び第７号の「設立時評議員、設立時理事、設立時監事の

選任に関する事項」や「設立時会計監査人の選任に関する事項」については、

特例財団法人にはそれに該当する者がいないため記載する必要はありません。 

 

（補足） 

本文は、一般社団・財団法人法の観点からの必要的記載事項の範囲を説明したものです。

これに対して、特例社団法人が認定を受けて公益社団法人になる場合には、例えば、理事

会が必置の機関となります（公益法人認定法第５条第 14 号ハ）。そのため、「理事会を設置

する旨の定め」（一般社団・財団法人法第 60 条第２項）が、事実上、定款の必要的記載事

項となります。また、特例民法法人が認可を受ける場合に特例社団法人及び特例財団法人
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に共通する事実上の定款の必要的記載事項としては、例えば、会計監査人を必ず設置しな

ければならない場合の「会計監査人を置く旨の定め」（一般社団・財団法人法第 170 条第２

項、公益法人認定法第５条第 12 号本文）、「公益目的事業を行うために不可欠な特定の財産」

（不可欠特定財産）がある場合の定め（公益法人認定法第５条第 16 号）、清算をする場合

の残余財産の帰属先の定め（一般社団・財団法人法第 239 条第１項、公益法人認定法第５

条第 18 号）、公益認定の取消しの処分を受けた場合等の公益目的取得財産残額の贈与の定

め（公益法人認定法第５条第 17 号）等があります。 

 

（参照条文） 

一般社団・財団法人法第 11 条 一般社団法人の定款には、次に掲げる事項を記載し、又は

記録しなければならない。 

一 目的 

二 名称 

三 主たる事務所の所在地 

四 設立時社員の氏名又は名称及び住所 

五 社員の資格の得喪に関する規定 

六 公告方法 

七 事業年度（定款の記載又は記録事項） 

 

一般社団・財団法人法第 60 条 （略） 

２ 一般社団法人は、定款の定めによって、理事会、監事又は会計監査人を置くことがで

きる。 

 

一般社団・財団法人法第 61 条 理事会設置一般社団法人及び会計監査人設置一般社団法人

は、監事を置かなければならない。 

 

一般社団・財団法人法第 153 条 一般財団法人の定款には、次に掲げる事項を記載し、又

は記録しなければならない。 

一 目的 

二 名称 

三 主たる事務所の所在地 

四 設立者の氏名又は名称及び住所 

五 設立に際して設立者（設立者が二人以上あるときは、各設立者）が拠出をする財産

及びその価額 

六 設立時評議員（一般財団法人の設立に際して評議員となる者をいう。以下同じ。）、

設立時理事（一般財団法人の設立に際して理事となる者をいう。以下この節及び第 319
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条第２項において同じ。）及び設立時監事（一般財団法人の設立に際して監事となる者

をいう。以下この節、第 254 条第７号及び同項において同じ。）の選任に関する事項 

七 設立しようとする一般財団法人が会計監査人設置一般財団法人（会計監査人を置く

一般財団法人又はこの法律の規定により会計監査人を置かなければならない一般財団

法人をいう。以下同じ。）であるときは、設立時会計監査人（一般財団法人の設立に際

して会計監査人となる者をいう。以下この節及び第 319 条第２項第６号において同じ。）

の選任に関する事項 

八 評議員の選任及び解任の方法 

九 公告方法 

十 事業年度 

 

一般社団・財団法人法第 170 条 （略） 

２ 一般財団法人は、定款の定めによって、会計監査人を置くことができる。 

 

一般社団・財団法人法第 239 条 残余財産の帰属は、定款で定めるところによる。 

 

公益法人認定法第５条 行政庁は、前条の認定（以下「公益認定」という。）の申請をした

一般社団法人又は一般財団法人が次に掲げる基準に適合すると認めるときは、当該法人

について公益認定をするものとする。 

一～十一 （略） 

十二 会計監査人を置いているものであること。ただし、毎事業年度における当該法人

の収益の額、費用及び損失の額その他の政令で定める勘定の額がいずれも政令で定める

基準に達しない場合は、この限りでない。 

十三 （略） 

十四 一般社団法人にあっては、次のいずれにも該当するものであること。 

イ・ロ （略） 

ハ 理事会を置いているものであること。 

十五 （略） 

十六 公益目的事業を行うために不可欠な特定の財産があるときは、その旨並びにその

維持及び処分の制限について、必要な事項を定款で定めているものであること。 

十七 第 29 条第１項若しくは第２項の規定による公益認定の取消しの処分を受けた場合

又は合併により法人が消滅する場合（その権利義務を承継する法人が公益法人であると

きを除く。）において、公益目的取得財産残額（第 30 条第２項に規定する公益目的取得

財産残額をいう。）があるときは、これに相当する額の財産を当該公益認定の取消しの

日又は当該合併の日から一箇月以内に類似の事業を目的とする他の公益法人若しくは

次に掲げる法人又は国若しくは地方公共団体に贈与する旨を定款で定めているもので



 28

あること。 

イ～ト （略） 

十八 清算をする場合において残余財産を類似の事業を目的とする他の公益法人若しく

は前号イからトまでに掲げる法人又は国若しくは地方公共団体に帰属させる旨を定款

で定めているものであること。 
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問Ⅰ－３－⑤（定款で使用できる用語）  

「社員総会」、「代表理事」、「業務を執行する理事」など、法律上の名称では

ないが従来使用してきた名称（具体的には、総会、理事長、専務理事など）

を定款の中で使用することは可能でしょうか。 

答 

１ 可能です。ただし、以下のように、御質問にある名称を定款で使う場合に

は、一般社団・財団法人法における「法律上の名称」と、定款で使用する名

称がどのような関係にあるのかを、定款を読む人が分かるようにして下さい。 

 

２ まず、定款で「総会」という名称を使用した場合ですが、定款で使ってい

る「総会」という名称の会議が、一般社団・財団法人法における「社員総会」

や「評議員会」に該当するものか否かを定款を読む人が分かるようにすべきで

す。 

 

３ 次に、定款で「理事長」という名称を使用した場合ですが、定款で使って

いる「理事長」という名称の人が、一般社団・財団法人法における「代表理事」

(注)に該当するのか否かを定款を読む人が分かるようにすべきです。 

 

４ 最後に、定款で「専務理事」という名称を使用した場合ですが、定款で使

っている「専務理事」という名称の人が、一般社団・財団法人法における「代

表理事」に該当するのか否か、あるいは「業務を執行する理事」(注)に該当す

るのか否か、それとも「理事」に該当するのか否かを定款を読む人が分かるよ

うにすべきです。 

 

(注) 「代表理事」とは、法人を代表する理事のことをいいます。 

「業務を執行する理事」とは、法人の業務を執行する権限を有する理事のことをいいます。 

 

(考え方) 仮に、代表権のない者に対して、法人を代表する権限を有するかのような紛らわ

しい名称（例えば「理事長」のような名称）をつけた場合には、その者がした行為につ

いては、たとえその者に法人を代表する権限がなかったとしても、法人は善意の第三者

に対してその責任を負わなければなりません（一般社団・財団法人法第 82 条（第 197 条

において準用する場合を含む））ので注意が必要です。 

 

(参照条文)  

一般社団・財団法人法第 21 条 設立時理事は、設立しようとする一般社団法人が理事会設
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置一般社団法人である場合には、設立時理事の中から一般社団法人の設立に際して代表

理事（一般社団法人を代表する理事をいう。以下この章及び第 301 条第２項第６号にお

いて同じ。）となる者（以下この条及び第 318 条第２項において「設立時代表理事」とい

う。）を選定しなければならない。 

 

一般社団・財団法人法第 91 条 次に掲げる理事は、理事会設置一般社団法人の業務を執行

する。  

一  代表理事  

二  代表理事以外の理事であって、理事会の決議によって理事会設置一般社団法人の業

務を執行する理事として選定されたもの 

 

一般社団・財団法人法第 82 条 一般社団法人は、代表理事以外の理事に理事長その他一般

社団法人を代表する権限を有するものと認められる名称を付した場合には、当該理事が

した行為について、善意の第三者に対してその責任を負う。 
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問Ⅰ－３－⑥（財団法人の設立者）  

法人は、一般財団法人の設立者になれるのでしょうか。 

答 

１ 法人は、一般財団法人の設立者になることが可能です。 

 

２ 一般財団法人の設立者とは、財産を拠出して一般財団法人を設立する者の

ことをいいます。設立者は自然人だけでなく法人でもよいこととされています。 

ただし、法人については、その性質上、一般社団・財団法人法第 153 条第２

項の遺言による設立をすることはできません。 

 

(参照条文) 

○ 一般社団・財団法人法第 152 条 一般財団法人を設立するには、設立者（設立者が二

人以上あるときは、その全員）が定款を作成し、これに署名し、又は記名押印しなけれ

ばならない。  

２ 設立者は、遺言で、次条第１項各号に掲げる事項及び第 154 条に規定する事項を定め

て一般財団法人を設立する意思を表示することができる。この場合においては、遺言執

行者は、当該遺言の効力が生じた後、遅滞なく、当該遺言で定めた事項を記載した定款

を作成し、これに署名し、又は記名押印しなければならない。 

３ （略） 

 

一般社団・財団法人法第 153 条 一般財団法人の定款には、次に掲げる事項を記載し、又

は記録しなければならない。  

一～三 （略） 

四 設立者の氏名又は名称及び住所 

五～十 （略） 

２・３ （略） 
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問Ⅰ－３－⑦（従来の寄附行為中の変更が禁止されている条項の扱い）  

現行の民法第34条に基づく財団法人の寄附行為の中に特定の条項を変更して

はならない旨の規定がある場合で、当該規定を変更しなければ新制度の公益

社団・財団法人または一般社団・財団法人に移行することができず、当該条

項を改正（変更）せざるを得ない場合の対応はどのようにすればいいでしょ

うか。 

答 

１ 御質問のような場合には、特例財団法人の定款（寄附行為）の定め方や機

関設計に従い、次の三つの方法のうち、いずれかの方法により当該条項を変更

することができるものと考えられます(考え方)。 

 

２ 一つ目の方法は、評議員を設置しない特例財団法人のうち、定款（寄附行

為）の中に、「定款（寄附行為）の変更に関する定め」がある特例財団法人が

選択することができる方法です。 

この場合は、その定めに従って、「特定の条項の変更を禁止する」旨の規定

を削除又は変更するとともに当該条項を新制度に適合させる内容に変更する

定款変更の手続を行い、主務官庁の認可を受けることとなります（整備法第

94 条第１項、第２項及び第６項）。 

 

３ 二つ目の方法は、評議員を設置しない特例財団法人のうち、定款（寄附行

為）の中に、「定款（寄附行為）の変更に関する定め」がない特例財団法人が

選択することができる方法です。 

この場合は、まず、理事が定める手続に従って、「定款の変更に関する定め」

を設ける定款の変更をすることになります。その上で、新たな「定款の変更に

関する定め」に従い、「特定の条項の変更を禁止する」旨の規定を削除又は変

更するとともに当該条項を新制度に適合させる内容に変更する定款の変更を

することとなります。この場合には、いずれの定款の変更についても主務官庁

の認可を受ける必要があります（整備法第 94 条第１項、第３項及び第６項）。 

 

４ 三つ目の方法は、新制度における評議員を設置した特例財団法人が選択す

ることができる方法です。 

この場合は、新制度における評議員会で、「特定の条項の変更を禁止する」

旨の規定を削除又は変更するとともに当該条項を新制度に適合させる内容に

変更する旨の決議をした上で（一般社団・財団法人法第 200 条第１項本文、第

189 条第２項第３号）、主務官庁の認可を受けることとなります（整備法第 94
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条第６項）。 

 

５ 仮に、変更が禁止されている「特定の条項」が、「目的」のように一般社団・

財団法人法第 200 条第１項ただし書において原則として変更することができ

ないとされている事項であったとしても、上記の方法のいずれかにより、定款

の定めを変更することができます。 

なお，（考え方）に記載したとおり、三つ目の方法の場合には、まず「目的」

や「評議員の選任及び解任の方法」についても「評議員会の決議によって変更

することができる」旨を定款に定めた上で、当該条項を変更することとなりま

す（整備法第 94 条第４項において読み替えて適用する一般社団・財団法人法

第 200 条第２項）。 

 

(考え方) 新制度（一般社団・財団法人法）では、定款は評議員会の特別決議で変更する

ことができるものの、「目的」と「評議員の選任及び解任の方法」については原則とし

て変更することができないこととされています（一般社団・財団法人法第 200 条第１項、

第 189 条第２項第３号）。これは、一般財団法人における「目的」と「評議員の選任及

び解任の方法」の重要性に配慮した規定ですが、一般社団・財団法人法は、このような

重要な事項であっても、例外として、二つの場合に変更することができることとしてい

ます。 

一つは、設立者が、「評議員会の決議によって変更することができる」と定款に定め

た場合で、もう一つは、設立の当時予見することのできなかった特別の事情により「目

的」又は「評議員の選任及び解任の方法」についての定款の定めを変更しなければその

運営の継続が不可能又は著しく困難となるに至った場合において裁判所の許可を得た

ときです（一般社団・財団法人法第 200 条第２項及び第３項）。 

このように、新制度（一般社団・財団法人法）では、「目的」のように極めて重要な

事項についての定款の定めであっても、定款に変更することができる旨の定めがあるか、

一定の厳しい要件の下で裁判所の許可があればその定めを変更することができること

とされています。 

他方、現行の財団法人（特例財団法人）が移行の登記をするまでの間に適用される整

備法では、特例財団法人のうち、（新制度における）評議員を設置しない特例財団法人

の場合には、一般社団・財団法人法の定款変更についての上記の規定（一般社団・財団

法人法第 200 条）は適用されないこととされ（整備法第 94 条第１項）、（新制度におけ

る）評議員を設置した特例財団法人の場合には、一定の厳しい要件の下での裁判所の許

可を得て定款を変更する方法（一般社団・財団法人法第 200 条第３項）の規定が適用さ

れないこととされています（整備法第 94 条第５項）。 

そのため、本文記載のように、特例財団法人の定款（寄附行為）の中に「特定の条項
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を変更してはならない」旨の規定がある場合であっても、その規定を削除又は変更して

当該条項を変更しなければ認定又は認可を受けられず解散しなければならなくなるよ

うな場合等には、その規定を変更することができます。 

具体的には、評議員を設置しない特例財団法人で「定款（寄附行為）の変更に関する

定めがある特例財団法人」であればその変更に関する定めに従って当該規定を削除又は

変更して当該条項を変更する定款変更の手続を行い主務官庁の認可を受けることによ

り（整備法第９４条第２項）、また、「定款（寄附行為）の変更に関する定めがない特例

財団法人」であっても、理事が定める手続に従い法人内部で定款に定款の変更に関する

定めを設けることについての決議を行うとともに（整備法第 94 条第 6 項により主務官

庁の認可が必要です）、新たな定款の変更に関する定めに従い当該規定を削除又は変更

する定款の変更（この定款の変更についても整備法第 94 条第６項により主務官庁の認

可が必要です）をすることにより、当該条項を変更することができます（整備法第 94

条第３項）。 

また、（新制度における）評議員を設置した特例財団法人については、評議員会で当

該規定を削除又は変更する決議をした上で、主務官庁の認可を得て当該規定を削除又は

変更する定款変更をすることができます（一般社団・財団法人法第 200 条第１項本文、

第 189 条第２項第３号、整備法第 94 条第６項）。 

この場合において、当該条項が「目的」又は「評議員の選任及び解任の方法」の場合

には、まず、「目的」や「評議員の選任及び解任の方法」についても「評議員会の決議

によって変更することができる」旨を定款に定めた上で、当該条項を変更することとな

ります（一般社団・財団法人法第 200 条第１項ただし書、整備法第 94 条第４項におい

て読み替えて適用する一般社団・財団法人法第 200 条第２項）。 

なお、整備法第 102 条所定の場合（第 118 条において準用する場合を含む。）には主

務官庁の認可は不要です。 

また、移行の登記をした後に「目的」又は「評議員の選任及び解任の方法」の定款の

定めを変更する場合には、「目的」や「評議員の選任及び解任の方法」についても「評

議員会の決議によって変更することができる」と定款に定めた場合か、一定の厳しい要

件の下で裁判所の許可を得た場合に限られますので、移行に当たって特例財団法人が定

款の変更方法の定めを設ける場合にはこの点に留意する必要があります（整備法第 112

条第１項、第 122 条第１項）。 

 

(参照条文) 

一般社団・財団法人法第 189 条 （略） 

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる評議員会の決議は、議決に加わることができる

評議員の三分の二（これを上回る割合を定款で定めた場合にあっては、その割合）以上に

当たる多数をもって行わなければならない。  
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一・二 （略） 

三 第二百条の評議員会  

四～六 （略） 

３・４ （略） 

 

一般社団・財団法人法第 200 条 一般財団法人は、その成立後、評議員会の決議によって、

定款を変更することができる。ただし、第 153 条第１項第１号及び第８号に掲げる事項

に係る定款の定めについては、この限りでない。 

２ 前項ただし書の規定にかかわらず、設立者が同項ただし書に規定する定款の定めを評

議員会の決議によって変更することができる旨を第 152 条第１項又は第２項の定款で定

めたときは、評議員会の決議によって、前項ただし書に規定する定款の定めを変更する

ことができる。 

３ 一般財団法人は、その設立の当時予見することのできなかった特別の事情により、第

一項ただし書に規定する定款の定めを変更しなければその運営の継続が不可能又は著

しく困難となるに至ったときは、裁判所の許可を得て、評議員会の決議によって、同項

ただし書に規定する定款の定めを変更することができる。 

 

整備法第 94 条 特例財団法人（評議員設置特例財団法人を除く。次項及び第３項におい

て同じ。）については、一般社団・財団法人法第二百条の規定は、適用しない。 

２ その定款に定款の変更に関する定めがある特例財団法人は、当該定めに従い、定款の

変更をすることができる。 

３ その定款に定款の変更に関する定めがない特例財団法人は、理事（清算中の特例財団

法人にあっては、清算人）の定めるところにより、定款の変更に関する定めを設ける定

款の変更をすることができる。 

４ 評議員設置特例財団法人の定款の変更については、一般社団・財団法人法第 200 条第

２項中「設立者が同項ただし書」とあるのは「同項ただし書」と、「旨を第 152 条第１

項又は第２項の」とあるのは「旨を」と、「前項ただし書に」とあるのは「同項ただし

書に」とする。  

５ 評議員設置特例財団法人については、一般社団・財団法人法第200条第３項の規定は、

適用しない。 

６ 特例財団法人の定款の変更は、旧主務官庁の認可を受けなければ、その効力を生じな

い。 

 

整備法第 112 条 第 106 条第１項の登記をした公益財団法人の定款の変更については、一

般社団・財団法人法第 200 条第２項中「設立者が同項ただし書」とあるのは「同項ただ

し書」と、「旨を第 152 条第１項又は第２項の定款で定めたとき」とあるのは「旨を一
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般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法人の認定

等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（次項において「整備法」

という。）第 106 条第１項の登記の日以前に定款で定めているとき」と、同条第３項中

「その設立の」とあるのは「整備法第 106 条第１項の登記をした」とする。  

 

整備法第122条 前条第１項において読み替えて準用する第106条第１項の登記をした一

般財団法人の定款の変更については、一般社団・財団法人法第 200 条第２項中「設立者

が同項ただし書」とあるのは「同項ただし書」と、「旨を第 152 条第１項又は第２項の

定款で定めたとき」とあるのは「旨を一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び

公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等

に関する法律（以下この条において「整備法」という。）第 121 条第１項において読み

替えて準用する整備法第 106 条第１項の登記の日以前に定款で定めているとき」と、同

条第３項中「その設立の」とあるのは「整備法第 121 条第１項において読み替えて準用

する整備法第 106 条第１項の登記をした」とする。 
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問Ⅰ－３－⑧（法人の名称、定款の目的の変更）  

公益社団・財団法人または一般社団・財団法人に移行するための認定・認可

の申請に当たって法人の名称、定款の目的を変更することは可能でしょうか。

答 

１ いずれも可能です。 

 

２ 特例社団法人の場合は、総社員の四分の三以上の同意を得た上で（定款に

別段の定めがある場合にはその要件を充足した上で）、主務官庁の認可を受け

ることにより法人の名称、定款の目的を変更することが可能です（整備法第

88 条、民法第 38 条、民法第 37 条第１号及び第２号参照）。 

 

３ 特例財団法人の場合は、特例財団法人の定款（寄附行為）の定め方や機関

設計に従い、次の三つの方法のうち、いずれかの方法により法人の名称や目的

を変更することができます。 

ⅰ 新制度における評議員を設置せず、定款の変更に関する定めがある特例財

団法人の場合は、その定めに従い、名称や目的を変更する定款変更を行い、

主務官庁の認可を受けます（整備法第 94 条第１項、第２項及び第６項）。 

ⅱ 新制度における評議員を設置せず、定款の変更に関する定めがない特例財

団法人の場合は、理事が定める手続に従って定款の変更に関する定めを設け

る定款の変更を行い、その上で、新たな定款の変更に関する定めに従い、名

称や目的を変更する定款変更を行います。いずれの定款の変更についても主

務官庁の認可を受ける必要があります（整備法第 94 条第１項、第３項及び

第６項）。 

ⅲ 新制度における評議員を設置した特例財団法人の場合は、新制度における

評議員会の特別決議で名称を変更する定款変更を行います（一般社団・財団

法人法第 200 条第１項本文、第 189 条第２項第３号）。目的を変更する定款

変更を行う場合には、まず、「目的」を「評議員会の決議によって変更する

ことができる」旨を定款に定めた上で、当該条項を変更することとなります

（一般社団・財団法人法第 200 条第１項ただし書、整備法第 94 条第４項に

おいて読み替えて適用する一般社団・財団法人法第 200 条第２項）。いずれ

の定款の変更についても主務官庁の認可を受ける必要があります（整備法第

94 条第６項）。 

 

４ なお、移行の登記を停止条件として「定款の変更の案」により定款の変更

をすることを前提として認定又は認可の申請をする場合には、主務官庁の認可
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は不要です（整備法第 102 条（第 118 条において準用する場合を含む。））。(注) 

 

(注) 新制度における評議員を設置せず、定款の変更に関する定めがない特例財団法人が、

理事が定める手続に従って定款の変更に関する定めを設ける定款の変更を行う場合の

当該定款の変更には、主務官庁の認可が必要です（整備法第 94 条第３項及び第６項）。 

 

(参照条文) 

一般社団・財団法人法第 189 条 （略） 

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる評議員会の決議は、議決に加わることができる

評議員の三分の二（これを上回る割合を定款で定めた場合にあっては、その割合）以上に

当たる多数をもって行わなければならない。  

一・二 （略） 

三 第 200 条の評議員会  

四～六 （略） 

３・４ （略） 

 

一般社団・財団法人法第 200 条 一般財団法人は、その成立後、評議員会の決議によって、

定款を変更することができる。ただし、第 153 条第１項第１号及び第８号に掲げる事項

に係る定款の定めについては、この限りでない。 

２ 前項ただし書の規定にかかわらず、設立者が同項ただし書に規定する定款の定めを評

議員会の決議によって変更することができる旨を第 152 条第１項又は第２項の定款で定

めたときは、評議員会の決議によって、前項ただし書に規定する定款の定めを変更する

ことができる。 

３ 一般財団法人は、その設立の当時予見することのできなかった特別の事情により、第

一項ただし書に規定する定款の定めを変更しなければその運営の継続が不可能又は著

しく困難となるに至ったときは、裁判所の許可を得て、評議員会の決議によって、同項

ただし書に規定する定款の定めを変更することができる。 

 

整備法第 88 条 特例社団法人の定款の変更については、なお従前の例による。 

 

整備法第 94 条 特例財団法人（評議員設置特例財団法人を除く。次項及び第３項におい

て同じ。）については、一般社団・財団法人法第 200 条の規定は、適用しない。 

２ その定款に定款の変更に関する定めがある特例財団法人は、当該定めに従い、定款の

変更をすることができる。 

３ その定款に定款の変更に関する定めがない特例財団法人は、理事（清算中の特例財団

法人にあっては、清算人）の定めるところにより、定款の変更に関する定めを設ける定
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款の変更をすることができる。 

４ 評議員設置特例財団法人の定款の変更については、一般社団・財団法人法第 200 条第

２項中「設立者が同項ただし書」とあるのは「同項ただし書」と、「旨を第 152 条第１

項又は第２項の」とあるのは「旨を」と、「前項ただし書に」とあるのは「同項ただし

書に」とする。  

５ 評議員設置特例財団法人については、一般社団・財団法人法第100条第３項の規定は、

適用しない。 

６ 特例財団法人の定款の変更は、旧主務官庁の認可を受けなければ、その効力を生じな

い。 

 

整備法第 102 条 第 44 条の認定を受けようとする特例民法法人が第 106 条第１項の登記

をすることを停止条件としてしたその種類に従いその名称中に公益社団法人又は公益

財団法人という文字を用いることとする定款の変更及び第100条各号に掲げる基準に適

合するものとするために必要な定款の変更については、旧主務官庁の認可を要しない。 

 

整備法第 118 条 第 102 条の規定は、第 45 条の認可を受けようとする特例民法法人の定

款の変更について準用する。この場合において、第 102 条中「第 106 条第１項」とある

のは「第 121 条第１項において読み替えて準用する第 106 条第１項」と、「公益社団法

人又は公益財団法人」とあるのは「一般社団法人又は一般財団法人」と、「第 100 条各

号」とあるのは「第 117 条各号」と読み替えるものとする。 

 

民法第 38 条 定款は、総社員の四分の三以上の同意があるときに限り、変更することがで

きる。ただし、定款に別段の定めがあるときは、この限りでない。  

２ 定款の変更は、主務官庁の認可を受けなければ、その効力を生じない。 
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問 I‐３‐⑨（一般法人が公益認定の申請を行う場合の定款審査）  

新規に設立した一般社団・財団法人が公益認定を受けようとする場合、定款

の内容が「留意事項」に沿ったものである必要はありますか。 

答 

１ 特例民法法人が移行認定又は移行認可を受けるためには、その定款の変更

の案の内容が、一般社団・財団法人法等の規定に適合するものであることが

必要とされています（整備法第 100 条第 1号、第 117 条第 1号）。 

これは、新制度に移行する旧民法３４条法人（特例民法法人）に対し、旧

制度から大きく変革した新制度の趣旨を徹底させるため、移行に際しては、

その定款の内容を行政庁が審査することにより、移行に伴う定款変更等の手

続の確実性及びその内容の明確性を確保するとともに、移行に伴う紛争及び

不正行為を防止することを図ったものと考えられます。「移行認定又は移行認

可の申請に当たって定款の変更の案を作成するに際し特に留意すべき事項に

ついて」（「留意事項」）は、そのような整備法の趣旨を踏まえて作成されるこ

ととされたものです。 

２ このように、「留意事項」は、特例民法法人が新制度上の法人に移行する際

に特に留意すべき事項を取り上げたものですが、「留意事項」で取り上げられ

たものの中には、移行に限らず、新制度に基づいて設立される通常の一般社

団法人もしくは一般財団法人又は公益社団法人もしくは公益財団法人の組織、

運営及び管理についても同様に当てはまる事項が含まれています。 

３ そのため、新規に設立された通常の一般社団法人又は一般財団法人が公益

認定の申請をする場合においても、「留意事項」に示された考え方及び内容が

当てはまるときは、「留意事項」と同様の考え方及び内容に基づいて審査を行

うことになると考えられます（注）。 

 

（注）公益法人認定法上、一般社団法人又は一般財団法人は、その定款の内容が法令等に

違反しているものであるときは、公益認定を受けることができないこととされています

（同法第 6条第 3号）。 

 

（参照条文） 

公益法人認定法第 6条 前条の規定にかかわらず、次のいずれかに該当する一般社団法人又は一

般財団法人は、公益認定を受けることができない。 

一・二 （略） 

三  その定款又は事業計画書の内容が法令又は法令に基づく行政機関の処分に違反している

もの 
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四～六 （略） 

 

整備法第 100 条  行政庁は、第四十四条の認定の申請をした特例民法法人（以下この款及び第

百三十三条第二項において「認定申請法人」という。）が次に掲げる基準に適合すると認める

ときは、当該認定申請法人について第四十四条の認定をするものとする。 

一  第百三条第二項第二号の定款の変更の案の内容が一般社団・財団法人法及び公益法人認

定法並びにこれらに基づく命令の規定に適合するものであること。 

二 （略） 

 

整備法第 117 条  行政庁は、第四十五条の認可の申請をした特例民法法人（以下この款におい

て「認可申請法人」という。）が次に掲げる基準に適合すると認めるときは、当該認可申請法

人について同条の認可をするものとする。 

一  第百二十条第二項第二号の定款の変更の案の内容が一般社団・財団法人法及びこれに基

づく命令の規定に適合するものであること。 

二 （略） 
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問 I‐３‐⑩（公告方法）  

公告方法は定款（の変更の案）にどのように規定すればいいのでしょうか。 

答 

１ 公告方法は、旧民法法人の定款又は寄附行為においては、必要的記載事項

ではありませんでしたが、新制度（一般社団・財団法人法）では、定款の必

要的記載事項とされています（一般社団・財団法人法第 11 条第 1 項第 6 号、

第 153 条第 1項第 9号）（注１）。 

 

２ 一般社団・財団法人法では、この公告方法について、 

  ① 官報に掲載する方法 

  ② 時事に関する事項を掲載する日刊新聞紙に掲載する方法 

  ③ 電子公告 

  ④ 主たる事務所の公衆の見やすい場所に掲示する方法 

 のいずれかを定款（の変更の案）で定める必要があるとされています（一般

社団・財団法人法第 331 条第 1項、同施行規則第 88 条第 1項）。 

  その際には、①から④までのいずれか一つの方法を定めることで足ります

が、「官報及び○○県において発行する○○新聞」のように重畳的に定めるこ

とも可能です。一方、「官報又は電子公告」のように選択的に定めることはで

きず、また、「貸借対照表の公告は電子公告、それ以外は官報」のように、公

告対象事項を任意に細分化して、各事項につきそれぞれの公告方法を定める

こともできないと解されています（注２）。 

 

３ ②の方法を定款で定める場合には、一種又は数種の新聞を特定するか、特

定できるように記載するかしなければならず、また、その発行地も特定する

ことが望ましいと考えられています。 

 

４ また、③の方法を公告方法とする旨を定款で定める場合に限り、事故その

他やむを得ない事由によって電子公告による公告をすることができない場合

の公告方法として、①又は②の方法のいずれかを定款で定めることができま

す（一般社団・財団法人法第 331 条第 2項）（注３）。 

 

（注１）特例民法法人についても、旧民法法人と同様に定款の必要的記載事項とはされて

いません（整備法第 80 条第 2項、第 89 条第 2項）。 

 

（注２）①又は②の方法を定款で定める場合には、貸借対照表（大規模一般社団法人又は
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大規模一般財団法人にあっては、貸借対照表及び損益計算書）の公告に代えて、継

続して電磁的方法により不特定多数の者が提供を受けることができる状態に置く措

置をとることができますが、当該措置（電磁的開示）をとることを定款で規定する

必要はありません（一般社団・財団法人法第 128 条第 3項）。 

    当該措置（電磁的開示）は、電子公告による貸借対照表等の公告と実質上同様の

ものですが、法令上の「電子公告」（同法第 331 条第 1 項第 3 号）ではありません。

そのため、公告方法を①又は②の方法とする法人が、当該措置（電磁的開示）をと

ることを任意に定款に記載する場合であっても、例えば、「貸借対照表（及び損益計

算書）については、一般社団・財団法人法第 128 条第 3 項に規定する措置により開

示する。」旨を記載することはできますが、他方で、「貸借対照表（及び損益計算書）

の公告については電子公告で行う。」旨を定めることはできません。なお、当該措置

（電磁的開示）をとる場合には、具体的なホームページのアドレスを登記する必要

があります（同法第 301 条第 2 項第 15 号、第 302 条第 2 項第 13 号、同法施行規則

第 87 条第 1項）。 

 

（注３）③以外の方法を定款で定める場合には、事故その他やむを得ない事由によって当

該方法による公告をすることができない場合の公告方法を定めることはできません。 

    また、電子公告による公告をすることができない場合の公告方法として、④の方

法を定めることはできませんので注意が必要です。 

 

（参照条文） 

一般社団・財団法人法第 11 条 一般社団法人の定款には、次に掲げる事項を記載し、又は

記録しなければならない。 

 一～五 （略） 

 六  公告方法 

 七 （略） 

２ （略） 

 

一般社団・財団法人法第 128 条 一般社団法人は、法務省令で定めるところにより、定時

社員総会の終結後遅滞なく、貸借対照表（大規模一般社団法人にあっては、貸借対照表

及び損益計算書）を公告しなければならない。 

２  前項の規定にかかわらず、その公告方法が第三百三十一条第一項第一号又は第二号に

掲げる方法である一般社団法人は、前項に規定する貸借対照表の要旨を公告することで

足りる。 

３  前項の一般社団法人は、法務省令で定めるところにより、定時社員総会の終結後遅滞

なく、第一項に規定する貸借対照表の内容である情報を、定時社員総会の終結の日後五
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年を経過する日までの間、継続して電磁的方法により不特定多数の者が提供を受けるこ

とができる状態に置く措置をとることができる。この場合においては、前二項の規定は、

適用しない。 

 

一般社団・財団法人法第 153 条 一般財団法人の定款には、次に掲げる事項を記載し、又

は記録しなければならない。 

 一～八 （略） 

 九 公告方法 

 十 （略） 

２・３ （略） 

 

一般社団・財団法人法第 301 条 一般社団法人の設立の登記は、その主たる事務所の所在

地において、次に掲げる日のいずれか遅い日から二週間以内にしなければならない。 

 一・二 （略） 

２  前項の登記においては、次に掲げる事項を登記しなければならない。 

 一～十四 （略） 

 十五  第百二十八条第三項の規定による措置をとることとするときは、同条第一項に規

定する貸借対照表の内容である情報について不特定多数の者がその提供を受けるため

に必要な事項であって法務省令で定めるもの 

 十六  公告方法 

 十七  前号の公告方法が電子公告（第三百三十一条第一項第三号に規定する電子公告を

いう。以下この号及び次条第二項第十五号において同じ。）であるときは、次に掲げる

事項 

  イ 電子公告により公告すべき内容である情報について不特定多数の者がその提供を

受けるために必要な事項であって法務省令で定めるもの 

  ロ 第三百三十一条第二項後段の規定による定款の定めがあるときは、その定め 

 

一般社団・財団法人法第 302 条 一般財団法人の設立の登記は、その主たる事務所の所在

地において、次に掲げる日のいずれか遅い日から二週間以内にしなければならない。 

 一～十二 

 十三  第百九十九条において準用する第百二十八条第三項の規定による措置をとるこ

ととするときは、同条第一項に規定する貸借対照表の内容である情報について不特定

多数の者がその提供を受けるために必要な事項であって法務省令で定めるもの 

 十四  公告方法 

 十五  前号の公告方法が電子公告であるときは、次に掲げる事項 

  イ 電子公告により公告すべき内容である情報について不特定多数の者がその提供を
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受けるために必要な事項であって法務省令で定めるもの 

  ロ 第三百三十一条第二項後段の規定による定款の定めがあるときは、その定め 

 

一般社団・財団法人法第 331 条 一般社団法人等は、公告方法として、次に掲げる方法の

いずれかを定めることができる。 

 一  官報に掲載する方法 

 二  時事に関する事項を掲載する日刊新聞紙に掲載する方法 

 三  電子公告（公告方法のうち、電磁的方法により不特定多数の者が公告すべき内容で

ある情報の提供を受けることができる状態に置く措置であって法務省令で定めるもの

をとる方法をいう。以下同じ。） 

 四  前三号に掲げるもののほか、不特定多数の者が公告すべき内容である情報を認識す

ることができる状態に置く措置として法務省令で定める方法 

２  一般社団法人等が前項第三号に掲げる方法を公告方法とする旨を定款で定める場合

には、その定款には、電子公告を公告方法とする旨を定めれば足りる。この場合におい

ては、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をすることができない

場合の公告方法として、同項第一号又は第二号に掲げる方法のいずれかを定めることが

できる。 

 

一般社団・財団法人法施行規則第 87 条 次の各号に掲げる規定に規定する法務省令で定め

るものは、当該各号に定める行為をするために使用する自動公衆送信装置のうち当該行

為をするための用に供する部分をインターネットにおいて識別するための文字、記号そ

の他の符号又はこれらの結合であって、情報の提供を受ける者がその使用に係る電子計

算機に入力することによって当該情報の内容を閲覧し、当該電子計算機に備えられたフ

ァイルに当該情報を記録することができるものとする。 

 一 法第三百一条第二項第十五号 法第百二十八条第三項の規定による措置 

 二 法第三百一条第二項第十七号イ 一般社団法人が行う電子公告 

 三 法第三百二条第二項第十三号 法第百九十九条において準用する法第百二十八条第

三項の規定による措置 

 四  法第三百二条第二項第十五号イ 一般財団法人が行う電子公告 

２ 次の各号に掲げる規定に規定する場合には、当該各号に定める規定に掲げる事項であ

って、決算公告（法第百二十八条第一項（法第百九十九条において準用する場合を含む。）

の規定による公告をいう。以下この項において同じ。）の内容である情報の提供を受ける

ためのものを、当該事項であって決算公告以外の公告の内容である情報の提供を受ける

ためのものと別に登記することができる。 

 一 法第三百一条第二項第十七号 同号イ 

 二 法第三百二条第二項第十五号 同号イ 
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一般社団・財団法人法施行規則第 88 条 法第三百三十一条第一項第四号に規定する措置と

して法務省令で定める方法は、当該一般社団法人等の主たる事務所の公衆の見やすい場

所に掲示する方法とする。 

２ （略） 

 

整備法第 80 条 （略） 

２  特例社団法人については、一般社団・財団法人法第十一条第一項第六号及び第七号の

規定は、適用しない。 

３～５ （略） 

 

整備法第 89 条 （略） 

２  特例財団法人については、一般社団・財団法人法第百五十三条第一項第八号から第十

号までの規定は、適用しない。 

３～７ （略） 
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問 I－３－⑪（定款の変更の案の作成）  

定款の変更の案を作成する際に、気を付けた方がいいことはありますか。 

答 

１ 新制度においては、主務官庁制を廃止して、一般社団・財団法人法の要件

を満たせば、登記のみで一般社団・財団法人を設立することができる準則主

義を採用するにあたり、法人自らが責任を持って自主的・自律的に運営を行

っていけるよう、法律でガバナンスに関する様々な事項が明確に定められま

した。定款の変更の案の作成については、これらの一般社団・財団法人法の

規律を踏まえて行っていただく必要があります。 

 

２ 内閣府では、定款の変更の案を作成するに当たって特に留意していただき

たい事項について、「移行認定又は移行認可の申請に当たって定款の変更の案

を作成するに際し特に留意すべき事項について」（平成 20 年 10 月 10 日内閣

府公益認定等委員会）を決定し、公表しています。 

  また、定款の変更の案の定めの例やその解説を、「移行認定のための「定款

の変更の案」作成の案内」として公表しています。 

 

３ 新制度において各法人が目指すガバナンスの在り方は、法人の設立の経緯

や、事業の内容、規模等に応じて様々であり、また、定款の変更の案を作成

するに当たって参照すべき関係法令の規定やFAQ等は多岐にわたることから、

窓口相談等でも、定款の変更の案について毎日多数のご質問をいただいてい

るところです。 

  そこで、上記の「留意事項」で取り扱っている事項以外で、特にお問い合

わせの多い点や、注意していただきたい点について、考え方や、①法令、②

公益認定等ガイドライン、③FAQ 等のどこを参照したらいいかなどを、別紙の

とおり取りまとめましたのでご参照ください。 
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（別 紙） 

 

１ 定款の記載事項 

（問）定款に必ず記載しなければいけない事項はありますか。 

（答）定款の記載事項の種類や内容については、「移行認定のための「定款の変

更の案」作成の案内」の冒頭の＜凡例＞に記載していますのでご参照くだ

さい。また、以下の FAQ 等でも説明しています。 

  (1) 「設立時社員の氏名又は名称及び住所」、「設立者の氏名又は名称及び

住所」などの取扱いについては、問 I－3－③、問 I－3－④で説明してい

ます。 

  (2) 新制度では、「公告方法」が、定款の必要的記載事項とされていますが、

その記載方法について、問 I－3－⑩で詳しく説明しています。 

  (3) 「事業年度」については、通常の事業年度の定め以外に、移行の登記

をした際に、その前後で事業年度を区分する旨の定めが必要となります

（整備法規則第 2条）。 

  (4) 移行と同時に代表理事又は会計監査人を置く場合には、氏名を定款に

直接記載することが必要となります（問Ⅱ－3－①②）。 

  (5) 旧民法では、「事務所」が必要的記載事項とされていましたが、一般社

団・財団法人法では、「主たる事務所」が必要的記載事項とされています

ので、定款の変更の案には「主たる事務所」として記載してください（旧

民法第 37 条第 3号、一般社団・財団法人法第 11 条第 1項第 3号、第 153

条第 1項第 3号）。 

 

 

２ 法人の名称、目的 

（問）移行の際に、定款の変更の案で、法人の名称、目的（法人が行う事業）

を変更することはできますか。 

（答） 

 １ いずれも可能です（問 I－3－⑧）。 

 ２ 法人の名称を変更する場合、関係法令等により、法人の名称に用いるこ

とができない文字等があります（例えば、括弧「（」など。）ので、必要に

応じて行政庁にご相談ください。 

 ３ 定款に根拠がない事業は、公益目的事業として認められないことがあり

ますので、明確かつ具体的に定めていただく必要がありますが、会計上又

は申請書類の事業のまとめ方と定款上の事業の記載との対応関係が明らか
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となるのであれば、必ずしも個別（１対１）に対応している必要はありま

せん（公益認定等ガイドライン I－1、問Ⅷ－1－④、問Ⅷ－2－②）。 

 

 

３ 社員 

（問）社員の資格の得喪の定め方について気を付けた方がいいことはあります

か。 

（答） 

 １ 公益法人は、社員の資格の得喪に関して、法人の目的に照らし、不当に

差別的な取扱いをする条件その他の不当な条件を付していないものでなけ

ればなりません（公益認定等ガイドライン I－13、問Ⅱ－1－①、問Ⅳ－3

－(2)－①②） 

 ２ 社員の資格の得喪に関する規定は、一般社団・財団法人法上の必要的記

載事項ですので、その実質的内容の根幹となる部分については、必ず定款

に定めておいてください。 

   例えば、定款には、単に「法人の目的に賛同した者」や「社員総会で定

めた基準に適合する者」とのみ記載し、下位規則等で「○○の資格を有す

ること」といったような実質的な要件を定めるのは、適当でないと考えら

れます（一般社団・財団法人法第 11 条第 1項第 5号）。 

 

 

４ 社員総会、評議員会 

（問）これまで、社員総会の定足数を、社員の過半数とし、出席社員の３分の

２以上の賛成により、定款の変更ができることとしていたのですが、新制

度でも同様の運用をすることができますか。 

（答）旧民法では、定款の変更には、総社員の４分の３以上の同意が必要とさ

れていましたが、定款で別段の定めを置くこともできることとされていま

した（旧民法第 38 条）。 

   一方、新制度では、定款の変更や合併契約の承認等には、社員総会又は

評議員会の特別決議が必要であり、社員総会の場合には、総社員の半数以

上が賛成し、かつ、賛成の社員が有する議決権が総社員の議決権の３分の

２（これを上回る割合を定款で定めた場合にあっては、その割合）以上で

ある必要があり、また、評議員会の場合には、特別の利害関係を有する評

議員を除く評議員の３分の２（これを上回る割合を定款で定めた場合にあ

っては、その割合）以上の賛成が必要となります（一般社団・財団法人法
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第 49 条第 2項、第 189 条第 2項）。 

   したがって、定款の変更等について、お示しのような決議要件を定款に

定めることはできません。 

 

（問）社員総会、評議員会の議事録への記名押印について、一般社団・財団法

人法上の決まりはありますか。 

（答）一般社団・財団法人法及び同法施行規則では、社員総会及び評議員会の

議事録への記名押印は、特に必要とされていませんが、問Ⅱ－7－⑤で詳し

く説明していますので、こちらをご参照ください。 

 

（問）今まで通り、不正があった場合に、監事が社員総会を招集することがで

きる旨の規定を定款に置くことはできますか。 

（答） 

 １ 一般社団・財団法人法では、監事が社員総会又は評議員会を招集するこ

とはできません（一般社団・財団法人法第 36 条 3 項、第 179 条第 3項）。 

 ２ 旧民法では、監事は、業務の執行等について、法令又は定款に違反し、

又は著しく不当な事項があると認めるときは、総会に報告することとされ、

この報告をするために必要があるときは、総会を招集することとされてい

ましたが、新制度では、理事が不正の行為をしたなどの場合、監事は、理

事会（理事会を設置していない一般社団法人の場合は理事）に報告するこ

ととされ、当該報告のために理事会の招集を請求したにもかかわらず、招

集がなされない場合には、自ら理事会を招集することができることとされ

ています（旧民法第 59 条、一般社団・財団法人法第 100 条、第 101 条）。 

    

（問）社員総会における議決権の代理行使を制限することはできますか。 

（答）旧民法では、議決権の代理行使について定款で別段の定めをすることが

できることとされており、議決権の代理行使を禁じたり、「やむを得ない事

由がある場合」に限定したりすることもできると解されていました（旧民

法第 65 条）。 

   一方、一般社団・財団法人法には、定款で別段の定めをすることができ

る旨の規定は置かれておらず、合理的な理由なく、議決権の代理行使を制

限する定款の定めについては、無効と解される場合があります（問Ⅱ－7－

④）。 

 

（問）社員総会（評議員会）で決議できる事項は、招集の際に理事会において
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あらかじめ定めたものに限られるのですか。 

（答）理事会を設置していない一般社団法人を除き、原則として、社員総会は、

あらかじめ定められた「社員総会の目的である事項」（議題）以外の事項に

ついては、決議をすることができません。 

   ただし、議案については、このような制限はなく、あらかじめ定められ

た「社員総会の目的である事項」（議題）の範囲内であれば、社員が、社員

総会の議場において、議案を提出することもできます（評議員会の場合も

同様です。一般社団・財団法人法第 44 条、第 49 条第 3 項、第 185 条、第

189 条第 4項。）。 

 

 

５ 役員等 

（問）移行の際に、理事や監事の任期を変更する必要はあるのでしょうか。 

（答）新制度では、一般社団・財団法人法に理事、監事及び評議員の任期につ

いての規定が置かれており、定款に任期を定める場合には、法定の任期の

範囲内で定めていただく必要があります。 

  (1) 理事の任期を「２年」の確定期間とする定款の定めは適当ではないと

考えられます（問Ⅱ－4－④）。 

    (2) 増員された評議員又は監事の任期を、現任者の残任期間とすることに

より、法定の任期の下限を超えて任期を短縮することはできません。一

方で、補欠の評議員、理事又は監事の任期を前任者の残任期間としたり、

増員された理事の任期を現任者の残任期間とすることは可能です（問Ⅱ

－1－②、一般社団・財団法人法第 66 条、第 67 条、第 174 条）。     

  (3) 多くの特例民法法人では、定款において「役員は、辞任又は任期満了

後においても、後任者が就任するまでは、その職務を行わなければなら

ない。」といった定めを置くことにより、後任者が就任しない場合には任

期を伸長することとしていました。 

    新制度では、定款で定めた役員の員数が欠けた場合などには、任期の

満了又は辞任により退任した役員は、新たに選任された役員が就任する

まで、なお役員としての権利義務を有することとされていますが、これ

以外の場合に、後任者が就任しないことをもって、職務を行わせること

は、法定の任期の上限を超えて任期を伸長することになり、適当ではな

いと考えられます（評議員の場合も同様です。一般社団・財団法人法第

75 条、第 175 条）。 

  (4) この他、移行をまたぐ任期の取扱いや、移行の登記を停止条件として
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役員が交代する場合の任期の取扱いなどについて、問Ⅱ－4－①～⑦で詳

しく説明していますので、ご参照ください。 

 

（問）移行後に会計監査人を置くかどうかまだ検討中なので、どちらにでも対

応できるよう、定款の変更の案では、「会計監査人を置くことができる。」

といった定めにしておいても差し支えないでしょうか。 

（答）会計監査人の設置、一般社団法人における理事会、監事の設置について

は、相対的記載事項（定款の定めがなければその効力を生じない事項）で

あり、設置するかどうかが明らかにならない定め方はできません（一般社

団・財団法人法第 60 条第 2項、第 170 条第 2項）。 

 

（問）役員の資格を制限することはできますか。 

（答）例えば、一般社団法人の定款において、理事又は監事の資格を「社員に

限る。」こともできます（問Ⅱ－1－①）。 

   ただし、定款による役員の資格の制限は、不合理なものであってはなら

ないと解されており、例えば、「社員総会は、○○協会の事務局長の地位に

ある者を理事に選任する。」、「理事は、設立者が指名した者の中から評議員

会で選任する。」などと定めて、社員総会又は評議員会以外の者（機関）に

事実上の決定権（拒否権）を与えることはできません（留意事項Ⅱ－5）。 

 

（問）役員の報酬等については、どのように定めればいいでしょうか。 

（答）役員の報酬等については、問Ⅴ－6－①～⑤で詳しく説明していますので、

ご参照ください。特に、定款又は社員総会（評議員会）の決議によって監

事の報酬等の総額のみを定めた場合、各監事の報酬等は、当該総額の範囲

内で、監事の協議によって定めることとされており、理事（又は理事会）

が決定することはできない点に注意が必要です（問Ⅴ－6－⑤）。 

 

（問）理事の権限を定款に記載する際に気を付けなければいけないことはあり

ますか。 

（答） 

 １ 旧民法では、理事は、法人のすべての事務について法人を代表すること

とされていましたが、新制度においては、（理事会を設置していない一般社

団法人を除き、）代表理事が法人を代表し、代表理事及び理事会の決議によ

って業務を執行する理事として選定された業務執行理事が、法人の業務を

執行することとされており、その他の理事は、理事会への出席等を通じて
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法人運営に関与することとなります。したがって、例えば、上記の代表理

事及び業務執行理事以外の理事が「業務を執行する」旨の定款の定めは適

当でないと考えられます（旧民法第 53 条第 1項、一般社団・財団法人法第

77 条、第 91 条第 1項）。 

 ２ 重要な使用人の選任及び解任などの法人の重要な業務執行の決定につい

ては、理事や法律上の機関でない任意の機関に決定を委任することができ

ないこととされています。したがって、例えば、代表理事が、理事会の決

議によらずに、重要な使用人に該当する者の選任及び解任を行う旨を定款

で定めることはできません（問Ⅲ－1－②、一般社団・財団法人法第 90 条

第 4項）。 

 

（問）新制度において、代表理事に事故があった場合に、他の代表理事でない

理事に職務を代行させることはできますか。 

（答）「代表理事に事故があった場合に、代表理事があらかじめ定める順番で理

事が代表理事の職務を代行する。」旨の定款の定めについては、理事会の代

表理事の選定権限を奪い、（将来の）代表理事の選定を代表理事が行うこと

を許容するものとなるため無効です（留意事項Ⅱ－7の注 3）。 

   あらかじめ順番を理事会で定めることとする場合であっても、代表理事

でない理事が、代表理事の職務を行うことはできませんし、仮に、理事会

において代表理事を予選する旨の規定であると解したとしても、「代表理事

に事故があった場合」について、どのような場合に該当するのかが不明確

で疑義を生ずることとなるなどの問題があり、また、予選については、無

制限に許容されるべきものではないと解されることなどから、適当でない

と考えられます。 

   なお、旧民法においては、理事は、法人のすべての事務について法人を

代表することとされており、多くの法人では、定款等により各理事の権限

の分担等を内部的に定めていましたが、これと同様に、一般社団・財団法

人法においても、代表理事を複数名選定し、内部的に権限の分担を定める

運用をすることはできます（旧民法第 53条第 1項、留意事項Ⅱ－7の注 4）。 

 

（問）一般財団法人において、評議員会が役員としてふさわしくない行為があ

ったと認めた者を、自由に解任することはできますか。 

（答）一般財団法人の理事及び監事は、①職務上の義務に違反し、又は職務を

怠ったとき、②心身の故障のため、職務の執行に支障があり、又はこれに

堪えないとき、のいずれかに該当するときに、評議員会の決議によって解
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任することができることとされています。 

   一般社団・財団法人法は、理事及び監事に対する評議員会の適正な監督

権限を確保しつつ、評議員会の権限が強大になり過ぎないようにするため、

解任事由を限定していると考えられることから、法定の解任事由に該当し

ない場合に、評議員会が役員を解任することができる旨を定款で定めるこ

とはできないと解されます（一般社団・財団法人法第 176 条）。 

 

（問）理事、監事及び評議員の損害賠償責任の免除について定款で定めるに当

たって、気を付けなければいけないことはありますか。 

（答）理事及び監事の損害賠償責任については、一般社団・財団法人法第 112

条から第 115 条（一般財団法人については、第 198 条において読み替えて

準用。）において、①総社員又は総評議員の同意による免除、②社員総会又

は評議員会の特別決議による一部免除、③理事会の決議（理事会を設置し

ていない一般社団法人の場合には、理事の過半数の同意）による一部免除、

④外部役員との責任限定契約、が定められており、このうち、③と④につ

いては、相対的記載事項（定款の定めがなければその効力を生じない事項）

です。 

   一方、評議員の損害賠償責任については、①のみで、②～④は規定され

ていませんので、注意が必要です。 

 （注）なお、「公益法人 information」の「関連リンク」に、一般財団法人に読み替え

て準用される一般社団法人に関する規定の書き下ろし文へのリンクを掲載していま

すのでご参照ください。 

 

 

６ 理事会 

（問）理事会の決議方法について、これまで通り「可否同数のときは、議長の

決するところによる。」旨を定めることはできますか。 

（答）従来の民法法人に置かれていた評議員会、理事会は、主務官庁の指導監

督や法人の判断により置かれている任意の機関でしたが、新制度の評議員

会、理事会は、法律に定める機関となり、決議要件についても、一般社団・

財団法人法に定められています。 

   一般社団・財団法人法においては、特定の理事（評議員）にのみ２個の

議決権を与えることとなるような定款の定めは無効と解され、また、仮に、

当初の議決に議長が加わらないこととしている場合であっても、当初の議

決において、議長たる理事（評議員）を除く出席理事（出席評議員）の過
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半数の賛成で決議が成立する旨を定めた場合には、一般社団・財団法人法

に定められている決議要件を緩和するものとなり、無効であると考えられ

ます（留意事項Ⅱ－8の注 2、一般社団・財団法人法第 95 条第 1項、第 189

条第 1項。）。 

   なお、可否同数の場合について特に定款で定めていなくても、採決に当

たって、議長である理事（評議員）が自らの議決権の行使を一旦留保した

上で、可否同数のときにその議決権を行使することは、基本的に問題ない

と考えられます。 

 

（問）理事会の議事録に記名押印する者について、一般社団・財団法人法上の

決まりはありますか。 

（答）理事会の議事録には、出席した理事及び監事の全員が記名押印しなけれ

ばならないこととされていますが、定款で、記名押印すべき出席理事を、

出席した代表理事と定めることもでき、この場合には、出席した代表理事

及び監事の全員が記名押印しなければなりません。問Ⅱ－7－⑤の（注１）

で詳しく説明していますので、ご参照ください。 

 

 

７ 財産及び会計 

（問）新制度において、基本財産や不可欠特定財産は、定款にどのような形で

定めればいいのでしょうか。 

（答）問Ⅵ－3－②で詳しく説明していますので、ご参照ください。 

 

 

８ その他 

（問）財団法人の場合に、特に気を付けた方がいいことはありますか。 

（答）一般財団法人は、設立者の定めた目的を実現すべき法人であり、その運

営、管理の根幹部分について、設立者の意思が尊重される仕組みとされて

います。 

   例えば、一般財団法人の定款における「目的」（法人が行う事業）、「評議

員の選任及び解任の方法」については、設立者が設立に際して作成した定

款にこれらの事項を変更することができる旨を定めている場合を除き、変

更できないこととされています。特例民法法人についても、移行時の定款

の変更の案にこれらを定めなければ、特別な事情があって裁判所の許可を

得ない限り変更することができなくなりますので、注意が必要です（一般
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社団・財団法人法第 200 条、整備法第 112 条第 1項、第 122 条第 1項）。 

   また、一般財団法人は、一般社団法人の場合とは異なり、設立後に評議

員会の決議などの法人の機関の意思決定によって自主的に解散することは

できないこととされており、例えば、「この法人は、○○のときには、評議

員会の決議によって解散することができる。」旨を定款で定めることはでき

ないと考えられます（一般社団・財団法人法第 202 条）。 

 

（問）定款の変更の案に、特例民法法人の解散手続きや、移行後の法人の設立

総会について定めておく必要はありますか。 

（答）必要ありません。問 I－1－④で詳しく説明していますので、ご参照くだ

さい。 
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問Ⅰ‐４‐①（申請時期）  

特例民法法人が新制度の公益社団・財団法人または一般社団・財団法人に移

行するための認定・認可の時期は、法人が選択してよいのでしょうか。 

答  

１ 一般社団・財団法人法の施行日（平成 20 年 12 月１日）に既に設立されて

いる民法法人で新制度の公益法人又は一般社団・財団法人に移行していない

法人は、「特例民法法人」として存続します。 

 

２ この特例民法法人は、一般社団・財団法人法の施行後５年の移行期間（平

成 20 年 12 月１日から平成 25 年 11 月 30 日まで）内であれば、いつでも公益

法人への移行認定（整備法第 44 条）又は一般社団・財団法人への移行認可（同

法第 45 条）を受けることができます。したがって、各法人にとって適当な時

期を選択し、移行認定・認可の申請をすることになります。もっとも、行政

庁の審査期間は、その時の当該行政庁における申請件数、申請法人の事業内

容その他の事情によるところが大きいため、法人の見込みどおりの期間で移

行認定・認可がなされない場合もあり得ます。また、審査期間は場合によっ

ては長期に及ぶものも想定されます。 

 

３ 特例民法法人が移行期間内に公益法人又は一般社団・財団法人に移行しな

ければ、移行期間が満了した時点で解散したものとみなされます（同法第 46

条）。特例民法法人は、移行認定と移行認可の申請を同時に行うことはできま

せんが（整備法第 99 条第２項、同法第 115 条第２項）、移行期間の満了の日

後において、公益認定の申請に対する処分がされていない場合には、移行認

可の申請を行うことができます。 

 

４ なお、上記のとおり、原則として移行認定・認可の申請の時期は法人が自

由に選択できますが、特例民法法人が合併をした場合は（整備法第 66 条）、

合併後存続する法人の財務状況を行政庁が適切に把握できるよう、合併をし

た事業年度の決算書が社員総会等で承認された後でなければ移行認定・認可

の申請ができないこととされています（整備規則第 11 条第２項、第 28 条第

１項）。 
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問Ⅰ‐４‐②（申請の回数）  

移行認定や移行認可を申請して不認定となった場合に、再度申請ができるの

でしょうか。申請回数に制限はあるのでしょうか。 

 

答 

申請回数に制限はありません。不認定の場合、行政庁より申請者に対し、

その理由を包括的に示すことになりますので、申請者は、その理由について

検討した上で、移行期間中は何回でも申請することができます。再申請の際

に前回の不認定の事実が不利益に取り扱われることはありませんし、公益認

定が不認定となった後に移行認可を申請したり、その逆も可能です。 
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問Ⅰ‐４‐③（申請の順序）  

特例民法法人が一旦、一般社団・財団法人に移行した後に、公益認定を申請

することはできるのでしょうか。 

 

答 

可能です。公益法人認定法に基づき、他の一般社団・財団法人と同じ手続

で申請し、同じ基準で審査されます。移行法人の公益目的支出計画（整備法

第 119 条）は、公益認定を受けた場合には、認定を受けた日にその実施が完

了したものとみなされます（整備法第 132 条）。 
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問Ⅰ‐４‐④（新規設立一般社団・財団法人の公益認定申請）  

新制度の下で公益法人を設立したいが、一般社団・財団法人の設立の登記を

行った直後に、公益法人の認定申請を行うことは可能でしょうか。 

答  

１ 公益認定の申請は、一般社団・財団法人であれば、その設立の時期にかか

わらず行うことが可能です（公益法人認定法第５条柱書）。もっとも、公益認

定の申請の際には、法人の成立の日における貸借対照表や財産目録等の書類

のほか、申請法人が一般社団・財団法人であることを行政庁において確認す

るために登記事項証明書を提出する必要がありますので（公益法人認定法施

行規則第５条第２項、第３項第１号）、少なくともこれらの書類を作成又は取

得した後でないと公益社団・財団法人の認定申請を行うことはできません。 

 

２ なお、上記のほか、認定申請には各種書類の提出が必要ですが（公益法人

認定法第７条、公益法人認定法施行規則第５条）、設立直後の法人が、事業の

実績がないために申請に必要な書類の提出が困難となることはありません。 
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問Ⅰ‐４‐⑤（移行期間終了後の公益認定申請）  

特例民法法人が新制度の公益法人または一般社団・財団法人に移行するため

の認定・認可の申請が可能な時期(平成 20 年 12 月１日から 25 年 11 月 30 日

までの移行期間)終了後、それまでに設立された一般社団・財団法人が公益認

定の申請を行うことは可能でしょうか。 

答  

１ 「移行期間」(平成 20 年 12 月１日から 25 年 11 月 30 日まで。整備法第 44

条)とは、一般社団・財団法人法の施行日(平成 20 年 12 月１日)に既に設立さ

れている民法法人（特例民法法人）が、新制度の公益法人又は一般社団・財

団法人に移行するための申請をし、その申請に対する処分（移行認定・認可）

を受けることができる期間にすぎません。 

 

２ したがって、一般社団・財団法人として新たに設立された法人は、その設

立が移行期間中であるか否かにかかわらず、この移行期間終了後も、認定法

の規定に従い公益認定の申請を行うことができます。 

 

 

 



 62

 

問Ⅰ‐４‐⑥（移行期間満了後の申請の取扱い）  

特例民法法人が新制度の公益法人への移行の認定申請を行いましたが、５年

間（平成 20 年 12 月 1 日から 25 年 11 月 30 日までの移行期間）を過ぎても、

行政庁から回答がないことが考えられます。５年経過後に認定不可の回答が

あった場合には、当該法人は解散になるのでしょうか。 

答 

１ 残念ながら、ご質問のとおり５年の経過期間（平成 20 年 12 月 1 日から 25

年 11 月 30 日まで）終了後に行政庁からの回答がなされ、その内容が認定を

不可とするものである場合には、当該法人は解散となります。 

 

２ ただし、特例民法法人が公益社団・財団法人への移行の認定申請を行い、

５年の経過期間が過ぎたにもかかわらず行政庁からの回答がない場合には、

併せて、一般社団・財団法人への移行の認可申請を行うことができることと

なっています。 

 

３ このため、移行の認定申請の結果に不安がある場合には、上記２の手続も

併せて活用されることをお勧めします。 

 

（参照条文） 

整備法第４６条 移行期間内に第４４条の認定又は前条の認可を受けなかった

特例民法法人は、移行期間の満了の日に解散したものとみなす。ただし、第

４４条の認定又は前条の認可の申請があった場合において、移行期間の満了

の日までに当該申請に対する処分がされないときは、この限りでない。  

２ （略）  

 

整備法第１１６条 前条第２項の規定にかかわらず、第４４条の認定の申請を

した特例民法法人は、移行期間の満了の日後において当該申請に対する処分が

されていないときに限り、第４５条の認可の申請をすることができる。  

２ 前項の規定により第４５条の認可の申請があった場合において、第４４条

の認定をする処分があったときは、当該申請は、取り下げられたものとみな

す。  

３ 第１項の規定により第４５条の認可の申請を受けた行政庁は、第４４条の

認定の申請の取下げがあった後又は同条の認定をしない処分をした後遅滞な

く、第４５条の認可の申請に対する審査を開始しなければならない。  



 63

４ 第１項の規定により第４５条の認可の申請をした特例民法法人については、

次の各号に掲げる場合には、当該各号に定める規定は、適用しない。  

一 第４４条の認定の申請を取り下げた場合 第４６条第１項本文  

二 第４４条の認定をしない処分の通知を受けた場合 第１１０条第１項 
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問Ⅰ－４－⑦（電子申請）  

公益認定等に係る手続について、電子申請ができるのでしょうか。 

答  

１ 電子申請を可能とするシステム開発を進めています。 

 

２ システムでは、「インターネットに接続する環境があれば、いつでも、どこ

からでも申請ができる。」という一般的なメリットのほか、次のような機能を

提供する予定です。 

①申請書様式の入力フォーマット 

財務関係書類では、数値を入力すれば、結果が自動計算されます。 

②申請の手引き 

『申請の手引き』（注）を適宜参照しながら、申請書を作成できるように、

『申請の手引き』の該当箇所へのリンクを可能とします。 

③簡易な入力チェック 

申請書の作成時に、簡易な入力チェックが自動で行われますので、記入

ミスなどを防止でき、補正の対応等の手間が省けます。 

④処理状況の確認 

申請された申請書の処理状況を、いつでも確認することができます。 

 

３ 公益認定等に係る各種手続については、利便性に優れた電子申請をお奨め

します。 

 

４ なお、電子申請を利用するためには、法人の名称等の必要事項をあらかじ

め入力する手続きが必要となりますが、手続後は、ログインＩＤ及びパスワ

ードによる簡易な認証だけで電子申請が利用可能となります。 

電子申請を利用するための手続の詳細については、あらためてお知らせし

ます。 

 

（注）公益認定等に係る申請書等を作成する際の手引きとして利用できるように、申請

書等に記載すべき項目、内容及び留意事項等を説明した解説書 
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問 I－４－⑧（新制度施行直後の申請）  

平成 20 年 12 月 1 日の新制度施行後、すぐに移行認定又は移行認可の申請を

行うことはできますか。 

答 

１ 移行認定又は移行認可の申請を行うに当たっては、各法人において、全て

の申請書類を揃えた上で、行政庁に申請していただくのが原則ですが、新制

度施行後すぐに揃えることが難しい申請書類について、その一部が揃ってい

なくても（又は一部の記載がなされていなくても）、下記の２から４までの

方法により申請することができることとしています。この場合、各法人のお

いては、当初の申請の後にできるだけ速やかに追加書類を提出するようにし

てください。 

  なお、全ての申請書類が揃わないと審査できない事項があるため、全ての

申請書類を揃えた後に申請を行う場合と比べて移行認定又は移行認可の処分

がなされる時期が必ずしも早くなるとは限りませんので、ご了承ください。 

   

２ 現行の民法法人が、新法に適合するものとするために必要な定款の変更の

手続については、通常、新法施行日（平成20年12月１日）以降に行うことに

なりますが、施行日より前に行うことも認められるものと考えられます。 

  ただし、現行の民法法人が、施行日前に、移行の登記をすることを停止条

件として、新制度の代表理事を選定しておくことはできません。 

  すなわち、移行と同時に（一般社団・財団法人法上の）理事会を設置して

最初の代表理事の選定を行おうとする場合には、代表理事の就任予定者の氏

名を直接定款の変更の案（の附則）に記載することとなりますが、新制度施

行前に定款の変更の案の決議を行う場合には、これらを定款の変更の案に記

載することができないこととなります。 

  そこで、このような場合の移行認定又は移行認可の申請に当たっては、定

款の変更の案の決議がなされていれば、申請時に代表理事の選定（定款の変

更の案への氏名の記載）がなされていなくても、申請自体は可能としていま

す。この場合、申請法人にあっては、当初の申請時には、いずれの理事が代

表理事となるかが記載されていない役員等就任予定者の名簿（移行認定の場

合のみ。以下同じ。）及び最初の代表理事の氏名が記載されていない定款の

変更の案を提出し、その後、代表理事の選定（代表理事の氏名を定款に記載

する定款の変更の案の決議）を行った上で、行政庁に対して、代表理事につ

いての記載がなされている役員等就任予定者の名簿及び定款の変更の案、（２

回目の）定款の変更に関し必要な手続を経ていることを証する書類（社員総
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会、理事会、評議員会の議事録等）を提出するようにしてください。 

 

３ 移行と同時に会計監査人を設置する場合についても上記の代表理事の場合

と概ね同様の取扱いとなりますが、この場合には役員等就任予定者の名簿で

はなく「会計監査人の氏名又は名称」を記載することとされている申請書類

の別紙１（移行認定の場合のみ）を提出していただくこととなります。 

 

４ また、現行の財団法人にあっては、施行日以後に最初の評議員の選任方法

について、旧主務官庁の認可を受けることになりますが（整備法第92条）、

申請時に旧主務官庁の認可をまだ受けておらず、最初の評議員の選任がなさ

れていなくても、申請自体は可能です。 

  この場合、申請法人にあっては、当初の申請時には、最初の評議員の氏名

が記載されていない役員等就任予定者の名簿を提出し、その後、旧主務官庁

の認可を受けて最初の評議員の選任を行った上で、最初の評議員の氏名が記

載された役員等就任予定者の名簿、最初の評議員の選任方法に関する旧主務

官庁の認可書の写しを提出するようにしてください。 

 （問I－２－③、問Ⅱ－１－⑤、問Ⅱ－３－①参照） 
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＜新制度施行直後に申請する場合の手続の流れの一例＞ 

 （注）移行と同時に評議員、評議員会、代表理事及び会計監査人を設置しよ

うとする旧民法法人（財団法人）が新制度施行直後に移行認定を申請す

る場合の例 

● 現行寄附行為の変更の手続に則って、移行の登記を停止条件とした定款の変

更の案の決議を行う。 

 ・定款の変更の案（の附則）に最初の代表理事及び会計監査人の氏名（名称）

は記載せず。 

    

 

● 旧主務官庁に最初の評議員の選任方法についての認可を申請。 

 

● 行政庁に対して移行認定を申請 

 ・役員等就任予定者の名簿には、いずれの理事が代表理事の就任予定者であ

るかの記載はせず、また、最初の評議員の氏名も記載せず。 

 ・最初の代表理事等の氏名（名称）が記載されていない定款の変更の案を提

出。 

 ・別紙１(4)「会計監査人の氏名又は名称」については記載せず。 

 ・最初の評議員の選任方法に関する旧主務官庁の認可書の写しは添付せず。 

 

● 旧主務官庁から最初の評議員の選任方法についての認可を受けて、最初の評

議員を選任。 

 

● 寄附行為（定款）の定款変更の手続に則って、移行を停止条件とした定款の

変更の案に、最初の代表理事及び会計監査人の氏名（名称）を追加する決議

を行う。 

 

● 行政庁に対して、追加書類を提出。 

 ・最初の評議員及び代表理事についての記載がなされた役員等就任予定者の

名簿 

 ・最初の代表理事及び会計監査人の氏名（名称）を記載した定款の変更の案 

 ・（２回目の）定款の変更に関し必要な手続を経ていることを証する書類 

 ・会計監査人の氏名（名称）を記載した別紙１ 

 ・最初の評議員の選任方法に関する旧主務官庁の認可書の写し 

 

● 行政庁から移行認定等の処分。 

新制度施行（平成 20 年 12 月 1 日） 
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問Ⅰ－５－①（申請書類のフォーマット）  

特例民法法人が新制度の公益社団・財団法人または一般社団・財団法人に移

行するための認定・認可の申請書類のフォーマットはいつ公表されるのでし

ょうか。 

答 

１ 移行認定及び移行認可に係る申請書類の様式は、ホームページ上で公表し

ています。 

 

２ なお、新規の公益認定に係る申請書類の様式と、これらの記載方法等につ

いて解説した『申請の手引き』についても公表しておりますのでご活用くだ

さい。 

 

→最新版については、https://www.koeki-info.go.jp/を御覧下さい。 
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問Ⅰ‐５‐②（移行申請書類に表記する役員等）  

特例民法法人が公益法人への移行認定や一般社団・財団法人への移行認可を

申請する場合の、代表者名、申請時の理事等の定め方、申請中に理事が交代

した場合の後任の選任等、移行に際しての役員等についてはどのように定め

ればいいのでしょうか。 

答 

１ 理事や監事といった役員についてはこれまでも民法に規定がありましたが、

理事会や評議員などの定款又は寄附行為によって多くの法人で置かれていた

機関については、法律上の規定がありませんでした。一般社団・財団法人法

では、理事会が法人の業務執行の決定等を行う機関として、代表理事が法人

を代表して業務を執行する理事として、また一般財団法人にあっては評議員

や評議員会が理事の選任等をする機関としてそれぞれ法定されました。移行

認定や移行認可の申請に当たっては、一般社団・財団法人法の規定に従い、

定款の変更の案にこれらの機関を置く旨を定めることが必要となります（一

般社団・財団法人法第 90 条）。 

 

２ 公益法人は必ず理事会を置かなければならないため（公益法人認定法第５

条第 14 号ハ）、特例民法法人が移行認定を申請する場合は、最初の代表理事

を選定する必要があります。代表理事は原則として理事会で選定しますが（一

般社団・財団法人法第 90 条第３項）、移行と同時に理事会等の機関を置く場

合は、代表理事も同時に置かなければならないため、通常の方法のように理

事会で選定することができません。したがって、最初の代表理事については、

例外的に、定款の変更の案の附則に就任予定者の氏名を記載する方法により

選定することになります。 

なお、特例社団法人が移行認可の申請をする場合で移行に際して理事会を

置かない場合は、代表理事を置く必要はありませんので、上記のような対応

は不要です。 

 

３ 一方、移行認定や移行認可の申請に先立って理事会等の機関を置く場合は

（整備法第 91 条）、その旨の定款変更をした後、その変更の登記までの間に

理事会を開催し、最初の代表理事を理事会において選定することになります。

なお、この場合の定款変更は、旧主務官庁の認可を受けて行うことになりま

す（整備法第 88 条、第 94 条第６項、民法第 38 条）。 

 

４ 移行認定の申請に当たっては、移行後に役員等（理事、監事、評議員）に
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就任する予定の者を決めて、その名簿を提出する必要がありますが（整備法

施行規則第 11 条第３項第２号）、通常は申請時の役員等か、申請後、認定を

受けるまでの間に任期満了により退任が想定される者がいる場合にはその後

任者を名簿に記載することになります。この際、移行の登記の時点から役員

等に選任したい候補者がいる場合は、移行の登記を停止条件として選任する

ことも可能です。なお、申請中に何らかの事情で理事の交代があった場合は、

その後任は従来の方法により選任することになります。この場合は、遅滞な

く、行政庁に対してその旨の届出が必要です。 
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問Ⅰ‐６‐①（審査に要する時間）  

公益認定、移行認定・認可を申請してから、どれ位の時間で認定を受けられ

るのでしょうか。 

 

答 

申請を受け付けた行政庁において、その時にどの程度の件数を抱えている

かによりますが、行政機関への意見聴取等の手続が必要なことから、少なく

とも数ヶ月はかかるものとお考え下さい。 
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問Ⅰ‐７‐①（財団法人における移行時の純資産）  

特例財団法人が公益法人への移行認定、一般社団・財団法人への移行認可を

申請する場合、法人の純資産が 300 万円に満たなくても認定、認可を受けら

れるのでしょうか。債務超過の場合はどうなのでしょうか。 

答 

１ 純資産額が 300 万円に満たない場合であっても移行認定・認可の申請をす

ることは可能です。しかし、認定・認可を受けた後の事業年度において２期

連続して純資産額が 300 万円未満となった場合には解散事由となります（一

般社団・財団法人法第 202 条第２項）。 

 

２ ただし債務超過にある法人が公益法人への移行認定を申請する場合には、

申請時に「経理的基礎を有すること」が認定基準としてあり（公益法人認定

法第５条第２号、公益認定等ガイドラインⅠ２(1)）、法人の財務状態を確認

することとしていますので、債務超過の法人は本基準を満たさないと判断さ

れることになるでしょう。 
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問Ⅰ‐８‐①（現在の主務官庁との関係）  

現在の主務官庁や許認可等を受けている官庁との関係は、今後どうなるので

しょうか。 

答  

１ 新制度では、従来の主務官庁による指導・監督の体制が廃止され、内閣総

理大臣又は都道府県知事が行政庁となります（公益法人認定法第３条）、ただ

し、特例民法法人は、移行認定又は移行認可を受けて公益法人又は一般社団・

財団法人になるまでは、指導監督基準その他の規則等に従い、従来どおり現

在の主務官庁の指導監督に服することになります。 

  

２ 一方、新制度への移行後の許認可等行政機関との関係については、基本的

には従来どおりの指導・監督関係が継続されることが想定されますが、具体

的な取扱いについては各許認可等機関に個別にご相談ください。 

 

３ なお、行政庁は、公益法人への移行認定に当たっては、旧主務官庁及び許

認可等行政機関の意見を聴くものとされており（整備法第 104 条）、また一般

社団・財団法人への移行認可に当たっては、必要に応じ旧主務官庁の意見を

聴くこととなっています（整備法第 120 条第４項）。このように、移行認定又

は移行認可の審査に当たっては、主務官庁や許認可等を受けている官庁によ

る指導監督の状況が、定められた意見聴取の手続きを経て行政庁に集められ

ることとなります。 
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問Ⅰ－８－②（現在の主務官庁との関係）  

特例民法法人が新制度の公益社団・財団法人または一般社団・財団法人に移

行するための認定・認可の申請を行うに当たって、定款の変更の案や移行の

手続、申請書類等について現在の主務官庁が指導・指示を行うのでしょうか。

答 

１ 現在の公益法人の主務官庁は、平成 20 年 12 月 1 日以降旧主務官庁として

引き続き特例民法法人の指導・監督を行うこととなります(整備法第 95 条、

第 96 条)。 

 

２ しかし、特例民法法人が新制度の法人に移行するための認定・認可の申請

に当たって行う定款の変更については、旧主務官庁の許可を要しないことと

されています(整備法第 102 条、第 118 条)。また、申請書類について、旧主

務官庁を経由して行う等の規定は置かれていません。 

 

３ したがって、法的には、定款の変更の案や移行の手続、申請書類等につい

ては、現在の主務官庁が指導・指示を行うことにはなりませんが、新制度の

法人に移行した後も、法人が行う事業について旧主務官庁との関係が継続す

る場合が多いと考えられること、移行認定・認可に当たって旧主務官庁の意

見を聴く場合がある(整備法第 104 条第 2 項(旧主務官庁の監督上の命令への

違反の有無等)、第 120 条第 4 項(公益目的支出計画が適正で確実に実施され

るかどうかの確認等))ことから、旧主務官庁と必要に応じて相談しつつ移行

の手続を進めていくことが必要だと考えます。 

 

（参照条文） 

整備法第 95 条 特例民法法人の業務の監督（設立の許可の取消し及び解散の命令に係るも

のを除き、定款の変更の認可、解散した特例民法法人の財産の処分の許可、解散及び清

算人に係る届出並びに清算結了の届出に係るものを含む。）については、なお従前の例に

よる。 

 

整備法第 96 条 前条の規定によりなお従前の例により特例民法法人の業務の監督を行う行

政機関（以下この節において「旧主務官庁」という。）は、特例民法法人がその目的以

外の事業をし、若しくは設立の許可若しくは旧民法施行法第 19 条第２項の認可を受けた

条件若しくは旧主務官庁の監督上の命令に違反し、その他公益を害すべき行為をした場

合又は特例民法法人が移行期間の満了の日までに第 109 条第１項の規定により第 44 条の

認定を取り消 された場合若しくは第 131 条第１項の規定若しくは同条第２項において読
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み替えて準用する第 109 条第１項の規定により第 45 条の認可を取り消された場合におい

て、必要があると認めるときは、当該特例民法法人に対して、期限を定めて、必要な措

置をとるべきことを命ずることができる。  

２ 旧主務官庁は、特例民法法人が前項の規定による命令に違反した場合又は当該命令を

してもその改善を期待することができないことが明らかな場合であって、他の方法によ

り監督の目的を達することができないときは、当該特例民法法人の解散を命ずることが

できる。特例民法法人が正当な理由がないのに引き続き３年（施行日前の期間を含む。）

以上その事業を休止したときも、同様とする。  

３・４ （略） 

 

整備法第 102 条 第 44 条の認定を受けようとする特例民法法人が第 106 条第１項の登記を

することを停止条件としてしたその種類に従いその名称中に公益社団法人又は公益財 

団法人という文字を用いることとする定款の変更及び第百条各号に掲げる基準に適合す

るものとするために必要な定款の変更については、旧主務官庁の認可を要しない。 

 

整備法第 118 条 第 102 条の規定は、第 45 条の認可を受けようとする特例民法法人の定款

の変更について準用する。この場合において、第 102 条中「第 106 条第１項」とある の

は「第 121 条第１項において読み替えて準用する第 106 条第１項」と、「公益社団法人又

は公益財団法人」とあるのは「一般社団法人又は一般財団法人」と、「第 100 条各号」と

あるのは「第 117 条各号」と読み替えるものとする。 

 

整備法第 104 条第 2項 行政庁は、第 44 条の認定をしようとするときは、第 101 条第１項

において準用する公益法人認定法第６条第３号の規定及び第 101 条第２項に規定する事

由の有無について、旧主務官庁の意見を聴くものとする。 

 

整備法第 120 条第 4 項 行政庁は、認可申請法人が作成した公益目的支出計画が第 117 条

第２号に掲げる基準に適合するかどうかを判断するために必要な場合には、当該認可申

請法人の事業活動の内容について、旧主務官庁の意見を聴くものとする。 
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問Ⅰ―９－①（公益認定申請先行政庁）  

公益認定の申請先が内閣総理大臣か都道府県知事かは、どのようにして決ま

るのでしょうか。 

答  

１ これまでのいわゆる主務官庁制においては、主務官庁の裁量により公益性

の判断等に差が生じ、不透明になりうること、法人の目的・事業によっては

主務官庁が確定するまでに多大な労力や時間を要すること等の問題点が指摘

されていました。 

 

２ 新たな公益法人制度では、所管の行政庁は法人及び行政庁の双方にとって

外形的に判断できる基準が望ましいとの考えの下、法人の事務所が所在する

場所と事業を行う地理的範囲とに着目して、内閣総理大臣か都道府県知事か

の所管を定めることとしています（公益法人認定法第３条）。 

 

３ 具体的には、現在の主務官庁が国の機関か地方自治体かにかかわらず、①

２以上の都道府県の区域内に事務所を設置する公益法人、②公益目的事業の

実施区域を定款で定める場合に２以上の都道府県の区域内において行う旨を

定める公益法人は内閣総理大臣、それ以外の公益法人はその事務所が所在す

る都道府県の知事が行政庁となります。また、公益目的事業を国内のほか海

外でも実施する旨定款で定める公益法人は、内閣総理大臣が行政庁となりま

す。 

 

４ この場合において、法人の事務所や事業を行う地理的範囲の意義について

は次のような考え方に基づきます。 

(1) 事務所の意義 

法人登記では、主たる事務所及び従たる事務所を登記することとなってい

ますので（一般社団・財団法人法第 301 条第２項第３号、同 302 条第２項第

３号）、従たる事務所が他の都道府県に設置されているかどうかは、法人登記

の記載に基づき判断します。定款、事業報告、パンフレット、ホームページ

等において、支部、駐在所、その他の施設等の記載がある場合でも、所管を

決定する際の判断基準とはしません。また、登記上の従たる事務所が事業の

拠点としての実質を備えていない場合（例えば単なる倉庫程度）に限って、

その旨の説明を付していただくことによって、従たる事務所を設けていない

ものとして申請することができます。なお、海外の事務所は法人登記の対象

ではないので、所管の行政庁に係る判断の材料にはなりません。 
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(2) 事業を行う地理的範囲の意義 

事務所が一の都道府県の区域内だけにとどまる場合であっても、例えば芸

術団体で他の都道府県でも興行している法人、学術団体や産業団体で他の都

道府県からも幅広く社員、会員を組織し、全国規模又は広域での学術や産業

の発展を図るなど、達成すべき目的が一の都道府県内に限定されない法人は、

２以上の都道府県において事業を実施するものと考えられますので、定款で

他の都道府県を含めて公益目的事業の実施区域を定めるようにして下さい。 

一方で、公益目的事業を２以上の都道府県で行う定款の定めのある法人に

ついて、当該定めが実態を伴わない場合には(注)、実態に合わせた申請の指導

を行います。 

（注）ネットワークを通じて他の都道府県の居住者もアクセスが可能である

情報提供事業、他の都道府県の居住者も購入が可能な物品頒布事業、他の

都道府県の居住者も来場し又は利用が可能な展示又は施設運営事業など、

事業の受益者が他の都道府県に存在していても、法人自らが県境を越えて

他の都道府県で事業を実施しているとは評価されない場合、法人の事業計

画書の内容等から他の都道府県で事業を行わないことが明白である場合、

他の都道府県における事業が単発的であったり不確定であったりする場合、

他の都道府県において共催事業を行うとしていても共催の実態がない場合

などが考えられます。海外も含めて事業区域を定めている法人についても

同様の考え方で判断します。 

 

（参照条文）  

公益法人認定法第３条 この法律における行政庁は、次の各号に掲げる公益法人の区分に

応じ、当該各号に定める内閣総理大臣又は都道府県知事とする。 

一 次に掲げる公益法人 内閣総理大臣とする。 

イ 二以上の都道府県の区域内に事務所を設置するもの 

ロ 公益目的事業を二以上の都道府県の区域内において行う旨を定款で定めるもの 
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問Ⅰ‐９‐②（公益認定申請先行政庁）  

現在は主務官庁が県知事なのですが、他の県にも事務所があります。新制度

では公益認定の申請先は内閣総理大臣になってしまうのでしょうか。 

答  

１ 新たな公益法人制度では、外形的に判断される基準により、所管の行政庁

を定めることとしており（公益法人認定法第３条）、①２以上の都道府県の区

域内に事務所を設置するか、②公益目的事業を２以上の都道府県の区域内に

おいて行う旨を定款で定める公益法人は内閣総理大臣、それ以外の公益法人

はその事務所が所在する都道府県の知事が申請先となります。 

 

２ 事務所は法人の活動にとって拠点となるものであり、法人登記において、

主たる事務所及び従たる事務所の所在場所は登記事項となっています（一般

社団・財団法人法第 301 条第２項第３号）。 

 

３ お尋ねの件については、登記された主たる事務所及び従たる事務所が２以

上の都道府県の区域にわたるか否かにより判断されます。したがって他県の

事務所が、貴法人の事業の活動拠点としての実質を備え、法人登記において

従たる事務所として登記されているものであれば、申請先は内閣総理大臣と

なります。 

 

（参照条文）  

公益法人認定法第３条 この法律における行政庁は、次の各号に掲げる公益法人の区分に

応じ、当該各号に定める内閣総理大臣又は都道府県知事とする。 

一 次に掲げる公益法人 内閣総理大臣 

イ 二以上の都道府県の区域内に事務所を設置するもの 

ロ 公益目的事業を二以上の都道府県の区域内において行う旨を定款で定めるもの 

 

一般社団・財団法人法第 11 条 一般社団法人の定款には、次に掲げる事項を記載し、又は

記録しなければならない。 

一～二 略 

三 主たる事務所の所在地 

 

一般社団・財団法人法第 301 条 一般社団法人の設立の登記は、その主たる事務所の所在

地において、次に掲げる日のいずれか遅い日から二週間以内にしなければなら

ない。 
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一～二 略 

２ 前項の登記においては、次に掲げる事項を登記しなければならない。 

一～ニ 略 

三 主たる事務所及び従たる事務所の所在場所 
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問Ⅰ‐９‐③（公益目的事業の実施区域の定め方）  

定款で公益目的事業の実施区域を定める場合には、どのように定めればいい

のでしょうか。  

答  

１ 新たな公益法人制度では、外形的に判断される基準により、所管の行政庁

を定めることとしており（公益法人認定法第３条）、公益目的事業の実施区域

に着目すると、２以上の都道府県の区域内において公益目的事業を実施する

ことを定款で定める法人の申請先は内閣総理大臣、これ以外の法人の申請先

は事業を実施する都道府県知事となっています（公益法人認定法第３条１号

ロ）。 

 

２ 法人が行う公益目的事業の実施区域についての定めは定款の必要的記載事

項ではありませんが（一般社団・財団法人法第 11 条参照）（注）、上述のとおり

定款上の事業の実施区域の定めによって申請先が異なってきますので、定款

において明らかにしておくのが望ましいでしょう。 

 

（注）定款の必要的記載事項とは、その全てを定款に記載しなければならない事項であり、

一つでも記載を欠くと定款の効力が生じないというもの。 

 

３ 公益目的事業の実施区域の定め方の例としては、事業を定める部分におい

て、「前条（前項）の事業は＜例１：日本全国、例２：○○地方、例３：○○

県、・・・及び○○県、例４：○○市、例５：本邦及び海外＞において行うも

のとする。」といった記載が考えられます。 

 

４ なお、定款上の記載にかかわらず、公益目的事業の実施の実態が伴わなか

ったり不明確であったりするときには、実態に応じた申請を指導することが

ありますので、ご承知置き下さい。例えば、単発的に実施する事業や時期又

は場所の見通しが立っていない事業についての事業区域に他県も含めている

場合には、行政庁を決める際には原則として、２以上の都道府県について定

めがあるものとはみなされません。共催事業等について共催等の名義貸しの

みであったり、申請時に事業計画書等の提出書類から当該区域において事業

を行わないことが明白であったりする場合も同様です。また、事後的にその

ような状況が確認されれば、実態に沿うよう公益目的事業の変更の認定（公

益法人認定法第 11 条第１項）を申請するよう指導することを通じて、行政庁

の変更がなされることも考えられます。 



 81

 

問Ⅰ‐９‐④ （公益認定申請先行政庁による審査基準の違い） 

公益認定の申請先が国か都道府県かで、審査基準に違いがあるのでしょうか。 

 

答 

１ 新たな公益法人制度では、主務官庁制を廃止し、法人を所管する行政庁に

ついては、２以上の都道府県の区域内に事務所を設置する公益法人、公益目

的事業を２以上の都道府県の区域内において行う旨を定款で定める公益法人

の所管は内閣総理大臣とし、それ以外の公益法人はその事務所が所在する都

道府県知事の所管とするよう、内閣総理大臣と都道府県知事の分担について

定めをおいています（公益法人認定法第３条）。 

 

２ 公益認定については、公益法人認定法が認定の要件を詳細に法定するとと

もに、国及び都道府県の全行政庁が公益認定等ガイドライン（注）を審査基

準としています。申請法人についての具体的な認定の判断は、内閣府又は都

道府県に置かれる民間有識者から成る合議制の機関（内閣府の場合は「公益

認定等委員会」）の意見に基づいて行われますが、この点に関しては、制度

の運用に当たって、国と都道府県とで重大な方針の食い違いや不均衡が生じ

ることのないよう、国と都道府県の間で相互に緊密な連携を図ることとして

います。 

（注）「公益認定等に関する運用について（公益認定等ガイドライン）」（平成20年４

月11日内閣府公益認定等委員会決定、10月10日改正） 

 

３ このように、今回の制度改革により、行政庁については、外形的に判断さ

れる基準に基づいて内閣総理大臣か都道府県知事かに振り分けられ、同じよ

うに民間有識者から成る合議制の判断主体が、同じ審査基準を用いて公益認

定等を行っていく仕組みに改められています。したがって、公益認定の申請

先が国か都道府県かによって、審査基準に違いがあるわけではありません。 

 

 

（参照条文） 

公益法人認定法第３条 この法律における行政庁は、次の各号に掲げる公益法人の区分に

応じ、当該各号に定める内閣総理大臣又は都道府県知事とする。 

一 次に掲げる公益法人 内閣総理大臣 

イ 二以上の都道府県の区域内に事務所を設置するもの 

ロ 公益目的事業を二以上の都道府県の区域内において行う旨を定款で定めるもの 
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ハ 国の事務又は事業と密接な関連を有する公益目的事業であって政令で定めるもの

を行うもの 

二  前号に掲げる公益法人以外の公益法人 その事務所が所在する都道府県の知事 
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問Ⅰ‐９‐⑤ （都道府県による判断の違い） 

 公益認定の申請先が都道府県である場合、都道府県によって、異なる公益認

定の判断が行われる可能性はないのでしょうか。 

 

答 

１ 旧制度の下では、公益法人の設立許可要件について、民法の条文上は詳細

な規定がなく、主務官庁の裁量に委ねられる部分が多くありました。これに

対して、新制度の下では、公益認定法上に、公益認定の要件について詳細な

基準が法定されています（公益認定法第５条各号）。 

 

２ もとより、各都道府県における個々の事案の判断については、条例で設置

される民間有識者から成る合議制の機関が事案の内容を審査し、その判断が

尊重されることとなります。しかしながら、合議制の機関については、政令

が定める組織及び運営の基準に従い設置されるものであり、また、全都道府

県を通じて、同じ審査基準(注)が採用されています。 

加えて、制度の運用に当たっては、国と都道府県の間又は都道府県の間で重

大な方針の食い違いや不均衡が生じることのないよう、国と各都道府県の間で

相互に緊密な連携を図っていくこととしています。 

（注）「公益認定等に関する運用について（公益認定等ガイドライン）」（平成20年４

月11日内閣府公益認定等委員会決定、10月10日改正） 

 

３ さらに、地域間の均衡を図るため特に必要がある場合には、内閣総理大臣

は、都道府県知事に対して勧告、命令、公益認定の取消しその他の措置を行

うことを指示することができるとされています（公益法人認定法第60 条）。 

  内閣総理大臣によるこの指示権は、地域間で認定制度の運用に許容し難い

著しい格差が生じ、制度に対する信頼や公平が損なわれること等を回避する

ための例外的な措置です。しかしながら、こうした事後の是正措置の規定も

含めて、上述のとおり同一の法令と同一の審査基準、同様の判断主体という

制度が採用されたことにより、都道府県が違っても、同様の事案について同

様の判断が行われていくようにするための制度的な枠組みが設けられていま

す。 

 

（参照条文） 

公益法人認定法第60 条 内閣総理大臣は、この法律及びこれに基づく命令の規定による事

務の実施に関して地域間の均衡を図るため特に必要があると認めるときは、都道府県知
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事に対し、第２８条第１項の勧告若しくは同条第３項の規定による命令又は第２９条第

２項の規定による公益認定の取消その他の措置を行うことを指示することができる。 
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問Ⅰ‐９‐⑤の２ （同種・同系列法人についての行政庁間の判断の違い） 

 同様の事業を行っている同種類似の法人や、全国的な同系列の県単位法人で

あれば、申請先が国であれ都道府県であれ、またどの都道府県であっても、公

益認定について異なる判断結果となることはないと考えてよいのでしょうか。 

 

答 

１ 公益認定に当たっては、公益法人認定法の定める法定の認定要件の下で、

公益認定等ガイドライン（注）という同一の審査基準が各行政庁によって採

用されています。また、政令の定める基準に従って設置される民間有識者か

ら成る合議制の機関（国の場合は、公益法人認定法により設置される内閣府

公益認定等委員会）という同様の主体が判断を行うという制度が採用されて

います。 

  旧制度の下では、公益法人の設立許可要件について民法の条文に詳細な規

定がなく、主務官庁の裁量に委ねられる部分が多くあったことに比べると、

新制度においては、国及び都道府県を通じて、公益認定の判断に係る共通の

枠組みが設けられています。 

（注）「公益認定等に関する運用について（公益認定等ガイドライン）」（平成20年４

月11日内閣府公益認定等委員会決定、10月10日改正） 

 

２ ところで、一般に、全国的に同系列の法人であったり、同様の事業を行っ

ている一見したところ同種類似の法人である場合であっても、それぞれが独

立の法人格を有し組織として主体的に活動している以上、具体的な活動方針

や事業内容に違いがあることが通常ですし、また、各法人の財務状況や人的

基盤等も同様とは限りません。さらに、その法人が活動している各地域の社

会経済状況の違いから、それぞれの法人が担う当該地域における公益増進へ

の意味合いや寄与度等にも違いがあり得るところでしょう。 

  各行政庁の合議制の機関は、個別事案について、法令と審査基準に従い、

以上のような点を確認しつつ、具体的な審査を行い、判断をしていくことに

なります。 

 

３ 統一的な仕組みと判断基準の下で、合議制の機関に公益認定の審査と判断

を委ねている以上、個別具体の審査に係る判断については、第一義的に各合

議制の機関の判断を尊重することになります。もちろん地域間で認定制度の

運用に許容し難い著しい格差が生じている場合など、公益法人認定法令等に

よる事務の実施に関して地域間の均衡を図るため特に必要がある場合には、

内閣総理大臣は、都道府県知事に対して勧告、命令、公益認定の取消しその

他の措置を行うことを指示することができます（公益法人認定法第60 条）。
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ただし、これはあくまで例外的な事態に対応するための措置であり、また、

事後の是正措置の仕組みであって、直接に公益認定の判断を統一するための

規定ではありません。 

この点に関して、国と都道府県の間又は都道府県の間で重大な方針の食い違

いや不均衡が生じることのないよう、相互に緊密な連携を図っていくこととし

ています。 
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問Ⅰ‐１０‐①（過去の実績の評価）  

長年にわたり公益法人として活動してきましたが、新制度でも公益認定を受

けたいと考えています。公益法人への移行認定の審査の際に、このような今

までの活動実績は評価されないのでしょうか。 

 

答 

１ 公益認定の基準は、既存、新設を問わず申請法人に対して等しく適用にな

ります。これは公益認定に際し、特に新設の法人を不利に扱わないようにす

るためです。 

 

２ 一方で、現行の公益法人の活動実績を評価する仕組みも設けています。例

えば、申請時に過年度の事業報告を提出するとともに（整備法施行規則第 11

条第３項第８号）、過年度の損益計算書（正味財産増減計算書）の提出があれ

ば、新設法人のように予算の積算根拠の提出までは不要の取扱いをすること

としています。また、例えば経理的基礎を有すること（公益法人認定法第５

条第２号）に関して、過去の実績を基に申請書に記載するなど、認定基準を

満たすことの説明材料として過去の実績を活用することで、行政庁において

も判断がし易くなると考えます。 

 

３ さらに、申請法人が許認可等事業を行う場合には許認可等行政機関から、

旧主務官庁の監督上の命令違反等の有無について旧主務官庁から、行政庁は

意見を聴取しますので（整備法第 104 条）、その意見聴取を通じて公益法人の

活動実績を評価することになります。 

 

 

 



 88

 

問Ⅰ－１０－②（公益認定等委員会との関係）  

特例民法法人が新制度の公益社団・財団法人または一般社団・財団法人に移

行するための認定・認可申請後、公益認定等委員会で申請内容について直接

説明できないでしょうか。また、申請が認められなかった場合、直接公益認

定等委員会から説明を聞くことは可能でしょうか。 

答 

１ 公益認定等委員会における認定・認可の申請の審査は、申請書類を基に行

っていくことを想定しています。また、申請書類に記載された事項が認定後

の監督の前提になることから、所要の事項が申請書類の中で文書で整理され

ていることが、法人にとっても、委員会にとっても重要です。法人としての

考えも申請書類の中で適切に説明いただきたいと考えます。しかし、申請書

類で判断できないことについて、例えば委員会の指示により事務局が法人関

係者から説明を伺うことも例外的にあり得ることは否定しません。 

２ 申請が認められなかった場合には、その理由を申請者に対し示すことにな

ります（行政手続法第８条）が、公益認定等委員会から申請者に対して直接

説明を行うことは、予定していません。 

 

（参照条文） 

公益法人認定法第 47 条 

委員会は、その事務を処理するため必要があると認めるときは、関係行政機関の長、関

係地方公共団体の長その他の関係者に対し、資料の提出、意見の開陳、説明その他の必

要な協力を求めることができる。 

行政手続法第 8 条 行政庁は、申請により求められた許認可等を拒否する処分をする場合

は、申請者に対し、同時に、当該処分の理由を示さなければならない。（中略） 

２ 前項本文に規定する処分を書面でするときは、同項の理由は、書面により示さなけれ

ばならない。 
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答 

１ 特例民法法人の期間中は、従来から使用している法人の名称や個人の名刺

(役職名)はそのまま使用することができます。 

 

２ 現在の公益法人は、平成 20 年 12 月１日から一般社団法人・一般財団法人

として、存続することになり、基本的には一般社団・一般財団法人法が適用

されますが、広範な経過措置が設けられており、平成 20 年 12 月１日の法の

施行によりただちに対応しなければならない事項はないようになっています。 

 

３ 平成 20 年 12 月１日以降、現在の公益法人は、法律上は「特例民法法人」

となりますが、名称はこれまでどおり「社団法人～」、「財団法人～」でかま

いませんし、個人の名刺(役職名)もそのまま使用することができます。 

 

（参考条文） 

整備法第 42 条 第 40 条第 1 項又は前条第 1 項の規定により存続する一般社

団法人又は一般財団法人であって第 106 条第 1 項（第 121 条第 1 項におい

て読み替えて準用する場合を含む。）の登記をしていないもの（以下それぞ

れ「特例社団法人」又は「特例財団法人」という。）については、一般社団・

財団法人法第 5条第 1項の規定は、適用しない。 

２ 特例社団法人又は特例財団法人（以下「特例民法法人」と総称する。）に

ついては、公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律（平成 18

年法律第 49 号。以下この節及び附則第一項において「公益法人認定法」と

いう。）第 9条第 4項の規定は、適用しない。 

３ 特例社団法人は、その名称中に、一般社団法人又は公益社団法人若しく

は公益財団法人という文字を用いてはならない。 

４ 特例財団法人は、その名称中に、一般財団法人又は公益財団法人若しく

は公益社団法人という文字を用いてはならない。 

５ 特例社団法人でない者は、その名称又は商号中に、特例社団法人である

と誤認されるおそれのある文字を用いてはならない。 

６ 特例財団法人でない者は、その名称又は商号中に、特例財団法人である

と誤認されるおそれのある文字を用いてはならない。

問Ⅰ－１０－③（特例民法法人の法人名等）  

平成 20 年 12 月１日から一般法人に移行するまでの間は、特例民法法人である

と聞いています。特例民法法人である場合の法人の名称や個人の名刺(役職名)

は従来の法人のとおりでいいのですか。 
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問Ⅱ‐１‐①（役員の資格）  

定款で役員は社員に限る旨規定することは可能でしょうか。さらに、社員を

一定年齢の者に限ることとし、社員資格を失えば役員は退任するという運用

は可能ですか。 

答 

１ 一般社団法人の定款で、役員（理事と監事）の資格を「社員に限る」と規

定することは可能です。 

 

２ また、一般社団法人の定款で、「社員を一定年齢の者に限る」こととするこ

とも可能です。さらに、社員の資格を失った場合には役員の地位を失うこと

とすることも可能です。 

 

３ なお、他の社員と同様の入会の手続等を経ずに一律に役員を社員とするこ

とについては、 

①役員が社員総会の決議によっていつでも解任することができる一方で、社

員については、定款で定めた事由の発生等の一定の事由によってのみ退社

することとされており、役員が解任された場合に社員の資格を喪失させる

こととするかを定款においてどう定めるかなど、一般社団・財団法人法で

それぞれ別個に規定されている社員に関する規律と役員に関する規律との

間で疑義が生じる可能性があること 

②社員総会の監督を受けるべき役員が、役員としての立場を基礎として社員

となり、社員総会において議決権を行使できることとなるなど、一般社団・

財団法人法において定められている法人のガバナンスに関する種々規定と

の関係で疑義を生ずる可能性があること 

などの点で注意が必要です。 

  特に、公益法人は、社員の資格の得喪に関して、当該法人の目的に照らし、

不当に差別的な取扱いをする条件その他の不当な条件を付していないことが

求められており（公益法人認定法第 5 条 14 号イ）、役員を、他の社員と同様

の入会の手続等を経ずに一律に社員とする旨の定款の定めは、特段の事情が

ない限り、不当な条件に該当するものと考えられます。 
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問Ⅱ－１－②（役員等の補欠選任）  

新制度において、理事、監事、評議員の補欠をあらかじめ選任しておくこと

は認められますか。 

答 

１ 理事及び監事については、欠員が生じた場合に備えて補欠を選任しておく

ことができ（一般社団・財団法人法第 63 条第２項（第 177 条において準用す

る場合を含む））、評議員についても、定款でその方法について定めを設けるこ

とによって（一般社団・財団法人法第 153 条第１項第８号参照）補欠を選任し

ておくことが可能と考えられます。 

２ なお、その際、二人以上の「補欠の役員」を選任するときは、「補欠の役員」

相互間の優先順位なども併せて決定しなければならないこととされています

（一般社団・財団法人法施行規則第 12 条第２項第５号、第 61 条。「補欠の評

議員」を二人以上選任しておくときも、補欠の評議員相互間の優先順位などを

併せて決定しておくこととなるでしょう。）。 

  

（補足）「補欠」については、一般社団・財団法人法第 67 条第２項及び第 174 条第２項   

において、定款によって任期を前任者の残存任期の満了する時までとすることができる

こととされていますが、この場合の「補欠」には、上記のように前任者の任期中に補欠

者をあらかじめ選任しておく場合だけでなく、前任者が（任期の満了前に）退任した後

に、補欠者を選任する場合も該当しうると解されます。 

 

（参照条文）  

一般社団・財団法人法第 63 条 役員（理事及び監事をいう。以下この款において同じ。）

及び会計監査人は、社員総会の決議によって選任する。  

２ 前項の決議をする場合には、法務省令で定めるところにより、役員が欠けた場合又は

この法律若しくは定款で定めた役員の員数を欠くこととなるときに備えて補欠の役員を

選任することができる。 

 

一般社団・財団法人法第 67 条 監事の任期は、選任後四年以内に終了する事業年度のうち

最終のものに関する定時社員総会の終結の時までとする。ただし、定款によって、その

任期を選任後二年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時社員総会の終

結の時までとすることを限度として短縮することを妨げない。 

２ 前項の規定は、定款によって、任期の満了前に退任した監事の補欠として選任された

監事の任期を退任した監事の任期の満了する時までとすることを妨げない。 

３ 前二項の規定にかかわらず、監事を置く旨の定款の定めを廃止する定款の変更をした

場合には、監事の任期は、当該定款の変更の効力が生じた時に満了する。 
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一般社団・財団法人法第 174 条 評議員の任期は、選任後四年以内に終了する事業年度の

うち最終のものに関する定時評議員会の終結の時までとする。ただし、定款によって、

その任期を選任後六年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時評議員会

の終結の時まで伸長することを妨げない。  

２ 前項の規定は、定款によって、任期の満了前に退任した評議員の補欠として選任され

た評議員の任期を退任した評議員の任期の満了する時までとすることを妨げない。 

 

一般社団・財団法人法施行規則第 12 条 法第 63 条第２項の規定による補欠の役員（同条

第１項に規定する役員をいう。以下この条において同じ。）の選任については、この条の

定めるところによる。  

２ 法第 63 条第２項に規定する決議により補欠の役員を選任する場合には、次に掲げる事

項も併せて決定しなければならない。  

一 当該候補者が補欠の役員である旨  

二 当該候補者を補欠の外部理事（法第 113 条第１項第２号ロに規定する外部理事をい

う。第 19 条第２号ロにおいて同じ。）として選任するときは、その旨  

三 当該候補者を補欠の外部監事（法第百十五条第一項に規定する外部監事をいう。）と

して選任するときは、その旨  

四 当該候補者を一人又は二人以上の特定の役員の補欠の役員として選任するときは、

その旨及び当該特定の役員の氏名  

五 同一の役員（二人以上の役員の補欠として選任した場合にあっては、当該二人以上

の役員）につき二人以上の補欠の役員を選任するときは、当該補欠の役員相互間の優

先順位  

六 補欠の役員について、就任前にその選任の取消しを行う場合があるときは、その旨

及び取消しを行うための手続  

３ 補欠の役員の選任に係る決議が効力を有する期間は、定款に別段の定めがある場合を

除き、当該決議後最初に開催する定時社員総会の開始の時までとする。ただし、社員総会

の決議によってその期間を短縮することを妨げない。 

 

一般社団・財団法人法施行規則第 61 条 第 12 条の規定は、法第 177 条において準用する

法第 63 条第２項の規定により法務省令で定めるべき事項について準用する。この場合に

おいて、第 12 条第２項第２号中「法第 113 条第１項第２号ロ」とあるのは「法第 198 条

において準用する法第 113 条第１項第２号ロ」と、「第 19 条第２号ロ」とあるのは「第 63

条において準用する第 19 条第２号ロ」と、同項第３号中「法第 115 条第１項」とあるの

は「法第 198 条において準用する法第 115 条第１項」と、同条第３項中「社員総会」とあ

るのは「評議員会」と読み替えるものとする。  
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問Ⅱ－１－③（監事の選任）  

一般社団法人又は一般財団法人の監事はどのような人がふさわしいですか。

監事として選任する人は誰でもいいのですか。 

答 

１  監事は、理事の職務の執行を監査し、理事が作成した計算書類及び事業

報告並びにこれらの附属明細書を監査するとともに、その職務の遂行のため、

いつでも、理事及び使用人に対し事業の報告を求め、法人の業務及び財産の

状況を調査することができるなどの広範な権限を与えられており（一般社

団・財団法人法（以下「法」という。）第 99 条、第 124 条第 1項（第 197 条

及び第 199 条において準用する場合を含む。以下同じ。））、法人の運営が適

正に行われるための重要な役割を担っています。 

また、このような重要な役割を担う監事が、その権限を有効かつ適切に行

使して職務を遂行するため、重要な業務執行の決定が行われ、代表理事や業

務執行理事から法人の業務執行の状況が報告される理事会にも監事が出席

し、必要があると認めるときは意見を述べなければならないこととされてい

ます（法第 101 条第 1項）。 

このようにして、監事は、理事会への出席義務を果たして法人の業務運営

状況を把握し、法令・定款に違反する決議や著しく不当な決議等が行われる

のを監視するとともに、理事や使用人に事業の報告を求め、業務及び財産の

状況を調査できる権限（法第 99 条第 2 項）を行使して、年間を通して理事

の職務の執行を監査する職責を負い（同条第 1 項），計算書類等の会計監査

のみならず事業報告も含む業務監査も行って監査報告を作成しなければい

けません（法第 99 条第 1項、第 124 条第 1項・第 2項第 2号）。  

また、監事は、理事が不正の行為をするおそれや、法令・定款違反の事実、

著しく不当な事実があれば遅滞なくその旨を理事会に報告する義務を負い

（法第 102 条）、法人に著しい損害が生ずるおそれがある場合には差し止め

請求をし（法第 103 条）、社員総会ではその議案等を調査し、法令・定款に

違反したり著しく不当な事項があるときは社員総会（評議員会）に報告する

義務を負う（法第 102 条）とともに社員（評議員）に対して説明義務を負い

（法第 53 条、法第 190 条）、理事と法人との間の訴訟や理事に対する責任追

及の訴え（代表訴訟）では法人を代表することとなります（法第 104 条）。

監事がこれらの職務を怠れば、善管注意義務違反（法第 64 条，法第 172 条，

民法第 644 条）となり、任務懈怠により法人（法第 111 条）又は第三者（法

第 117 条）に損害が発生すれば、理事らと共に連帯して損害を賠償する義務

を負います（法第 118 条）。 
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２ このように、監事は法人の役員として、法人の運営が適正に行われるため

の重要な職責を担うため、監事として選任する者としては、以下の条件のい

ずれかを充たす者が望ましいといえます(補足)。 

ⅰ 法人の業務運営に一定の知見を有し、業務監査能力を備えている。 

ⅱ 会計制度に一定の知見を有し、計算書類の監査能力を備えている。 

ⅲ 関係法令に一定の知見を有し、理事（会）の職務の執行（決定）等が

法令に違反しないよう監視できる能力を備えている。 

上記の各分野について一定の知見を有する監事が１名で足りない場合に

は、複数名の監事を選任することにより、各分野ごとに一定の知見を有した

者が監事の中に少なくとも１名はいるという状態がもっとも望ましい状態

といえます(注)。 

  

(補足)  一般社団・財団法人法における監事の欠格事由としては、①法人、②成年被後見

人若しくは被保佐人又は外国の法令上これらと同様に取り扱われている者、③一般社

団・財団法人法、会社法、倒産法（民事再生法、会社更生法、破産法等）に違反する

所定の罪を犯し、刑に処せられ、その執行を終わり、又はその執行を受けることがな

くなった日から二年を経過しない者、④③以外の法令の規定に違反し、禁錮以上の刑

に処せられ、その執行を終わるまで又はその執行を受けることがなくなるまでの者

（刑の執行猶予中の者を除く。）が規定されているため（一般社団・財団法人法第 65

条第 1項）、これに該当するものは監事になることができません。 

また、監事は、自らが監事を務める法人または子法人の理事又は使用人を兼ねるこ

とができないこととされています（同条第 2項）ので、当該法人の理事や従業員が監

事を兼ねることはできません。 

さらに、公益法人の監事については、①公益認定を取り消された場合において、そ

の取消しの原因となった事実があった日以前一年内に当該公益法人の業務を行う理

事であった者でその取消しの日から五年を経過しないもの、②公益法人認定法、一般

社団・財団法人法、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律、傷害罪、暴行

罪、脅迫罪、背任罪等の所定の罪に違反したことにより、罰金の刑に処せられ、その

執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から５年を経過しない者、③禁

錮以上の刑に処せられ、その刑の執行を終わり、又は刑の執行を受けることがなくな

った日から五年を経過しない者、④暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律

第２条第６号に規定する暴力団員又は暴力団員でなくなった日から五年を経過しな

い者のいずれかに該当する場合には、当該法人が公益認定を受けることができないこ

ととされています（公益法人認定法第 6条第 1号）。 
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(注)  公益法人にあっては、公益認定の基準の１つとして、公益目的事業を行うのに必要

な経理的基礎を有することが挙げられており（公益法人認定法第５条第２号）、これ

は、①財政基盤の明確化、②経理処理、財産管理の適正性、③情報開示の適正性によ

り判断することとされています。このうち、情報開示の適正性については、外部監査

をうけていない法人であって、費用及び損失の額又は収益の額が１億円以上の法人に

ついては監事（２人以上の場合は少なくとも１名）を公認会計士又は税理士が務める

もの、当該額が１億円未満の法人については営利又は非営利法人の経理事務を例えば

５年以上従事した者等が監事を務めることが確認された場合は、適切に情報開示が行

われるものとして取り扱うこととされています（公益認定等に関する運用について

（公益認定ガイドライン）Ⅰ－２．）。このルールは法人に義務づけたものではありま

せんが、各法人にあってはこの趣旨を踏まえ、経理事務に精通した者を監事とするこ

とが望ましいと考えます（問Ⅴ－１－①（経理的基礎・技術的能力）及び問Ⅴ－１－

②（経理的基礎・技術的能力）参照）。 

 

（参照条文） 

一般社団・財団法人法第 53 条 理事（監事設置一般社団法人にあっては、理事及び監事）

は、社員総会において、社員から特定の事項について説明を求められた場合には、当該

事項について必要な説明をしなければならない。ただし、当該事項が社員総会の目的で

ある事項に関しないものである場合、その説明をすることにより社員の共同の利益を著

しく害する場合その他正当な理由がある場合として法務省令で定める場合は、この限り

でない。 

 

一般社団・財団法人法第 64 条 一般社団法人と役員及び会計監査人との関係は、委任に関

する規定に従う。 

 

一般社団・財団法人法第 65 条 次に掲げる者は、役員となることができない。  

一 法人 

二 成年被後見人若しくは被保佐人又は外国の法令上これらと同様に取り扱われている

者 

三 この法律若しくは会社法（平成 17 年法律第 86 号）の規定に違反し、又は民事再生法

（平成 11 年法律第 225 号）第 255 条、第 256 条、第 258 条から第 260 条まで若しくは

第 262 条の罪、外国倒産処理手続の承認援助に関する法律（平成 12 年法律第 129 号）

第 65 条、第 66 条、第 68 条若しくは第 69 条の罪、会社更生法（平成 14 年法律第 154

号）第 266 条、第 267 条、第 269 条から第 271 条まで若しくは第 273 条の罪若しくは破

産法（平成 16 年法律第 75 号）第 265 条、第 266 条、第 268 条から第 272 条まで若しく

は第 274 条の罪を犯し、刑に処せられ、その執行を終わり、又はその執行を受けること



 96

がなくなった日から２年を経過しない者  

四 前号に規定する法律の規定以外の法令の規定に違反し、禁錮以上の刑に処せられ、そ

の執行を終わるまで又はその執行を受けることがなくなるまでの者（刑の執行猶予中の

者を除く。）  

２ 監事は、一般社団法人又はその子法人の理事又は使用人を兼ねることができない。 

 

３ （略） 

 

一般社団・財団法人法第 94 条 理事会を招集する者は、理事会の日の一週間（これを下回

る期間を定款で定めた場合にあっては、その期間）前までに、各理事及び各監事に対して

その通知を発しなければならない。 

 

一般社団・財団法人法第 99 条 監事は、理事の職務の執行を監査する。この場合において、

監事は、法務省令で定めるところにより、監査報告を作成しなければならない。 

２ 監事は、いつでも、理事及び使用人に対して事業の報告を求め、又は監事設置一般社

団法人の業務及び財産の状況の調査をすることができる。 

 

一般社団・財団法人法第 100 条 監事は、理事が不正の行為をし、若しくは当該行為をす

るおそれがあると認めるとき、又は法令若しくは定款に違反する事実若しくは著しく不当

な事実があると認めるときは、遅滞なく、その旨を理事（理事会設置一般社団法人にあっ

ては、理事会）に報告しなければならない。 

 

一般社団・財団法人法第 101 条 監事は、理事会に出席し、必要があると認めるときは、

意見を述べなければならない。 

 

一般社団・財団法人法第 102 条 監事は、理事が社員総会に提出しようとする議案、書類

その他法務省令で定めるものを調査しなければならない。この場合において、法令若しく

は定款に違反し、又は著しく不当な事項があると認めるときは、その調査の結果を社員総

会に報告しなければならない。 

 

一般社団・財団法人法第 103 条 監事は、理事が監事設置一般社団法人の目的の範囲外の

行為その他法令若しくは定款に違反する行為をし、又はこれらの行為をするおそれがある

場合において、当該行為によって当該監事設置一般社団法人に著しい損害が生ずるおそれ

があるときは、当該理事に対し、当該行為をやめることを請求することができる。  

２ （略） 
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一般社団・財団法人法第 104 条 第 77 条第４項及び第 81 条の規定にかかわらず、監事設

置一般社団法人が理事（理事であった者を含む。以下この条において同じ。）に対し、又

は理事が監事設置一般社団法人に対して訴えを提起する場合には、当該訴えについては、

監事が監事設置一般社団法人を代表する。 

２ 第 77 条第４項の規定にかかわらず、次に掲げる場合には、監事が監事設置一般社団法

人を代表する。  

一 監事設置一般社団法人が第 278 条第１項の訴えの提起の請求（理事の責任を追及する

訴えの提起の請求に限る。）を受ける場合 

二 監事設置一般社団法人が第 280 条第３項の訴訟告知（理事の責任を追及する訴えに係

るものに限る。）並びに第 281 条第２項の規定による通知及び催告（理事の責任を追及

する訴えに係る訴訟における和解に関するものに限る。）を受ける場合 

 

一般社団・財団法人法第 111 条 理事、監事又は会計監査人（以下この款及び第 301 条第

２項第 11 号において「役員等」という。）は、その任務を怠ったときは、一般社団法人に

対し、これによって生じた損害を賠償する責任を負う。 

２・３ （略） 

 

一般社団・財団法人法第 117 条 役員等がその職務を行うについて悪意又は重大な過失が

あったときは、当該役員等は、これによって第三者に生じた損害を賠償する責任を負う。  

２ 次の各号に掲げる者が、当該各号に定める行為をしたときも、前項と同様とする。た

だし、その者が当該行為をすることについて注意を怠らなかったことを証明したときは、

この限りでない。  

一 （略） 

二 監事 監査報告に記載し、又は記録すべき重要な事項についての虚偽の記載又は記録  

三 （略） 

 

一般社団・財団法人法第 124 条 監事設置一般社団法人においては、前条第２項の計算書

類及び事業報告並びにこれらの附属明細書は、法務省令で定めるところにより、監事の監

査を受けなければならない。 

２  前項の規定にかかわらず、会計監査人設置一般社団法人においては、次の各号に掲げ

るものは、法務省令で定めるところにより、当該各号に定める者の監査を受けなければな

らない。  

一 前条第２項の計算書類及びその附属明細書 監事及び会計監査人  

二 前条第２項の事業報告及びその附属明細書 監事 

３ 理事会設置一般社団法人においては、第一項又は前項の監査を受けた計算書類及び事

業報告並びにこれらの附属明細書は、理事会の承認を受けなければならない。 
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一般社団・財団法人法第 172 条 一般財団法人と評議員、理事、監事及び会計監査人との

関係は、委任に関する規定に従う。 

 

一般社団・財団法人法第 190 条 理事及び監事は、評議員会において、評議員から特定の

事項について説明を求められた場合には、当該事項について必要な説明をしなければなら

ない。ただし、当該事項が評議員会の目的である事項に関しないものである場合その他正

当な理由がある場合として法務省令で定める場合は、この限りでない。 

 

公益法人認定法第５条 行政庁は、前条の認定（以下「公益認定」という。）の申請をした

一般社団法人又は一般財団法人が次に掲げる基準に適合すると認めるときは、当該法人

について公益認定をするものとする。  

一 （略） 

二 公益目的事業を行うのに必要な経理的基礎及び技術的能力を有するものであること。 

三～十八 （略） 

 

公益法人認定法第６条 前条の規定にかかわらず、次のいずれかに該当する一般社団法人

又は一般財団法人は、公益認定を受けることができない。  

一 その理事、監事及び評議員のうちに、次のいずれかに該当する者があるもの 

イ 公益法人が第 29 条第１項又は第２項の規定により公益認定を取り消された場合に

おいて、その取消しの原因となった事実があった日以前一年内に当該公益法人の業務

を行う理事であった者でその取消しの日から五年を経過しないもの 

ロ この法律、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（平成 18 年法律第 48 号。

以下「一般社団・財団法人法」という。）若しくは暴力団員による不当な行為の防止

等に関する法律（平成３年法律第 77 号）の規定（同法第 31 条第７項の規定を除く。）

に違反したことにより、若しくは刑法（明治 40 年法律第 45 号）第 204 条、第 206 条、

第 208 条、第 208 条の３第１項、第 222 条若しくは第 247 条の罪若しくは暴力行為等

処罰に関する法律（大正 15 年法律第 60 号）第１条、第２条若しくは第３条の罪を犯

したことにより、又は国税若しくは地方税に関する法律中偽りその他不正の行為によ

り国税若しくは地方税を免れ、納付せず、若しくはこれらの税の還付を受け、若しく

はこれらの違反行為をしようとすることに関する罪を定めた規定に違反したことに

より、罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった

日から五年を経過しない者 

ハ 禁錮以上の刑に処せられ、その刑の執行を終わり、又は刑の執行を受けることがな

くなった日から五年を経過しない者 

ニ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する暴力団
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員（以下この号において「暴力団員」という。）又は暴力団員でなくなった日から五

年を経過しない者（第６号において「暴力団員等」という。）（理事等の説明義務） 

二～六 （略） 

 

民法第 644 条 受任者は、委任の本旨に従い、善良な管理者の注意をもって、委任事務を

処理する義務を負う。 
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問Ⅱ－１－④（代表理事の直接選挙）  

新制度において代表理事を社員総会で社員が直接選挙することは可能です

か。 

答 

１ 理事会を設置していない一般社団法人の場合 

理事会を設置していない一般社団法人は、社員総会で代表理事を選定するこ

とが可能です（一般社団・財団法人法第 77 条第３項）。 

 

２ 理事会を設置している一般社団法人の場合 

（１） 理事会を設置している一般社団法人の代表理事は、理事会で選定及び

解職することとされています（一般社団・財団法人法第 90 条第２項第３

号及び第３項）。そのため、理事会を設置している一般社団法人の代表理

事は理事会で選定することが原則です。 

（２） 他方、理事会を設置している一般社団法人の社員総会は、一般社団・

財団法人法に規定する事項及び定款で定めた事項に限り、決議をするこ

とができることとされており（一般社団・財団法人法第 35 条第２項）、

その定款で定めることができる事項の内容については特に制限が設けら

れていません。そのため、理事会の決議事項を社員総会の決議事項とす

る旨の定款の定めを置くことも可能と考えられ、定款にその旨の定めを

置くことにより、代表理事を社員総会で直接選定することも可能になり

ます。 

（３） もっとも、法が、代表理事を選定及び解職する権限を理事会に付与し

た趣旨は、理事会による代表理事の職務執行の監督権限（一般社団・財

団法人法第 90 条第２項第２号等参照）の実効性を確保するためと考えら

れます。そのため、このような法の趣旨に配慮し、理事会が代表理事を

選定及び解職するという原則を維持しつつ、代表理事の選定の過程に社

員総会を関与させる方法も代表理事の選定方法の一つとして考えられま

す。 

例えば、定款の定めにより、「理事会は、代表理事を選定及び解職する。

この場合において、理事会は、社員総会の決議により代表理事候補者を

選出し、理事会において当該候補者を選定する方法によることができ

る。」旨の定めや、「理事会は、代表理事を選定及び解職する。この場合

において、理事会は、社員総会にこれを付議した上で、その決議の結果

を参考にすることができる。」旨の定めを置いた場合には、理事会が最終

的に責任を持って代表理事の選定及び解職をすることができることとな
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ります。 

 

(注) 代表理事を複数置いていない場合には、代表理事を解職したときは、代わりの新

しい代表理事を選定することとなります（問Ⅱ－５－②（役員等の定数）参照）。 

 

(参照条文)  

一般社団・財団法人法第 35 条 （略） 

２ 前項の規定にかかわらず、理事会設置一般社団法人においては、社員総会は、この

法律に規定する事項及び定款で定めた事項に限り、決議をすることができる。 

３・４ （略） 

 

一般社団・財団法人法第 77 条 （略） 

２ （略） 

３ 一般社団法人（理事会設置一般社団法人を除く。）は、定款、定款の定めに基づく理

事の互選又は社員総会の決議によって、理事の中から代表理事を定めることができる。 

 

一般社団・財団法人法第 90 条 （略） 

２ 理事会は、次に掲げる職務を行う。  

一（略） 

二 理事の職務の執行の監督 

三 代表理事の選定及び解職 

３ 理事会は、理事の中から代表理事を選定しなければならない。  
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問Ⅱ－１－⑤（施行日前における理事会等における代表理事等の選定の可否）

現行の民法法人が、施行日前に、移行の登記をすることを停止条件として、

現行の理事会、社員総会又は評議員会で代表理事を選定しておくことは可能

ですか。会計監査人を選任しておくことについてはどうですか。 

答 

１  できません。 

現行の社団法人又は財団法人が置く当該法人を代表する理事（理事長等） 

は、民法上の機関ではなく、当該法人の定款又は寄附行為によって定められ

た事実上の機関に過ぎないことから、これについては一般社団・財団法人法

に規定する代表理事としての地位は認められないこととなります（整備法第

48条第４項参照）。 

 

２ 現行の民法法人が、新法に適合するものとするために必要な定款の変更の

手続については、通常、新法施行日（平成20年12月１日）以降に行うことに

なりますが、施行日より前に行うことも認められるものと考えます（問Ⅰ－

２－③参照）。ただし、現行民法上に根拠規定が存在しない決議事項につい

ては、そもそも施行日前の理事会、社員総会又は評議員会は、これを決議す

る権限を有しておらず、そのための手続もないことから、仮に、その決議の

効力の発生を法の施行日又は移行の登記をする日としたとしても、そのよう

な決議自体ができないこととなります。 

  すなわち、理事会を置く旨の定款の変更の案の決議は、定款変更自体が現

行民法の規定に根拠があるため認められますが、具体的な（新法上の）代表

理事の選定は現行民法に根拠がないことから無効となります。 

  以上のことから、施行日前に新法上の代表理事を選定することはできない

こととなります。 

  この取扱いは、会計監査人の選定についても同様です。 

 

３  なお、移行認定（又は移行認可）の申請に当たっては、定款の変更の案の

決議がなされていれば、申請時に代表理事の選定がなされていなくても、申

請自体は可能です。この場合、申請法人にあっては、申請後に代表理事の選

定を行い、行政庁に対して役員等就任予定者の氏名等を記載した書類に代表

理事を追加したものを速やかに提出するようにしてください。 

 

４  また、現行の財団法人にあっては、施行日以後に最初の評議員の選任方法

について、旧主務官庁の認可を受けることになりますが（整備法92条）、申
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請時に旧主務官庁の認可をまだ受けておらず、最初の評議員の選任がなされ

ていなくても、申請自体は可能です。ただし、行政庁においては、最初の評

議員についての欠格事由（公益法人認定法第６条第１号）に該当するかどう

かの審査が必要となりますので、申請法人にあっては、申請後に最初の評議

員の選任を行い、行政庁に対して役員等就任予定者の氏名等を記載した書類

に（最初の）評議員を追加したものを速やかに提出するようにしてください。 

  なお、最初の評議員の選任方法については、施行日後に旧主務官庁の認可

を受けることになりますが（整備法第92条）、施行日後速やかに認可を受け

ることを希望する場合は迅速に手続きが完了するように旧主務官庁と連携を

とっておくことが望ましく、事前に相談しておくことも有益と思われます。 

内閣府としても、主務官庁及び都道府県に対し、最初の評議員の選任方法

についての法人からの認可申請に対し、迅速かつ適切に審査するよう当ＦＡ

Ｑの末尾に添付している＜参考＞のとおり要請しました。 

 

（参照条文） 

整備法第48条  （略） 

２（略） 

３（略） 

４ 旧社団法人又は旧財団法人が定款（旧民法施行法第19条第２項の認可を受けた書面を

含む。以下この項及び第80条において同じ。）若しくは寄附行為（旧民法施行法第19条第

２項の認可を受けた書面を含む。以下この項及び第89条において同じ。）、定款若しくは

寄附行為の定めに基づく理事の互選又は社員総会の決議によって定めた当該法人を代表

する理事は、一般社団・財団法人法に規定する代表理事の地位を有しない。 

 

整備法第80条 （略） 

２ （略） 

３ 旧社団法人の定款における理事会又は会計監査人を置く旨の定めは、それぞれ一般社

団・財団法人法に規定する理事会又は会計監査人を置く旨の定めとしての効力を有しない。 

 

整備法第89条 （略） 

２（略） 

３ (略) 

４ 旧財団法人の寄附行為における評議員、評議員会、理事会又は会計監査人を置く旨の

定めは、それぞれ一般社団・財団法人法に規定する評議員、評議員会、理事会又は会計監

査人を置く旨の定めとしての効力を有しない。 
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整備法第92条  特例財団法人が最初の評議員を選任するには、旧主務官庁の認可を受け

て理事が定めるところによる。
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問Ⅱ－２－①（最初の評議員の選任方法）  

新制度の最初の評議員（候補）の選任方法はどうなっていますか。特に、理

事（会）が個別の評議員を選任するよう定めることは可能でしょうか。 

答 

１ 最初の評議員の選任方法（概略） 

特例財団法人が最初の評議員を選任するには、旧主務官庁の認可を受けて理

事が定めるところによることとされています（整備法第 92 条）。 

そのため、特例財団法人は、理事が定め、旧主務官庁の認可を受けた「選任

方法」に従って（新制度上の）評議員を選任することとなります(注) (補足)。 

その際、当該「選任方法」に従って選任された者を明確にする観点から、最

初の評議員の氏名を、定款又は定款の変更の案（整備法第 102 条）に記載する

ことも有用な取扱いと考えられます。 

 

２ 理事（会）が個別の評議員を選任するよう定めることの可否 

御質問のように、最初の評議員を選任する方法として、「理事（会）が個別

の評議員を選任する」と定めることは、被監督者（理事）が監督者（評議員）

を選任することとなり、評議員会の理事に対する監督が十分に果たされなくな

るおそれがあることから許されないものと考えられます（一般社団・財団法人

法第 153 条第３項第１号参照）。 

 

３ 最初の評議員の選任方法（考え方） 

新制度（一般社団・財団法人法）における「評議員」は、一般財団法人の運

営がその目的から逸脱していないかを監督する重要な立場にあります。 

すなわち、新制度においては、財団法人の運営の適正を確保するため、「評

議員」の資格を有している者に対し評議員会の議決権を与え、理事、監事、会

計監査人の選解任権、報酬等の決定権を与えて役員等の人事権を独占させた上、

決算の承認、定款の変更など法人運営における重要事項の最終的な意思決定権

も付与しています。さらに、評議員には、理事の違法行為の差止請求権、役員

等の解任の訴えの提訴権など法人の適切な業務運営を確保するための種々の

権利も付与されています。そのため、新制度においては、評議員が、人事権等

の重要な権利を適切に行使することにより、初めて一般財団法人の適正な運営

が確保される仕組みとなっています。 

特に、税制上の優遇措置を受けることとなる公益財団法人の業務運営が公正

に行われるためには、広範で強い権限を付与されている評議員の人選が非常に

重要となります。公益財団法人の運営が、特定の団体や勢力の利益に偏るおそ
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れがなく、不特定かつ多数の者の利益のために適正かつ公正に行われるために

は、評議員の人選に際しては、一般的な法人の業務運営に一定の知見を有して

いるだけでなく、当該法人の運営の公正さに疑いを生じさせない立場にある者

であることも強く期待されます。 

さらに、新制度においては、評議員は広範かつ強大な権限を有するだけでな

く、４年間の任期が保障されており、自らの意思で辞任しない限りは原則とし

てその地位を失うことはないなど、その独立性も強く保障されています。 

  そのため、例えば、評議員の選任及び解任を「評議員会の決議で行う」こ

ととすると、「最初の評議員」の人選が特定の団体や勢力の関係者で占められ

た場合には、以後の評議員の選任も当該特定の団体や勢力の関係者によって

占められることとなり、公正かつ適切な法人の業務運営を確保するために設

けられた新制度の仕組みが有効に機能しないおそれがあります。 

以上のように、認定を受けて公益財団法人に移行する特例財団法人が新制度

上の最初の評議員の選任方法を決める場合には、当該法人と相互に密接な関係

にある者ばかりが評議員に選任されることのないようにする必要があります。

「最初の評議員」の人選が特定の団体や勢力の利益に偏った方法でされた場合

には、当該公益財団法人の事業が行われるに当たり、当該特定の団体や勢力に

対し特別の利益が与えられるおそれが高いものともなりかねません（公益法人

認定法第５条第３号等参照）。そのため、最初の評議員を選任する際には、そ

のための任意の機関として、中立的な立場にある者が参加する機関を設置し、

この機関の決定に従って（最初の）評議員を選任することが望ましいといえま

す(考え方)。 

最初の評議員の選任方法を認可する（整備法第９２条）に際しては、このよ

うな考え方を踏まえ、公益財団法人の運営が特定の団体や勢力の利益に偏るお

それがなく、法人の運営の公正さに疑いを生じさせることとならない適切な選

任方法となるように指導監督するよう、内閣府から主務官庁及び都道府県に対

し要請しています。（要請の内容については、ＦＡＱ問Ⅱ－１－⑤を参照くだ

さい。） 

 

(注) 特例財団法人が、移行前に評議員を選任する場合には、併せて、評議員、評議員会、

理事会（監事を置いていない場合は監事も含みます。）を置く旨の定款の変更をすることと

なります（整備法第 91 条第２項及び第３項）。 

 

(補足) 新制度の評議員の人数は３人が下限であり、法律上の上限はありません。新制度の

評議員の適切な人数については一概に言えませんが、法人の事業規模から見て余りに少数

であれば、理事の監督等法人の適正な運営を確保することが困難になるおそれがあります。
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他方、余りに多数であれば、評議員会の運営が法人にとって負担になります（評議員会へ

の代理出席や書面による議決権行使は認められません。問Ⅱ－６－①（代理人の出席等）

参照）。いずれの場合においても、評議員会の機能が形骸化し、特定の評議員の専横を招く

おそれがあります。そのため、評議員の定数は法人の事業の規模、性質、内容等に応じ、

適切な数とする必要があります（問Ⅱ－５－①（新制度の理事、監事、評議員の定数）参

照）。 

 

(考え方) （最初の）評議員を選任する任意の機関に参加する中立的な立場にある者に対し

ては、当該法人の関係者から、評議員候補者の経歴、評議員候補者とした理由、当該候補

者と当該法人及び役員等との関係、兼職状況等、候補者が評議員として適任と判断した理

由を説明することとなります。 

 

(参照条文)  

一般社団・財団法人法第 63 条 役員（理事及び監事をいう。以下この款において同じ。）

及び会計監査人は、社員総会の決議によって選任する。 

２ 前項の決議をする場合には、法務省令で定めるところにより、役員が欠けた場合又は

この法律若しくは定款で定めた役員の員数を欠くこととなるときに備えて補欠の役員を

選任することができる。 

 

一般社団・財団法人法第 88 条 社員は、理事が一般社団法人の目的の範囲外の行為その他

法令若しくは定款に違反する行為をし、又はこれらの行為をするおそれがある場合にお

いて、当該行為によって当該一般社団法人に著しい損害が生ずるおそれがあるときは、

当該理事に対し、当該行為をやめることを請求することができる。  

２ （略） 

 

一般社団・財団法人法第 89 条 理事の報酬等（報酬、賞与その他の職務執行の対価として

一般社団法人等から受ける財産上の利益をいう。以下同じ。）は、定款にその額を定めて

いないときは、社員総会の決議によって定める。 

 

一般社団・財団法人法第 105 条 監事の報酬等は、定款にその額を定めていないときは、

社員総会の決議によって定める。  

２・３ （略） 

 

一般社団・財団法人法第 126 条 次の各号に掲げる一般社団法人においては、理事は、当

該各号に定める計算書類及び事業報告を定時社員総会に提出し、又は提供しなければなら

ない。  



 113

一・二 （略） 

三 理事会設置一般社団法人 第百二十四条第三項の承認を受けた計算書類及び事業報

告  

四 （略） 

２ 前項の規定により提出され、又は提供された計算書類は、定時社員総会の承認を受け

なければならない。  

３ 理事は、第一項の規定により提出され、又は提供された事業報告の内容を定時社員総

会に報告しなければならない。 

 

一般社団・財団法人法第 153 条 一般財団法人の定款には、次に掲げる事項を記載し、又

は記録しなければならない。  

一～七 （略） 

八 評議員の選任及び解任の方法  

九・十 （略） 

２ （略） 

３ 次に掲げる定款の定めは、その効力を有しない。  

一 第１項第八号の方法として、理事又は理事会が評議員を選任し、又は解任する旨の

定款の定め  

二 （略） 

 

一般社団・財団法人法第 173 条 （略） 

２ 評議員は、一般財団法人又はその子法人の理事、監事又は使用人を兼ねることができ

ない。  

３ 評議員は、三人以上でなければならない。 

 

一般社団・財団法人法第 176 条 理事又は監事が次のいずれかに該当するときは、評議員

会の決議によって、その理事又は監事を解任することができる。  

一 職務上の義務に違反し、又は職務を怠ったとき。  

二 心身の故障のため、職務の執行に支障があり、又はこれに堪えないとき。  

２ 会計監査人が第七十一条第一項各号のいずれかに該当するときは、評議員会の決議に

よって、その会計監査人を解任することができる。 

 

一般社団・財団法人法第 177 条 前章第三節第三款（第 64 条、第 67 条第３項及び第 70 条

を除く。）の規定は、一般財団法人の理事、監事及び会計監査人の選任及び解任について

準用する。この場合において、これらの規定（第 66 条ただし書を除く。）中「社員総会」

とあるのは「評議員会」と、第 66 条ただし書中「定款又は社員総会の決議によって」と
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あるのは「定款によって」と、第 68 条第３項第１号中「第 123 条第２項」とあるのは「第

199 条において準用する第 123 条第２項」と、第 74 条第３項中「第 38 条第１項第１号」

とあるのは「第 181 条第１項第１号」と読み替えるものとする。 

 

一般社団・財団法人法第 178 条 評議員会は、すべての評議員で組織する。  

２ 評議員会は、この法律に規定する事項及び定款で定めた事項に限り、決議をすること

ができる。 

３ この法律の規定により評議員会の決議を必要とする事項について、理事、理事会その

他の評議員会以外の機関が決定することができることを内容とする定款の定めは、その

効力を有しない。 

 

一般社団・財団法人法第 189 条 評議員会の決議は、議決に加わることができる評議員の

過半数（これを上回る割合を定款で定めた場合にあっては、その割合以上）が出席し、そ

の過半数（これを上回る割合を定款で定めた場合にあっては、その割合以上）をもって行

う。  

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる評議員会の決議は、議決に加わることができる

評議員の三分の二（これを上回る割合を定款で定めた場合にあっては、その割合）以上

に当たる多数をもって行わなければならない。  

一 第 176 条第１項の評議員会（監事を解任する場合に限る。）  

二 第 198 条において準用する第 113 条第１項の評議員会  

三 第 200 条の評議員会  

四 第 201 条の評議員会  

五 第 204 条の評議員会  

六 第 247 条、第 251 条第１項及び第 257 条の評議員会  

３・４ （略） 

 

一般社団・財団法人法第 197 条 前章第三節第四款（第 76 条、第 77 条第１項から第３項

まで、第 81 条及び第 88 条第２項を除く。）、第五款（第 92 条第１項を除く。）、第六款（第

104 条第２項を除く。）及び第七款の規定は、一般財団法人の理事、理事会、監事及び会

計監査人について準用する。この場合において、これらの規定（第 83 条及び第 84 条第

１項を除く。）中「社員総会」とあるのは「評議員会」と、第 83 条中「定款並びに社員

総会の決議」とあるのは「定款」と、第 84 条第１項中「社員総会」とあるのは「理事会」

と、第 85 条中「社員（監事設置一般社団法人にあっては、監事）」とあるのは「監事」

と、第 86 条第１項中「総社員の議決権の十分の一（これを下回る割合を定款で定めた場

合にあっては、その割合）以上の議決権を有する社員」とあり、並びに同条第７項、第

87 条第１項第２号及び第 88 条第１項中「社員」とあるのは「評議員」と、同項中「著し
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い損害」とあるのは「回復することができない損害」と、第 90 条第４項第６号中「第 114

条第１項」とあるのは「第 198 条において準用する第 114 条第１項」と、「第 111 条第１

項」とあるのは「第 198 条において準用する第 111 条第１項」と、第 97 条第２項中「社

員は、その権利を行使するため必要があるときは、裁判所の許可を得て」とあるのは「評

議員は、一般財団法人の業務時間内は、いつでも」と、同条第４項中「前２項の請求」

とあるのは「前項の請求」と、「前２項の許可」とあるのは「同項の許可」と、第 104 条

第１項中「第 77 条第４項及び第 81 条」とあるのは「第 77 条第４項」と、第 107 条第１

項中「第 123 条第２項」とあるのは「第 199 条において準用する第 123 条第２項」と、「第

117 条第２項第１号イ」とあるのは「第 198 条において準用する第 117 条第２項第１号イ」

と、同条第５項第１号中「第 68 条第３項第１号」とあるのは「第 177 条において準用す

る第 68 条第３項第１号」と読み替えるものとする。 

 

一般社団・財団法人法第 199 条 前章第四節（第 121 条第１項後段及び第２項並びに第 126

条第１項第１号、第２号及び第４号を除く。）の規定は、一般財団法人の計算について準

用する。この場合において、これらの規定中「社員総会」とあるのは「評議員会」と、

第 121 条第１項中「総社員の議決権の十分の一（これを下回る割合を定款で定めた場合

にあっては、その割合）以上の議決権を有する社員」とあり、及び第 129 条第３項中「社

員」とあるのは「評議員」と、第 125 条中「社員に」とあるのは「評議員に」と、第 129

条第１項及び第２項中「第 58 条第１項」とあるのは「第 194 条第１項」と、同条第３項

ただし書中「第２号」とあるのは「債権者が第２号」と読み替えるものとする。 

 

第 284 条 理事、監事又は評議員（以下この款において「役員等」という。）の職務の執行

に関し不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実があったにもかかわらず、

当該役員等を解任する旨の議案が社員総会又は評議員会において否決されたときは、次に

掲げる者は、当該社員総会又は評議員会の日から三十日以内に、訴えをもって当該役員等

の解任を請求することができる。  

一 （略） 

二 評議員 

 

公益法人認定法第５条 行政庁は、前条の認定（以下「公益認定」という。）の申請をした

一般社団法人又は一般財団法人が次に掲げる基準に適合すると認めるときは、当該法人

について公益認定をするものとする。  

一・二 （略） 

三 その事業を行うに当たり、社員、評議員、理事、監事、使用人その他の政令で定め

る当該法人の関係者に対し特別の利益を与えないものであること。 

四～十八 （略） 
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整備法第 89 条 （略） 

２・３ （略） 

４ 旧財団法人の寄附行為における評議員、評議員会、理事会又は会計監査人を置く旨の

定めは、それぞれ一般社団・財団法人法に規定する評議員、評議員会、理事会又は会計

監査人を置く旨の定めとしての効力を有しない。 

 

整備法第 91 条 （略） 

２ 監事を置いていない特例財団法人は、評議員、評議員会、理事会及び監事を置く定款

の変更をすることができる。  

３ 監事を置いている特例財団法人は、評議員、評議員会及び理事会を置く定款の変更を

することができる。  

 

整備法第 92 条 特例財団法人が最初の評議員を選任するには、旧主務官庁の認可を受けて

理事が定めるところによる。 

 

整備法施行規則第 11 条 （略） 

２ （略） 

３ 整備法第 103 条第２項第３号の内閣府令で定める書類は、次に掲げる書類とする。 

一 （略） 

二 整備法第 106 条第１項の設立の登記において登記をする予定の理事及び監事（特例

財団法人である認定申請法人（整備法第百条に規定する認定申請法人をいう。以下

この項において同じ。）にあっては、理事、監事及び評議員。次号において「役員等

就任予定者」という。）の氏名、生年月日及び住所を記載した書類 

三～十 （略） 
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問Ⅱ－３－①（最初の代表理事、業務執行理事、会計監査人の選任）  

新制度の最初の代表理事、業務執行理事、会計監査人の選任について教えて

ください。 

答 

１ 最初の代表理事ないし代表理事の就任予定者の選定 

（１）新法の施行日における特例民法法人の理事の権限 

新法の施行日には、全ての特例民法法人が、「理事会」（法律上の正式な理

事会）を設置していない状態となります（整備法第８０条第３項、第８９条

第４項）。そのため、新法の施行日の時点では、各特例民法法人の各理事が、

それぞれ法人を代表する権限を有することとなります（補足）。 

 

（補足） 

１ 施行日前の「理事」及び「代表理事」の法的地位 

新法の施行日前の社団法人又は財団法人の理事は、原則として法人のすべての事

務について、法人を代表する権限を有し（民法第５３条本文）、この権限に加えた制

限は、善意の第三者に対抗することができないこととされています（同法第５４条）。 

そのため、新法の施行日前に「代表理事」を設けている法人は、代表理事以外の

理事の代表権を定款等で内部的に制限しているに過ぎないものとされています。 

しかし、社団法人又は財団法人が、新法の施行日前に、 

① 定款又は寄附行為によって「代表理事」を定めている場合 

② 定款又は寄附行為の定めに基づく理事の互選により「代表理事」を定めてい

る場合 

③ 社員総会の決議によって「代表理事」を定めている場合 

のいずれの場合においても、新法の施行日後は、一般社団・財団法人法に規定する

「代表理事」の地位を有しないこととされています（整備法第４８条第４項）。 

 

２ 施行日前の「理事会」の法的地位 

新法の施行日前に、社団法人又は財団法人の定款又は寄附行為に「理事会を置く」

旨の定めがあったとしても、そのような定款（寄附行為）の定めは、新法の施行日

後は、一般社団・財団法人法に規定する「理事会を置く」旨の定めとしての効力を

有しないこととされています（整備法第８０条第３項、第８９条第４項）。 

そのため、本文記載のとおり、新法の施行日には、いったん、全ての特例民法法

人が、 

① 全ての理事が法人を代表する権限を有し（一般社団・財団法人法第７７条第

１項）、 
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② 「理事会」（法律上の正式な理事会）を設置していない状態 

となります。 

 

（２）最初の代表理事の選定方法（移行の登記前に代表理事を選定する場合） 

このように、理事会を設置していない特例民法法人が、移行の登記前に理

事の中から一般社団・財団法人法上の「代表理事」（法人を代表する理事で

あって、法人の業務に関する一切の裁判上又は裁判外の行為をする権限を有

する者）を選定する場合には、以下の①から④の場合に応じて、それぞれの

方法で代表理事を選定することができます。 

 

① 理事会を設置していない特例社団法人が、移行の前に、理事会を設置せ

ずに理事の中から代表理事を選定する場合 

→以下のⅰからⅲの方法により、代表理事を選定することができます（一

般社団・財団法人法第７７条第３項。なお、整備法第７７条第３項参

照）。 

ⅰ 定款の定めにより代表理事を選定する方法（整備法第８８条、民法

第３８条の規定に従い、定款に代表理事の氏名を記載するための定款変

更手続が必要です。） 

ⅱ 定款の定めに基づく理事の互選による方法（ⅰと同様、整備法第８

８条、民法第３８条の規定に従い、定款に「代表理事の選定方法は理事

の互選による」旨を記載するための定款変更手続が必要であり、定款変

更の効力発生後、理事の互選により代表理事を選定することとなりま

す） 

ⅲ 社員総会の決議によって、理事の中から代表理事を定める方法 

 

② 理事会を設置していない特例社団法人が、移行の前に、理事会を設置し

て代表理事を選定する場合 

→理事会を設置する定款変更を行い（整備法第８８条、民法第３８条。

監事を設置していない場合には理事会と併せて監事を設置する必要が

あります。）、理事会において代表理事を選定することができます（一般

社団・財団法人法第９０条第２項第３号）（注）。 

 

（注）法が明文で予定している方法ではありませんが、②の場合にも、定款変更

により、定款に代表理事の氏名を直接記載する方法で代表理事を選定すること

も可能と考えられます。 
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③ 理事会を設置していない特例財団法人が、移行の前に、理事会を設置せ

ずに理事の中から代表理事を選定しようとする場合 

→このような場合は、理事の中から代表理事を選定する明文の根拠を欠

くため、代表理事を選定することはできないものと考えられます（注）。 

 

（注）③の場合には、各理事が特例財団法人を代表し（各自代表。整備法第７７

条第５項参照）、理事の全員が代表権を有していることとなります。なお、仮

に、理事会を設置していない特例財団法人が、特定の理事を代表理事とし、

その氏名を定款に記載するような定款変更手続をしたとしても、それは他の

理事の代表権を内部的に制限しているに過ぎず、他の理事の代表権に加えた

制限は、善意の第三者に対抗することができないものと考えられます。また、

定款に氏名を記載した当該特定の理事のみを代表理事として登記することも

できないもの（整備法第７７条第５項）と考えられます。 

 

④ 理事会を設置していない特例財団法人が、移行の前に、理事会を設置し

て代表理事を選定する場合 

→理事会を設置する定款変更を行い（注１）、理事会において代表理事を

選定することができます（一般社団・財団法人法第９０条第２項第３

号、第１９７条）（注２）。 

 

（注１） 理事会を設置する場合には、併せて、評議員、評議員会及び監事を置

く定款の変更をすることとなります（整備法第９１条第２項、第３項）。

定款変更手続は、整備法第９４条第２項又は第３項、第６項の規定に

従います。 

（注２） 法が明文で予定している方法ではありませんが、④の場合にも、定款

変更により、定款に代表理事の氏名を直接記載する方法で代表理事を

選定することも可能と考えられます。 

 

（３）代表理事の就任予定者の選定方法（移行と同時に代表理事を選定する場

合） 

理事会を設置していない特例民法法人が、移行の登記までに一般社団・財

団法人法上の「代表理事」を選定せず、移行の登記と同時に（移行の登記を

することを停止条件として）最初の代表理事を選定することとする場合には

（注１）、定款の変更の案（の附則）に、代表理事（就任予定者）の氏名を直

接記載する方法により代表理事を選定することができます（問Ⅰ‐５‐②

（移行申請書類に表記する役員等）参照）（注２）。 
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（注１） 公益法人及び一般財団法人は理事会を設置しなければならないため、

移行認定を申請する特例民法法人及び移行認可を申請する特例財団法人

のうち、移行と同時に理事会を置くこととする法人は、代表理事も同時に

置かなければならないこととなります。 

また、特例社団法人が移行認可の申請をする場合において、移行と同時

に理事会を置くこととするときも、同様に代表理事を移行と同時に置かな

ければなりませんが、移行に際して理事会を置かない一般社団法人となる

場合には、代表理事を置く必要はありません。 

なお、移行の前に「理事会」を設置する場合には、併せて、移行の前に

代表理事を選定する必要があります。 

 

（注２） 移行認定（又は移行認可）の申請に当たっては、定款の変更の案の決        

議がなされていれば、申請時に代表理事の就任予定者の選定がなされてい

なくても、申請自体は可能です。このような場合には、申請法人にあって

は、申請後に所定の定款変更手続を行い最初の代表理事の氏名を定款変更

の案（の附則）に記載して代表理事の就任予定者の選定を行い、行政庁に

対して役員等就任予定者の氏名等を記載した書類に代表理事を追加した

ものを速やかに提出するようにして下さい（申請時点で代表理事の就任予

定者の選定がなされていなくても差し支えありませんが、当然のことなが

ら、遅くとも、認定・認可の判断時までには代表理事の就任予定者が選定

されている必要があります。）（問Ⅱ-１-⑤（施行日前における理事会等に

おける代表理事等の選定の可否）参照）。 

 

２ 最初の業務執行理事ないし業務執行理事の就任予定者の選定 

（１）最初の業務執行理事の選定方法（移行の登記前に業務執行理事を選定す 

る場合） 

上記の１（１）記載のとおり、新法の施行日には、全ての特例民法法人が、

「理事会」を設置していない状態となります。そのため、新法の施行日の時

点では、各特例民法法人の各理事が、それぞれ法人の業務の執行をする権限

を有することとなると考えられます（一般社団・財団法人法第７６条第１項）。 

このような理事会を設置していない特例民法法人が、移行の登記前に理事

の中から業務執行権を有する者（以下「業務執行理事」といいます。（補足））

を選定する場合には、以下の①又は②の場合に応じて、それぞれの方法で業

務執行理事を選定することができます。 
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（補足）  

１ 業務の執行とは、法人の何らかの事務を行うということではなく、法人の目

的である具体的事業活動に関与することを意味します。本文記載のとおり、理

事会を設置しない法人の場合には原則として全ての理事が業務執行権を有す

ることとなりますが、理事会を設置した場合には、代表理事及び理事会で業務

執行をする理事として選定された理事が業務執行権を有し、他の理事は業務執

行権を有しないこととなります。 

２ また、理事の業務執行権は、対外的な代表行為を行う権限ではないため、業

務執行権を有する理事が必ず法人の代表権を有するものではありません（一般

社団・財団法人法第９１条第１項第２号の規定により理事会で選定される「法

人の業務を執行する理事」は代表権を有しません）。 

理事が業務執行権を有していることは登記事項ともされていません（業務執

行理事であることは登記事項ではありません）。 

 

① 理事会を設置していない特例民法法人が、移行の前に、理事会を設置せ

ずに理事の中から業務執行理事を選定する場合（業務執行理事を一部の

理事に限りたい場合）には、定款にその旨を記載することにより、理事

の中から業務執行理事を選定すること（業務執行理事を一部の理事に限

定すること（注１））ができると考えられます（一般社団・財団法人法第

７６条第１項）（注２）。 

 

（注１）①の場合の「業務執行理事を選定する」ための定款の定めは、要するに、

業務執行権を有する全ての理事の中から、特例の理事だけに業務執行権を付与

することとするものであり、「業務執行理事を選定する」というよりも、業務執

行理事以外の理事の業務執行権を定款で内部的に制限しているに過ぎないもの

とも言えます。 

（注２）特例社団法人であれば整備法第８８条、民法第３８条の規定に従い、特例

財団法人であれば整備法第９４条第２項又は第３項、第６項の規定に従い、そ

れぞれ所定の定款変更手続が必要です。 

 

② 理事会を設置していない特例民法法人が、移行の前に、理事会を設置し

て業務執行理事を選定する場合には、理事会を設置する定款変更を行い

（注１）、理事会において業務執行理事を選定することができます（一般

社団・財団法人法第９１条第１項第２号、第１９７条）（注２）。 

 

（注１） 特例社団法人の場合には、整備法第８８条、民法第３８条の規定に従
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い定款変更手続を経る必要がありますが、監事を設置していない場合

には理事会と併せて監事を設置する必要があります。 

また、特例財団法人の場合には、理事会の設置と併せて、評議員、評議

員会及び監事を置く定款の変更をすることとなります（整備法第９１条

第２項、第３項）。定款変更手続は、整備法第９４条第２項又は第３項、

第６項の規定に従います。 

（注２） 法が明文で予定している方法ではありませんが、②の場合にも、定款

変更により、定款に業務執行理事の氏名を直接記載する方法で業務執

行理事を選定することも可能と考えられます。 

 

（２）業務執行理事の就任予定者の選定方法（移行と同時に業務執行理事を選

定する場合） 

理事会を設置していない特例民法法人が、移行の登記前に一般社団・財団

法人法上の業務執行理事を選定せず、移行の登記と同時に（移行の登記をす

ることを停止条件として）最初の業務執行理事を選定することとする場合に

は（注）、定款の変更の案（の附則）に、業務執行理事（就任予定者）の氏名

を直接記載する方法により業務執行理事を選定することができます。 

 

（注） 移行と同時に理事会を設置する法人が、移行と同時に業務執行理事を選定し

ない場合には、代表理事のみが業務執行権を有することとなります（一般社団・

財団法人法第９１条第１項第１号）。この場合には、移行後の理事会で、他の理事

の中から業務執行理事を選定すれば、代表理事以外の理事も業務執行理事となる

ことができます。このように、最初の代表理事の選定の場合と異なり、移行後の

最初の業務執行理事については、移行の登記と同時に最初の業務執行理事を選定

しなければならないものではないことに留意する必要があります。 

 

 ３ 最初の会計監査人の選任 

① 特例民法法人が、移行の前に、会計監査人を置く場合には、会計監査人

を置く定款の変更を行い（注１）、特例社団法人であれば社員総会、特例

財団法人であれば（新制度上の）評議員会において最初の会計監査人を

選任することとなります。 

 

② 特例民法法人が、移行期間中に会計監査人を置かず、移行と同時に会計

監査人を置くこととする場合には、定款に会計監査人の氏名や名称を直

接記載する方法で最初の会計監査人を選任することができます。 
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（注１）監事を置いていない特例社団法人が、移行前に会計検査人を置く場合に

は、併せて、監事を置く定款の変更をする必要があります（一般社団・財

団法人法第６０条第２項、第６１条）。 

    また、特例財団法人が、移行前に会計監査人を置く場合には、評議員、

評議員会、理事会（監事を置いていない場合は監事も含みます。）を置く

旨の定款の変更をする必要があります（整備法第９１条第４項）。 

（注２）法が明文で予定している方法ではありませんが、①の場合にも、定款変

更により、定款に会計監査人の氏名や名称を直接記載する方法で会計監査

人を選任することも可能と考えられます。 

 

（参照条文） 

一般社団・財団法人法第 63 条 役員（理事及び監事をいう。以下この款において同じ。）

及び会計監査人は、社員総会の決議によって選任する。 

 

一般社団・財団法人法第 76 条 理事は、定款に別段の定めがある場合を除き、一般社団法

人（理事会設置一般社団法人を除く。以下この条において同じ。）の業務を執行する。  

２ 理事が二人以上ある場合には、一般社団法人の業務は、定款に別段の定めがある場合

を除き、理事の過半数をもって決定する。 

３・４ （略） 

 

一般社団・財団法人法第 77 条 理事は、一般社団法人を代表する。ただし、他に代表理事

その他一般社団法人を代表する者を定めた場合は、この限りでない。  

２ 前項本文の理事が二人以上ある場合には、理事は、各自、一般社団法人を代表する。 

３ 一般社団法人（理事会設置一般社団法人を除く。）は、定款、定款の定めに基づく理事

の互選又は社員総会の決議によって、理事の中から代表理事を定めることができる。 

４ 代表理事は、一般社団法人の業務に関する一切の裁判上又は裁判外の行為をする権限

を有する。  

５ 前項の権限に加えた制限は、善意の第三者に対抗することができない。 

 

一般社団・財団法人法第 90 条 （略） 

２ 理事会は、次に掲げる職務を行う。 

一・二 （略） 

三 代表理事の選定及び解職 

３ 理事会は、理事の中から代表理事を選定しなければならない。 

 

一般社団・財団法人法第 91 条 次に掲げる理事は、理事会設置一般社団法人の業務を執行
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する。 

一 代表理事 

二 代表理事以外の理事であって、理事会の決議によって理事会設置一般社団法人の業 

務を執行する理事として選定されたもの 

 

一般社団・財団法人法第 197 条 前章第三節第四款（第七十六条、第七十七条第一項から

第三項まで、第八十一条及び第八十八条第二項を除く。）、第五款（第九十二条第一項を

除く。）、第六款（第百四条第二項を除く。）及び第七款の規定は、一般財団法人の理事、

理事会、監事及び会計監査人について準用する。（略） 

 

整備法第 48 条 （略） 

２・３ （略） 

４ 旧社団法人又は旧財団法人が定款（旧民法施行法第 19 条第２項の認可を受けた書面を

含む。以下この項及び第 80 条において同じ。）若しくは寄附行為（旧民法施行法第 19 条

第二項の認可を受けた書面を含む。以下この項及び第 89 条において同じ。）、定款若しく

は寄附行為の定めに基づく理事の互選又は社員総会の決議によって定めた当該法人を代

表する理事は、一般社団・財団法人法に規定する代表理事の地位を有しない。 

 

整備法第 77 条 （略） 

２ （略） 

３ 特例社団法人が一般社団・財団法人法第 77 条第３項の規定により代表理事を定め、又

は理事会を置く旨の定款の変更をするまでの間における当該特例社団法人の登記につい

ては、一般社団・財団法人法第 301 条第２項第５号中「氏名」とあるのは、「氏名及び住

所」とし、同項第六号の規定は、適用しない。 

４ （略） 

５ 特例財団法人（評議員設置特例財団法人を除く。）の登記については、一般社団・財団

法人法第三百二条第二項第五号中「評議員、理事及び監事の氏名」とあるのは、「理事の

氏名及び住所」とし、同項第六号の規定は、適用しない。 

６ （略） 

 

整備法第 80 条 （略） 

２ （略） 

３ 旧社団法人の定款における理事会又は会計監査人を置く旨の定めは、それぞれ一般社

団・財団法人法に規定する理事会又は会計監査人を置く旨の定めとしての効力を有しな

い。 

 



 125

整備法第 88 条 特例社団法人の定款の変更については、なお従前の例による。 

 

整備法第 89 条 （略） 

２・３ （略） 

４ 旧財団法人の寄附行為における評議員、評議員会、理事会又は会計監査人を置く旨の

定めは、それぞれ一般社団・財団法人法に規定する評議員、評議員会、理事会又は会計

監査人を置く旨の定めとしての効力を有しない。 

 

整備法第 91 条 一般社団・財団法人法第百七十七条において準用する一般社団・財団法人

法第六十五条第三項の規定にかかわらず、理事会を置かない特例財団法人には、一人又

は二人以上の理事を置かなければならない。 

２ 監事を置いていない特例財団法人は、評議員、評議員会、理事会及び監事を置く定款

の変更をすることができる。 

３ 監事を置いている特例財団法人は、評議員、評議員会及び理事会を置く定款の変更を

することができる。  

４ 会計監査人を置く特例財団法人は、前二項の規定による定款の変更により評議員、評

議員会、理事会及び監事を置くものでなければならない。  

５ 第二項又は第三項の規定により変更した定款の定めは、これを変更することができな

い。 

６ 特例財団法人については、一般社団・財団法人法第百七十条第一項の規定は、適用し

ない。 

 

整備法第 94 条 特例財団法人（評議員設置特例財団法人を除く。次項及び第三項において

同じ。）については、一般社団・財団法人法第二百条の規定は、適用しない。 

２ その定款に定款の変更に関する定めがある特例財団法人は、当該定めに従い、定款の

変更をすることができる。  

３ その定款に定款の変更に関する定めがない特例財団法人は、理事（清算中の特例財団

法人にあっては、清算人）の定めるところにより、定款の変更に関する定めを設ける定

款の変更をすることができる。  

４・５ （略） 

６ 特例財団法人の定款の変更は、旧主務官庁の認可を受けなければ、その効力を生じな

い。 

 

整備法第 102 条 第四十四条の認定を受けようとする特例民法法人が第百六条第一項の登

記をすることを停止条件としてしたその種類に従いその名称中に公益社団法人又は公益

財団法人という文字を用いることとする定款の変更及び第百条各号に掲げる基準に適合
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するものとするために必要な定款の変更については、旧主務官庁の認可を要しない。 

 

民法第 38 条 定款は、総社員の四分の三以上の同意があるときに限り、変更することがで

きる。ただし、定款に別段の定めがあるときは、この限りでない。  

２ 定款の変更は、主務官庁の認可を受けなければ、その効力を生じない。 

 

民法第 53 条 理事は、法人のすべての事務について、法人を代表する。ただし、定款の規

定又は寄附行為の趣旨に反することはできず、また、社団法人にあっては総会の決議に

従わなければならない。  

 

民法第 54 条 理事の代理権に加えた制限は、善意の第三者に対抗することができない。 
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問Ⅱ－３－②（移行と同時に代表理事や評議員を置く場合の手続）  

移行と同時に代表理事や評議員を置く場合の手続はどうなりますか。 

答 

１ 代表理事について 

特例民法法人が、移行期間中に新制度上の「代表理事」を置かず、移行と同

時に「代表理事」を置く場合の手続は、定款の変更の案（整備法第 102 条）に

最初の代表理事の氏名を直接記載する方法で選定することができます。 

  

２ 評議員について 

  特例財団法人が最初の評議員を選任するには、旧主務官庁の認可を受けて

理事が定めるところにより選任することとされています（整備法第 92 条）。 

特例財団法人が、移行期間中に新制度上の「評議員」を置かず、移行と同時

に「評議員」を置く場合の手続は、理事が定め、旧主務官庁の認可を受けた「選

任方法」に従って（新制度上の）評議員を選任することとなります。 

その際、当該「選任方法」に従って選任された者を明確にする観点から、「最

初の評議員」の氏名を、定款の変更の案（整備法第 102 条（整備法第 118 条に

おいて準用する場合を含む。））に記載することも有用な取扱いと考えられます。 

なお、新制度上の最初の評議員の選任方法を決める場合については、問Ⅱ－

２－①（最初の評議員の選任方法）を御参照下さい。 

 

(参照条文)  

一般社団・財団法人法第 77 条 （略） 

２ （略） 

３ 一般社団法人（理事会設置一般社団法人を除く。）は、定款、定款の定めに基づく理

事の互選又は社員総会の決議によって、理事の中から代表理事を定めることができる。 

 

一般社団・財団法人法第 90 条 （略） 

２ 理事会は、次に掲げる職務を行う。  

一・二 （略） 

三 代表理事の選定及び解職 

 

整備法第 48 条 （略） 

２・３ （略） 

４ 旧社団法人又は旧財団法人が定款（旧民法施行法第 19 条第２項の認可を受けた書面

を含む。以下この項及び第 80 条において同じ。）若しくは寄附行為（旧民法施行法第
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19 条第２項の認可を受けた書面を含む。以下この項及び第 89 条において同じ。）、定款

若しくは寄附行為の定めに基づく理事の互選又は社員総会の決議によって定めた当該

法人を代表する理事は、一般社団・財団法人法に規定する代表理事の地位を有しない。 

  

整備法第 89 条 （略） 

２・３ （略） 

４ 旧財団法人の寄附行為における評議員、評議員会、理事会又は会計監査人を置く旨

の定めは、それぞれ一般社団・財団法人法に規定する評議員、評議員会、理事会又は

会計監査人を置く旨の定めとしての効力を有しない。 

 

整備法第 92 条 特例財団法人が最初の評議員を選任するには、旧主務官庁の認可を受け

て理事が定めるところによる。 

 

整備法第 102 条 第 44 条の認定を受けようとする特例民法法人が第 106 条第１項の登記

をすることを停止条件としてしたその種類に従いその名称中に公益社団法人又は公益

財団法人という文字を用いることとする定款の変更及び第 100 条各号に掲げる基準に

適合するものとするために必要な定款の変更については、旧主務官庁の認可を要しな

い。
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問Ⅱ‐４‐①（新制度の理事、監事、評議員の任期）  

新制度の理事、監事、評議員の任期について説明してください。 

答 

１ 理事の任期 

理事の任期は、選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関す

る定時社員総会（定時評議員会）の終結の時までとされます（一般社団・財団

法人法第 66 条第１項、第 177 条）。ただし、定款又は社員総会の決議によって

短縮することが可能です（一般社団・財団法人法第 66 条第１項ただし書）が、

伸ばすことはできません。 

任期の終期が「定時社員総会（定時評議員会）の終結の時まで」とされてい

るのは、社員総会（評議員会）で選任されることに鑑み、次の選任の前に任期

切れとなり欠員状態が生じるのを防ぐためです。 

例えば、４月１日から３月末までを事業年度（会計年度）としている法人で、

定時総会を毎年６月末に行っている法人の理事の任期を例にしますと、平成

21年６月末の定時総会で理事を選任した場合の理事の任期は平成23年６月末

の定時総会までの２年間となりますが、平成 21 年３月中旬に行った臨時総会

で理事を選任した場合の理事の任期は平成 22 年６月末の定時総会までの１年

３か月間余となり、平成 21 年４月中旬に行った臨時総会で理事を選任した場

合の理事の任期は平成 23 年６月末までの２年３か月間余となります。 

２ 監事の任期 

監事の任期は、原則として、選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終

のものに関する定時社員総会（定時評議員会）の終結の時までとされます（一

般社団・財団法人法第 67 条第１項本文、第 177 条）。監事の任期は、定款によ

って、選任後二年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時社員

総会（定時評議員会）の終結の時までを限度として短縮することができます（一

般社団・財団法人法第 67 条第１項（第 177 条において準用する場合を含む））

が、伸ばすことはできません。監事の任期が理事の任期より長期となることが

原則とされているのは、理事の職務の執行を監査する監事の地位を強化し、そ

の独立性を担保する趣旨からです。 

３ 評議員の任期 

評議員の任期は、原則として、選任後４年以内に終了する事業年度のうち最

終のものに関する定時評議員会の終結の時までとされます（一般社団・財団法

人法第 174 条第１項）。理事の任期よりも長期とすることにより、その地位を

安定的なものとする趣旨からです。さらに、定款で「４年」を「６年」まで伸

長することができます（同項ただし書）が短縮することはできません。これは、
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監事の任期よりも長期とすることを可能とする趣旨からです。 

 

（参照条文） 

○ 一般社団・財団法人法 

（理事の任期） 

第六十六条 理事の任期は、選任後二年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関す

る定時社員総会の終結の時までとする。ただし、定款又は社員総会の決議によって、その

任期を短縮することを妨げない。 

（監事の任期） 

第六十七条 監事の任期は、選任後四年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関す

る定時社員総会の終結の時までとする。ただし、定款によって、その任期を選任後二年以

内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時社員総会の終結の時までとするこ

とを限度として短縮することを妨げない。 

（評議員の任期） 

第百七十四条 評議員の任期は、選任後四年以内に終了する事業年度のうち最終のものに

関する定時評議員会の終結の時までとする。ただし、定款によって、その任期を選任後六

年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時評議員会の終結の時まで伸長

することを妨げない。 
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問Ⅱ‐４‐②（移行をまたぐ任期の取扱い）  

特例民法法人が公益社団・財団法人又は一般社団・財団法人に移行したとき

に在任していた理事、監事の（残りの）任期はどのような扱いになりますか。

答 

１ 移行の登記をした特例民法法人の理事及び監事の任期は、一般社団・財団

法人法の任期の規定に従うこととなります。 

 

２ 特例民法法人の理事や監事の任期については、民法法人のときと同様とす

る旨の規定が設けられています（注１）（整備法第 48 条第２項・第３項）。 

  これに対し、特例民法法人が公益社団法人・財団法人又は一般社団法人・

財団法人に移行した場合の理事または監事の任期については、特段の規定が

設けられていないため、この場合には、移行前に選任された理事または監事

の任期についても、一般社団・財団法人法上の理事または監事の任期に関す

る規律が適用されることとなります。 

  その結果、特例民法法人の理事または監事のうち、その選任後の期間が通

常の公益社団法人・財団法人又は一般社団法人・財団法人の理事または監事

の任期の範囲内である者にあっては、移行によりその任期が満了することは

ありませんが、選任後の期間がすでに一般社団・財団法人法上の理事または

監事の任期を超過している者にあっては、移行と同時に任期が満了すること

となります（注２）。 

 

３ 一般社団・財団法人法における理事または監事の任期は、「選任後２年（監

事は４年）以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時社員総会

（定時評議員会）の終結の時まで」（一般社団・財団法人法第 66 条、第 67 条。

第 177 条において準用する場合を含む。）とされていますが、移行の登記のと

きに在任していた理事、監事について、一般社団・財団法人法上の任期を計

算する際、移行の登記の前日を末日とする特例民法法人としての最後の事業

年度が、「選任後２年（監事は４年）以内に終了する事業年度のうち最終のも

の」に該当する場合（注３）の任期の計算については次のようになります。 

 ① 特例民法法人としての最後の事業年度終了後（移行の登記後）、一定の

時期（注４）に社員総会（評議員会）を開催して、決算の承認を行う場合

には、当該社員総会（評議員会）を定時社員総会（定時評議員会）と見な

して任期を計算することとなります（注５）。 

 ② 特例民法法人としての最後の事業年度の決算の承認について、一定の時

期に社員総会が開催されない場合（注６）には、当該「一定の時期」（注４）
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が経過したときに、任期が満了することとなります（注７）（注８）。 

  なお、決算の承認を行う社員総会等の開催時期が「一定の時期」に該当す

るかどうかの判断が難しい場合など、任期の計算に疑義が生じるようなとき

には、定款の変更の案に、移行の登記をしたときの役員の任期の特則を設け

るなどの方法（問Ⅱ－４－⑦参照）により対応することも考えられれます。 

 

（注１）新制度の理事会を設置した特例民法法人が理事を選任した場合や新制度の評議員

を置く特例財団法人が監事を選任した場合等は、その理事又は監事の任期は新制度の

任期の規定に従うこととなります（整備法第 48 条第２項かっこ書き・第３項第１号か

ら第３号）。 

 

（注２）例えば、理事の任期を、旧定款では選任されてから３年間、定款の変更の案では

「選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時社員総会の終結

の時まで」としている法人が、平成２２年１０月に移行の登記をした際の、２０年６

月に選任された理事の場合など。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注３）例えば、理事の任期を、旧定款では４月から翌々年３月までの２年間、定款の変

更の案では「選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時社員

総会の終結の時まで」としている法人が、平成２２年１０月に移行の登記をした際の、

２１年３月に選任されて同年４月から就任していた理事の場合など。 

 

（注４）当該「一定の時期」としては、定款の変更の案で定めた又は当該法人が慣例とし

て開催することとしている定時社員総会（定時評議員会）の開催時期（年度終了後の

どのくらいの時期に開催しているか。）などが考えられます。 

 

 H20.4  H21.4  H22.4  H23.4

旧定款上の任期 :

新制度における任期 :

当該理事の任期 :

選任後３年
H22.10

移行の登記

任期が満了

H20.6選任

選任後２年以内に終了する事業年度

のうち最終のものに関する(定時)社

員総会
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（注５）上記の（注３）の理事の場合には、以下のとおりの任期となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注６）移行認可を受けた場合の公益目的財産額の確定（整備法規則第 33 条）や、法人税

に係る確定申告等のため、移行後所定の期間内に決算の承認を行うことが必要となる

場合があります。 

 

（注７）例えば、定款の変更の案に、定時社員総会の開催時期を「事業年度終了後３か月

以内」と定めている法人にあっては、特例民法法人としての最後の事業年度終了後３

か月を経過したときに任期が満了することとなります（なお、定款の変更の案におい

て、４月１日から翌年３月末までを事業年度とした上で、定時社員総会の開催時期を

「６月」と定めている場合には、「事業年度終了後３か月以内」と定めているのとほぼ

同様と解することができます。）。 

 

（注８）特例民法法人の理事または監事が任期満了によって退任する結果、理事または監

事が欠けることとなる場合又は一般社団・財団法人法若しくは定款で定めた員数を欠

くこととなる場合には、当該理事または監事はなお役員としての権利義務を有するこ

ととなります（一般社団・財団法人法第 75 条第１項（第 177 条において準用する場合

を含む。））。 

 

 

（参照条文） 

整備法第 48 条 （略） 

２ 特例民法法人の理事（理事会を置く特例民法法人が選任するものを除く。）の選任及び

解任、資格並びに任期については、なお従前の例による。 

３ この法律の施行の際現に監事を置くこととしていた特例民法法人の監事（次に掲げる

特例民法法人が選任するものを除く。）についても、前項と同様とする。 

 一 理事会を置く特例社団法人（以下この款において「理事会設置特例社団法人」とい

 H21.4  H22.4  H23.4

旧定款上の任期 :

新制度における任期 :

当該理事の任期 :

H22.10
移行の登記

任期が満了

H21.4就任H21.3選任

選任後２年以内に終了する事業年度

のうち最終のものに関する(定時)社

員総会
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う。） 

 二 会計監査人を置く特例社団法人（以下この款において「会計監査人設置特例社団法

人」という。） 

 三 評議員を置く特例財団法人（以下この款において「評議員設置特例財団法人」とい

う。） 

 

整備法規則第 33条 第二十九条第一号の額が第二十四条に規定する額を超える特例民法法

人が移行の登記をしたときは、当該移行の登記をした日から起算して三箇月以内に、次

に掲げる書類を行政庁に提出しなければならない。 

 一  第十四条に規定する公益目的財産額及び第二十九条の規定の例によりその計算を

記載した書類 

 二  算定日における貸借対照表及びその附属明細書 

２～４ （略） 

 

一般社団・財団法人法第 36 条 定時社員総会は、毎事業年度の終了後一定の時期に招集し

なければならない。 

２・３ （略） 

 

一般社団・財団法人法第 66 条 理事の任期は、選任後二年以内に終了する事業年度のうち

最終のものに関する定時社員総会の終結の時までとする。ただし、定款又は社員総会の

決議によって、その任期を短縮することを妨げない。 

 

一般社団・財団法人法第第 67 条 監事の任期は、選任後四年以内に終了する事業年度のう

ち最終のものに関する定時社員総会の終結の時までとする。ただし、定款によって、そ

の任期を選任後二年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時社員総会の

終結の時までとすることを限度として短縮することを妨げない。 

２ 前項の規定は、定款によって、任期の満了前に退任した監事の補欠として選任された

監事の任期を退任した監事の任期の満了する時までとすることを妨げない。 

３ （略） 

 

一般社団・財団法人法第 75 条 役員が欠けた場合又はこの法律若しくは定款で定めた役員

の員数が欠けた場合には、任期の満了又は辞任により退任した役員は、新たに選任され

た役員（次項の一時役員の職務を行うべき者を含む。）が就任するまで、なお役員として

の権利義務を有する。 

２～５ （略） 
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一般社団・財団法人法第 179 条 定時評議員会は、毎事業年度の終了後一定の時期に招集

しなければならない。 

２・３ （略） 
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問Ⅱ‐４‐③（理事の任期）  

現行定款上、理事の任期が３年となっている法人で移行直前に再任された理

事は、就任後３年間理事であり続けることはできますか。 

答 

１ できません。 

特例民法法人の理事の任期は、移行の登記をするまでは旧制度の任期が適用

されます（補足）（整備法第 48 条第２項）ので、現行定款上理事の任期が３年

となっている法人の理事の任期は、移行の登記をするまでは３年の任期になり

ます。しかし、特例民法法人が認定又は認可を受けて移行の登記をした後は、

理事の任期は一般社団・財団法人法の任期の規定に従うことになります。 

具体例は、以下のようになります。 

２ まず、一般社団・財団法人法の理事の任期は、選任後２年以内に終了する

事業年度のうち最終のものに関する定時社員総会（定時評議員会）の終結の時

までとされています（一般社団・財団法人法第 66 条）。 

そのため、例えば、４月１日から３月末までを事業年度（会計年度）として

いる法人で、定時総会を毎年６月末に行っている法人の場合の理事の法定の任

期は、平成 21 年６月末の定時総会で理事を選任した理事の任期は平成 23 年６

月末の定時総会までの２年間となりますが、平成 21 年３月中旬に行った臨時

総会で理事を選任した場合の理事の任期は平成 22 年６月末の定時総会までの

１年３か月余となり、平成 21 年４月中旬に行った臨時総会で理事を選任した

場合の理事の任期は平成 23 年６月末までの２年３月余となります。 

ですから、この法人が、例えば、平成 21 年６月末の定時総会で理事を選任

し、その直ぐ後の平成 21 年７月末に認定を受けて移行の登記をした場合には、

その理事の任期は、一般社団・財団法人法の任期の規定に従い、平成 23 年６

月末の定時総会の終結の時までとなります（平成 24 年６月末までの３年間の

任期とはなりません）。 

 

（補足） 

新制度の理事会を設置した特例民法法人が理事を選任した場合には、その理事の任期は

新制度の任期の規定に従うこととなります。そのため、その場合には、定款で理事の任期

を３年としても任期は短縮されます。 

（考え方） 

新制度において、理事の任期は定款又は社員総会の決議によって短縮することができま

す（一般社団・財団法人法第 66 条（第 177 条において準用する場合を含む））が、伸ばす

ことはできません。そのため、移行後は理事の任期を３年に伸ばすことはできず、移行直
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前に任期が３年として選任された理事についても、移行の登記後は、選任後２年以内に終

了する事業年度のうち最終のものに関する定時社員総会（定時評議員会）の終結の時まで

が任期となります。 

（参照条文） 

○ 一般社団・財団法人法 

（理事の任期） 

第六十六条 理事の任期は、選任後二年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関す

る定時社員総会の終結の時までとする。ただし、定款又は社員総会の決議によって、その

任期を短縮することを妨げない。 

○ 整備法 

（理事及び監事に関する経過措置） 

第四十八条 （略） 

２ 特例民法法人の理事（理事会を置く特例民法法人が選任するものを除く。）の選任及び

解任、資格並びに任期については、なお従前の例による。 
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問Ⅱ‐４‐④（理事の任期）  

理事の任期を「２年」の確定期間とする定款の規定は許されるでしょうか。 

答 

１ そのような規定を設けることは適当ではありません。 

２ 理事の任期は、選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関

する定時社員総会（評議員会）の終結の時までであり、定款又は社員総会の決

議によって短縮することが可能とされています（一般社団・財団法人法第 66

条第１項、第 177 条）が伸ばすことはできません。 

このため、理事の任期を「２年」とする規定を設けた場合、定時社員総会（評

議員会）で理事を選任した場合は特段の問題はないものの、他方で、例えば、

年度末の臨時総会で理事を選任した場合（３月末決算の法人が３月中旬の臨時

総会で理事を選任した場合）には、理事の法定の最長の任期を伸長することと

なり、その限度で無効な規定と解されるおそれがあります。 

したがって、そのような規定を設けることは適当ではないと思われます。 

  

（参照条文） 

○ 一般社団・財団法人法 

（理事の任期） 

第六十六条 理事の任期は、選任後二年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関す

る定時社員総会の終結の時までとする。ただし、定款又は社員総会の決議によって、その

任期を短縮することを妨げない。 
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問Ⅱ－４－⑤（理事の任期）  

理事の任期を３年と定めている特例民法法人が、認定・認可を受けたときに

既に２年を経過していた場合に、理事の任期はどうなりますか。 

答 

１ 御質問の場合における理事の任期は、一般社団・財団法人法第 66 条本文（第

177 条において準用する場合を含む。）の任期を経過していれば、移行の登記

と同時に終了することになります。 

 

２ 特例民法法人の理事の任期は、移行の登記をするまでは旧制度の任期が適

用されます（整備法第 48 条第２項）(補足)。そのため、現行の定款において、

理事の任期が３年となっている法人の理事の任期は、移行の登記をするまでは

３年の任期になります。しかし、特例民法法人が認定又は認可を受けて移行の

登記をした後は、理事の任期は一般社団・財団法人法の任期の規定（一般社団・

財団法人法第 66 条（第 177 条において準用する場合を含む。））に従うことと

なります。 

 

(補足)新制度の理事会を設置した特例民法法人が理事を選任した場合には、その理事の任

期は新制度の理事の任期の規定（一般社団・財団法人法第 66 条（第 177 条において

準用する場合を含む。））に従うこととなります。そのため、その場合には、定款で理

事の任期を 3年としても任期は短縮されます（問Ⅱ－４－②（移行をまたぐ任期の取

扱い）、問Ⅱ－４－③（理事の任期）参照）。 

 

３ その結果、特例民法法人の理事のうち、移行の登記をした時点において、

選任後二年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時社員総会

の終結の時（一般社団・財団法人法第 66 条（第 177 条において準用する場合

を含む。））よりも長く在任している理事については、移行の登記と同時に任期

が満了して退任することとなります（問Ⅱ-４-②（移行をまたぐ任期の取扱い）、

問Ⅱ－４－（理事の任期）及び問Ⅱ－４－③（理事の任期）参照）(考え方)。 

   

 (考え方) 特例民法法人の理事が任期満了によって退任する結果、役員が欠けることとな

る場合又は法若しくは定款で定めた理事の員数を欠くこととなる場合には、当該理事

はなお理事としての権利義務を有することとなります（一般社団・財団法人法第 75

条第１項（第１７７条において準用する場合を含む。））。 

 

 (参照条文) 
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一般社団・財団法人法第 66 条 理事の任期は、選任後二年以内に終了する事業年度のうち

最終のものに関する定時社員総会の終結の時までとする。ただし、定款又は社員総会の

決議によって、その任期を短縮することを妨げない。 

 

一般社団・財団法人法第 75 条 役員が欠けた場合又はこの法律若しくは定款で定めた役員

の員数が欠けた場合には、任期の満了又は辞任により退任した役員は、新たに選任された

役員（次項の一時役員の職務を行うべき者を含む。）が就任するまで、なお役員としての

権利義務を有する。 

２～５ （略） 

 

整備法第 48 条 （略） 

２ 特例民法法人の理事（理事会を置く特例民法法人が選任するものを除く。）の選任及

び解任、資格並びに任期については、なお従前の例による。 
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問Ⅱ‐４‐⑥（任期の起算点）  

新制度の理事及び監事の任期の起算点はいつですか。 

理事及び監事の選任に際し、選任決議の効力発生時期を遅らせたり、就任承

諾日を遅らせることにより、任期の起算点を遅らせることはできますか。 

答 

１ 新制度の理事及び監事の任期の起算点は、いずれも「選任時」（選任決議を

した時）となります（一般社団・財団法人法第６６条、第６７条、第１７７条）。 

  ある者が一般社団法人又は一般財団法人の理事又は監事となるには、社員

総会ないし評議員会による選任行為（選任決議）と被選任者の就任承諾とが必

要となります（同法第６４条、第３２０条第１項等参照）が、任期の起算点を

「就任時」とすると、就任承諾は被選任者の意向に委ねられる結果、社員総会

ないし評議員会の選任決議と就任承諾との間に長期間の隔たりがある場合な

どにおいて、任期の終期が社員総会ないし評議員会の意思に反する事態が生じ

かねないため、任期の起算点は、社員総会ないし評議員会のコントロールが及

ぶ「選任時」とされています。 

 

２ なお、例えば、事業年度末が３月末の法人が、３月下旬に開催した臨時社

員総会で理事の選任決議を行い、その選任決議の効力発生時期を６月１日とす

る場合のように、社員総会ないし評議員会の決議で、選任決議の効力発生時期

を遅らせたとしても、任期の起算点については、選任決議の日と解すべきもの

とされています（注）。 

また、例えば、事業年度末が３月末の法人が、３月下旬に開催した臨時社員

総会で理事の選任決議を行い、当該理事の就任承諾が６月１日になされたとし

ても、任期の起算点については、選任決議の日となります。 

 

（注） １ 社員総会ないし評議員会の決議で、選任決議の効力発生時期を遅らせたとして

も、理事又は監事への就任には、選任行為に加え、就任承諾が必要であることに

変わりはないため、理事又は監事の選任登記を申請する際には、就任を承諾した

ことを証するものの添付が必要となります（一般社団・財団法人法第３２０条第

１項）。 

なお、理事又は監事の任期の起算点は選任日となりますが、登記の原因日付は、

就任の承諾をした日が原因日付とされています。 

２ また、特例民法法人が、移行と同時に（移行の登記をすることを停止条件とし

て）就任する最初の評議員、理事、監事又は会計監査人（以下「評議員等」とい

います。）を選任した場合（例えば、移行と同時に評議員を設置する特例財団法
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人が、旧主務官庁の認可を受けた方法により、移行と同時に就任する最初の評議

員を選任した場合）には、当該評議員等の任期の起算点（始期）は、一般社団法

人又は一般財団法人の設立の場合の評議員等の任期の取扱いに準じて、選任行為

時ではなく、移行の登記時になると考えられます。 

 

（参照条文） 

一般社団・財団法人法第 64 条 一般社団法人と役員及び会計監査人との関係は、委任に関

する規定に従う。 

 

一般社団・財団法人法第 66 条 理事の任期は、選任後二年以内に終了する事業年度のうち       

最終のものに関する定時社員総会の終結の時までとする。ただし、定款又は社員総会の決

議によって、その任期を短縮することを妨げない。 

 

一般社団・財団法人法第 67 条 監事の任期は、選任後四年以内に終了する事業年度のうち

最終のものに関する定時社員総会の終結の時までとする。ただし、定款によって、その任

期を選任後二年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時社員総会の終結

の時までとすることを限度として短縮することを妨げない。 

  

一般社団・財団法人法第 320 条 理事、監事又は代表理事の就任による変更の登記の申請

書には、就任を承諾したことを証する書面を添付しなければならない。  

２ 評議員の就任による変更の登記の申請書には、その選任に関する書面及び就任を承諾

したことを証する書面を添付しなければならない。  

３・４ （略） 

５ 第一項から第三項までに規定する者の退任による変更の登記の申請書には、これを証   

する書面を添付しなければならない。 
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問Ⅱ‐４‐⑦（移行の登記を停止条件とした役員の交代）  

特例民法法人が公益社団・財団法人又は一般社団・財団法人に移行する際に、

理事及び監事が交代することはできますか。 

答 

１ 旧民法法人の役員（理事及び監事）は、それぞれ一般社団・財団法人法の

規定によって選任されたものとみなされることとされており（整備法第 48 条

第 1項）、特例民法法人の役員は、移行と同時に任期が満了する場合（問Ⅱ‐

４‐②参照）などを除き、移行後も引き続き役員を務めることとなります。 

 

２ 一方、移行を機に、役員の数を減らしたり、メンバーを交代したいと考え

る場合には、以下の３及び４の方法により、移行の登記の際に、それまでの

役員が退任し、又は新たな役員が就任することも可能です。 

 

３ 移行の登記の際に就任する役員の選任については、特例民法法人が社員総

会等において理事又は監事を選任する際に、移行の登記を停止条件として、

選任の決議をすることにより、行うことができます。 

 

４ 移行の登記の際に役員が退任するには、 

  ① 特例民法法人の現行の定款を変更し、移行の登記の時に役員が退任（任

期が満了）する旨を定める方法（注） 

  ② 定款の変更の案において、移行の登記の時に、それまで役員であった

者が退任（任期が満了）する旨を定める方法（注） 

  ③ 移行の登記を停止条件とした辞任届を作成し、移行の登記を停止条件

として役員が辞任する方法 

 などが考えられます。 

 

（注）移行の登記の時に退任する役員についても、一般社団・財団法人法の任期に関する

規律が適用されますので、退任する監事の任期が、「選任後２年以内に終了する事業年

度のうち最終のものに関する定時社員総会（定時評議員会）の終結の時まで」という

法定の最短の任期を下回ることになるような場合には、このような定めを置くことは

できません（一般社団・財団法人法第 67 条第 1項）。 

 

（参照条文） 

一般社団・財団法人法第 67 条 監事の任期は、選任後四年以内に終了する事業年度のうち

最終のものに関する定時社員総会の終結の時までとする。ただし、定款によって、その
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任期を選任後二年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時社員総会の終

結の時までとすることを限度として短縮することを妨げない。 

２・３ （略） 

 

整備法第 48 条 この法律の施行の際現に旧社団法人（第四十条第一項に規定する社団法人

又は民法施行法社団法人をいう。以下この章において同じ。）又は旧財団法人（同項に規

定する財団法人又は民法施行法財団法人をいう。以下この章において同じ。）に置かれて

いる理事又は監事は、それぞれ一般社団・財団法人法第六十三条第一項（一般社団・財

団法人法第百七十七条において準用する場合を含む。）の規定によって選任された理事又

は監事とみなす。 

２～４ （略） 
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問Ⅱ‐５‐①（新制度の理事、監事、評議員の定数）  

新制度の理事、監事、評議員の定数の下限、上限はあるのでしょうか。また、

何人程度が適当ですか。 

答 

１ 新制度の理事、監事、評議員の人数の法律上の上限はありません。 

２ 新制度の理事の人数の下限は、理事会を設置しない一般社団法人であれば

１人が下限になり（一般社団・財団法人法第 60 条第１項）、理事会を設置する

法人であれば３人が下限になります（一般社団・財団法人法第 65 条第３項）。 

３ 新制度の監事は、理事会や会計監査人を設置しない一般社団法人であれば

置かないこともできますが（一般社団・財団法人法第 61 条）、理事会を設置す

る法人であればその人数の下限は１人が下限になります。 

４ 新制度の評議員の人数の下限は、３人が下限になります（一般社団・財団

法人法第 173 条第３項）。 

５ 理事等の適切な人数については一概に言えませんが、一般論として言えば、

例えば、理事の定数は、法人の事業規模から見て余りに少数であれば、法人の

適正な運営を確保することが困難になるおそれがあります。一方、余りに多数

であれば、理事会の運営が法人にとって負担になります。いずれの場合におい

ても、理事会の機能が形骸化し、特定の理事の専横を招くおそれがあります。

また、事業内容によっては、理事の間で職務の分担が必要であったり、一定の

有識者等を理事に加える等の配慮が必要な場合もあります。このため、理事の

定数は法人の事業の規模、性質、内容等に応じ、適切な数とする必要があるで

しょう。 

 

（参照条文） 

○ 一般社団・財団法人法 

（社員総会以外の機関の設置） 

第六十条 一般社団法人には、一人又は二人以上の理事を置かなければならない。 

（監事の設置義務） 

第六十一条 理事会設置一般社団法人及び会計監査人設置一般社団法人は、監事を置かな

ければならない。 

（役員の資格等） 

第六十五条 （略） 

２ （略） 

３ 理事会設置一般社団法人においては、理事は、三人以上でなければならない。 

（評議員の資格等） 
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第百七十三条 （略） 

２ （略） 

３ 評議員は、三人以上でなければならない。 
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問Ⅱ‐５‐②（役員等の定数）  

代表理事を複数置くことは可能ですか。 

答 

１ 可能です。 

２ 理事会設置一般社団法人以外の一般社団法人にあっては、理事の中から代

表理事を定めないときは、各理事が代表理事となります（一般社団・財団法人

法第 77 条第２項）が、一般社団法人は、次のいずれかにより、理事の中から

代表理事を定めることができるとされています（同条第３項）。 

ａ 定款 

ｂ 定款の定めに基づく理事の互選 

ｃ 社員総会の決議 

また、理事会設置一般社団法人および一般財団法人にあっては、理事会の決

議により、理事の中から代表理事を選定しなければならないこととされていま

す（一般社団・財団法人法第 90 条第３項、第 197 条）。 

代表理事を置く場合、その員数については一般法人法上は特段の規定はなく、

定款で任意に定めることが可能です（もちろん理事の員数を超えることはでき

ません）。 

３ 代表理事は、一般社団法人の業務に関する一切の裁判上または裁判外の行

為をすることができるなどの広範な権限を付与されており（一般社団・財団法

人法第 77 条第４項）、この権限に内部的に制限を加えたとしても、取引の安全

の観点から、これをもって善意の第三者に対抗することはできないこととされ

ており（同条第５項）、また、一般社団法人は、代表理事がその職務を行うに

ついて第三者に与えた損害を賠償する責を負うこととされていますので（一般

社団・財団法人法第 78 条）、代表理事を複数置くときは、これらの点にも留意

が必要です。 

なお、定款で定めた代表理事の員数が欠けた場合には、任期の満了または

辞任により退任した代表理事は、新たに選任された代表理事が就任するまで、

なお代表理事としての権利義務を負うこととされています（一般社団・財団法

人法第 79 条第１項）。 

 

（参照条文） 

○ 一般社団・財団法人法 

（一般社団法人の代表） 

第七十七条 理事は、一般社団法人を代表する。ただし、他に代表理事そのた一般社団法

人を代表する者を定めた場合は、この限りでない。 
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２ 前項本文の理事が二人以上ある場合には、理事は、各自、一般社団法人を代表する。 

３ 一般社団法人（理事会設置一般社団法人を除く。）は、定款、定款の定めに基づく理事

の互選又は社員総会の決議によって、理事の中から代表理事を定めることができる。 

４ 代表理事は、一般社団法人の業務に関する一切の裁判上又は裁判外の行為をする権限

を有する。 

５ 前項の権限に加えた制限は、善意の第三者に対抗することができない。 

（代表者の行為についての損害賠償責任） 

第七十八条 一般社団法人は、代表理事その他の代表者がその職務を行うについて第三者

に加えた損害を賠償する責任を負う。 

（代表理事に欠員を生じた場合の措置） 

第七十九条 代表理事が欠けた場合又は定款で定めた代表理事の員数が欠けた場合には、

任期の満了又は辞任により退任した代表理事は、新たに選定された代表理事（次項の一時

代表理事の職務を行うべき者を含む。）が就任するまで、なお代表理事としての権利義務

を有する。 

（理事会の権限） 

第九十条 （略） 

２ （略） 

３ 理事会は、理事の中から代表理事を選定しなければならない。 
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問Ⅱ‐６‐①（代理人の出席等）  

理事会、評議員会において代理人を出席させ、議決権を代理行使させること

はできますか。また、理事会、評議員会において書面投票や電子投票をする

ことはできますか。 

答 

１ いずれもできません。理由は以下のとおりです。 

 

２ 理事は、その個人的な能力や資質に着目し、法人運営を委任されている者

であることから（一般社団・財団法人法第 64 条、第 172 条第１項、民法第 644

条）、自ら理事会に出席し、議決権を行使することが求められます。また、理

事会における協議と意見交換に参加していない者が、その情報を知る前に、事

前に書面投票や電子投票を行うということは、責任ある議決権の行使とはなり

ません。したがって、理事会が開催された場合には、社員総会について認めら

れているような、議決権の代理行使および書面又は電磁的方法による議決権の

行使（一般社団・財団法人法第 38 条第１項第３号・第４号参照）は認められ

ていません。 

また、評議員についても、理事と同様、個人的な能力や資質に着目して委任

を受けた者であり、評議員会が執行機関に対する牽制・監督を行う機関として

十分にその機能を果たすためには、その運営につき、理事会と同様の規律に従

うことが相当とされ、議決権の代理行使および書面又は電磁的方法による議決

権の行使は認められていません。 

 

３ もっとも、円滑な法人運営のため、一般社団・財団法人法においては、定

款に定めを設けることにより、理事会の決議の目的である事項につき、理事全

員が同意し、かつ、監事が異議を述べないときに限り、書面又は電磁的方法に

より決議することができるものとされています（一般社団・財団法人法第 96

条、第 197 条）。例えば、電子メールにより理事会決議を行う場合、メールに

より議案の内容を理事と監事の全員に伝達し、事務方が理事全員から議案に同

意する旨の電子メールを受け取り、監事に異議がないことを確認した上で、理

事会決議の議事録を作成することにより手続きは完了します（もっとも、一堂

に会した理事会とは異なるので、例えば、他人のなりすましによる議案への同

意のメール送信のおそれを排除するため、後に無効とならないよう、同意表明

が本人の意思に基づくものか電話などで確認しておくことも有効です。）。この

ような方法を活用することにより、すべての理事の意向に基づく理事会決議を、

機動的に行うことが可能となります。 
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（参照条文） 

一般社団・財団法人法第 64 条 一般社団法人と役員及び会計監査人との関係は、委任に関

する規定に従う。 

 

一般社団・財団法人法第 95 条 理事会の決議は、議決に加わることができる理事の過半数

（これを上回る割合を定款で定めた場合にあっては、その割合以上）が出席し、その過

半数（これを上回る割合を定款で定めた場合にあっては、その割合以上）をもって行う。 

 

一般社団・財団法人法第 96 条 理事会設置一般社団法人は、理事が理事会の決議の目的で

ある事項について提案をした場合において、当該提案につき理事（当該事項について議

決に加わることができるものに限る。）の全員が書面又は電磁的記録により同意の意思

表示をしたとき（監事が当該提案について異議を述べたときを除く。）は、当該提案を

可決する旨の理事会の決議があったものとみなす旨を定款で定めることができる。 

 

一般社団・財団法人法第 172 条 一般財団法人と評議員、理事、監事及び会計監査人との

関係は、委任に関する規定に従う。 

 

一般社団・財団法人法第 189 条 評議員会の決議は、議決に加わることができる評議員の

過半数（これを上回る割合を定款で定めた場合にあっては、その割合以上）が出席し、

その過半数（これを上回る割合を定款で定めた場合にあっては、その割合以上）をもっ

て行う。 

 

民法第 644 条 受任者は、委任の本旨に従い、善良な管理者の注意をもって、委任事務を

処理する義務を負う。 
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問Ⅱ‐６‐②（テレビ会議）  

理事会、評議員会のテレビ会議での開催は認められますか。 

答 

１ 遠方に所在する等の理由により現に理事会の開催場所に赴くことができな

い理事が当該理事会決議に参加するための方策として、テレビ会議や電話会議

の方法による会議をすることも可能です。 

２ テレビ会議や電話会議のように、出席者間の協議と意見交換が自由にでき、

相手方の反応がよく分かるようになっている場合、すなわち、各出席者の音声

や映像が即時に他の出席者に伝わり、適時的確な意見表明が互いにできる仕組

みになっており、出席者が一堂に会するのと同等の相互に充分な議論を行うこ

とができるという環境であれば、テレビ会議や電話会議の方法で理事会や評議

員会を開催することも許容されると考えられています。 

３ なお、理事会又は評議員会を行った場合は、議事録を作成することとされ

ています（一般社団・財団法人法第 95 条第３項、第 193 条第１項）。 

例えば、テレビ会議で理事会又は評議員会を開催し法定の議事録を作成する

場合には、テレビ会議システムを用いて理事会（評議員会）を開催した旨の記

述や、テレビ会議システムにより、出席者の音声と映像が即時に他の出席者に

伝わり、適時的確な意見表明が互いにできる仕組みとなっていることが確認さ

れて、議案の審議に入った旨の記述をすることが考えられます（一般社団法人

及び一般財団法人に関する法律施行規則第 15 条第３項第１号かっこ書き、第

60 条第３項第１号かっこ書き参照）。 

 

（参照条文） 

○ 一般社団・財団法人法 

（理事会の決議） 

第九十五条 （略） 

２ （略） 

３ 理事会の議事については、法務省令で定めるところにより、議事録を作成し、議事録

が書面をもって作成されているときは、出席した理事（定款で議事録に署名し、又は記名

押印しなければならない者を当該理事会に出席した代表理事とする旨の定めがある場合

にあっては、当該代表理事）及び監事は、これに署名し、又は記名押印しなければならな

い。 

（議事録） 

第百九十三条 評議員会の議事については、法務省令で定めるところにより、議事録を作

成しなければならない。 



 152

○ 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則 

（理事会の議事録） 

第十五条 （略） 

２ （略） 

３ 理事会の議事録は、次に掲げる事項を内容とするものでなければならない。 

一 理事会が開催された日時及び場所（当該場所に存しない理事、監事又は会計監査人

が理事会に出席をした場合における当該出席の方法を含む。） 

（評議員会の議事録） 

第六十条 （略） 

２ （略） 

３ 評議員会の議事録は、次に掲げる事項を内容とするものでなければならない。 

一 評議員会が開催された日時及び場所（当該場所に存しない理事、監事、会計監査人

又は評議員が評議員会に出席をした場合における当該出席の方法を含む。） 
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問Ⅱ‐７‐①（決議の省略）  

社員総会の決議の省略は、理事会や評議員会における決議の省略とどのよう

に違うのですか。 

答 

１ 一般社団・財団法人法においては、理事または社員が社員総会の目的であ

る事項について提案をした場合において、社員の全員が書面または電磁的記録

により同意の意思表示をしたときは、その提案を可決する旨の社員総会の決議

があったものとみなされます（一般社団・財団法人法第 58 条第１項）。 

また、評議員会については、理事が評議員会の目的である事項について提案

をした場合において、議決に加わることのできる評議員全員の書面または電磁

的記録による同意の意思表示があった場合は、その提案を可決する旨の評議員

会の決議があったものとみなされます（一般社団・財団法人法第 194 条第１項）。 

さらに、理事会については、あらかじめ定款に定めを設けることにより、理

事会の決議の目的である事項につき、議決に加わることのできる理事全員の書

面又は電磁的記録による同意の意思表示がなされ、かつ、監事が異議を述べな

いときに限り、その提案を可決する旨の理事会の決議があったものとみなされ

ます（一般社団・財団法人法第 96 条、第 197 条）。 

 

２ 以上のことから、相違点は次のようになります。 

① 社員総会の決議を省略する場合には、利害関係を有する社員を含む社員

の同意が必要であるのに対して、評議員会又は理事会の決議を省略する場合

には、利害関係のある評議員又は理事については同意の対象から除かれます。 

② 理事会の決議を省略する場合には、定款にその旨の規定が必要とされる

のに対して、社員総会又は評議員会の決議を省略する場合には、定款の規定

がなくとも可能です。 

③ 社員総会又は評議員会の決議を省略する場合には、社員又は評議員の同

意のみで足りるのに対して、理事会の決議を省略する場合には、理事の同意

に加えて監事が異議を述べないことが要件とされています。 

 

（参照条文） 

一般社団・財団法人法第 58 条 理事又は社員が社員総会の目的である事項について提案を

した場合において、当該提案につき社員の全員が書面又は電磁的記録により同意の意思

表示をしたときは、当該提案を可決する旨の社員総会の決議があったものとみなす。 

  

一般社団・財団法人法第 96 条 理事会設置一般社団法人は、理事が理事会の決議の目的で



 154

ある事項について提案をした場合において、当該提案につき理事（当該事項について議

決に加わることができるものに限る。）の全員が書面又は電磁的記録により同意の意思

表示をしたとき（監事が当該提案について異議を述べたときを除く。）は、当該提案を

可決する旨の理事会の決議があったものとみなす旨を定款で定めることができる。 

 

一般社団・財団法人法第 194 条 理事が評議員会の目的である事項について提案をした場

合において、当該提案につき評議員（当該事項について議決に加わることができるもの

に限る。）の全員が書面又は電磁的記録により同意の意思表示をしたときは、当該提案を

可決する旨の評議員会の決議があったものとみなす。 
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答 

１ 社員総会は法律上、年に１回、事業年度の終了後一定の時期に定時社員総

会を開催することが必要とされています。 

 

２ また、定款の変更を行うなど必要がある場合には、いつでも社員総会を招

集することができます。 

 

【考え方】 

一般社団法人は、各事業年度について貸借対照表等の計算書類を作成しな

ければならず、この計算書類は、定時社員総会の承認により確定されること

になります。また、役員等の選任も定時社員総会において行われるのが通常

であることから、年に１回、定時社員総会を開催することになります。 

 

（参考条文） 

一般社団・財団法人法第36条 定時社員総会は、毎事業年度の終了後一定の時

期に招集しなければならない。 

２ 社員総会は、必要がある場合には、いつでも、招集することができる。 

 

一般社団・財団法人法第123条  

２ 一般社団法人は、法務省令で定めるところにより、各事業年度に係る計算

書類（貸借対照表及び損益計算書をいう。）及び事業報告並びにこれらの附

属明細書を作成しなければならない。 

 

一般社団・財団法人法第 126 条 次の各号に掲げる一般社団法人においては、

理事は、当該各号に定める計算書類及び事業報告を定時社員総会に提出し、

又は提供しなければならない。 

２ 前項の規定により提出され、又は提供された計算書類は、定時社員総会の

承認を受けなければならない。 

問Ⅱ－７－②（総会の年間開催回数）  

現行の主務官庁の指導で年間２回社員総会を開催していますが、一般社団法人

に移行するとした場合に、定款を変更すれば総会の開催回数を減らすことはで

きますか。 
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問Ⅱ‐７‐③（監事が出席しない理事会）  

新制度において、監事は理事会に出席しなければいけないのですか。 

答 

１ 監事は理事会に出席する必要があります。 

また、監事は、理事会に出席するだけでなく、必要があると認めるときは理

事会で意見を述べなければならないこととされています（一般社団・財団法人

法第 101 条第 1項（第 197 条において準用する場合を含む。）。これは、以下の

ような考え方によります。 

 

２ 監事は、理事の職務の執行を監査し、理事が作成した計算書類及び事業報

告並びにこれらの附属明細書を監査するとともに、その職務の遂行のため、い

つでも、理事及び使用人に対し事業の報告を求め、法人の業務及び財産の状況

を調査することができるなどの広範な権限を与えられており（一般社団・財団

法人法第 99 条、第 124 条第 1 項（第 197 条及び第 199 条において準用する場

合を含む。））、法人の運営が適正に行われるための重要な役割を担っています。 

このような重要な役割を担う監事が、その権限を有効かつ適切に行使して職

務を遂行するためには、重要な業務執行の決定が行われ、代表理事や業務執行

理事から法人の業務執行の状況が報告される理事会に自らも出席し、法人の業

務運営状況を把握して、法令・定款に違反する決議や著しく不当な決議等が行

われるのを監視するとともに、監査を実効あるものにする必要があります。 

そのため、法は、監事は理事会に出席しなければならないこととするととも

に、監事の出席の機会を担保するため、理事会を招集する際には、原則として

会日から１週間前に、監事に対しても招集通知を発出しなければならないとし

ています（一般社団・財団法人法第 101 条第 1 項、第 94 条第 1 項（第 197 条

において準用する場合を含む。））。 

 

３ 仮に、入院などの正当な理由がないのに監事が理事会を欠席し、そのこと

により理事の監督や監査が不十分になってしまい、これによって法人やその関

係者が損害を受けた場合には、監事は、職務上の義務違反として損害賠償責任

を負うこともあります（一般社団・財団法人法第 111 条第 1項及び第 117 条第

1項（第 198 条において準用する場合を含む。）。 

 

（参照条文） 

一般社団・財団法人法第 94 条 理事会を招集する者は、理事会の日の一週間（これを下回

る期間を定款で定めた場合にあっては、その期間）前までに、各理事及び各監事に対し
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てその通知を発しなければならない。 

 

一般社団・財団法人法第 99 条 監事は、理事の職務の執行を監査する。この場合において、

監事は、法務省令で定めるところにより、監査報告を作成しなければならない。 

２ 監事は、いつでも、理事及び使用人に対して事業の報告を求め、又は監事設置一般社

団法人の業務及び財産の状況の調査をすることができる。 

 

一般社団・財団法人法第 100 条 監事は、理事が不正の行為をし、若しくは当該行為をす

るおそれがあると認めるとき、又は法令若しくは定款に違反する事実若しくは著しく不当

な事実があると認めるときは、遅滞なく、その旨を理事（理事会設置一般社団法人にあっ

ては、理事会）に報告しなければならない。 

 

一般社団・財団法人法第 101 条 監事は、理事会に出席し、必要があると認めるときは、

意見を述べなければならない。 

 

一般社団・財団法人法第 111 条 理事、監事又は会計監査人（以下この款及び第 301 条第

２項第 11 号において「役員等」という。）は、その任務を怠ったときは、一般社団法人に

対し、これによって生じた損害を賠償する責任を負う。 

２・３ （略） 

 

一般社団・財団法人法第 117 条 役員等がその職務を行うについて悪意又は重大な過失が

あったときは、当該役員等は、これによって第三者に生じた損害を賠償する責任を負う。  

２ 次の各号に掲げる者が、当該各号に定める行為をしたときも、前項と同様とする。た

だし、その者が当該行為をすることについて注意を怠らなかったことを証明したときは、

この限りでない。  

一 （略） 

二 監事 監査報告に記載し、又は記録すべき重要な事項についての虚偽の記載又は記録  

三 （略） 

 

一般社団・財団法人法第 124 条 監事設置一般社団法人においては、前条第２項の計算書

類及び事業報告並びにこれらの附属明細書は、法務省令で定めるところにより、監事の監

査を受けなければならない。 
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問Ⅱ‐７‐④（社員総会における議決権の代理行使、書面による議決権の行使）

社員総会において社員が議決権の代理行使や書面による議決権の行使をする

ことができない旨を定款で定めることはできますか。 

答 

１ 一般社団・財団法人法において、社員総会における社員の議決権は、代理

人によって行使することができることとされています（一般社団・財団法人

法第 50 条第 1項）。 

  したがって、社員が代理人による議決権の行使をすることができない旨の

定款の定めは無効となります。 

 

２ また、社員総会において書面によって議決権を行使できることとするかに

ついては、理事会（理事会を設置していない社団法人の場合は理事、また、

社員が社員総会を招集する場合は当該社員）が、社員総会を招集するときに

定めることとされています（電磁的方法による議決権の行使も同様、一般社

団・財団法人法第 38 条、第 51 条）。 

  したがって、例えば、社員総会において社員が書面により議決権を行使す

ることが一切できない旨を定款で定めることは、書面による議決権の行使の

可否について理事会等において定めることとしている一般社団・財団法人法

の規定との関係において疑義を生じる可能性があります。 

 

（参照条文） 

一般社団・財団法人法第 38 条 理事（前条第二項の規定により社員が社員総会を招集する

場合にあっては、当該社員。次条から第四十二条までにおいて同じ。）は、社員総会を招

集する場合には、次に掲げる事項を定めなければならない。 

 一・二 （略） 

 三 社員総会に出席しない社員が書面によって議決権を行使することができることとす

るときは、その旨 

 四 社員総会に出席しない社員が電磁的方法によって議決権を行使することができるこ

ととするときは、その旨 

 五 （略） 

２ 理事会設置一般社団法人においては、前条第二項の規定により社員が社員総会を招集

するときを除き、前項各号に掲げる事項の決定は、理事会の決議によらなければならな

い。 

 

一般社団・財団法人法第 50 条 社員は、代理人によってその議決権を行使することができ
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る。この場合においては、当該社員又は代理人は、代理権を証明する書面を一般社団法

人に提出しなければならない。 

２～６ （略） 

 

一般社団・財団法人法第 51 条 書面による議決権の行使は、議決権行使書面に必要な事項

を記載し、法務省令で定める時までに当該記載をした議決権行使書面を一般社団法人に

提出して行う。 

２～４ （略） 
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問Ⅱ‐７‐⑤（社員総会及び評議員会の議事録への記名押印）  

社員総会及び評議員会の議事録には、理事、監事又は評議員が記名押印する

必要がありますか。 

答 

１ 社員総会（又は評議員会）の議事録は、社員総会（又は評議員会）が開催

された日時及び場所、社員総会（又は評議員会）の議事の経過の要領及びそ

の結果、社員総会（又は評議員会）に出席した理事、監事、（評議員、）会計

監査人の氏名又は名称等を内容とするものでなければならないとされていま

す（一般社団・財団法人法第 57 条第 1項、同第 193 条第 1項、一般社団・財

団法人法施行規則第 11 条 3 項、同第 60 条 3 項）。 

  ただし、社員総会（又は評議員会）の議事録は、社員総会（又は評議員会）

の記録・証拠にすぎず、理事会の議事録のように出席理事等の署名又は記名

押印から生ずる特別の法的効果（一般社団・財団法人法第 95 条第 5項参照）

はないことから、一般社団・財団法人法及び一般社団・財団法人法施行規則

では、理事等の議事録への記名押印は、特に必要とされていません（注１）。 

 

２ しかし、議事録の原本を明らかにし、改ざんを防止する観点、登記申請代

理の委任者と受任者との間のトラブルを防止する観点等から、社員総会（又

は評議員会）の議事録についても、議事録作成者が常に記名押印を行うこと

が望ましいものと思われます。 

また、このような観点だけでなく、関係法令の規定（注２）等を考慮すれば、

社員総会については議長及び出席した理事、評議員会については出席した評

議員及び理事（及び議長）が記名押印をすることが有用な取扱いと考えられ

ます。 

   

（注１）理事会の議事録には、出席した理事及び監事が記名押印しなければならないこと

とされています。定款で、記名押印すべき出席理事を、出席した代表理事と定めるこ

ともできます（一般社団・財団法人法第 95 条第 3項）が、このような定款の定めを設

けた場合であっても、代表理事が出席しなかったときには、出席した理事と監事の全

員が記名押印しなければならず、また、複数名の代表理事が出席した場合、出席した

代表理事の全員（及び出席した監事の全員）が記名押印しなければなりません。 

（注２）一般社団法人等登記規則により、社員総会（評議員会）の決議により代表理事（各

自代表の理事を含む。）を定めた場合には、いわゆる議事録署名人が定められたか否か

にかかわらず、その議事録に変更前の代表理事が届出印を押印していない限り、議長

及び出席理事の全員が議事録に押印しなければならず、代表理事の変更の登記申請書
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に当該押印に係る市町村長作成の印鑑証明書を添付するものとされています（一般社

団法人等登記規則第 3条において準用する商業登記規則第 61 条第 4項第 1号）。 

 

（参照条文） 

一般社団・財団法人法第 57 条 社員総会の議事については、法務省令で定めるところによ

り、議事録を作成しなければならない。 

２～４ （略） 

 

一般社団・財団法人法第 95 条 （略） 

２ （略） 

３ 理事会の議事については、法務省令で定めるところにより、議事録を作成し、議事録

が書面をもって作成されているときは、出席した理事（定款で議事録に署名し、又は記

名押印しなければならない者を当該理事会に出席した代表理事とする旨の定めがある場

合にあっては、当該代表理事）及び監事は、これに署名し、又は記名押印しなければな

らない。 

４ （略） 

５ 理事会の決議に参加した理事であって第三項の議事録に異議をとどめないものは、そ

の決議に賛成したものと推定する。 

 

一般社団・財団法人法第 193 条 評議員会の議事については、法務省令で定めるところに

より、議事録を作成しなければならない。 

２～４ （略） 

 

一般社団・財団法人法施行規則第 11 条 （略） 

２ （略） 

３ 社員総会の議事録は、次に掲げる事項を内容とするものでなければならない。 

 一 社員総会が開催された日時及び場所（当該場所に存しない理事、監事、会計監査人

又は社員が社員総会に出席をした場合における当該出席の方法を含む。） 

 二 社員総会の議事の経過の要領及びその結果 

 三 次に掲げる規定により社員総会において述べられた意見又は発言があるときは、そ

の意見又は発言の内容の概要 

  イ 法第七十四条第一項（同条第四項において準用する場合を含む。） 

  ロ 法第七十四条第二項（同条第四項において準用する場合を含む。） 

  ハ 法第百二条 

  ニ 法第百五条第三項 

  ホ 法第百九条第一項 
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  ヘ 法第百九条第二項 

 四  社員総会に出席した理事、監事又は会計監査人の氏名又は名称 

 五  社員総会の議長が存するときは、議長の氏名 

 六  議事録の作成に係る職務を行った者の氏名 

４ （略） 

 

一般社団・財団法人法施行規則第 60 条 （略） 

２ （略） 

３ 評議員会の議事録は、次に掲げる事項を内容とするものでなければならない。 

 一 評議員会が開催された日時及び場所（当該場所に存しない理事、監事、会計監査人

又は評議員が評議員会に出席をした場合における当該出席の方法を含む。） 

 二 評議員会の議事の経過の要領及びその結果 

 三 決議を要する事項について特別の利害関係を有する評議員があるときは、当該評議

員の氏名 

 四 次に掲げる規定により評議員会において述べられた意見又は発言があるときは、そ

の意見又は発言の内容の概要 

  イ 法第百七十七条において準用する法第七十四条第一項（法第百七十七条において

準用する法第七十四条第四項において準用する場合を含む。） 

  ロ 法第百七十七条において準用する法第七十四条第二項（法第百七十七条において

準用する法第七十四条第四項において準用する場合を含む。） 

  ハ 法第百九十七条において準用する法第百二条 

  ニ 法第百九十七条において準用する法第百五条第三項 

  ホ 法第百九十七条において準用する法第百九条第一項 

  ヘ 法第百九十七条において準用する法第百九条第二項 

 五 評議員会に出席した評議員、理事、監事又は会計監査人の氏名又は名称 

 六 評議員会の議長が存するときは、議長の氏名 

 七 議事録の作成に係る職務を行った者の氏名 

４ （略） 

 

商業登記規則第 61 条 （略） 

２・３ （略） 

４ 代表取締役又は代表執行役の就任による変更の登記の申請書には、次の各号に掲げる

場合の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める印鑑につき市区町村長の作成した証明書

を添付しなければならない。ただし、当該印鑑と変更前の代表取締役又は代表執行役（取

締役を兼ねる者に限る。）が登記所に提出している印鑑とが同一であるときは、この限り

でない。 
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 一 株主総会又は種類株主総会の決議によつて代表取締役を定めた場合 議長及び出席

した取締役が株主総会又は種類株主総会の議事録に押印した印鑑 

 二・三 （略） 

５～７ （略） 

 

一般社団法人等登記規則第 3条 商業登記規則（昭和三十九年法務省令第二十三号）（略）

第六十一条第一項から第四項まで（略）の規定は、一般社団法人等の登記について準用

する。（略） 
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問Ⅲ‐１‐①（支部等の組織形態）  

現在は人格なき社団を法人の支部と位置づけているものの、本部と支部は別

経理にしていますが、引き続き人格なき社団を支部と位置づけて公益認定を

申請することはできますか。 

答 

１ 公益認定は法人について行うものであり、そのための認定基準(公益法人認

定法第５条各号)は法人全体に対して適用になり、認定の効果は法人全体に及

びます。人格なき社団についても法人の一部として公益認定を受けるのであ

れば、人格なき社団を定款上、法人の支部と位置づけて申請する必要があり

ますが、その際には、支部の事業、経理は本部と一体のものとして、公益目

的事業比率（同法第５条第８号）、遊休財産額の見込み（同第９号）などを計

算するとともに、各事業年度に係る計算書類（損益計算書及び貸借対照表）

は法人全体のものを作成しなければなりません。したがって、例えば本部か

ら支部への交付金は法人の事業費として計上することはできません。 

 

２ また法人は、個別の事業の内容や収支を明らかにする必要があり、支部の

事業のうち、本部や他の支部と共通のものではなく、支部独自のものがある

場合には、申請書や各事業年度の事業報告書においては当該事業を記載する

とともに、計算書類の内訳において事業の収支を明らかにする必要がありま

す。 

 

３ なお、人格なき社団を定款上、支部と定めずに（＝申請法人とは法人格を

異にするものと位置づけて）公益認定を受けた場合に、当該支部は 

①「公益社団法人
．．．．．．

○○協会××支部」など、公益法人であると誤
．．．．．．．．．

認されるお
．．．．．

それのある名称
．．．．．．．

を用いることはできませんが（公益法人認定法第９条第４

項）、 

②不正目的での名称使用（認定法第９条第５項）に該当しないことが確認可

能な場合は、「○○協会××支部」など、法人の支部としての名称
．．．．．．．．．．．

を名乗る

ことは可能です。 

 

（補足）①に関し、特例民法法人でないものは、その名称又は商号中に、特例民法法人と

誤認されるおそれのある文字を用いることはできないので（整備法第 42 条第５項・

第６項）、「社団法人
．．．．

○○協会××支部」という名称も不可です。 
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○公益法人認定法 

（名称等）  

第九条  

４ 公益社団法人又は公益財団法人でない者は、その名称又は商号中に、公益社団法人又

は公益財団法人であると誤認されるおそれのある文字を用いてはならない。  

５ 何人も、不正の目的をもって、他の公益社団法人又は公益財団法人であると誤認され

るおそれのある名称又は商号を使用してはならない。  

 

○整備法 

（名称に関する特則）  

第四十二条  

５ 特例社団法人でない者は、その名称又は商号中に、特例社団法人であると誤認される

おそれのある文字を用いてはならない。  

６ 特例財団法人でない者は、その名称又は商号中に、特例財団法人であると誤認される

おそれのある文字を用いてはならない。  
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問Ⅲ‐１‐②（支部等の組織運営）  

定款の定めにより、各支部において理事会から独立して事業を運営するため、

支部に所属する会員のみによる選挙で支部の役員を選任し、支部毎に役員会

を設置することはできますか。 

答  

１ 一般社団・財団法人法では、法人のガバナンスを確保するため、法人の重

要事項の意思決定、業務執行の決定、職務の執行を行う機関として、社員総

会、評議員会、理事会、代表理事、業務執行理事などの機関を法定し、その

構成員、招集手続、決議方法、権限、瑕疵ある決議の内容や手続の是正方法

等についてそれぞれ詳細な規律を設けるとともに、機関相互の権限関係を規

定することにより適正な法人運営がなされるよう図られています。 

  このようなことから、法人の運営に際し、法律に根拠のない任意の機関（会

議体）を設けて運営する場合には、当該機関の名称、構成及び権限を明確に

し、法律上の機関である社員総会、評議員会、理事会等の権限を奪うことの

ないように留意する必要があります（留意事項Ⅱ－２）。 

 

２ 一般社団・財団法人法の規定により社員総会（又は評議員会）の決議を必

要とする事項について、理事、理事会その他の社員総会（又は評議員会）以

外の機関が決定することができることを内容とする定款の定めは、その効力

を有しないこととされており（一般社団・財団法人法第 35 条第 4 項、第 178

条 3 項）、例えば、定款の定めにより（一般社団・財団法人法上の）役員に該

当する支部長については、社員総会（又は評議員会）の決議により選任する

必要があります。 

 

３ 財団法人及び理事会を設置している社団法人の業務執行の決定は、理事会

が行うこととされており、このうち重要な使用人の選任及び解任などの重要

な業務執行の決定については、理事に委任することができないこととされて

います（一般社団・財団法人法第 90 条第 2項第 1号、同条第 4項）。 

  したがって、例えば、支部長が法人の役員ではなく「重要な使用人」に該

当するときは、理事会において選任することとなります。 

  また、重要な業務執行の決定に該当しない業務執行の決定の場合であって

も、定款の定めにより法律に根拠のない任意の機関を設けて決定させ、理事

会が関与できないこととして、理事会の権限を奪うことは許されません。 

 

４ なお、社員総会（又は評議員会）が役員を選任するに当たって、又は理事
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会が重要な使用人を選任するに当たって、支部の会員の意見を参考にするこ

とができる旨を定款等で定めることは可能です（留意事項Ⅱ－５）。 

 

（参照条文） 

一般社団・財団法人法第 35 条 （略） 

２・３ （略） 

４  この法律の規定により社員総会の決議を必要とする事項について、理事、理事会その

他の社員総会以外の機関が決定することができることを内容とする定款の定めは、その

効力を有しない。 

 

一般社団・財団法人法第 90 条 （略） 

２ 理事会は、次に掲げる職務を行う。 

 一  理事会設置一般社団法人の業務執行の決定 

 二・三 （略） 

３ （略） 

４ 理事会は、次に掲げる事項その他の重要な業務執行の決定を理事に委任することがで

きない。 

 一 重要な財産の処分及び譲受け 

 二 多額の借財 

 三 重要な使用人の選任及び解任 

 四 従たる事務所その他の重要な組織の設置、変更及び廃止 

 五 理事の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他一般

社団法人の業務の適正を確保するために必要なものとして法務省令で定める体制の整

備 

 六 第百十四条第一項の規定による定款の定めに基づく第百十一条第一項の責任の免除 

５ （略） 

 

一般社団・財団法人法第 178 条 （略） 

２ （略） 

３ この法律の規定により評議員会の決議を必要とする事項について、理事、理事会その

他の評議員会以外の機関が決定することができることを内容とする定款の定めは、その

効力を有しない。 



 168

 

答 

１ 従来は公益法人同士が合併するという制度は民法上はありませんでした。

一方の法人を解散して、財産を他方の法人に贈与して、事実上の合併を行っ

ていました。 

 

２ 今般、５年間の移行期間に限って、特例民法法人の吸収合併を行うことを

可能としました。また、特例社団法人と特例財団法人の合併も可能としたと

ころです。 

 

３ なお、特例民法法人の合併については、旧主務官庁の認可を受けることが

必要です。 

 

４ この特例民法法人の合併の制度の活用によって、単独では、移行の認定や

認可を受けることが困難である特例民法法人が、合併により財政的基盤など

を整え、円滑に移行することも可能になる場合もありえると考えています。 

 

問Ⅲ‐２‐①(特例民法法人)  

特例民法法人の合併について教えてください。 
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問Ⅳ‐１‐①（特別の利益）  

他の法人に助成金、補助金を出すことは特別の利益にあたるのでしょうか。 

答 

１ 公益法人の財産は、不特定かつ多数の者の利益の増進に寄与することを目

的として、公益目的事業に使用されるべきものであり、公益法人から他の団

体等に社会通念上不相当な利益が移転し、受入先において財産を営利事業や

特定の者のために使用されることは適当ではありません。また、公益法人が

寄附により受け入れた財産を社員、理事等の法人の関係者や営利事業を営む

者等の特定の者の利益のために利用されることが認められると、公益法人に

対する信頼が損なわれ、国民からの寄附の停滞を招くおそれもあります。 

このようなことを防止するため、法人の関係者や営利事業者等に特別の利

益を与えないことが公益認定の基準として設けられています（公益法人認定

法第５条第３号、第４号）。 

 

２ 特別の利益とは、利益を与える個人又は団体の選定や利益の規模が、事業

の内容や実施方法等具体的事情に即し、社会通念に照らして合理性を欠く不

相当な利益の供与その他の優遇がこれに当たり、申請時には、提出書類等か

ら判断されます（公益認定等ガイドラインⅠ３.参照）。 

 

３ 公益法人認定法第５条第４号では、「寄附その他の特別の利益」と定められ

ていますが、寄附を行うことが直ちに特別の利益に該当するものではありま

せん。他の法人への助成金や補助金についても、それをもって直ちに特別の

利益に該当するものではなく、上記２.の不相当な利益の供与に当たるものの

み問題となります。 
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問Ⅳ‐２‐①（役員の３分の１規定）  

同一の団体の理事、使用人等で理事等の３分の１を超える数を占めてはなら

ないという基準について伺います。この同一の団体には国の機関が含まれる

ことが規定されていますが、この場合の国の機関とは省庁単位で考えるとい

うことでいいのでしょうか。 

 

答 

１ 他の同一の団体の理事、使用人等である理事の合計数が理事の総数の３分

の１を超えてはならないという認定基準（公益法人認定法第５条第11号）は、

公益法人が他の同一の団体の利益に基づいて運営がなされることを回避する

ためのものです。同一の団体とは、基本的には法人格を同じくする単位で考

えますが、国の機関についてはどこまでを同一ととらえるかは、基準の趣旨

に照らすと、当該法人の目的、事業との関係において利害を同じくする範囲

と考えられます。 

 

２ したがって、国の機関については、一般的には事務分掌の単位である省庁

単位でしょうが、法人の目的、事業が国全般に関係する場合には国の機関全

体で考えることとなります。 
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問Ⅳ‐２‐②（役員の３分の１規定）  

監事が１～２人の場合の法人では、同一の団体の理事、使用人等で監事の総

数の３分の１を超えてはならないという基準の運用はどのように考えたらい

いのでしょうか。監事が２人の場合に別の団体から１人ずつ監事を受け入れ

たとしても必ず３分の１を超えてしまうように思うのですが。 

答 

 

１ 公益法人が特定の利害を代表する集団から支配されるような場合には、不

特定かつ多数の者の利益の増進に寄与するという公益法人本来の目的に反し

た業務運営が行われるおそれがあるため、他の同一の団体（公益法人を除く。）

の関係者が理事及び監事に占める割合について、各々の総数の３分の１を超

えてはならないという制限が設けられています（公益法人認定法第５条第 11

号）。 

 

２ 公益法人は必ず理事会を置く必要があるため（公益法人認定法第５条第 14

号ハ）、理事は必ず３人以上いることになりますが、監事は１人～２人の場合

も考えられます。公益法人認定法第５条第 11 号では、監事の「合計数」が、

監事の総数の３分の１を超えてはならないとされているため、監事が１人～

２人しかいない場合は、監事 1 人で常に監事の総数の３分の１を超えた状態

になってしまうように見えます。 

 

３ また、監事の総数が２人の場合に別の団体からそれぞれ１人ずつ監事を受

け入れたとしても、各々の団体に属する者は１人であり、「合計数」を観念す

ることができません。したがって、この場合は本基準に抵触することはあり

ません。監事の総数が１人の場合も、同様に「合計数」を観念することがで

きないため、本基準が問題となることはありません。一方、監事の総数が２

人の場合に他の同一の団体から２人の監事を受け入れたときは、監事の「合

計数」が２人となり、監事の総数の３分の１を超えてしまうため本基準に適

合しないことになります。また、監事の総数が３人の場合に別の団体から監

事をそれぞれ２人及び１人を受け入れた場合も、そのうち一方の団体の合計

数（２人）が監事の総数の３分の２となり、上限の３分の１を超えてしまう

ため、本基準に適合しないことになります。 
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問Ⅳ‐２‐③（役員の３分の１規定）  

「他の同一の団体」には権利能力なき社団は含まれるのでしょうか、またそ

の範囲はどのように考えたらいいのでしょうか。 

答 

 

１ 「他の同一の団体」の対象となる団体は、法人格の有無を問わないため、

権利能力なき社団もこれに含まれます。 

 

２ この権利能力なき社団かどうかは、①団体としての組織をそなえ、②多数

決の原理が行われ、③構成員の変更にもかかわらず団体そのものが存続し、

④その組織によって代表の方法、総会の運営、財産の管理その他団体として

の主要な点が確定している（参考：最判昭和 39 年 10 月 15 日）という基準に

該当するかどうかで判断されます。 
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問Ⅳ‐３‐（１）-①（代議員制）  

社員（会員）数が何万人と多いため、現在は社員総会の代わりに、社員から

代議員を選び、代議員会で役員選挙、予算決算の承認等、法人としての基本

的な意思決定を行っていますが、新制度ではこのような代議員制度を継続で

きるのでしょうか。 

答 

１ 特例社団法人が移行の認定・認可を受けて公益社団法人又は一般社団法人

になるためには、その定款の変更の案の内容が、一般社団・財団法人法等の

規定に適合するものでなければなりません（整備法第 117 条第１号）。社員の

資格に関しては、定款に「社員の資格の得喪に関する規定」を定めなければ

ならないこととされています（一般社団・財団法人法第 11 条第１項第５号）

が、その具体的な定め方についての制約は特に規定されていないため、一般

法人法の諸規定の趣旨に反しない限り、一般社団法人の自治に委ねられてい

ると考えられます。 

 

２ 一般社団・財団法人法の諸規定に反すると評価されるか否かは、個別具体

的な事例ごとに判断されることになります。例えば、特例社団法人が一般社

団法人に移行するに際し、殊更に従来の「社員」の範囲を大幅に狭めること

により、民法法人のときに社員としての資格を有していた構成員の大半から

「社員」の資格を奪った上、事実上、一般社団・財団法人法において「社員」

に保障されている各種の権利を行使することができる者の範囲を極めて限定

したものとするものと評価される場合には、一般社団・財団法人法が一般社

団法人の適正な運営のために社員に各種の権利（社員総会の議決権、理事の

違法行為の差止め請求権等）を保障した趣旨に反するものに該当し、したが

って、当該定款の変更の案の内容が一般社団・財団法人法の規定に適合する

ものといえないと判断されることもあり得ます。 

 

３ したがって、特例社団法人が公益社団法人又は一般社団法人に移行するに

際し、従来から社員の地位を有している者の中から会費を支払う者として「会

員」という資格を設けた上、その資格を有する者（会員）の中から一般社団・

財団法人法上の「社員」を定めるという規定を定款に設けることにより、従

来の「社員」の範囲を変更し、移行に伴い「社員」となる者の範囲が大幅に

狭まることとなるような場合には、一般社団・財団法人法の諸規定の趣旨に

反するものと評価されることのないように留意する必要があります。一方、

たとえば次のような規定が設けられている場合には、当該定款の変更の案の
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内容は、上記の意味において、一般社団・財団法人法等の諸規定（公益法人

認定法第５条第 14 号イ）の趣旨に反するとはいえないと考えられます。 

①「社員」（代議員）を選出するための制度の骨格（定数、任期、選出方法、

欠員措置等）が定められていること。 

②各会員について、「社員」を選出するための選挙（代議員選挙）で等しく選

挙権及び被選挙権が保障されていること。 

③「社員」を選出するための選挙（代議員選挙）が理事及び理事会から独立

して行われていること。 

④選出された「社員」（代議員）が責任追及の訴え、社員総会決議取消しの訴

え等法律上認められた各種訴権を行使中の場合には、その間、当該社員（代

議員）の任期が終了しないこととしていること。 

⑤会員に「社員」と同等の情報開示請求権を付与すること。 

 

４ なお上記の考え方に沿って、会員のうち一定の者（代議員）を社員とする

定款の定めをおく公益社団法人においては、会員が支払う会費収入をどのよ

うな考え方で公益目的事業財産に組み入れるのかが問題となりえます。この

場合において、代議員以外の会員が支払う会費を代議員が支払う会費と分け

て考える理由がないことから、代議員が支払う会費と同様に、徴収にあたり

目的を定めなければ半分が公益目的事業財産となり、目的を定めればそれに

従うということになります。 
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問Ⅳ‐３‐（１）-②（代議員制）  

代議員制をとる公益社団法人における会費の扱いはどうなりますか。 

答 

問Ⅳ－３－(1)-１の答に沿って、会員のうち一定の者（代議員）を社員と

する定款の定めをおく公益社団法人においては、会員が支払う会費収入をど

のような考え方で公益目的事業財産に組み入れるのかが問題となりえます。

この場合において、代議員以外の会員が支払う会費を代議員が支払う会費と

分けて考える理由がないことから、代議員が支払う会費と同様に、徴収にあ

たり目的を定めなければ半分が公益目的事業財産となり、目的を定めればそ

れに従うということになります（公益法人認定法施行規則第 26 条第１号）。 
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問Ⅳ‐３‐（２）‐①（社員資格に関する他の制限）  

会費の納入額により社員の議決権数に差を設けることはできますか。また、

個人・法人とで社員の議決権数に差を設けることはどうですか。 

答 

１ 公益社団法人の社員は、社員総会の構成員として、役員の選任・解任、計

算書類の承認など法人の組織、運営に関する基本的事項について議決権を行

使します。社員が有する議決権は原則一個であり、定款に別段の定めをした

場合には議決権に差異を設けることも許容されていますが（一般社団・財団

法人法第 48 条第１項）、不当に差別的な差異を設けると、議決権行使の結果

が一定の傾向を有することで、当該法人が、不特定かつ多数の者の利益の増

進に寄与するという公益法人本来の目的に反した業務運営を行うおそれが生

じることから、社員が有する議決権について不当に差別的な取扱いをしない

ことが認定基準として定められています（公益法人認定法第５条第 14 号ロ

(1)）。 

 

２ 同様に、社員が法人に提供する財産額に応じて社員の議決権に差異を設け

ると、資力を有する一部の社員によって社員総会の運営が恣意的になされる

おそれが大きくなることから、社員が法人に対して提供した金銭その他の財

産の価額に応じて議決権について異なる取扱いをしないことが認定基準とし

て定められています（公益法人認定法第５条第 14 号ロ(2)）。 

 

３ このようなことから、会費の納入額により社員の議決権数に差を設けるこ

とは認められません。また、個人と法人とで社員の議決権数に差を設けるこ

とについても、同様に認められません。 
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問Ⅳ‐３‐（２）‐②（社員資格に関する他の制限）  

社員の資格を○○士など一定の有資格者に限定することは問題でしょうか。 

答 

 

１ 公益社団法人が、社員資格の得喪に関して不当に差別的な取扱いをするよ

うな条件（社員資格を合理的な理由なく特定の要件を満たす者に限定してい

る等）を設けている場合には、社員総会の構成員である社員の意思が一定の

傾向を有することで、当該法人が、不特定かつ多数の者の利益の増進に寄与

するという公益法人本来の目的に反した業務運営を行うおそれが生じます。 

 

２ 「社員資格の得喪」に関する定款の定めにおいて「不当な条件」を付して

いるかどうかについては（公益法人認定法第５条第 14 号イ）、社会通念に従

い判断されます。当該法人の目的、事業内容に照らして当該条件に合理的な

関連性及び必要性があれば、不当な条件には該当しません。 

 

３ したがって、専門性の高い事業活動を行っている法人において、その専門

性の維持、向上を図ることが法人の目的に照らして必要である場合は、その必

要性から合理的な範囲で社員資格を○○士のように一定の有資格者等に限定し

たり、理事会の承認等一定の手続き的な要件を付したりすることは、不当な条

件に該当しません（公益認定等ガイドラインⅠ13.参照）。 
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問Ⅴ‐１‐①（経理的基礎・技術的能力）  

経理的基礎及び技術的能力について具体的に説明してほしい。例えば経理事

務の精通者とは具体的に何か。 

答 

１ 公益法人は、その設立目的の達成のため、継続的に公益目的事業を行うこ

とが期待されており、そのために必要な経理的基礎、技術的能力を具備して

いることを認定基準として定めています（公益法人認定法第５条第２号）。 

特に、当該法人が適切に会計処理を行うことができる能力を備えているこ

とは、法人の適正な事業運営を支えるとともに、情報開示と相俟って事業運

営の透明性を高め、法人に対する外部の信頼性を向上させる前提となります。 

以上より、公益目的事業を行うのに必要な経理的基礎及び技術的能力を有

するものであることを、認定基準としたものです。 

 

２ 経理的基礎 

①財政基盤の明確化、②経理処理、財産管理の適正性、③情報開示の適正性

の３つの要素から構成されます（公益認定等ガイドラインⅠ2.）。申請時に、

それぞれどのように審査するかは次のとおりです。 

 

(1)  財政基盤の明確化 

① 申請に際して貸借対照表、収支（損益）予算書等が提出されますので、こ

れらより資産・負債の状況や事業収支の見込みなど財務状態を確認します。

法人の事業規模により、必要に応じて今後の財務の見通しについて追加的に

説明を求めることがあります。 

② 特に収入見込みについては、法人の規模に見合った事業実施のための収入

が適切に見積もられているかを確認するために、寄附金収入については、寄

付金の大口拠出上位５者の見込み、会費収入については会員数などの積算の

根拠、借入れの予定があればその計画について、申請書の添付書類（公益法

人認定法施行規則第５条第２項第４号）に記載していただきます。 

 

(2)  経理処理・財産管理の適正性 

経理処理、財産管理の適正性の一般的な意味としては、①法人の財産の管

理、運用について理事、監事が適切に関与する体制がとられていること、②

開示情報や行政庁への提出資料の基礎となる十分な会計帳簿を備え付けてい

ること、③法人の支出に使途不明金がないこと、会計帳簿に虚偽の記載がな

いことその他の不適正な経理を行わないことです（公益認定等ガイドライン
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Ⅰ2.）。 

 

(3)  情報開示の適正性 

① 外部監査を受ける場合はそれでよく、外部監査を受けない場合において

は、費用及び損失の額又は収益の額が１億円以上の法人については監事（２

人以上の場合は少なくとも１名、以下同じ）に公認会計士又は税理士がいる

こと、当該額が１億円未満の法人については監事に企業やその他の非営利法

人の経理事務を例えば５年以上従事した者がいれば、適切に情報開示が行わ

れるものとして取り扱います。法人のガバナンスの強化が制度改革の骨子の

一つであり、法人の計算書類が監事によってしっかりと監査を受けること

が、法人が外部への説明責任を果たす意味からも重要となりますので、この

経理事務の経験者については、５年というのは一つの目安であり、形式的に

簿記検定など関連資格の保有者を定めることはしませんが、会計について専

門的知識があり監事の職務を果たせる人に監事をお願いしてください。 

 

② ただし、監事に上記①のような者をおくことを法人に義務付けるものでは

ありません。このような体制にない法人においては、公認会計士、税理士又

はその他の経理事務の精通者が法人の情報開示にどのように関与するのか

という説明を申請書の添付書類に記載していただきます。経理事務の精通者

については、形式的に企業会計の従事年数なり、一定の資格者なりを定める

ことはしませんし、有償無償も問いませんが、どのような者が会計に関与し

ているかの説明をもとに個別に判断します。 

 

３ 技術的能力 

技術的能力の一般的な意味としては、事業実施のための技術、専門的人材や

設備などの能力の確保です（公益認定等ガイドラインⅠ2.） 

例えば「公益目的事業のチェックポイント」の検査検定事業においては、人

員や検査機器の能力の水準の設定とその確保が掲げられています。このように

「公益目的事業のチェックポイント」に技術的能力と関係があるポイントが掲

げられている事業については、本号の技術的能力との関係において、申請時に

は当該チェックポイントを満たすことが必要となります。法人の中核的事業に

おいてチェックポイントで掲げられた技術的能力が欠如していると判断され

る場合には、公益法人として不認定となることもありえます。また、事業を行

うにあたり法令上許認可等を必要とする場合には、申請時に添付する当該許認

可等があったこと等証する書類でもって技術的能力を確認します。
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問Ⅴ‐１‐②（経理的基礎・技術的能力）  

出えん企業の経理担当者に法人の経理を担当してもらっているが、経理的基

礎を満たしていると考えていいでしょうか。 

 

答 

１ 今回の制度改革の一つの大きな柱が主務官庁制の廃止と法人のガバナンス

の強化にあり、なかでも法人において事業に必要な経理的基礎を整備するこ

とは重要と考えます。 

 

２ このような背景から経理的基礎を有することが認定基準として定められて

いますが、その一要素として情報開示の適正性があり、そのためには監事が

その権限の下で会計監査の責務を着実に果たす必要があります。そこで、費

用及び損失の額又は収益の額が１億円以上の公益法人については公認会計士

又は税理士が、当該額が１億円未満の法人については企業等での経理事務に

通じた者が監事の中にいる場合には、情報開示の適正性確保は満たされるも

のと扱うことにしました（公益認定等ガイドラインⅠ２．（３）参照）。 

 

３ 監事に上記のような者を置くことを義務付けるものではなく、法人におい

て個別に代替措置を説明していただくことも可能ですが、まずは上記のよう

な者に監事となっていただくようご検討されてはいかがかと考えます。 



 181

 

問Ⅴ‐２‐①（収支相償）  

収支相償の第一段階は事業毎に判定とのことですが。どういう単位で事業を

考えればいいのでしょうか。 

答 

１ 公益性が認められる公益目的事業を、事業の目的や実施の態様等から関連

する事業としてまとめたものを収支相償の第一段階における一の事業単位と

します。 

 

２ 事業のくくり方としては、「公益目的事業のチェックポイント」における同

一の事業区分に属するものをまとめたり、例えば調査研究とその成果につい

てのシンポジウム、競技会の開催と出場選手の強化育成、同一場所で開催さ

れるセミナーと展示会というように、「公益目的事業のチェックポイント」の

事業区分をまたぐ場合であっても相互に関連する事業については一の事業に

まとめることが可能です。 
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問Ⅴ‐２‐②（収支相償）  

収支相償の計算方法として収益事業等からの利益の繰入れ額が５０％の場合

と５０％を超える場合の二つの方法があるようですが、両者の違いがわかり

ません。 

答 

１ 法人が収益事業等を行う場合において、どの法人も収益事業等から生じた

収益（利益）の 50％は公益目的事業財産に繰入れなければなりませんが（公

益法人認定法第 18 条第４号）、法人によっては、公益目的事業の財源確保の

ために必要がある場合には自発的に 50％を超えて繰入れることができます

（公益法人認定法施行規則第26条第７号及び第８号）。このように利益の50％

を超える繰入れは、法人において公益のために必要であるとの判断に基づい

て行うものであることから、利益の繰入れが 50％か 50％超かによって収支相

償の計算方法を変えることとしたものです（公益認定等ガイドラインⅠ5.参

照）。 

 

（注）収支相償の計算方法 

① 収益事業等からの利益の 50％を繰入れる場合 

第一段階の収支相償を満たした各公益目的事業に直接関連する費用と収

益に加え、公益目的事業の会計に属するその他の収益で各事業に直接関連

付けられない収益、公益目的事業に係る特定費用準備資金への積立て額と

取崩し額、更に収益事業等を行っている法人については、収益事業等から

生じた利益の 50％を加算して収支を比較します。剰余が生じる場合には、

公益目的事業のための資産の取得や翌年度の事業費に充てるなど、公益の

ために使用することになります。 

 

② 収益事業等からの利益を 50％を超えて繰入れる場合 

収益事業等から生じた利益の 50%超を公益目的事業財産に繰入れる場合

（公益法人認定法施行規則 26 条第７号、第８号）とは、公益目的事業のた

めに法人において特に繰入れの必要があると決定された場合ですが、決定

にあたっては計画性をもって繰入れていただくことが適切です。そのため

公益目的事業に必要な全ての資金収支とその見通しを立ててもらい、不足

分を収益事業等の利益から 100％を上限に繰入れるという枠組みにしてい

ます。 

まず事業費以外に公益目的事業のための資金需要としては資産の取得又

は改良(資本的支出)があることから、当期の公益目的保有財産に係る取得
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支出とその売却収入、及び将来の公益目的保有財産の取得又は改良に充て

るための資産取得資金（公益法人認定法施行規則第 22 条第３項第３号）へ

の積立て額と取崩し額を公益目的事業が属する会計の費用、収益にそれぞ

れ加えます。その際に、公益目的事業費には公益目的保有財産に係る減価

償却費が含まれていますが、これは財産の取得支出や資産取得資金の積立

て額と機能が重複することから、減価償却費は控除します。 

また特定費用準備資金への積立て額と取崩し額を加えます。ただし、こ

の資産取得資金と特定費用準備資金は将来の事業のための資金であります

から、計画性をもって積立てと取崩しを行ってもらうため、この収支相償

の計算上は、今後積立てなければならない見込み金額を積立てる年数で除

した額を限度として積立て額を算入します。 

このように公益目的事業に関するすべての資金の出入りを足し合わせて

収支を比較するということにしています。 

 

２ 法人の公益目的事業、収益事業等の状況や計画は事業年度毎に異なります

ので、法人において50％か 50％超かは毎事業年度、選択することが可能です。 

 

３ なお、収益事業等の利益の 50％超を公益目的事業財産に繰入れた場合には、

繰入れた事業年度末の貸借対照表は公益目的事業と収益事業等とに区分経理

（公益法人認定法第 19 条）を行わなければなりません。一旦 50％超の繰入れ

を行った場合には、その後の繰入れが 50％に留まった時にでも、継続性の観

点から区分経理を維持していただくことが適当です。 
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参考 

 

 

費 用

公益目的事業に係る
経常費用

（減価償却費を除く）

収 入

公益目的事業に係る
経常収益

公益に係るその他の経常収益

公益目的保有財産の売却収入
（簿価＋売却損益）

公益目的事業に係る
特定費用準備資金積立て額
（（所要資金額－前期末資金残高）／

積立期間残存年数 を限度）

公益資産取得資金積立て額
（（所要資金額－前期末資金残高）／

積立期間残存年数 を限度）

収益事業等の利益を公益に繰入れた額
（利益の１００％を上限）

公益目的保有財産の取得支出

収支相償対照表
（収益事業等からの利益の繰入れが50％超の場合）

公益目的事業に係る
特定費用準備資金取崩し額

（過去に費用として算入した額の合計額）

公益資産取得資金取崩し額
（過去に費用として算入した額の合計額）

公益に係るその他の経常費用

収支相償対照表
（収益事業等からの利益の繰入れが50％の場合）

費 用 収 入

公益目的事業に係る
経常費用

公益目的事業に係る
経常収益

公益に係るその他の経常収益

公益目的事業に係る
特定費用準備資金積立て額

公益目的事業に係る
特定費用準備資金取崩し額

収益事業等の利益を公益に繰入れた額
（利益の５０％）

収入超過の場合には
公益目的保有財産の取得支出や公益資産取得資金への繰入れ、

翌事業年度の事業拡大等による同額程度の損失とする等

解消するための扱いを説明

公益に係るその他の経常費用
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問Ⅴ‐２‐③（収支相償）  

公益目的事業に係る収入は費用を上回ってはならないという基準を厳格に運

用すると、収支がゼロか損失を計上しなければならなくなってしまい、公益

目的事業を継続的に実施できなくなってしまうのではないでしょうか。 

 

答 

１ 公益目的事業に係る収入がその実施に要する適正な費用を償う額を超えな

いという基準（公益法人認定法第５条第６号、同第 14 条）は、公益目的事業

は不特定かつ多数の者の利益の増進に寄与するものであり（公益法人認定法

第２条第４号）、無償又は低廉な価格設定などによって受益者の範囲を可能な

限り拡大することが求められることから、設けられたものです。 

 

２ 一方で、事業は年度により収支に変動があり、また長期的な視野に立って

行う必要があることから、本基準に基づいて単年度で必ず収支が均衡するこ

とまで求めることはしません。仮にある事業において収入が費用を上回った

場合には、将来の当該事業の拡充等に充てるための特定費用準備資金（公益

法人認定法施行規則第 18 条、問Ⅴ－３－④参照）への積立てをもって費用と

みなすこと等によって、中長期では収支が相償することが確認されれば、本

基準は満たすものとしています。 

 

３ 公益目的事業の実施について計画性をもっていただく必要はありますが、

このような対応をとることによって、事業の継続性は確保されるものと考え

ます。 
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問Ⅴ‐２‐④（収支相償）  

収支相償を二段階でやる理由を教えて下さい。また第一段階と第二段階の関

係についてもお願いします。 

答 

１ 公益目的事業については、事業に係る収入はその実施に要する適正な費用

を償う額を超えないことが定められているため（公益法人認定法第５条第６

号）、まず第一段階として事業単位で収支を見ることが必要となります。しか

し、必ずしも特定の事業に係る収支には含まれないものの、なお法人の公益

活動に属する収支が存在するため、次の段階として法人の公益活動全体の収

支を見ることとしたものです。その際には毎年度、その年に実際に受けた収

入がかかった費用を必ず下回るようにすることは困難と考えられるため、収

入が費用を上回った場合でも特定費用準備資金に積立てることなどで費用と

みなし、収支相償を満たすものと取り扱うこととしたものです。このような

扱いをとることで、法人は財産を公益目的に現在使うか、将来使うかの選択

が可能となります。 

 

２ 第一段階は具体的には、公益目的事業（公益目的事業のチェックポイント

における事業の単位と同様の考え方に基づいて、事業の目的や実施の態様等

から関連する事業もまとめたものを含む）を単位として、これに直接関連す

る収入（経常収益）と費用（経常費用）とを比較します。収入が費用を上回

る場合には、当該事業に係る特定費用準備資金への積立て額として整理しま

す。 

（なお、法人の行う事業が一つしかない場合には、第一段階を省略し、次の第

二段階のみの判断とします。） 

 

３ 上記１で述べたように、公益目的事業のために法人が得る収入は、特に事

業に関連付けられた経常収益に限りません。特定の事業に関連付けられてい

ない経常収益（公益のためとして一般的に受ける寄附金等）も公益目的事業

に適切に使用されているかを判断するため、第一段階の収支相償を満たした

各事業に係る経常収益と経常費用に加え、次の段階として、公益目的事業の

会計に属するその他の経常収益で各事業に直接関連付けられないものや、公

益目的事業に係る特定費用準備資金への積立て額と取崩し額、更に収益事業

等を行っている法人については、収益事業等から生じた利益のうち公益目的

事業財産に繰入れる額も加えて収支を比較します（計算方法は問Ⅴ－２－②

参照）。 
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問Ⅴ‐２‐⑤（収支相償）  

収支相償を計算した結果、収入が費用を上回って剰余金が出た場合はどうす

ればいいのでしょうか。またこの剰余金は遊休財産となるのでしょうか。 

答 

１ 収支相償の計算においては、公益目的事業に係る収入と公益目的事業に要

する費用を比較することになりますが、その際には原則として各事業年度に

おいて収支が均衡することが求められます。 

しかしながら、ある事業年度において収入が費用を上回る場合であっても、

公益目的事業拡充等に充てるための特定費用準備資金として計画的に積み立

てること等で、中長期的には収支が相償することが確認されれば、収支相償

の基準は満たすものとされます（FAQ 問 V－２－③参照）。 

 

２(1) 収支相償は二段階で判断され、まず第一段階として各事業単位で収支を

見ることになります（FAQ 問 V－２－④参照）。第一段階において収入が費

用を上回る場合には、その額はその事業の発展や受益者の範囲の拡充に充

てられるべきものであり、当該事業に係る特定費用準備資金として計画的

に積み立てることによって、収支相償の基準を満たすものとなります（ガ

イドラインⅠ－5.(1)①参照）。 

 

(2) 当該事業に係る特定費用準備資金を積み立てた上でも、予想外の事情の

変化等によって剰余金が生じる場合もあり得ます。このような場合でも、

この剰余金が連年にわたって発生し続けるものではなく、当該事業を通じ

て短期的に解消される見込みのあるものであれば、収支相償の基準を満た

すものとして弾力的に取扱うこともあり得ます（ガイドラインⅠ－5.(4)

②参照）。 

 

(3) 具体的には、剰余金が生じた理由及び当該剰余金を短期的に解消する具

体的な計画について説明していただくことが必要です。この場合の短期的

とは原則として翌事業年度ですが、その次の事業年度までかけて解消せざ

るを得ない場合には、その計画を説明していただくことで収支相償の基準

を満たすものとして取扱うこともあり得ます。また、この剰余金は当該事

業において用いられるべきものですので、翌期の収支相償の計算では前期

の剰余金の額を当該事業に係る収入の額に加算していただくことになり

ます。 
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（注） 公益認定等委員会で検討されたガイドライン追加案及び平成 20 年 4 月時点でホー

ムページに掲載した FAQ 等においては、「短期の特定費用準備資金」との用語を用い

てこの剰余金の取扱いを説明していましたが、「本来の特定費用準備資金」との要件

や経理方法について誤解が生じるとの指摘があったことを踏まえ、上記のように整理

し説明を改めました。 

 

３(1) 第二段階では、第一段階の収支相償を満たす各公益目的事業に加え、必

ずしも特定の事業に係る収支には含まれないものの、なお法人の公益活動

に属する収支も加味し、法人の公益活動全体の収支を見ることになります。

その際、収益事業等からの利益の 50%超を公益目的事業財産に繰入れる場

合には、仮に収入が費用を上回っている場合であっても、特定費用準備資

金への積み立て等を加えた公益目的事業に関する全ての資金収支では不

足分が生じていることが前提となっていますので、剰余金が生じることは

ありません（FAQ 問Ｖ－２－②参照）。 

 

(2) 第二段階において収益事業等の利益の 50%を公益目的事業財産に繰入れ

る場合において、収入が費用を上回る場合には、その額は公益活動全体の

拡大・発展に充てられるべきものですので、公益目的事業に係る特定費用

準備資金として計画的に積み立てていただくことになります。ここで剰余

が生じる場合において、公益目的保有財産となる実物資産の取得又は改良

に充てるための資金（資産取得資金）への積み立てを行うか、当期の公益

目的保有財産の取得に充てたりする場合には、収支相償の基準を満たすも

のとして扱います。このような状況にない場合には、翌年度に事業の拡大

等により同額程度の損失となるように、剰余金の具体的な処理方法を説明

していただくことになります（ガイドラインⅠ－5.(4)①）。 

（注）第二段階において生じる剰余金には、第一段階で生じた剰余金があればその分も含

まれていますので、第二段階における剰余金の処理の説明にあたり、この相当額につ

いては「当該金額については第一段階の説明のとおり」としていただくことで足りま

す。 

 

４ 遊休財産額の保有の制限との関係では、収入が費用を上回った場合でも、

上回る額を公益目的保有財産の取得、特定費用準備資金や資産取得資金への

積み立てのように使途が定まった控除対象財産（公益法人認定法施行規則第

22 条第 3 項）として整理している限りは遊休財産に該当しません。したがっ

て、これらに該当しない剰余金の額は、遊休財産額の計算において控除の対

象とはなりません。 
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問Ⅴ‐３‐①（公益目的事業比率）  

収益事業からの利益を全額公益目的事業に充てると定めた場合には、その収

益事業を公益目的事業に含めて公益目的事業比率を計算することはできない

のでしょうか。 

答 

法人の行う個々の事業が公益目的事業となるかどうかは、不特定かつ多数

の利益の増進に寄与するもの（公益法人認定法第２条第４号）などの要件に

照らして判断され、その事業から上がる利益をどのように使うかは関係があ

りません。したがって、利益を全額公益目的事業に充てることを定めたとし

ても、その定めをもって事業に公益性が備わることはなく、そういった使途

の定めをもって収益事業を公益目的事業に含めて公益目的事業比率を計算す

ることはできません。 
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問Ⅴ‐３‐②（公益目的事業比率）  

事業費と管理費への配賦や共通する経費の配賦は適正な基準により行うとの

ことですが、具体的にどのような基準であればいいのでしょうか。 

答 

１ 公益目的事業比率の計算で用いる公益実施費用額、収益等実施費用額及び

管理運営費用額は、損益計算書に計上される事業費及び管理費を基礎に算定

しますが、この損益計算書上の事業費、管理費はそれぞれ 

（１）事業費：当該法人の事業の目的のために要する費用 

（２）管理費：法人の事業を管理するため、毎年度経常的に要する費用 

と定義しています（公益認定等ガイドラインⅠ7.(1)）。従来は事業管理費（間

接事業費）を管理費に計上していた場合であっても、新制度への移行後は、

事業との関連性に応じて事業費に配賦することができます。例えば以下に挙

げているような費用は、適正な配賦基準のもとで事業費に算入することがで

きます。 

 

（事業費に含むことができる費用の例示） 

専務理事等の理事報酬、事業部門の管理者の人件費は、公益目的事業へ

の従事割合に応じて公益目的事業費に配賦することができます。 

管理部門（注）で発生する費用（職員の人件費、事務所の賃借料、光熱水費

等）は、事業費に算入する可能性のある費用であり、法人の実態に応じて

算入することができます。 

 

（注）管理部門とは、法人本部における総務、会計、人事、厚生等の業務

を行う部門をいいます。 

 

２ 事業費と管理費に共通して発生する費用をどのように事業費と管理費に配

賦するかについては、例えば以下のような配賦基準が考えられますが、これ

以外に適当と判断した基準があればそれを採用していただいて構いません。

いずれにせよ過去の活動実績、関連費用のデータなどから法人において合理

的と考える程度の配賦割合を決めてもらえればよく、その算定根拠を詳細か

つ具体的に記載することは求めていませんし、法人においてデータ採取等の

ために多大な事務負担をかけていただくことはありません。 

配賦基準 適用される共通費用 

建物面積比 地代、家賃、建物減価償却費、建物保険料等 

職員数比 福利厚生費、事務用消耗品費等 
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従事割合 給料、賞与、賃金、退職金、理事報酬等 

使用割合 備品減価償却費、コンピューターリース代等 

 

３ なお、この事業費、管理費への配賦の問題ではありませんが、理事、使用

人等に対する不相当な福利厚生費その他の支出は、剰余金の分配を行わない

という非営利法人としての性質（一般社団・財団法人法第 11 条第２項）を潜

脱し、特別の利益の供与（公益法人認定法第５条第３号）として認定基準に

抵触する可能性があることに注意する必要があります。 
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問Ⅴ‐３‐③（公益目的事業比率）  

奨学金事業を行う法人の場合、貸付支出を事業費に含めないと、公益目的事

業比率が満たせなくなってしまうのではないか。 

 

答 

１ 公益法人は公益目的事業の実施を主たる目的とすることから（公益法人認

定法第５条第１号）、法人の全事業規模に占める公益目的事業の規模は過半を

占める必要があります。事業規模を計る指標として公益目的事業比率が定義

され、その算定にあたっては費用で計ることが定められました（公益法人認

定法第５条第８号、同第 15 条）。 

 

２ 奨学金事業の場合、奨学金の募集、審査、貸出し、債権管理、回収までの

奨学金事業の全サイクルにわたり発生する人件費、事務経費その他諸経費は、

奨学金事業に係る事業費と考えられます。また管理費と共通する経費につい

ては、適正な基準で事業費に配賦することができます（公益法人認定法施行

規則第 19 条、ガイドラインⅠ７(1)）。奨学金の貸出についても貸付支出が行

われた時点では当該貸付額は費用とはなりませんが、貸倒れ損失が発生すれ

ば費用となります。 

 

３ 

また、無利子又は低利による貸付けをしている場合は、当該貸付金と同額の

資金の借入れをして調達した場合の利率（前事業年度末の長期プライムレー

トその他の市場貸出金利）により計算した利子の額と、当該貸付けに係る利

率により計算した利子の額の差額をみなし費用として計算し、公益目的事業

比率に算入することも可能です（公益法人認定法施行規則第 16 条の２、ガイ

ドラインⅠ７(3)） 

 

４ このような費用を算定することにより、奨学金事業においてもその事業規

模を適切に公益目的事業比率に反映させることが可能と考えます。 
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問Ⅴ‐３‐④（公益目的事業比率）  

法人が保有する資金のうち、どういうものが特定費用準備資金に当てはまる

のかがわかりません。利用方法について教えて下さい。 

答 

１ 将来の特定の事業費、管理費に特別に支出するために積み立てる資金で、

新規事業の開始、既存事業の拡大、数年周期で開催するイベントや記念事業

等の費用が対象となります。 

 

２ 特定費用準備資金への繰入れは、会計上は本来、貸借取引となるのですが、

公益目的事業比率や収支相償といった認定基準においては、この繰入れを費

用とみなして取り扱うこととしています。また特定費用準備資金を取り崩し

た時には、取崩しは費用額の減算や収入にみなすこととなります。 

 

３ 特定費用準備資金への繰入れについては、次の要件をすべて満たしていな

ければなりません（公益法人認定法施行規則第 18 条第３項、公益認定等ガイ

ドラインⅠ７．(5)②）。 

① 資金の目的である活動を行うことが見込まれること。 

② 資金の目的毎に他の資金と明確に区分して管理され、貸借対照表の特定

資産に計上していること。 

③ 資金の目的である支出に充てる場合を除くほか、取り崩すことができな

いものであること又は目的外で取り崩す場合に理事会の決議を要するな

ど特別の手続きが定められていること（注）。 

④ 積立限度額が合理的に算定されていること。 

⑤ 特別の手続きの定め、積立限度額、その算定根拠について事業報告に準

じた備置き、閲覧等の措置が講じられていること。 

（注）目的外取崩しの特別な手続とは、例えば定款に「特定費用準備資金の管理は別途、

理事会で定める手続による」と定め、目的外取崩しは理事会決議に委ねるというこ

とが考えられます。 

 

４ 例えば予備費等、将来の一般的な備えや資金繰りのために保有している資

金は上記３の要件を満たさないため、該当しません（問Ⅴ－４－④参照）。将

来の収支の変動に備えて法人が自主的に積み立てる資金（基金）については、

過去の実績や事業環境の見通しを踏まえて、活動見込みや限度額の見積もり

が可能など要件を満たす限りで特定費用準備資金を用いることができます。 
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５ 一事業年度の特定費用準備資金への繰入額は計画に定めた積立限度額の範

囲内であれば、特に制限はありません。ただし収支相償の計算においては収

益事業等の利益の 50％超を公益目的事業財産に繰入れる場合には、積立て期

間内で計画的に積立てる計算が必要になりますのでご注意ください（公益認

定等ガイドラインⅠ５．(3)②（注））。 
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問Ⅴ‐３‐⑤（公益目的事業比率）  

法人が、地震、火災等災害時に備えて積み立てる資金は、特定費用準備資金

の対象となるのでしょうか。 

答 

 

１ 法人が地震等の災害時に施設、事業所等の復旧、復興に充てるために積み

立てる資金は、その資金の目的である活動をいつ行うのかという具体的な見

込みを立てることが一般的には困難であり、したがって特定費用準備資金の

要件を満たすことは難しいものと考えられます（問Ⅴ－３－④参照）。 

 

２ 災害時の復旧等のための資金を合理的に見積もった範囲で貸借対照表上の

特定資産として経理する場合には、公益目的事業に必要な活動の用に供する

財産（公益法人認定法施行規則第 22 条第３項第２号）として、遊休財産額の

対象から除外されます。 
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問Ⅴ‐４‐①（遊休財産額）  

現在の指導監督基準にある内部留保は事業費等の 30％以下という規制は、今

後どうなるのでしょうか。 

 

答 

１ 公益法人又は一般社団・財団法人に移行するまでの、特例民法法人である

間は指導監督基準が適用になります。 

 

２ 公益法人に移行した場合には、特に使途が定まっていない財産として遊休

財産額を計算し、一年分の公益目的事業費相当額をその保有の上限とする遊

休財産額の保有の制限が認定基準として設けられており(公益法人認定法第

５条第９号)、この基準を満たす必要があります。 

 

３ 一般社団・財団法人に移行した場合には、内部留保規制に相当する規制は

ありません。 

 

 



 197

 

問Ⅴ‐４‐②（遊休財産額）  

今まで内部留保として計算された金額は、新制度での遊休財産額となるのか。

 

答 

１ 公益認定の基準における遊休財産額とは、公益目的事業又は公益目的事業

に必要なその他の活動に使うことが具体的に定まっていない財産を指します。

この遊休財産額は一年分の公益目的事業費相当額を保有の上限としています

が、その考え方は、仮に法人の収入源が途絶えた場合においても一年程度は

公益目的事業が実施できるよう、特段の使途の定めがない財産を保有するこ

とを認めたものです（公益法人認定法第 16 条、問Ⅴ－４－③参照）。 

 

２ 従来の内部留保とは、計算方法が異なるため、内部留保として計算された

金額が新制度での遊休財産額と直ちに一致することはありません。 

 

３ まず、指導監督基準においては、総資産額から以下を控除したものが内部

留保とされています。 

① 財団法人における基本財産 

② 公益事業を実施するために有している基金 

③ 法人の運営に不可欠な固定資産 

④ 将来の特定の支払いに充てる引当資産等 

⑤ 負債相当額 

次に、認定基準における遊休財産額とは、資産から負債を控除した純資産

のうち、公益目的事業やその他の必要な事業、活動に具体的に用いられてい

ない財産を意味します。 

 

４ 両者の範囲を比較すると、上記①、③については公益目的事業や管理業務

など使途が明確であれば遊休財産に該当しません。②については対象となる

事業や使用時期などが具体的に定まっていて、特定資産として経理していれ

ば該当しません。④については、公正妥当な会計慣行に基づいて引当金が計

上されている分については、資産から負債を控除するという遊休財産額の計

算上、該当しません。⑤の負債相当額も該当しません。 
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問Ⅴ‐４‐③（遊休財産額）  

公益目的保有財産や特定費用準備資金など法令上の各種財産、資金概念の意

味や相互の関係、遊休財産額との関連をわかりやすく教えてほしい。 

答 

１ 公益法人認定法では、法人が公益に使うべき財産を①公益目的事業財産と

して定めていますが、これは法人が公益目的事業のために受け取った寄附金、

補助金、事業収入等の全ての財産が含まれます。そこから公益目的事業の実

施のために使った財産を差し引いた残りが⑤公益目的取得財産残額であり、

引き続き公益に充てるべき財産となります。この公益目的取得財産残額は、

資金として保有すると④公益目的増減差額であり、固定資産として保有すれ

ば②公益目的保有財産となります。更に公益目的保有財産のうち、事業に不

可欠特定のものがあれば一定の手続を経て③不可欠特定財産となります。 

一方で、公益法人認定法における⑥遊休財産額とは、公益目的事業に限ら

ず、公益目的事業以外のその他の必要な活動に使うことが具体的に定まって

いない財産を指します。具体的な計算方法は、法人の財産の中で目的、用途

が具体的に定まっている財産を⑦控除対象財産とし、法人の純資産からこの

控除対象財産を差し引いた金額となります。 

この⑦控除対象財産に分類される財産は、遊休財産額には含まれませんが、

まず、②公益目的保有財産は控除対象財産です。また、公益目的に限らず、

特定の事業の実施又は特定の資産の取得、改良に充てるために、一定の要件

を満たしつつ積み立てる資金を、それぞれ⑧特定費用準備資金、⑨資産取得

資金として定めていますが、これらも控除対象財産です。 

なお、遊休財産額は一年分の公益目的事業費相当額を保有の上限としてい

ますが、その考え方は、仮に法人の収入源が途絶えた場合においても一年程

度は公益目的事業が実施できるよう、特段の使途の定めがない財産を保有す

ることを認めたものです（問Ⅴ－４－②参照）。 

 

２ これらの公益法人認定法で定める各種の財産、資産概念について、それぞ

れ説明すると次のとおりです。 

① 公益目的事業財産（公益法人認定法第 18 条、公益法人認定法施行規則第

26 条、ガイドラインⅠ17.） 

公益目的事業に関して得た寄附金、補助金、対価収入等の財産で、公益目

的事業のために使用、処分しなければなりません。特定の目的、使途が定

まっていなければ⑥遊休財産額となる可能性があります。 
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② 公益目的保有財産（公益法人認定法第 18 条第５号、第６号、第７号、公

益法人認定法施行規則第 26 条第６号、第７号、ガイドラインⅠ8.(1)） 

①公益目的事業財産の一部であり、次の固定資産が該当します。 

・①公益目的事業財産を支出することで得た財産

・③不可欠特定財産 

・法人自ら公益目的に使用すると定めた財産 

貸借対照表等では固定資産に区分して表示され、対象資産が金融資産の

場合には基本財産又は特定資産として表示します。また、継続して公益目

的事業のために使用しなければなりません。 

 

③ 不可欠特定財産（公益法人認定法第５条第 16 号、同法第 18 条第６号、ガ

イドラインⅠ15.） 

②公益目的保有財産の一部で、公益目的事業を行うための不可欠で特定

の財産に限られます。貸借対照表上では基本財産として表示しますが、通

常の土地、建物のように買換え可能なものや金融資産は該当しません。な

お、認定前に取得した不可欠特定財産は、取消し時の④公益目的取得財産

残額から除かれます。 

不可欠特定財産は、定款にその旨、維持及び処分の制限を定めることが

認定基準となっています。 

 

④ 公益目的増減差額（公益法人認定法施行規則第 48 条第３項） 

公益に充てられるべき資金（流動資産）であり、当該事業年度中に増加し

た①公益目的事業財産から当該年度の公益目的事業費等を差し引いた額が、

前事業年度末からの公益目的増減差額の変動額になります。 

 

⑤ 公益目的取得財産残額（公益法人認定法第 30 条、公益法人認定法施行規

則第 48 条） 

毎事業年度末における①公益目的事業財産の未使用残高です。認定取消し

時には残高に相当する金額を、法で定める適格な法人のうち、定款で定める

者に贈与しなければなりません。④公益目的増減差額と②公益目的保有財

産の合計額で、毎事業年度末、計算し、行政庁に報告します。 

 

⑥ 遊休財産額（公益法人認定法第５条第９号、同法第 16 条、公益法人認定

法施行規則第 20 条、同 21 条、第 22 条、ガイドラインⅠ8.） 

遊休財産額の算出方法としては、その法人の純資産額（総資産－総負債）

から⑦控除対象財産（対応する負債の額を除く）を引いた残額を遊休財産
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額としていますが(公益法人認定法施行規則第 22 条)、実質的には、特定の

目的、使途を持たずに保有している財産がこれに該当します。指導監督基

準の内部留保規制と異なり、１年分の事業費相当額まで保有することがで

きます。 

 

⑦ 控除対象財産（公益法人認定法施行規則第 22 条第３項、ガイドラインⅠ

8.） 

法人の資産のうち、⑥遊休財産額から除かれる一定の用途を持った財産

で、以下のものが列挙されています。なお、引当資産は見合いの引当金と

ともに、遊休財産額の計算過程において控除されるため、遊休財産額には

含まれません。 

・②公益目的保有財産 

・公益目的事業を行うために必要な収益事業等や管理運営に供する財産 

・⑧特定費用準備資金 

・⑨資産取得資金 

・寄附等によって受け入れた財産で、財産を交付した者の定めた使途に従

って使用又は保有されているもの及び定めた使途に充てるために保有

している資金 

 

⑧ 特定費用準備資金（公益法人認定法施行規則第 18 条、ガイドラインⅠ

7.(5)） 

将来の特定の事業費、管理費に充てるため、法人の任意で積み立てる資金

で、貸借対照表上の特定資産として計上します。資金の目的となる事業の種

類は問いませんが、一定の要件を満たすとともに事業毎に積み立てる必要が

あります（公益法人認定法施行規則第 18 条第３項、問Ⅴ－３－④参照）。 

特定費用準備資金は次の各認定基準等と関係があります。 

・ 収支相償（（公益法人認定法第５条第６号、同法第 14 条、ガイドライ

ンⅠ5、問Ⅴ－２－④参照） 

公益目的事業に係る特定費用準備資金に積立てた金額がある場合に

は、その積立て額を収支相償の計算上は費用とみなして、事業に関する

費用の額に加算します。収益事業等の利益の 50％を公益目的事業財産に

繰入れる場合には、目的に沿った積立ては必要ですが、積立て期間内に

計画的に積立てる計算までは必要ありません。 

・ 公益目的事業比率（公益法人認定法第５条第８号、同法第 15 条） 

特定費用準備資金に繰入れた金額がある場合には、その繰入額を費用

とみなして事業等の区分に応じてそれぞれの経常費用に加算します。 
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・ 遊休財産（公益法人認定法第５条第９号、同法第 16 条、公益法人認

定法施行規則第 21 条第３号、同第 22 条第３項第４号） 

公益目的事業に係る特定費用準備資金に繰入れた金額がある場合に

は、その繰入額を費用とみなし、遊休財産額の上限額である一年分の公

益目的事業費相当額に加算します。 

 

⑨ 資産取得資金（公益法人認定法施行規則第 22 条第３項第３号） 

特定の財産の取得又は改良に充てるため、法人の任意で積み立てる資金で、

貸借対照表上の特定資産として計上します。資金の目的となる財産が供され

る事業の種類は問いませんが、特定費用準備資金と同様の要件を満たすとと

もに、同一の財産を公益目的事業及び収益事業等で共同して用いる場合には、

事業区分別に積み立てる必要があります（公益法人認定法施行規則第 22 条

第４項）。 

資産取得資金は、次の各認定基準等と関係があります。 

・ 収支相償（（公益法人認定法第５条第６号、同法第 14 条、ガイドライ

ンⅠ5.） 

公益目的事業に係る資産取得資金に積立てた金額がある場合には、そ

の積立て額を収支相償の計算上は費用とみなして、事業に関する費用の

額に加算します。収益事業等の利益の 50％を公益目的事業財産に繰入

れる場合には、目的に沿った積立ては必要ですが、積立て期間内に計画

的に積立てる計算までは必要ありません。 
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 財 産 目 録 の 例（抜 粋) この表は法人の財産の一部を整理したものであり、全ての財産を示しているものではありません.

（流動資産） 　現金預金

（固定資産）
　基本財産

　美術品コレクション

　特定資産

　修繕積立資産
　（資産取得資金）

　○○事業実施積立資産
　（特定費用準備資金）

                                            ※ ①②⑤の財産でも継続して事業の用に供していない場合等には、控除対象財産に該当しません。

法人の財産と控除対象財産の関係

　その他固定
　資産 　土地

　建物
　構築物

公益目的事業を支える収益事業等財産 ②収益事業・管理活動財産

その他 －

控除対象財産
（丸付き数字は規則22③該当号）

貸借対照表科目（財産の科目）

　預金・有価証券等

　○○基金（預金・有価証券等）

　土地・建物等

　土地・建物等

公益目的事業実施のために保有

管理費に収益を充当（適正な範囲に限る）

公益目的事業拡充に備え積み立てているもの

財産の使途・保有目的

管理費に果実を充当（適正な範囲に限る）

美術館展示に不可欠な特定の財産

公益目的事業に果実を充当

管理費に果実を充当（適正な範囲に限る）

公益目的事業に果実を充当

寄附を受けた財産で寄附者の定めた使途に従っているも
の

公益目的事業を支える収益事業等財産

公益に使う建物の大規模修繕のために積み立てているも
の

②収益事業・管理活動財産

特に使途の定めがないもの

公益目的事業実施のために保有

－

①公益目的保有財産

③資産取得資金

④特定費用準備資金

①公益目的保有財産

①公益目的保有財産
（不可欠特定財産）

①公益目的保有財産

②収益事業・管理活動財産

②収益事業・管理活動財産

①公益目的保有財産

②収益事業・管理活動財産

⑤寄附等によって受け入れた
財産で寄附した者の定めた使
途で使用されている財産

公益法人会計基準：
定款において基本財産と
定められた資産

公益法人会計基準：
特定の目的のために使
途等に制約を課した資産

一般社団・財団法人法：
財団法人の目的である事
業を行うために不可欠なも
のとして定款で定めたもの
維持義務と処分制限あり
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問Ⅴ‐４‐④（遊休財産額）  

収支の変動に備えて積み立てている財政基盤確保のための募金（基金）、基本

財産からの運用益を積み立てている運用財産、減価償却引当資産、建物の修

繕積立金、土地取得のための積立金等は遊休財産となるのでしょうか 

答 

１ 遊休財産となるかどうかは、財産に付けられる名前によってではなく、財

産の用途によって判断されることになります。公益法人認定法においては、

法人の資産から負債を控除した純資産の中で、次の控除対象財産（公益法人

認定法施行規則第 22 条第３項）の要件に合致する財産に相当するものは遊休

財産額には含まれません（問Ⅴ－４－③参照）。 

① 公益目的保有財産 

② 公益目的事業を行うために必要な収益事業等や管理運営に供する財産。 

③ 資産取得資金 

④ 特定費用準備資金 

⑤ 寄附等によって受け入れた財産で、財産を交付した者の定めた使途に従

って使用又は保有されているもの及び定めた使途に充てるために保有して

いる資金。 

 

２ 基本財産からの運用益を積み立てている運用財産は、単に積み立てている

だけでは、上記のいずれにも該当しないため遊休財産額に含まれます。運用

益を管理業務に充てるため又は公益目的事業に充てるために保有する金融資

産として、適正な範囲に限った上で、それぞれ上記①又は②の財産として貸

借対照表上の特定資産に計上するものは、遊休財産額には入りません（公益

認定等ガイドラインⅠ８．(1)(2)）。 

また、予備費などの将来の単なる備えや資金繰りのために保有している資

金も遊休財産に含まれます。将来の収支の変動に備えて法人が自主的に積み

立てる財政基盤確保のための資金（基金）は、過去の実績や事業環境の見通

しを勘案して、活動見込みや限度額の見積もりが可能など、④特定費用準備

資金の要件を満たす限りで、遊休財産額からは除外されます（問５－３－④

参照）。 

 

３ 減価償却引当資産、建物の修繕積立金、土地取得のための積立金は、特定

の財産の取得又は改良に充てるための上記③資産取得資金の要件（公益法人

認定法施行規則第 22 条第４項）を満たしていれば、遊休財産額には含まれま

せん。 
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問Ⅴ‐４‐⑤（遊休財産額）  

特定費用準備資金と資産取得資金の違いがわかりません。 

 

答 

１ 特定費用準備資金（公益法人認定法施行規則第 18 条）は、将来の特定の事

業費、管理費に特別に支出するために積み立てる資金です。将来、費用とし

て支出することが予定されていることから、公益目的事業比率の算定上、前

倒し的に積立額をみなし費用として算入することが可能なほか、資金の使途

が具体的に定まっていることから遊休財産額から除外されます。 

 

２ 資産取得資金（公益法人認定法施行規則第 22 条第３項第３号）は、将来、

公益目的事業やその他の必要な事業、活動に用いる実物資産を取得又は改良

するために積み立てる資金です。資産の取得又は改良を行った時点では資金

から実物資産に振り替わるだけであるため、費用で計る公益目的事業比率の

算定には積立額を算入することはできませんが、資金の使途が具体的に定ま

っていることから遊休財産額から除外されます。 

 

３ 両資金とも、資金の目的である活動の実施や財産の取得又は改良が具体的

に見込まれていること、資金毎に他の資金と区分して管理されていること、

積立て限度額が合理的に算定されていること、算定の根拠が公表されている

ことといった要件を満たす必要があります（公益法人認定法施行規則第 18 条

第３項、同第 22 条第４項、問Ⅴ－３－④、問Ⅴ－４－③参照）。 

 

４ 例えば、将来の事業計画として、施設等の整備を行ないつつ事業の拡充を

計画している場合には、そういった施設等の資産の整備は、資産取得資金の

積立対象ともなりうるところ、それらも一体のものとして特定費用準備資金

に計上、管理することができます。なお、特定費用準備資金を取り崩して事

業を実施した事業年度においては、事業費から資金の取崩し額を控除して公

益目的事業比率を算定しますが（公益法人認定法施行規則第 18 条第２項、第

４項第１号）、資産の取得等も一体のものとして特定費用準備資金を利用した

場合には、資金のうち資産の取得等に充てられた分は費用にはならない一方、

資産の取得等分も含めた資金の取崩し額は全額、事業費から控除して公益目

的事業比率を算定することになるため、同比率が実際より引き下げられる結

果となることに注意が必要です。 
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５ 特定の事業と結びつくことがなく、法人の事業全体に係るインフラ整備と

しての設備の取得や更新、本部のある建物の修繕のための積立金は資産取得

資金として計上することが適当です。 

 

 



 206

 

問Ⅴ‐４‐⑥（遊休財産額）  

遊休財産額の計算方法について詳しく教えてください。 

 

答 

１ 遊休財産額は、その法人の純資産額（資産の額－負債の額）から控除対象

財産（使途の定めがある財産として公益法人認定法施行規則第 22 条第３項に

列挙されている財産。ただし、対応する負債の額を除く）を差し引いた残額

です。ここでは控除対象財産から対応する負債の額を控除する計算方法につ

いて説明します。 

 

２ まず、控除対象財産から対応する負債を除く計算をするのは、借入金等に

よって資産を取得しているような場合には、負債が二重で減算されることに

なってしまうからです。例えば法人の総資産５００、総負債１００、控除対

象財産３００のうち１００は借入金で取得、他の資産は全て遊休財産額とな

るといった下記の例の場合、対応負債である借入金を考慮しないで遊休財産

額を計算すると、 

５００
総 資 産

 － １００
総 負 債

 － ３００
控除対象財産

 ＝ １００ 

 

となり、遊休財産額が２００という実態から離れた結果になります。したが

って控除対象財産から対応する負債の額を除くことによって、 

５００
総 資 産

 － １００
総 負 債

 － （３００
控除対象財産

 － １００
対応負債

） ＝ ２００ 

となり、負債の二重控除を排除するわけです。 

 

貸借対照表 

 

遊休財産額 

 

２００ 

借入金 

 

 

１００ 

 

純資産額 

 

４００ 

控除対象財産 

３００ 
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３ 公益法人認定法施行規則第２２条に定める対応負債の額は、上記の例によ

る控除対象財産に直接対応する負債と、資産との対応関係が明らかでないそ

の他の負債のうち控除対象財産に係る負債と認められるものを合計した額と

しています。これらを踏まえ、具体的な計算例を示すと次のとおりです。 

 

 

※ 控除対象財産は公益目的保有財産とした土地
８０

及び建物
４０

 

                            未払金
２０

は翌期首に現金預金から支払うもの 

資産の各科目との対応関係が明らかな負債の額 借入金
４０

は次の資産の取得に充てている 

（建物１０、その他資産３０） 
控除対象財産に対応する負債 

《個別対応方式》（認定規則第２２条第７項） 

まず、控除対象財産と個別の対応関係が明らかな負債を特定する。控除対象財産より、負債との個別

の対応関係が明らかな額と指定正味財産から充当される額とを控除した財産額の中には、資産の各科目

との対応関係が明らかでない負債に係るものが含まれうるが、これを資産の各科目との対応関係が明ら

かでない負債の額と一般正味財産額との割合に基づいて算出する。 

２５０
資 産

 － １００
負 債

 － （１２０
控除対象財産（Ａ）

－ １８）
対応負債（Ｂ）

 ＝ ４８
遊休財産額

 

１８
対応負債（Ｂ）

＝ １０
控除対象財産に対応する負債

＋｛（ １２０
控除対象財産（Ａ）

－ １０
控除対象財産に対応する負債

－ ７０
指定正味財産

）× 

○イ１００
負債

－２０
引 当 金

－（２０＋１０＋３０
各資産に対応する負債の合計額

）／（○イ＋ ８０
一般正味財産

）｝ 
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 流動資産　４０

固

定

資
 
産

 Ａ
控除対象財産

１２０

 その他　９０

その他　２０

各対応負債　２０

 指定正味財産

７０

 各対応負債　１０

 その他　４０

 各対応負債　３０

 その他　６０

　
負
 

債

指定正味財産　７０

一般正味財産　８０

 各資産に対応する

負債の合計額

　６０

 イ  その他負債　２０

引当金　２０

８

Ｂ

１８

１００

資産合計　２５０  
《簡便方式》（認定規則第２２条第８項） 

控除対象財産と個別の対応関係がある負債を特定する作業は行わない。控除対象財産より、指定正味

財産から充当される額を控除した財産額の中には負債に係るものが含まれうるが、これを負債の額と一

般正味財産額との割合に基づいて算出する。 

２５０
資 産

 － １００
負 債

 － （１２０
控除対象財産（Ａ）

－ ２５）
対応負債（Ｂ）

 ＝ ５５
遊休財産額

 

 

２５
対応負債（Ｂ）

＝ （ １２０
控除対象財産（Ａ）

－ ７０
指定正味財産

）×①１００
負 債

－２０
引 当 金

 ／（①＋ ８０
一般正味財産

） 

 

 流動資産　４０

固

定

資
 
産

 Ａ
控除対象財産

１２０

 その他　９０

 指定正味財産

７０

 その他　５０

　
負
 

債

指定正味財産　７０

一般正味財産　８０

①

その他負債
８０

引当金　２０

Ｂ

２５

１００

資産合計　２５０
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答 

１ 控除対象財産のうち、１号財産、５号財産及び６号財産は、以下のような

財産が該当します。 

 ① １号財産（公益法人認定法施行規則第22条第３項第１号） 

   １号財産とは、公益法人認定法施行規則第22条第３項第１号に規定する

公益目的保有財産を指します。 

   公益目的保有財産は、公益目的事業財産の一部であり、次の固定資産が

該当します。 

   ア 公益目的事業財産を支出することで得た財産（公益法人認定法第18

条第５号、公益法人認定法施行規則第26条第６号） 

   イ 不可欠特定財産（公益法人認定法第18条第６号） 

   ウ 法人自ら公益目的に使用すると定めた財産（公益法人認定法第18条

第７号、公益法人認定法施行規則第26条第７号） 

（注）上記アからウまでに掲げるもののほか、特例民法法人から移行した公益法人については、

移行認定申請時に有していた財産のうち公益目的事業の用に供する財産に該当するものは、

公益法人認定法施行規則附則第2項第1号及び第3項の規定により、公益目的保有財産となり

ます（仮に、公益目的事業の用に供する財産であるにもかかわらず、認定申請法人が公益

目的保有財産と位置付けなかった場合であっても、当該財産は公益目的保有財産となりま

すので御留意ください（※）。）。 

 （※）例えば、仮に、認定申請法人が、金融資産の運用益を奨学金交付の財源としている一

方で、元本たる金融資産そのものは公益目的保有財産に位置付けていない場合であって

も、当該金融資産が奨学金交付事業の用に供する財産であると認められる場合には、公

益目的保有財産となります。また、金融資産以外の資産の事例ですが、認定申請法人が、

保有する建物に係る減価償却費を公益目的事業会計の費用に計上する一方で、認定申請

法人が当該建物そのものを公益目的保有財産に位置付けていない場合も、当該建物が公

益目的事業の用に供する財産であると認められる場合には、公益目的保有財産となりま

す。 

   公益目的保有財産は、継続して公益目的事業のために使用しなければな

りません。また、公益目的保有財産は、貸借対照表等では固定資産に区分

して表示し、対象資産が金融資産の場合には基本財産又は特定資産として

表示するとともに、財産目録には、財産の勘定科目をその他の財産の勘定

科目と区分して表示する必要があります（公益法人認定法施行規則第25条

問Ⅴ－４－⑦（遊休財産額） 

 控除対象財産のうち、いわゆる１号財産、５号財産及び６号財産はそれぞれ

どのような財産なのでしょうか。 
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及び第31条第３項、ガイドラインⅠ８.(１)）。 

 

 ② ５号財産（公益法人認定法施行規則第22条第３項第５号） 

   ５号財産とは、公益法人認定法施行規則第22条第３項第５号に規定する

寄附その他これに類する行為によって受け入れた財産（当該財産を処分す

ることによって取得した財産を含む。）であって、当該財産を交付した者の

定めた使途に従って使用し、若しくは保有しているものを指します。 

   例えば、賃貸し、その賃貸事業利益を公益目的事業費に充てる旨定めが

あって、公益認定を受けた日以後に寄附された建物を、その定めに従い使

用収益している場合が該当します。また、定められたとおりの「使用」の

実態がない場合には、遊休財産と判断することがあり得ますので、留意が

必要です（ガイドラインⅠ８.(４)）。 

   また、５号財産は、当該財産を交付した者の個人又は法人その他の団体

の別（当該財産が広く一般に公募されたものである場合にあっては、その

旨）、当該財産を受け入れることとなった日（当該財産が広く一般に公募さ

れたものである場合にあっては、募集期間）、受け入れた財産の合計額、当

該財産の使途の内容等について、公益法人認定法第21条の規定の例により

備置き及び閲覧の措置が講じられているものでなければなりません（公益

法人認定法施行規則第22条第５項）。 

 

③ ６号財産（公益法人認定法施行規則第22条第３項第６号） 

   ６号財産とは、公益法人認定法施行規則第22条第３項第６号に規定する

寄附その他これに類する行為によって受け入れた財産であって、当該財産

を交付した者の定めた使途に充てるために保有している資金を指します。 

例えば、事業財源に充てることが寄附者によって指定されているが、当年

度の事業財源は確保されているため、翌年度以降に事業費として支出される

預金であったり、研究用設備を購入する旨定めがあって寄附されたが、研究

が初期段階のため購入時期が到来するまで保有している資金であったり、あ

るいは、寄附者等から売却して事業資金に充てることが指定されて寄附され

た国債等といった有価証券が該当すると考えられます。 

   このように、６号財産は、一般的には、寄附者等の定めた使途に充てる

ために、言わば待機しているような資金が主として想定されます。 

また、６号財産は、上記②のとおり、５号財産と同様の備置き及び閲覧の

措置が講じられているものでなければなりません（公益法人認定法施行規則

第22条第５項）。さらに、６号財産は、他の資金と明確に区分して管理され

ていること、当該資金の目的である支出に充てる場合を除くほか、取り崩す
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ことができないものであること又は当該場合以外の取崩しについて特別の

手続が定められていることを満たすものでなければなりません（公益法人認

定法施行規則第22条第６項において準用する第18条第３項第２号及び第３

号）。 

 

２ なお、上記は基本的な考え方を示したものですので、実際に、保有する財

産を１号財産、５号財産又は６号財産のいずれに整理すべきかについては、

個々の具体的な事例に即して判断することとなります。 
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答 

１ １号財産（公益目的保有財産）は、継続して公益目的事業の用に供するた

めに保有する財産です（公益法人認定法施行規則第25条第２項等）。このこと

に鑑みれば、１号財産に該当する金融資産については、原則として、これを

取り崩すことなく、その果実を継続的に公益目的事業の財源に充てることを

目的として保有すべきものであると考えられます。 

 

（注１）また、こうした１号財産の基本的性格に鑑み、１号財産のうち金融資産に該当

するものは、貸借対照表において基本財産又は特定資産として計上することとされ

ています（ガイドラインⅠ８.（１））。 

 

２ しかし、景気の停滞等を原因として、法人が公益目的事業を継続していく

上で、当該金融資産を取り崩して事業財源に充てる以外に方法がないなど、

やむを得ない場合には、当該金融資産を取り崩すことは否定されません。 

  なお、例えば、今後数年間にわたって、当該金融資産を取り崩して公益目

的事業の財源を確保せざるを得ない状況にある場合には、１号財産から特定

費用準備資金などに区分替えを行うことが考えられます。特定費用準備資金

に区分替えをした場合には、資金の目的である活動の内容及び時期が費用と

して擬制できる程度に具体的なものであり、かつ、資金単位でどの事業に関

する資金かが判別できる程度に具体性をもって貸借対照表の特定資産として

計上する等、特定費用準備資金としての適格性を満たす必要があります（ガ

イドラインⅠ7.（5）参照）。 

 

３ また、取崩しを行おうとする場合には、定款等の内部規程において、取崩

しに係る規程をあらかじめ整備し、当該内部規程に従い、理事会、社員総会、

評議員会等の機関決定を経る必要があります。このほか、取崩し後の法人の

経理的基礎を確認するため、以降の事業計画や財務の見通しについて御説明

いただく場合がありますので御留意ください。 

 

（注２） 

① 移行認定又は公益認定を受ける前に取得した財産のうち、認定を受けた日以後に、

問Ⅴ－４－⑧（遊休財産額） 

 控除対象財産のうち、１号財産（公益目的保有財産）に該当する金融資産は、

取り崩すことはできないのでしょうか。また、やむを得ず将来にわたり取り崩

していくこととした場合、当該金融資産を控除対象財産にすることはできない

のでしょうか。 
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法人が公益目的事業の用に供するものである旨を表示した財産は、公益目的保有財

産に該当し、継続して公益目的事業の用に供するために保有することが必要とされ

ています（公益法人認定法第18条第７号、公益法人認定法施行規則第25条）。 

 

② 特例民法法人から移行した公益法人については、移行認定申請時に有していた財産

のうち公益目的事業の用に供する財産に該当するものは、公益法人認定法施行規則附

則第2項第1号及び第3項の規定により、公益目的保有財産となります（仮に、公益目

的事業の用に供する財産であるにもかかわらず、認定申請法人が公益目的保有財産と

位置付けなかった場合であっても、当該財産は公益目的保有財産となります（※）。）。

この公益目的保有財産についても、①と同様、継続して公益目的事業の用に供するた

めに保有することが必要と考えられます。 

 （※）例えば、仮に、認定申請法人が、金融資産の運用益を奨学金交付の財源として

いる一方で、元本たる金融資産そのものは公益目的保有財産に位置付けていない

場合であっても、当該金融資産が奨学金交付事業の用に供する財産であると認め

られる場合には、公益目的保有財産となります。また、金融資産以外の資産の事

例ですが、認定申請法人が、保有する建物に係る減価償却費を公益目的事業会計

の費用に計上する一方で、認定申請法人が当該建物そのものを公益目的保有財産

に位置付けていない場合も、当該建物が公益目的事業の用に供する財産であると

認められる場合には、公益目的保有財産となります。 
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答 

１ ２号財産（公益目的事業を行うために必要な収益事業等その他の業務又は

活動の用に供する財産）に該当する金融資産については、原則として、これ

を取り崩すことなく、その果実を継続的に収益事業等や法人管理の財源に充

てることを目的として保有すべきものであると考えられます。 

 

（注）こうした２号財産の基本的性格に鑑み、２号財産のうち金融資産に該当するもの

は、貸借対照表において基本財産又は特定資産として計上することとされています

（ガイドラインⅠ８.（２））。 

 

２ しかし、２号財産に該当する金融資産は、管理業務に充てるために合理的

な範囲内で計上されるものである（ガイドラインⅠ８.(２)）ため、経営環境

の変化等により、管理費等の財源が不足する場合には、例外的に取り崩して

使用することも可能です。その場合は、定款等の内部規程に従い、理事会、

社員総会、評議員会等の機関決定が必要です。また、取崩し後の法人の経理

的基礎を確認するため、以降の事業計画や財務の見通しについて御説明いた

だく場合があるほか、取崩し後の残りの２号財産について、管理業務に充て

る実態がないことが明らかな場合には、２号財産とは認められず、遊休財産

とみなされることもあり得ますので御留意ください。 

 

問Ⅴ－４－⑨（遊休財産額） 

 控除対象財産のうち、２号財産（公益目的事業を行うために必要な収益事業

等その他の業務又は活動の用に供する財産）とした金融資産は、取り崩すこと

ができないのでしょうか。 
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答 

１ 金融資産の２号財産への振り分けについては、ガイドラインⅠ８.（２）に

おいて、「管理業務に充てるために保有する金融資産については、合理的な範

囲内において、貸借対照表において基本財産又は特定資産として計上される

ものが該当する」とされていることから、合理的な範囲内で行う必要があり

ます。 

 

２ 何が合理的な範囲内であるかは、法人ごとに異なると考えられるため、一

概には例示できませんが、公益法人は公益の増進を目的とする法人であり、

公益目的事業に充てるべき財源を最大限に活用して無償又は低廉な価格設定

などによって受益者の範囲を可能な限り拡大すること、また、公益目的事業

や収益事業等及び管理業務のために現に使用せず、かつ、今後も使用する見

込みがない多額の財産を蓄積しないことが求められていますから、このよう

な観点を踏まえつつ、個々の法人の抱える諸事情を総合的に勘案して判断す

る必要があります。行政庁は、移行後又は認定後の監督においても、その判

断となる合理性を確認することがありますのであらかじめ御留意ください。

問Ⅴ－４－⑩（遊休財産額） 

 保有株式の配当を公益目的事業費のほか、法人運営に必要な管理費の財源に

も充てている法人に関して、移行認定又は公益認定の申請に当たり、当該保有

株式を１号財産（公益目的保有財産）と２号財産（公益目的事業を行うために

必要な収益事業等その他の業務又は活動の用に供する財産）に振り分ける際、

どのような考え方で配分すべきでしょうか。 
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答 

１ 移行認定後又は公益認定後の事業環境の変化により、当初控除対象財産の

区分で想定していた１号財産（公益目的保有財産）と２号財産（公益目的事

業を行うために必要な収益事業等その他の業務又は活動の用に供する財産）

の配分割合が適応しない状態となることがあります。このような場合には、

現在の資産の区分状況によって、その対応方法が異なります。 

 

① ２号財産から１号財産に振り替える場合 

２号財産から１号財産への振替は、適時に行うことが可能です。 

 

② １号財産から２号財産に振り替える場合  

１号財産から２号財産への振替は、不可能ではありませんが、安易に認め

られるべきものでもありません。１号財産は、公益目的事業のために使用又

は処分することが義務付けられている公益目的事業財産に当たるからです

（公益法人認定法第18条本文参照）。ただし、例えば、金融資産である１号

財産を２号財産に振り替えること以外に、法人管理の財源不足を補う方法が

ない場合には、１号財産から２号財産への振替も許容することができると考

えますが、安易な振替となっていないかどうか注意する必要があります。 

また、１号財産から２号財産に振り替えた財産額は、振替後も公益目的取

得財産残額（公益認定が取り消された場合に、類似の事業を目的とする他の

公益法人等に対して贈与する財産の額）の算定に含めることとなりますので、

御留意ください（公益法人認定法施行規則第26条第５号）。 

 

２ なお、上記の振替を行う際には、あらかじめ必要な機関決定等を行ってく

ださい。

問Ⅴ－４－⑪（遊休財産額） 

 移行認定後又は公益認定後に、金融資産の１号財産（公益目的保有財産）と

２号財産（公益目的事業を行うために必要な収益事業等その他の業務又は活動

の用に供する財産）の配分割合を変更することは可能でしょうか。 
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答 

１ 将来への単なる備えとして保有している資金については、そのままでは特

定費用準備資金の要件を満たしませんが、移行認定に際して、法人が現に保

有している資金の内容の見直しを行い、その資金の元本を将来の具体的な活

動のための財源に充てることとする場合には、申請段階で、その金額を特定

費用準備資金として整理することができます。例えば、配当金等を財源とし

て活動をしている場合に、その減少が予測され、現に保有している資金を取

り崩して充当していく場合などが考えられます。 

 

２ この場合、資金の目的である活動の内容及び時期が費用として擬制できる

程度に具体的なものであり、かつ、資金単位でどの事業に関する資金かが判

別できる程度に具体性をもって貸借対照表の特定資産として計上する等、特

定費用準備資金としての適格性を満たす必要があります（ガイドラインⅠ７.

（５）参照）。また、法人の経理的基礎を確認するため、以降の事業計画や財

務の見通しについて御説明いただく場合があります。 

 

 （注）なお、資金内容の見直しの結果、特定費用準備資金のほか、１号財産

（公益目的保有財産）等に整理することもあり得ます。 

問Ⅴ－４－⑫（遊休財産額） 

 移行認定を申請する段階で、将来の単なる備えとして保有している資金を特

定費用準備資金として整理することは可能でしょうか。 



 218

答 

 寄附者の使途の指定の内容を確認の上、基本的には以下のような考え方を参

考に整理してください（寄附者の使途の指定の確認については、問Ⅴ－４－⑭

参照）。 

ただし、実際には多種多様な事例が考えられ、以下の考え方が直接当てはま

らない場合も考えられることから、個々の具体的な事例に即して判断すること

となります。 

 

１ 認定前に寄附者から取得した財産である場合 

① 認定前に、寄附者により、当該資金の運用益を具体的な公益目的事業の財

源に充てる旨の指定がかけられている場合 

通常は１号財産（公益目的保有財産）に該当します。 

１号財産は、継続して公益目的事業のために使用しなければならないこと

とされています。この場合、運用益を具体的な公益目的事業の財源に充てる

旨の指定がかけられているため、その元本は、継続して公益目的事業のため

に使用するものということができることから、通常は１号財産に該当します。 

 

② 認定前に、寄附者により、当該資金の元本を取り崩して、具体的な公益目

的事業の財源に充てる旨の指定がかけられており、元本の全部又は一部が残

存している場合 

  ６号財産に該当します。 

  当該資金の元本の全部又は一部が取り崩されずになお残っている場合、そ

の残っている元本は、交付者の定めた使途に充てるために保有している資金

に当たるものということができることから、６号財産に整理します。 

 

２ 認定後に寄附者から取得した財産である場合 

５号財産又は６号財産に該当します。 

寄附を受けた当該資金のうち、その運用益を既に公益目的事業の財源として、

寄附者の指定した使途に従って使用しているものは５号財産に該当します。一

方で、例えば、寄附者により、元本を研究助成に充てることとされているが、

現時点では使用されておらず、言わば待機している資金は６号財産に該当しま

す。 

問Ⅴ－４－⑬（遊休財産額） 

 寄付者の定めた使途がある公益目的事業に係る資金があるのですが、控除対

象財産のうち、いわゆる１号財産、５号財産、６号財産のいずれに整理したら

よいか分かりません。どのような考え方で整理したらよいのでしょうか。 
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（注）認定後に寄附者から取得した財産は、上記のとおり５号財産又は６号財産に整

理され、直接１号財産に整理されることはありません。１号財産に整理されるケー

スとしては、例えば、一旦５号財産又は６号財産に整理された財産を支出すること

により別の財産を取得した場合が考えられます（公益法人認定法第18条第５号）。な

お、５号財産又は６号財産に整理できるのは、寄附について具体的な使途の指定が

あることが前提になりますので、御留意ください。 
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答 

１ 寄附者の指定した使途の確認は、寄附の際の募集要項や契約書、寄附当時

の理事会等の議事録その他寄附者の意図が確認できる文書を通じて行ってい

ただく必要があります。 

 

２ しかしながら、移行認定の前に受け取った寄附については、寄附者の意図

を確認できる文書が無かったり、当該文書を探し出すのに膨大な作業が発生

したりするような場合、あるいは寄附者の死亡により確認が困難であること

などが考えられます。その場合には、法人におけるこれまでの当該寄附の取

扱いから、寄附者の意図を合理的に推定できる場合には、理事会での確認等

をもって、使途の確認に代替できると考えられます。 

 

３ また、審査に当たっては、寄附者の意図が確認できる文書、使途の確認の

代替手段としての理事会の議事録等を提出していただくことがありますので、

御留意ください。 

 

問Ⅴ－４－⑭（遊休財産額） 

 寄付者の指定した使途の確認はどの程度行う必要があるのでしょうか。確認

作業が膨大となることが見込まれる場合や、寄附者が死亡している場合には、

どのように確認したらよいでしょうか。 
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答 

１ 御質問の社団のように、現在実質的に公益目的事業と法人運営の管理財源

の両方に充てている資金は、そのままでは公益目的事業財産とそれ以外の財

産に区分されていないことになります。仮に当該資金全体を公益目的事業財

産として整理すると、管理費に使用することはできません。 

 

２ したがって、当該資金については、公益目的事業に係る部分と法人会計に

係る部分とに区分する必要があります。 

 

３ 公益目的事業財産とそれ以外の財産との区分けについては、公益目的事業

のうち伝統芸能行事保存のための事業に利用される部分と、法人の管理運営

の財源とする部分とを分割することについて、寄附者等の意思を確認（寄附

者等の死亡により確認が困難な場合には、法人におけるこれまでの当該寄附

の取扱いから寄附者等の意図を合理的に推定）した上で、それぞれに6号財産

（交付者の定めた使途に充てるために保有している資金）として整理する必

要があります。 

 

（注）公益法人においては、公益目的事業財産という財産区分があります。公益目的事

業財産は、公益目的事業に使用しなければならず、更に、公益目的取得財産残額を

毎事業年度末に算定しなければなりません（公益法人認定法第18条、公益法人認定

法施行規則第48条第１項）。 

このため、公益目的事業に使用する財産とそれ以外の事業や管理費に使用する財

産とは区分しておく必要があります。 

 

 

問Ⅴ－４－⑮（遊休財産額） 

 寄付者から、○○地方で３年に一度行われる伝統芸能行事を保存するための

資金に使ってほしいとの使途の指定を受けて、当該資金の寄附を受けました。

当社団では、従来から、当該資金を取り崩して、当該伝統芸能行事への助成財

源に充てるとともに、法人運営の管理費の財源にも充ててきたところです。移

行認定の申請に当たり、当該資金を６号財産（交付者の定めた使途に充てるた

めに保有している資金）に整理しようと思うのですが、この場合、当該資金を

公益目的事業会計に係る部分と法人会計に係る部分とに分けなければならない

のでしょうか。 
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問Ⅴ－５－①（会計監査人設置基準）  

公益法人は会計監査人を設置しなければならないのでしょうか。 

答 

１ 公益法人には、一般社団・財団法人以上に適正な財産の使用や会計処理が

求められます。そのため、法は認定基準において、会計監査人を置くもので

あることを要求しています（公益法人認定法第５条第 12 号）。 

 

２ しかしながら、会計監査人の設置が費用負担を伴うものであること等にか

んがみ、一定の基準に達しない法人については会計監査人の設置を義務付け

ないこととしています。具体的には、①収益の額が 1,000 億円未満、②費用

及び損失の額の合計額が 1,000 億円未満、③負債の額が 50 億円未満、の全て

の要件を充たす場合には会計監査人の設置は義務付けられません（公益法人

認定法施行令第６条）。 

 

（注）負債の額が 200 億円を上回る場合には、一般社団・財団法人であっても

会計監査人の設置が義務付けられています（一般社団・財団法人法第２条、

第 62 条及び第 171 条）。 

 

３ 上記の基準により法令上会計監査人を置くことが義務付けられていない場

合であっても、会計監査人を設置すれば、公益法人認定法第５条第２号によ

り求められる経理的基礎の要件の情報開示の適正性を充たすことになります

（ガイドライン２．（３）①）。 

 

４ なお、会計監査人を設置するためには、実際にその選任を行う必要がある

ことはもちろんですが、その前提として定款に会計監査人を置く旨を定める

ことが必要となります。公益認定を申請する場合には、定款の定めや具体的

な会計監査人の選定についてもあらかじめ十分検討しておくことが必要です。 
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問Ⅴ－５－②（会計監査人設置基準） 

 移行認定を受けて新制度の公益法人として活動することを考えていますが、

会計監査人を設置しなければならなくなるのでしょうか。 

答 

１ 公益法人は、一定の除外要件に該当する場合を除き、会計監査人を置くこ

とが義務付けられており、特例民法法人が整備法の規定により移行認定を受

けて公益法人となる場合には、移行登記の日に開始する最初の事業年度から

会計監査人を置くことが必要となります（ガイドライン 11．（２））。移行のス

ケジュールにもよりますが、この最初の事業年度は通常の事業年度の途中か

ら開始することになりますので、実際の会計監査人の選任が難しくなるおそ

れがあります。 

 

２ 特例民法法人については、従来の公益法人に関する指導・監督が引き続き

及ぶため、資産額が 100 億円以上若しくは負債額が 50 億円以上または収支決

算額が10億円以上の法人については公認会計士等による監査を受けることが

要請されています（公益法人の指導監督体制の充実等について（平成 13 年２

月９日）参照）。また、新制度においては負債の額が 50 億円以上であること

等の要件に該当する場合には会計監査人の設置が義務付けられており（FAQ 問

Ⅴ－５－①参照）、その結果、新制度の下で会計監査人の設置が義務付けられ

ることとなる法人のほとんどは従来の要請監査の対象となっています。 

 

３ 以上を踏まえれば、従来の主務官庁からの指導･監督に従って会計監査人等

の外部監査を受けている場合には、これを継続していただければ特段の問題

は生じないこととなります。しかしながら、外部監査の要請の対象となる公

益法人のうち外部監査を受けた法人は 44.3%にとどまっており、特に都道府県

所管の法人については 24.4%と極めて低い水準にあります。新たな制度の下で

は、会計監査人の設置は要請ではなく義務となりますから、設置基準に該当

することが見込まれる場合には、法令に違反する状態となることのないよう

特例民法法人である期間中から会計監査人の設置について具体的な検討を行

うことが必要です。 

 

（注）外部監査を受けた法人についての数値は、平成 20 年度公益法人に関す

る年次報告に基づくものです。 
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問Ⅴ－５－③（会計監査人設置基準）  

一般社団・財団法人を設立した上で、公益認定を受けて新制度の公益法人と

して活動することを検討していますが、会計監査人は認定を受けたら直ちに

設置しなければならないのでしょうか。 

答 

１ 公益法人は、一定の除外要件に該当する場合を除き、会計監査人を置くこ

とが義務付けられており、一般社団・財団法人が認定を受ける場合には、公

益認定を受けた日から会計監査人を置くことが必要となります。 

 

２ 法人が定款によって事業年度を区切らない場合には、監査対象となる期間

は公益認定を受けた日の属する事業年度の開始日に遡ることとなりますが、こ

のような場合に会計監査人を選任することは、実際上は相当困難になるものと

思われます。また、法人が定款によって事業年度を区切ることとした場合でも、

監査対象となる事業年度は通常の事業年度の途中から始まることになるため、

実際の会計監査人の選任は難しくなるおそれがあります。 

 

３ 従って、一般社団・財団法人が公益認定を受けようとする場合には、申請

を行う予定の事業年度については当初から定款の定めにより会計監査人を設

置、選任しておくこと等により、法令に違反することとならないよう十分検討

しておくことが必要です。 
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問Ⅴ‐６‐①（役員に対する報酬等）  

役員等報酬等支給基準について、「理事の報酬額は理事長が理事会の承認を得

て定める」のような支給基準とすることは可能でしょうか。 

答 

１ 公益法人の理事等の報酬等が、民間事業者の役員の報酬等や公益法人の経

理の状況に照らし、不当に高額な場合には、法人の非営利性を潜脱するおそ

れがあり、適当ではありません。このため、理事等に対する報酬等が不当に

高額なものとならないよう支給の基準を定めていることを公益認定の基準と

した上（公益法人認定法第５条第 13 号）、当該支給基準は公表するとともに、

その基準に従って報酬等を支給することを定めています（公益法人認定法第

20 条）。更に、この支給基準は、理事等の勤務形態に応じた報酬等の区分、金

額の算定方法、支給の方法等が明らかになるよう定める必要があります（公

益法人認定法施行規則第 3条）。 

 

２ 支給基準において理事等各人の報酬額まで定める必要はありませんが、ご

質問いただいたような定め方では報酬科目や算定方法が明らかにされず、認

定基準を満たしていないものと考えます。 

 

３ なお、理事の報酬等の支給基準ではありませんが、報酬等の額については、

定款で定めていないときは、社員総会又は評議員会の決議により定めること

が必要です（一般社団・財団法人法第 89 条）。これは、理事が自らの報酬等

の額を定めることによるお手盛りを防止するためです。したがって、支給基

準に則った場合であっても、理事長が理事の個々の報酬等の額を決定するこ

とは認められません。 

 

（注）理事によるお手盛りを防止するという一般社団・財団法人法の趣旨から

は、定款又は社員総会若しくは評議員会においては、理事の報酬等の総

額を定めることで足り、理事が複数いる場合における理事各人の報酬等

の額を、その総額の範囲内で理事会の決議によって定めることは差し支

えないと解されます。 
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問Ⅴ‐６‐②（役員に対する報酬等）  

理事に対するお車代も報酬に含めて支給基準に盛り込むことが必要でしょう

か。 

答 

理事、監事、評議員に対する報酬等とは、報酬、賞与その他の職務遂行の

対価として受ける財産上の利益及び退職手当と定められていますので（公益

法人認定法第５条第 13 号）、理事に対するお車代は、交通費実費相当額を支

給する場合は、報酬等には該当しません。 

 

 



 228

 

問Ⅴ‐６‐③（役員に対する報酬等）  

非常勤理事や評議員に対して給与は支給できるのでしょうか。非常勤理事や

評議員は現在は無報酬ですが、報酬等の支給基準を定めるという基準の意味

は報酬を支給しなければならないということなのでしょうか。 

答 

１ 公益法人の理事等の報酬等が、民間事業者の役員の報酬等や公益法人の経

理の状況に照らし、不当に高額な場合には、法人の非営利性を潜脱するおそ

れがあり、適当ではありません。このため、理事等に対する報酬等が不当に

高額なものとならないよう支給の基準を定めていることが公益認定の基準と

されています（公益法人認定法第５条第 13 号）。 

 

２ ただし、報酬等の支給基準を定めるといっても、報酬等の支給を義務付け

る趣旨ではなく、無報酬でも問題ありません。その場合は、報酬等の支給基

準において無報酬である旨を定めることになります。 

 

３ 逆に、非常勤理事や評議員に対し、職務遂行の対価として、各々の責任に

見合った報酬等を支給することも可能です。非常勤理事や評議員に対して、

職務遂行の対価として支給する日当や、交通費実費相当額を超えて支給する

お車代等は、本基準でいう報酬等に含まれます。 

 

４ 定款で「原則」無報酬であるとしながらも、常勤役員等に対して支給する

ことも「できる」と規定する場合には、支給する場合の基準について定めて

おくことが必要です。定款で支給ができる旨の規定はあるものの、当面の間

は役員報酬を支給する予定がないような場合は、支給基準において無報酬で

ある旨を定めたうえ、支給する場合の基準は省略しても構いません（この場

合は、将来支給することとなった場合には支給基準の改訂が必要になりま

す。）。 
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問Ⅴ‐６‐④（役員に対する報酬等）  

報酬等支給基準は理事会で決定する必要がありますか。 

答  

１ 公益法人の理事等の報酬等が、民間事業者の役員の報酬等や公益法人の経

理の状況に照らし、不当に高額な場合には、法人の非営利性を潜脱するおそ

れがあり、適当ではありません。このため、理事等に対する報酬等が不当に

高額なものとならないよう支給の基準を定めていることが公益認定の基準と

されています（公益法人認定法第５条第 13 号）。 

 

２ この報酬等支給基準については、理事、監事に係る分については①社員総

会又は評議員会で決定する方法と、②社員総会又は評議員会においては、報

酬等の総額を定めることとし、支給基準は理事については理事会で、監事が

複数いる場合は監事の協議によって決定する方法の２通りが考えられます

（一般社団・財団法人法第 89 条、第 105 条）。したがって、必ずしも理事会

で決定する必要はありませんが、上記のうちいずれかの方法での決定が必要

となります。 

 

３ 一方、評議員の報酬等の額は、定款で定めることになりますが（一般社団・

財団法人法第 196 条）、その支給基準については、定款又は評議員会のいずれ

かで決定することになります。 
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問Ⅴ‐６‐⑤（監事の報酬等）  

監事の報酬等は、どのように決めればいいのでしょうか。 

答 

  監事が、ガバナンス上の重要な役割（問Ⅱ－７－③参照）を適切に果たし

ていくためには、理事からの独立性を確保する必要があり、一般社団・財団

法人法では、監事の報酬等について、定款の定め又は社員総会（評議員会）

の決議によってその額を定めることとされています（一般社団・財団法人法

第 105 条）。 

  具体的には、監事は、社員総会において、個人的な能力、資質等が信頼で

きるとの判断の下に選任されるものであり、その適正な報酬を確保する必要

があることから、定款の定め又は社員総会（評議員会）の決議において、各

監事の報酬等の具体的な金額を決定することが望ましいと考えられます。 

  なお、そのような定め方をせずに、次のような方法で監事の報酬等を定め

ることは許されないものと考えられますので注意が必要です。 

  ① 監事の報酬等と理事の報酬等とを一括してその総額を定めること 

  ② 監事の報酬等の総額のみを定め、各監事の報酬等は、理事（又は理事

会）が決定すること 

  ③ 各監事の報酬等の上限額等を定め、その範囲内で理事（又は理事会）

が各監事の報酬等の具体的な金額を決定すること 

 

（参照条文） 

一般社団・財団法人法第 105 条 監事の報酬等は、定款にその額を定めていないときは、

社員総会の決議によって定める。 

２ 監事が二人以上ある場合において、各監事の報酬等について定款の定め又は社員総会

の決議がないときは、当該報酬等は、前項の報酬等の範囲内において、監事の協議によ

って定める。 

３ 監事は、社員総会において、監事の報酬等について意見を述べることができる。 
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問Ⅴ‐６‐⑥（役員等に対する報酬等）  

報酬等支給基準について、どのような支給の基準を定める必要がありますか。

答  

 公益法人の役員等に対する報酬等の支給の基準については、公益法人認定

法施行規則第３条において、次の４つの事項につき定める必要があるとされ

ています（注１）。 

 

（注１）対象は、社団法人については理事及び監事、財団法人については理事、監事及び

評議員であるため、これらを漏れなく定めていることが必要です。 

 

 ① 理事等の勤務形態に応じた報酬等の区分 

理事等の勤務形態に応じた報酬等の区分とは、常勤役員、非常勤役員の報

酬の別等をいい、例えば、常勤理事への月例報酬、非常勤理事への理事会等

への出席の都度支払う日当等（注２）になります。 

 

（注２）非常勤の理事等に対する日当等が、交通費実費相当額を超える場合は、報酬等に

該当する場合があります。 

 

 ② その額の算定方法 

その額の算定方法とは、報酬等の算定の基礎となる額、役職、在職年数等

により構成される基準等をいい、どのような過程をたどってその額が算定さ

れるかが第三者にとって理解できるものとなっている必要があります。 

例えば、役職に応じた一人あたりの上限額を定めたうえ、各理事の具体的

な報酬金額については理事会が、監事や評議員については社員総会（評議員

会）が決定するといった規定は、許容されるものと考えられます（国等他団

体の俸給表等を準用している場合、準用する給与規程（該当部分の抜粋も可）

を支給基準の別紙と位置づけ、支給基準と一体のものとして行政庁に提出し

ていただくことになります。）。 

一方、社員総会（評議員会）の決議によって定められた総額の範囲内にお

いて決定するという規定や、単に職員給与規程に定める職員の支給基準に準

じて支給するというだけの規定では、どのような算定過程から具体的な報酬

額が決定されるのかを第三者が理解することは困難であり、認定基準を満た

さないものと考えられます。 

また、退職慰労金について、退職時の月例報酬に在職年数に応じた支給率

を乗じて算出した額を上限に各理事については理事会が、監事や評議員につ
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いては社員総会（評議員会）が決定するという方法も許容されるものと考え

られます。（問Ⅴ－６－④及び⑤参照） 

なお、いずれの報酬につきましても、不当に高額なものとならないよう支

給の基準を定めていただく必要があります。 

 

 ③ 支給の方法 

支給の方法とは、支給の時期（毎月か出席の都度か、各月または各年のい

つ頃か）や支給の手段（銀行振込みか現金支給か）等をいいます。 

 

④ 支給の形態 

支給の形態とは、現金･現物の別等をいいます。ただし、「現金」「通貨」と

いった明示的な記載がなくとも、報酬額につき金額の記載しかないなど金銭

支給であることが客観的に明らかな場合は、「現金」等の記載は特段なくても

構いません。 

  

（参照条文） 

公益法人認定法施行規則第３条 公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律 

（平成十八年法律第四十九号。以下「法」という。）第五条第十三号 に規定する理事、監

事及び評議員（以下「理事等」という。）に対する報酬等の支給の基準においては、理事

等の勤務形態に応じた報酬等の区分及びその額の算定方法並びに支給の方法及び形態に

関する事項を定めるものとする。 

 

公益法人認定法第５条 行政庁は、前条の認定（以下「公益認定」という。）の申請をした

一般社団法人又は一般財団法人が次に掲げる基準に適合すると認めるときは、当該法人に

ついて公益認定をするものとする。 

 一～十二 （略） 

 十三  その理事、監事及び評議員に対する報酬等（報酬、賞与その他の職務遂行の対価

として受ける財産上の利益及び退職手当をいう。以下同じ。）について、内閣府令で定め

るところにより、民間事業者の役員の報酬等及び従業員の給与、当該法人の経理の状況そ

の他の事情を考慮して、不当に高額なものとならないような支給の基準を定めているもの

であること。 

 十四～十八 （略） 
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問Ⅴ‐７‐①（株式保有の制限）  

他の団体の意思決定に関与することができる財産と信託契約との関係につい

て教えてください。 

 

答 

１ 公益法人が株式等の保有を通じて営利法人等の事業を実質的に支配するこ

とにより、公益目的事業比率が 50％以上という認定基準を潜脱することを防

ぐため、公益法人による他の団体の意思決定に関与することができる財産の

保有を制限する認定基準を設けています。 

 

２ 保有制限の対象に信託契約に基づく委託者又は受託者の権利を含めているのは、

委託者又は受託者としての権利に他の団体の意思決定に関与することができる

権利が含まれる場合が考えられるためです。したがって信託についての意思決

定に関与する場合を想定しているものではなく、公益法人が株式等を信託する

場合に株式等の議決権を委託者又は受益者以外のものに無条件に付与する場合

には、その範囲において意思決定に関与することができる財産には含まれませ

ん。
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答 

１ 法人会計の財源を確保した結果、法人会計が黒字になることがありますが、

そのことのみをもって、直ちに公益法人認定法との関係で問題が生ずるもの

ではありません。例えば、将来において管理部門の設備投資が予定されてい

る場合など管理部門強化のための財源が必要となるような場合には、合理的

な計画の下に、必要な範囲で法人会計を黒字とすることはあり得ます。 

 

２ 他方で、公益法人は、公益目的事業の実施に当たり無償又は低廉な価格設

定などによって受益者の範囲を可能な限り拡大すること、また、公益目的事

業や収益事業等及び管理業務のために現に使用せず、かつ、今後も使用する

見込みがない多額の財産を蓄積しないことが求められています。このため、

例えば、上記１のような合理的な理由もないにもかかわらず、法人会計に多

額の黒字が恒常的に発生するような状態は、適切ではないと考えられます。 

 

３ こうした考えの下、審査の段階では、法人に対し、必要に応じ、寄附者等

の定めた法人会計への配分割合、賛助会費又は会費（経費）に係る規程に定

める法人会計への配分割合やそのように定めた法人の考え方など事実関係等

の確認をさせていただくことがありますので、御留意ください。また、事後

の監督において、法人会計に多額の黒字が恒常的に計上されている場合その

他必要と認められる場合には、法人会計の黒字について、その合理的理由や

公益目的事業への影響等を確認させていただくことがあるほか、必要に応じ

見直しを求める場合もあります。 

 

（注）公益認定申請のための別表Ｇ（収支予算の事業別区分経理の内訳表）は、公益目

的事業会計、収益事業等会計及び法人会計に区分しなければなりません（ガイド

ラインⅠ18.（２）参照）。このうち法人会計の区分は、管理業務やその他の法人

全般に係る事項を処理するものです。法人会計は損益を獲得することを目的とす

るものではなく、基本的には収支均衡を図るべきものといえます。 

法人会計の財源としては、寄附（公益財団法人の賛助会費を含む。）、公益社団法

人の会費（経費）のほか、基本財産や特定資産の運用益などが考えられます。こ

れらの財源は、一般に管理業務だけでなく公益目的事業にも充てられますので、

問Ⅴ－８－①（法人会計の黒字） 

 公益認定申請のため、別表Ｇ（収支予算の事業別区分経理の内訳表）を作成

しているのですが、法人会計が黒字になるような予算は認められないのでしょ

うか。 
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寄附や会費（経費）については、寄附者や会費規程によって、両事業への配分割

合が定められます（公益社団法人の会費（経費）については、使途が定められて

いない場合には会費（経費）の半分を公益目的事業に使用することとされていま

す。）。 

また、基本財産や特定資産の運用益については、法人が、その元本たる基本財産

や特定資産の一部を、合理的な範囲内において管理業務に充てるために保有する

金融資産（２号財産）として整理することで、運用益を法人会計の財源として確

保することができます。 
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答 

１ 公益目的事業のみを実施する法人は、寄附を受けた財産や公益目的事業に

係る活動の対価として得た財産のうち、適正な範囲内の管理費相当額につい

ては、公益目的事業財産には含まれないものと整理することができます（ガ

イドラインⅠ17.（４））。これは、公益目的事業を行っている法人に管理費の

原資がなくなるのを防ぐためです。 

 

２ この場合に、何が「適正な範囲内」であるのかは、法人の個別事情により

異なると考えられます。例えば、将来において管理部門の設備投資が予定さ

れている場合など管理部門強化のための財源が必要となるような場合には、

合理的な計画の下で必要な範囲で法人会計を黒字としたとしても適正な範囲

内であると考えることも可能と考えられます。 

 

３ 他方で、公益法人は、公益目的事業の実施に当たり無償又は低廉な価格設

定などによって受益者の範囲を可能な限り拡大すること、また、管理業務の

ために現に使用せず、かつ、今後も使用する見込みがない多額の財産を蓄積

しないことが求められています。このため、上記２のような合理的な理由も

ないにもかかわらず、法人会計に多額の黒字が恒常的に発生するような状態

は、適切ではないと考えられます。 

 

４ こうした考えの下、審査の段階では、法人に対し、必要に応じ、公益目的

事業会計と法人会計への配分の考え方等について、必要な確認等をさせてい

ただくことがありますので、御留意ください。 

また、事後の監督において、法人会計に多額の黒字が恒常的に計上されてい

る場合その他必要と認められる場合には、法人会計の黒字について、その合理

的理由や公益目的事業への影響等を確認させていただくことがあるほか、必要

に応じ見直しを求める場合もあります。 

 

 

問Ⅴ－８－②（法人会計の黒字） 

 公益目的事業のみを実施している場合において、寄附を受けた財産や公益目

的事業に係る活動の対価として得た財産を公益目的事業会計と法人会計に配分

する場合、法人会計が黒字になるように配分することは可能でしょうか。 
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問Ⅴ‐９‐①（残余財産処分）  

公益法人の残余財産の帰属先を複数の公益法人に定めることはできますか。 

答 

１ 公益法人の残余財産の帰属先は、法令で適格な者を定めていますが(公益法

人認定法第５条第 18 号、同第 17 号、公益法人認定法施行令第８条)、適格と

定められた者に属する限り、具体的な帰属先が単数である必要はなく、複数指

定することが可能です。 

 

２ その法人と類似の事業を目的とする公益法人は財産帰属先として適格であ

ると定められていることから、類似事業を目的とする公益法人であれば、複

数を定めることは差し支えありません。 
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問Ⅴ‐９‐②（残余財産処分）  

一般社団・財団法人を新たに設立して公益法人の残余財産の帰属先として指

定することはできますか。 

答 

１ 公益法人が清算をする場合の残余財産は、引き続き公益的な活動に使用さ

れる必要があり、法令で一定の要件を満たす公益的な活動を行う者を帰属先

とするよう定めています（公益法人認定法第５条第 18 号、同第 17 号、公益

法人認定法施行令第８条）。 

 

２ 一般社団・財団法人はその行う事業に格別の制限がなく、法令や公序良俗

に反しない限り、あらゆる事業を目的とすることが可能です。したがって、

残余財産の帰属先として適格な者を定める公益法人認定法施行令第８条第２

項イの「主たる目的が公益に関する事業を行うものであることが法令で定め

られている」という要件は満たさないことから、一般社団・財団法人を帰属

先として指定することはできません。 
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問Ⅵ‐１‐①（公益目的事業財産）  

財団法人で賛助会費を集めていますが、その会費収入の扱いは、社団法人の

社員が支払う会費と同様に、目的を定めていなければ半分が公益目的事業財

産になるという理解でいいのでしょうか。 

 

答 

１ 公益財団法人の会員が払う会費は、公益社団法人の社員が社員たる資格に

伴って定款で定めるところにより支払ういわゆる会費（一般社団・財団法人

法第 27 条）とは性格が異なり、認定法上は基本的には寄附金に該当するもの

と考えられます。 

 

２ したがって賛助会費を徴収するに当たり、目的を定めなければ全額が公益

目的事業財産になりますが（公益法人認定法第 18 条第１号）、一定割合を管理

費に充てるなど公益目的事業以外への使途を明らかにすれば、その定めた割合

にしたがいます。 
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問Ⅵ‐１‐②（公益目的事業財産）  

法人の管理費の財源はどこに求めたらいいのでしょうか。またその経理方法

はどうすればいいのでしょうか。 

答 

１ 管理費については、法人の事業を管理するために、毎年度経常的に要する

費用であり、従来は法人において事業管理費（間接事業費）として管理費に

計上していた場合であっても、新制度移行後は、事業に関連する費用は、実

態に応じて事業費に配賦することができます（問Ⅴ－３－②参照）。 

 

２ 事業費に配賦してもなお残る管理費（一般管理費）については、財源とな

りうる収入源としては、寄附金、補助金、収益事業等からの利益、会費収入、

管理費に充てるものとして合理的な範囲で保有し特定資産に計上する金融資

産からの運用益が考えられます。ただし、寄附金については管理費に充てる

割合を明らかにして募集するか、寄附者から同様の指定を受けておく必要が

あります。補助金については、交付者による使途の指定が必要です。収益事

業等からの利益は、50％は公益目的事業財産に組み入れる必要がありますが、

組み入れた後、残余の使い道は法人の任意です。社団法人の社員から徴収す

る会費収入は、徴収にあたり使途を定めなければ 50％を公益目的事業財産に

組み入れる必要がありますが、残余の使い道は法人の任意となりますし、管

理費に充てる割合を定めて徴収すれば、その割合にしたがって管理費に充て

ることができます。また、公益目的事業しか行わない法人については、使途

の定めがなく受け入れた寄附金や公益目的事業に係る対価収入から、適正な

範囲で管理費に割り振ることが可能です（問Ⅵ－１－③参照）。 

 

３ 公益法人は事業ごとの区分経理の方法として、公益目的事業に関する会計

（公益目的事業会計）、収益事業等に関する会計（収益事業等会計）、管理業

務に関する会計（法人会計）の３つに会計を区分したものを損益計算書の内

訳表で表示していただくことにしていますが（公益法人会計基準の運用指針

13 様式２－３）、寄附金、会費収入、財産運用益等を管理費に充当する場合

には、管理業務に係る会計（法人会計）の経常収益に直接計上するようにし

て下さい。収益事業等からの利益を管理費に充てる場合には、収益事業等会

計から法人会計への他会計振替として経理するようにして下さい（公益法人

会計基準の運用指針 様式２－３参照）。 
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問Ⅵ‐１‐③（公益目的事業財産）  

公益目的事業しか行わない法人は、管理費の捻出のためには収益事業を行わ

なければならないのでしょうか。 

答 

１ 公益法人が公益目的事業に関して得た財産は公益目的事業を行うために使

用、処分しなければなりません（公益法人認定法第 18 条参照）。公益目的事

業しか行わない法人の法人運営上必要な管理業務は、広い意味で公益目的事

業を行うためと評価できるため、公益目的事業に関して得た財産から管理業

務に充てるものは、合理的な範囲で公益目的事業財産に組み入れないことが

できます。例えば、寄附金（公益法人認定法第 18 条第１号）や公益目的事業

の対価収入（同第３号）は、必要な範囲で管理費に割り振ることが可能です。 

 

２ したがって、従来公益目的事業に係る収入で管理費もまかなっていた法人

が、管理費の捻出のため新たに収益事業を開始しなければならなくなること

は、基本的にはないものと考えています。 

 

３ 公益目的事業しか行わない法人が寄附金、対価収入の一部を合理的な範囲

で管理費に充てる場合の経理の方法については、管理費に割り振る収益は管

理業務に係る会計（法人会計）の経常収益に直接計上し、残余を公益目的事

業に係る会計（公益目的事業会計）の経常収益に計上するようにして下さい

（問Ⅵ－１－②、公益法人会計基準の運用指針 13 

様式２－３参照）。 

 

４ 管理費に割り振る収益は、法人会計の収益に直接計上しますので、収支相

償の判定（公益法人認定法第５条第６号）においても公益目的事業に関する

収入からは除かれることとなります。 
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問Ⅵ‐１‐④（公益目的事業財産）  

一般社団法人の社員は会費を支払わなければならないのでしょうか。 

答 

 

１ 法人がどういう者を会員、準会員、特別会員などとして定め、これらの者

から会費を徴収するのかどうか、徴収する場合に金額をどのように設定する

かは、法人の判断に委ねられます。 

 

２ したがって社団法人において、社員権を有する者である社員は、入社に伴

い自動的に会費支払い義務が生じるわけではありません。法人が定款におい

て、事業活動で経常的に生じる費用としての経費の全部又は一部を、社員か

ら徴収する旨を定める場合に、社員は定められた費用を支払う義務を負いま

す。この場合において公益法人認定法との関係では、社員が支払う経費の額

に応じて社員の議決権に差を設けることはできず（公益法人認定法第５条第

14 号ロ）、また徴収にあたり使途を定めていなければ半分が公益目的事業財産

になります（公益法人認定法施行規則第 26 条第１号）。 
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問Ⅵ‐１‐⑤（公益目的事業財産）  

一般社団法人について法律上認められている基金は拠出者への返還義務があ

りますが、公益目的事業財産に含めなければならないのでしょうか。 

答 

１ 基金制度は、剰余金の分配を目的としないという一般社団法人の基本的性

格を維持しつつ、その活動の原資となる資金を調達し、その財産的基礎の維

持を図るための制度で、法人の任意で設けることができます（一般社団・財

団法人法第 131 条）。 

 

２ 基金として受け入れた財産は拠出者への返還義務があるため、寄附金、補

助金など公益目的事業財産に含まれうる財産のいずれにも該当しないことか

ら（公益法人認定法第 18 条各号）、公益目的事業財産にはなりません。 

 

３ 遊休財産額（公益法人認定法第 16 条）を算出するにあたっては、基金は負

債に含めて計算しますので、法人の資産から負債を控除した上で、使途に拘

束がかかっていない財産額を算定するという遊休財産額の計算方法では、基

金は遊休財産額には含まれないことになります（公益法人認定法施行規則第

22 条第２項第１号）。 

 

４ なお、基金は、貸借対照表上は純資産の部に計上します（一般社団・財団

法施行規則第 31 条）。 
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問Ⅵ‐２‐①（区分経理）  

収益事業等は事業ごとに区分経理しなければならないとのことですが、どう

いう単位で事業を分ける必要があるのでしょうか。 

答 

１ 公益法人は公益目的事業比率（公益法人認定法第５条第８号）を達成する

範囲内で、収益事業等を行うことが可能ですが、これは公益目的事業を支え

るために行われるべきものであり、収益事業等から生じる利益の 50％は公益

目的事業に使用しなければなりません（公益法人認定法第 18 条第４号他）。

そのため、収益事業等の収支を明らかにしておく必要があることから、その

会計は公益目的事業から区分して各収益事業等ごとに経理することとしてい

ます（公益法人認定法第 19 条）。 

 

２ このような収益事業等の位置づけに照らし、事業の分け方としては、まず

①収益事業と②その他の事業（法人の構成員を対象として行う相互扶助等の

事業を含む）に区分します。 

 

３ 次に、法人の事業の実態に応じて区分する必要があれば、上記２で区分し

た事業を、更に事業内容、設備・人員、市場等により区分します。事業運営

上、意義や必要性がない場合にまで区分することを求めているものではあり

ません。 

 

４ なお、事業の実態と法人経営の視点から、事業を区分して経理をすること

は、収益事業等に限らず、公益目的事業にも共通する要請です。 

 

５ このように区分経理した結果の表示としては、法人が事業年度毎に作成す

る損益計算書においてはその内訳表で、収益事業等に関する会計（収益事業

等会計）は公益目的事業に関する会計（公益目的事業会計）や管理業務に関

する会計（法人会計）と区分し、更に上記の区分に応じて収益事業等ごとに

表示します。認定法第７条第２項第２号の収支予算書の作成も同様です。事

業を区分した際の各事業名は、事業報告書に概要を記載する各事業との対応

関係が明確になるようわかりやすい表示が求められます。 

 

４ また、収益事業等から生じた利益の 50％を超えて公益目的事業財産に繰り

入れる法人においては、貸借対照表の内訳表で、収益事業等会計は公益目的

事業会計、法人会計（管理業務に関する会計）とは区分して表示します（公

益法人認定等ガイドラインⅠ18）。 

 



 245

 

問Ⅵ‐２‐②（区分経理）  

公益認定の申請書や認定後の事業報告に記載する公益目的事業の単位は計算

書類で区分経理を行う事業の単位と一致している必要がありますか。 

答 

１ 公益目的事業のチェックポイントに記載する場合や収支相償の第一段階の

計算を行う場合の事業は、事業の実態等から類似、関連するものを適宜まと

めたものを単位とします（公益目的事業のチェックポイント【補足】(1)、FAQ

問Ⅴ－２－①参照）。 

 

２ 損益計算書（正味財産増減計算書）の内訳表において区分経理を行う際に

は、事業の実態等に応じて事業を区分することになります（ガイドラインⅠ

18）。 

 

３ 補助金の交付を受けて行う事業は補助金単位で区分経理を行うことがあり

ますが、そのような場合は別として、行政庁への申請又は報告の様式に記載

する事業の単位と計算書類で表示する事業の単位とは、ともに法人が作成し、

行政庁に提出するものであること、特に認定後の事業報告と計算書類は法人

の事務所において備え置き、閲覧の対象となることから、両者の対応関係が

わかるように整理されている必要があります。 
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問Ⅵ‐２‐③（区分経理）  

共通費用は必ず配賦しなければならないのでしょうか。 

答 

１ 事業費と管理費とに関連する費用で配賦することが困難な費用は管理費に

配賦することができます。事業費のうち公益目的事業に係る事業費と収益事

業等に係る事業費とに関連する費用で配賦することが困難な費用は、収益事

業等に係る事業費に配賦することができます（公益法人認定法施行規則第 19

条）。 

 

２ 公益目的事業に係る事業費で各事業に配賦することが困難な費用は、公益

目的事業に関する会計の中で「共通」の会計区分を設けて配賦することがで

きます。収益事業等に係る事業費で収益事業とその他の事業とに配賦するこ

とが困難な費用は、収益事業に係る費用に配賦することができます。収益事

業又はその他の事業のそれぞれにおいて、各事業に配賦することが困難な費

用はそれぞれの会計の中で「共通」の会計区分を設けて配賦することができ

ます。 
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問Ⅵ‐２‐④（区分経理）  

区分経理を行い、他の会計区分における収益又は利益を振替える会計区分間

の取引が発生した場合には、正味財産増減計算書内訳表の他会計振替額の欄

に計上することになりますか。 

答 

１ 他会計振替額は、正味財産増減計算書内訳表における経常外増減の部の下

に表示されており、基本的には利益ベースでの振替えを会計区分間で行う場

合に表示することが考えられています。したがって、収益事業等から生じる

利益を公益目的事業会計に繰入れる場合には、他会計振替額を用いることに

なります。 

        

収益事業等
会計

A事業 B事業

Ⅰ一 般正 味財 産 増減 の 部

　１．経 常増 減の 部

　　（1）経 常収 益

…

　２．経 常外 増減 の 部

　　（1）経 常外 収益

…

　　（2）経 常外 費用

　　　 　当 期経 常外 増減 額

　　 他会計振替額

　       当期一般正味財産増減額

正味 財産増 減計 算書内 訳表

平 成X年 4月 1日から平 成X+1年3月31日ま で

（単位：千 円）

科　　　 目

公益目的事
業会計 法 人

会 計
内 部取
引 消去

合 計

 
 

２ また、収益事業等会計で発生した利益を管理費の財源に充当する場合にも、

他会計振替額を用いて財源を振替えることとなります（問Ⅵ－１－②参照）。 

 

３ ご質問のうち、他の会計区分における収益についての取扱いはその科目に

より異なります。例えば、会費収入など法人内のルールにより、会計区分へ

の配賦の基準が決まっている場合には、振替えではなく、直接各会計の経常

収益区分に計上することとなります。 

 

４ 各事業対価収入のほか、各事業に発生する収益については直接内訳表の経

常収益区分に計上することになりますが、法人に共通的に発生する可能性の

ある収益科目については、例えば以下の（表１）に示した方法によることと

なります。 
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（表１）直接区分の基準 

経常収益科目 配賦方法 

寄付金収入 使途の定めにより配賦。なお、公益目的事業のみを実施する

法人は、一部を合理的な範囲で管理費の不足相当分に配賦す

ることができる。 

補助金収入 使途の定めにより配賦 

会費収入 ・ 徴収に当たり使途を定めた場合には使途の定めにより配

賦 

・ 使途の定めのないものは 50％を公益目的事業に配賦 

財産運用益 ・ 資産の区分方法に従う。 

公益目的事業対価収入 公益目的事業のみを実施する法人は、一部を合理的な範囲で

管理費の不足相当分に配賦することができる。 
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問Ⅵ‐３‐①（移行後の基本財産の扱い）  

現在の法人における基本財産、運用財産は新制度ではどのように整理すれば

いいのでしょうか。 

答 

１ 現在の民法法人で基本財産、運用財産として管理されている財産には色々

な性格のものがあると考えられます。 

 

２ 基本財産 

(1) 財団法人の基本財産は、寄附行為においてその旨定めているものですが、

現在の寄附行為の定めは、公益財団法人又は一般財団法人に移行した後は、

基本財産の定めとしての効力を持ちません（整備法第 89 条第６項）。新制度

では、基本財産は財団法人の目的である事業を行うために不可欠なものとし

て定めた上、維持義務と処分制限がかかり（一般社団・財団法人法第 172 条

第２項）、その滅失により法人の目的事業が不能となると法人の解散事由にな

るものとして（同法第 202 条第１項第３号）、定められています。そのため財

団法人においては、新制度での基本財産の要件と効果を見定めた上で改めて

定款で基本財産を定めることになります。基本財産を定めた場合には、貸借

対照表の資産の部において基本財産として計上します。また新制度では必ず

しも基本財産を定めなければならないものでもありません。 

 

(2) 社団法人の基本財産は、定款においてその旨定めているものと考えられま

すが、新制度においては社団法人の基本財産に関する規定はなく、現在の定

款の定めは、公益社団法人又は一般社団法人に移行した後も、引き続き効力

を持つものと考えられます。貸借対照表には、資産の部の基本財産として計

上します（社団法人の基金については問Ⅵ－１－⑤参照）。 

 

(3) 公益法人に移行する場合には公益目的事業財産（公益法人認定法第18条）、

遊休財産額（同法第 16 条）との関係が問題となります。 

① 基本財産が金融資産、通常の土地、建物であり、公益目的事業の用に供す

る場合には、公益目的事業に不可欠な特定の財産（同法第５条第 16 号）には

該当しませんが、財産目録で公益目的保有財産である旨を表示して、公益目

的事業財産に組み入れることができます（同法第 18 条第７号）。基本財産が、

特定性のある財産で、法人の目的、事業と密接不可分な関係にあり、その法

人が保有、使用することに意義がある場合には、不可欠特定財産である旨、

維持及び処分の制限を定款で定めて公益目的事業財産に組み入れ、財産目録
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で不可欠特定財産である旨を表示します（公益認定等ガイドラインⅠ15.）。 

 

② 基本財産を公益目的事業財産に組み入れると、その運用益も公益目的事業

に使用しなければなりません。基本財産のうち、管理業務やその他の必要な

活動に使用するものは合理的な範囲内で公益目的保有財産の表示をせず、公

益目的事業財産に組み入れないことができます。 

 

③ 基本財産のうち、公益目的保有財産の表示をして公益目的事業の用に供す

る財産、管理業務やその他の必要な活動に使用するために合理的な範囲で保

有する財産は遊休財産額には含まれません（公益法人認定法施行規則第 22 条

第３項第１号、第２号、公益認定等ガイドラインⅠ8.(1)(2)）。 

 

３ 運用財産は、現在も新制度でも法令上の定めはなく、その運用益を法人の

事業運営に充てるために安全、確実な方法で管理、運用している資産である

と考えられます。新制度においては、一般的には①目的、②積立ての方法、

目的取崩し及び目的外取崩しの要件、④運用方法等を定める特定資産に該当

するものと思われます。貸借対照表においては特定資産として計上した上で、

公益目的事業の財源に充てる場合には、財産目録で公益目的保有財産である

旨を表示して、公益目的事業財産に組み入れます（同法第 18 条第７号）。た

だし公益目的事業財産に組み入れると、使途が公益目的事業に限定されるこ

とから、管理業務やその他の必要な活動の財源に充てる運用財産については、

合理的な範囲で公益目的保有財産にはしないで特定資産として計上すること

ができます。 
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問Ⅵ‐３‐②（定款における基本財産、不可欠特定財産の定め方）  

新制度の基本財産についての定款の定めは、「評議員会で基本財産とすること

を決議した財産」といった定め方でもいいのでしょうか。 

答 

１ 一般社団・財団法人法上の基本財産とは、財団法人の目的である事業を行

うために不可欠なものとして定款で定めた財産であり、民法上の財団法人に

おいて、主務官庁の指導により置くことが義務づけられていた「基本財産」

とは異なるものです（Ⅵ－３－①参照）。 

 

２ 定款に基本財産を定めるに当たっては、どの財産が基本財産となっている

のかを、ある程度具体的に判別できるような方法で定款に記載することが望

ましいと思われますが、その定め方については、原則として各法人における

種々の事情に応じて任意であると考えられます（注１）。 

 

３ 一方、「公益目的事業を行うために不可欠な特定の財産」（不可欠特定財産）

があるときは、その旨並びにその維持及び処分の制限について、必要な事項

を定款で定めているものであることが公益認定の基準の一つとなっています

（公益法人認定法第 5条第 16 号）。 

  この不可欠特定財産は、法人の目的、事業と密接不可分な関係にあって、

当該法人が保有、使用することに意義がある「特定の」財産である（注２）こ

とから、不可欠特定財産がある旨の定款の定めについては、財産種別や場所・

物量等を列記するなどの方法により、どの財産が不可欠特定財産に該当する

のかが分かるように定款に具体的に記載する必要があります（注３）。 

  なお、財団法人における不可欠特定財産に係る定款の定めは、基本財産と

しての定めを兼ね備えるものとなります（ガイドライン I15.）。 

 

（注１）ただし、例えば、単に「毎年度の財産目録に基本財産として表示する財産」とだ

け定款に定める場合、「「公益法人会計基準」の運用指針」（平成 20 年 4 月 11 日内閣府

公益認定等委員会）において、基本財産は「定款において基本財産と定められた資産」

とされていることから、相互に参照する結果となるため、適当ではないと考えられま

す。 

 

（注２）金融資産や通常の土地・建物は、不可欠特定財産には該当しません（ガイドライ

ン I15.）。 
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（注３）各財産を一点ごとに特定するような方法で記載する必要がありますが、著しく多

量の財産を定める場合には、財産の形状・性質などに着目した一定の分類ごとにまと

めて記載し、それぞれの数量を記載することも可能と考えられます（この場合、行政

庁から個別の財産の目録等の提出をお願いすることがあります。）。 

 

（参照条文） 

一般社団・財団法人法第 172 条 （略） 

２ 理事は、一般財団法人の財産のうち一般財団法人の目的である事業を行うために不可

欠なものとして定款で定めた基本財産があるときは、定款で定めるところにより、これを

維持しなければならず、かつ、これについて一般財団法人の目的である事業を行うことを

妨げることとなる処分をしてはならない。 

 

公益法人認定法 5条 （略） 

 十六 公益目的事業を行うために不可欠な特定の財産があるときは、その旨並びにそ 

の維持及び処分の制限について、必要な事項を定款で定めているものであること。 
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問Ⅵ－４－①（会計基準）  

公益法人は公益法人会計基準を使わなければならないのでしょうか。 

答 

１ 公益法人は、一般に公正妥当と認められる公益法人の会計基準その他の公

益法人の会計の慣行によることが求められますが（公益法人認定法施行規則

第 12 条）、これは特定の会計基準の適用を義務付けるものではありません。

したがって現行の公益法人会計基準（注１）を適用することも可能です。ただし、

どのような会計基準を選択する場合であっても、法令で定められた書類を法

令に則った方法により作成し、提出する必要があります（注２）。 

（注１）現行の公益法人会計基準（以下「平成 16 年改正基準」）とは、平成１６年９月１

７日公益法人等の指導監督に関する関係省庁連絡会議申合せにより公表され、平成１８

年４月１日以降開始する事業年度より適用されている会計基準のことを指します。 

 

（注２）公益法人が法令で作成することを定められた書類とは、貸借対照表及び損益計算

書並びにこれらの附属明細書、キャッシュ・フロー計算書、財産目録です。また基金に

ついての規定が設けられたり（一般社団・財団法人法第 131 条）、収益事業等の区分経

理（公益法人認定法第 19 条）や公益目的で保有する財産の表示（同法第 18 条第７号）

が必要とされたりなど、書類の作成方法についても新たに規定が設けられています。 

ただし、キャッシュ・フロー計算書は、会計監査人の設置義務がある公益法人のみ

作成が義務付けられています（公益法人認定法第 21 条、公益法人認定法施行規則第 28

条）。 

 

２ 今般、作成した公益法人会計基準は、新たに法律で定められた附属明細書

や基金をはじめ、公益法人に求められる区分経理や公益目的で保有する財産

の表示を含めていますので、法人の会計処理の利便に資するものと考えます。 

 

３ なお、法令上作成が必要な書類や公益認定基準のうち財務会計関係の基準

は、損益計算をベースとしており、旧公益法人会計基準（注）に基づく現金収支

ベースで作成する計算書類では、法律で求められている書類とはみなされな

いと考えられますので、損益計算を基礎とした会計基準に基づき、計算書類

等を作成することが必要となります。 

 

(注)旧公益法人会計基準とは、昭和６０年９月１７日公益法人指導監督連絡会議決定によ

り公表された会計基準のことを指します。 
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問Ⅵ－４－②（会計基準）  

一般社団・財団法人はどの会計基準を使えばいいのでしょうか。 

答 

１ 一般社団・財団法人が適用する会計基準について、特に義務付けられてい

る会計基準はなく、一般に公正妥当と認められる会計の基準その他の会計の

慣行によることが求められます（一般社団・財団法人法施行規則第 21 条）。

そのため、平成 16 年改正基準や企業会計の基準を適用することも可能であり

ますが、どのような会計基準を選択する場合であっても、法令に則った書類

を作成することが必要となります。 

 

２ 一般社団・財団法人においては、貸借対照表及び損益計算書並びにこれら

の附属明細書の作成が義務付けられています（一般社団・財団法人法第 123

条）。ここにおいて義務付けられている書類は、損益計算をベースとして作成

することを求めているため、例えば、旧公益法人会計基準（注）に基づく現金収

支ベースで作成されている計算書類では、法律で求められている書類とはみ

なされないと考えられますので、損益計算を基礎とした会計基準に基づき、

計算書類等を作成することが必要と考えます。 

(注)旧公益法人会計基準とは、昭和６０年９月１７日公益法人指導監督連絡会議決定に

より公表された会計基準のことを指します。 

 

３ なお、新制度に合わせて作成した公益法人会計基準は、新たに法律で定め

られた附属明細書や基金も含む会計基準でありますので、法人の会計処理の

利便に資するものと考えます。 
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問Ⅵ‐４‐③（会計基準）  

特例民法法人が公益法人又は一般社団・財団法人に移行した場合（移行法人

となった場合）の法人に適用される会計基準は何でしょうか。 

 

答 

１ 特例民法法人が公益社団・財団法人に移行した場合について、特定の会計

基準の適用を義務付けていることはありませんが、一般に公正妥当と認めら

れる公益法人の会計基準その他の公益法人の会計の慣行によることが求めら

れます（公益法人認定法施行規則第１２条）。新制度に合わせて作成した公益

法人会計基準はこれにあたるものと考えられますが、当面は平成 16 年改正基

準を適用することも可能です。ただし、どのような会計基準を選択する場合

であっても、法令に則った書類を作成し、提出する必要があります（問Ⅵ－

４－①参照）。 

 

２ 特例民法法人が一般社団・財団法人に移行した場合（移行法人となった場

合）について、特に義務付けられている会計基準はなく、一般に公正妥当と

認められる会計の基準その他の会計の慣行によることが求められます（整備

法施行規則第 1条）。新制度に合わせて作成した公益法人会計基準はこれにあ

たるものと考えられますが、企業会計の基準や、当面は平成 16 年改正基準を

適用することも可能です。ただし、どのような会計基準を選択する場合であ

っても、法令に則った書類を作成することが必要となります。 

 

３ なお、新制度に合わせて作成した公益法人会計基準は、新たに法律で定め

られた附属明細書や基金も含む会計基準でありますので、公益法人又は一般

社団・財団法人いずれに移行した場合においても、法人の会計処理の利便に

資するものと考えます。 
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問Ⅵ‐４‐④（会計基準）  

今まで企業会計基準を用いてきましたが、公益法人等に移行した後も、企業

会計基準を利用することはできますか。 

 

答 

１ 公益社団・財団法人又は一般社団・財団法人のどちらに移行しても、特定

の会計基準の適用を義務付けていることはありません。引き続き、企業会計

の基準を用いることが可能です。ただし、法令に則った書類を作成すること

は必要です。 

 

２ なお、新制度に合わせて作成した公益法人会計基準は、新たに法律で定め

られた附属明細書や基金も含む会計基準でありますので、公益法人又は一般

社団・財団法人いずれに移行した場合においても、法人の会計処理の利便に

資するものと考えます（公益社団・財団法人への移行の場合は問Ⅵ－４－①、

一般社団・財団法人への移行の場合は問Ⅵ－４－②参照）。 
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問Ⅵ－４－⑤（会計基準）  

特例民法法人が、新制度に合わせて作成された公益法人会計基準を適用する

場合には、いつからになるのでしょうか。例えば、3 月決算法人が平成 25 年

6 月に申請する場合には、どうなりますか。 

答 

１ 特例民法法人が申請にあたり、直前事業年度に係る計算書類を添付してい

ただく際には、新制度を踏まえた計算書類となっていることが望ましいと考

えていますが、そうではない場合に、新制度を踏まえた計算書類を別途作成

する必要はありません。 

 

２ 新たに作成された公益法人会計基準の実施時期は、平成 20 年 12 月１日以

降に開始する最初の事業年度からですが、移行認定又は認可を申請する特例

民法法人については、翌事業年度から適用することで差し支えないとしてい

ます（会計基準等運用指針附則２）。その意味は、上記特例民法法人が新基準

の適用を決めたとしても、法人ごとに移行準備の事情が様々であることから、

平成 16 年改正基準を適用している法人の場合、平成 22 年３月期の計算書類

は平成 16 年改正基準を適用することも可能ということです。この場合におい

て、申請時に添付する計算書類が平成 22 年３月期の計算書類であれば、法令

で規定するその他の資料は整えて提出する必要があるものの、平成 16 年改正

基準に基づく計算書類を添付することで構いません。なお、申請時点との関

係で、申請時に添付する計算書類が平成 21 年３月期以前のものとなる場合に

平成 16 年改正基準を用いることができるのは言うまでもありません。 

 

３ ご質問の法人については、平成 25 年６月に申請するとのことですから、そ

の直前事業年度である平成 25 年３月期の計算書類は、新基準を適用していた

だくことが法人にとっても利便であると考えられますが、少なくとも平成 24

年３月期までは、平成 16 年改正基準の適用を継続することで差し支えありま

せん。また逆に、新制度施行後の適宜の事業年度から新基準を適用し、新基

準に習熟した後に申請するという過程を経ることも当然可能です。 
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問Ⅵ‐４‐⑥（会計基準）  

収支予算書や収支計算書は新制度の施行後も作成しなければならないのでし

ょうか。 

答 

１ 平成 16 年改正基準においては、会計基準は法人の財務状況を分かりやすく

外部に報告するためのものであるとの立場から、財務諸表は、①貸借対照表、

②正味財産増減計算書、③財産目録及び④キャッシュ・フロー計算書とされ、

その他の内部管理事項（収支予算書、収支計算書等の作成及び書類の保存）

については特段の定めを置かないこととされました。 

 

２ しかしながら、従来の指導監督体制の下において、内部管理事項について

も統一的な取扱いが定められ実施されてきたことにかんがみ、公益法人制度

改革が行われるまでの間については、引き続き収支予算書や収支計算書等の

作成及び書類の保存を行うものとされています（「公益法人会計基準の改正等

について」（平成 16 年 10 月 14 日公益法人等の指導監督等に関する関係省庁

連絡会議申合せ））。 

 

３ 公益法人会計基準においては、財務諸表は、①貸借対照表、②正味財産増

減計算書及び③キャッシュ・フロー計算書とされ、収支予算書と収支計算書

については会計基準の範囲から除かれています。また、収支予算書や収支計

算書の作成及び書類の保存等について定めた「公益法人会計基準の内部管理

事項について」（平成 17 年３月 23 日公益法人等の指導監督等に関する関係省

庁連絡会議幹事会申合せ）は、平成 16 年改正基準に基づき、現行の民法法人

及び特例民法法人について定められたものであり、公益法人会計基準を適用

する新制度の公益社団・財団法人及び一般社団・財団法人には適用がありま

せん。 

 

４ 上記のとおり、収支予算書は会計基準の範囲から除かれていますが、公益

法人については公益法人認定法においてその作成及び保存が義務付けられて

いるため、新制度の施行後も引き続き作成する必要があります（公益法人認

定法第 21 条第１項）。その様式は特に定められていませんが、従来の収支計

算ベースではなく、損益計算ベースでかつ事業別に区分された収支予算数値

が記載されている必要があります（公益法人認定法施行規則第 30 条）。 

 

５ なお、現行の収支計算書において行われているような予算と実績の比較は、
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公益法人会計基準においては特に求めていないため、法人において、予算と

実績の比較が必要な場合には、今後は、収支（損益）予算書と正味財産増減

計算書を用いて法人内部で行うこととなります。 

 

（参考）収支予算書等の根拠と適用する公益法人会計基準との関係 
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問Ⅵ‐５‐①（作成すべき書類等）  

公益法人は定期的にどういう書類を作成し、備え置かなければならないので

しょうか。また一般社団・財団法人についてはどうでしょうか。 

 

答 

１ 公益社団法人は、定款及び社員名簿を、公益財団法人は定款をそれぞれ作

成し、常時、備え置く必要があります（一般社団・財団法人法第 14 条、第 31

条、第 32 条第１項、第 156 条）。また、毎事業年度開始の日の前日までに、

事業計画書、収支予算書、資金調達及び設備投資の見込みを記載した書類を

作成し、その事業年度の末日までの間備え置く必要があります（公益法人認

定法第 21 条第１項、公益法人認定法施行規則第 27 条）。 

 

２ また、毎事業年度経過後３ヶ月以内に、財産目録、役員等名簿、役員等報

酬等の支給の基準、キャッシュ･フロー計算書（注１）、運営組織及び事業活動の

状況の概要及びこれらに関する数値のうち重要なものを記載した書類を作成

し、その後５年間備え置く必要があります（公益法人認定法第 21 条第２項、

公益法人認定法施行規則第 28 条）。 

 

３ さらに、適時に正確な会計帳簿を作成する必要があり（一般社団・財団法

人法第 120 条第１項、第 199 条）、定時社員総会又は定時評議員会の２週間前

の日から５年間、各事業年度に係る計算書類（貸借対照表及び損益計算書）

及び事業報告並びにこれらの附属明細書（以下「計算書類等」）、監査報告、

会計監査報告（注２）を備え置くとともに（一般社団・財団法人法第 123 条第２

項、第 129 条、第 199 条）、定時社員総会又は定時評議員会終結後は遅滞なく、

貸借対照表（負債額が 200 億円以上の大規模一般法人については貸借対照表

及び損益計算書）を公告する必要があります（一般社団・財団法人法第 128

条、第 199 条）（注３）。 

 

（注１）キャッシュフロー計算書を作成しなければならない法人は、会計監査

人の設置が義務付けられている法人のみです（公益法人認定法施行規則第

28 条第１項第１号）。 

（注２）会計監査報告については、会計監査人を置いていない法人にあっては

作成、備置きは不要です。 

（注３）貸借対照表の要旨の公告で足りる場合や、法人が貸借対照表の公告義

務を負わない場合もあります（一般社団・財団法人法第 128 条第２項、第
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３項、第 199 条）。 

 

４ 一般社団・財団法人は、定款及び社団法人における社員名簿の作成及び常

時備置き、会計帳簿の作成、各事業年度に係る計算書類等、監査報告及び会

計監査報告の備置きと決算公告の必要があることは公益社団・財団法人と同

様ですが、それ以上の定めは置かれていません。なお、理事会を置いていな

い一般社団法人については、計算書類等、監査報告及び会計監査報告（会計

監査人を置いている法人に限ります）を定時社員総会の１週間前の日から５

年間備え置けばよいとされています（一般社団・財団法人法第 129 条第１項、

第 199 条）。 

 

５ なお、公益法人を含め、社員総会、理事会、評議員会の議事録を作成し、

備え置く必要があります（一般社団・財団法人法第 57 条、第 95 条第３項、

第 97 条第１項、第 193 条、第 197 条）。 
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問Ⅵ‐５‐②（作成すべき書類等）  

公益法人は、法令上作成し、備え置くべきこととされている書類について、

社員又は評議員から閲覧請求があった場合に、常に閲覧させなければならな

いのでしょうか。 

 

答 

１ 公益法人が法令上、作成し、備え置くべきこととされている書類（問Ⅵ－

５－①参照）のうち、定款については、社員、評議員及び債権者に対して閲

覧を拒否することができません（一般社団・財団法人法第 14 条第２項、第 156

条第２項）。社団法人の社員名簿については、正当な理由がない限り閲覧を拒

否することができません。 

会計帳簿又はこれに関する資料については、一定の議決権を有する社員及

び評議員が閲覧の請求をすることができ、社員に対しては一般社団・財団法

人法第 32 条第３項に掲げる場合を除き閲覧を拒否することはできず、評議員

に対しては理由のいかんを問わず、閲覧を拒否することはできません（一般

社団・財団法人法第 121 条、第 199 条）。 

計算書類等、監査報告及び会計監査報告については、社員、評議員及び債

権者に対して閲覧を拒否することはできず、その他の者に対しては正当な理

由がない限り閲覧を拒否することができません（公益法人認定法第 21 条第４

項）。財産目録、役員等名簿等それ以外の書類についても、正当な理由がない

限り閲覧を拒否することができません。 

 

２ 一般社団・財団法人が法令上、作成し、備え置くべきこととされている書

類（問Ⅵ－５－①参照）のうち、定款については、社員、評議員及び債権者

に対して閲覧を拒否することができず、社団法人の社員名簿については、社

員にのみ閲覧請求権がありますが、社員の権利の確保又は行使に関する調査

以外の目的で請求を行ったとき、法人の業務の遂行を妨げ又は社員の共同の

利益を害する目的で請求を行ったときなど一定の事由に該当する場合を除き

閲覧を拒否することができません（一般社団・財団法人法第 32 条第３項）。

また、会計帳簿については社員又は評議員に閲覧請求権があり、計算書類等、

監査報告及び会計監査報告については、社員、評議員及び債権者に閲覧請求

権があり、これについて拒否することができるかどうかについては公益法人

と同様です。 

 

３ なお、公益法人を含め、社員総会、理事会及び評議員会の議事録について
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は、社員、評議員及び債権者が閲覧の請求をすることができ、これを拒否す

ることはできません（ただし、理事会については、社員又は債権者が閲覧の

請求をする場合には裁判所の許可が必要です）（一般社団・財団法人法第 57

条第４項、第 97 条第２項から第４項まで、第 193 条第４項、第 197 条）。）。 
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問Ⅵ‐５‐③（作成すべき書類等）  

公益法人は、事業年度途中で補正予算を組む場合、行政庁に提出する必要が

あるのでしょうか。 

 

答 

１ 公益法人が、法律上、行政庁に提出することとされている予算は、事業年

度開始前に作成し、備置く収支予算書であり、事業年度途中で組んだ補正予

算を行政庁に提出することは求められていません（公益法人認定法第 21 条第

１項）。 

 

２ ただし事業年度経過後に、作成し、備え置かなければならない計算書類等

は、補正予算による修正を経た後の事業計画に対する実績に基づいて作成す

ることとなりますし、行政庁に報告する公益目的事業比率なども、補正予算

の実行を踏まえた実績を基礎に計算する必要があります。 
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問Ⅵ‐５‐④（作成すべき書類等）  

特例民法法人が公益法人又は一般社団・財団法人に移行した場合は、どうい

う計算書類を作成しなければならないのでしょうか。一般社団・財団法人が

公益認定を受けた場合はどうでしょうか。 

 

答 

１ 特例民法法人が公益法人又は一般社団・財団法人に移行した場合には、移

行登記（整備法第 106 条、同第 121 条）の日の前日までを特例民法法人の事

業年度の期末日として、当該日までの計算書類（貸借対照表及び損益計算書）

及び事業報告並びにこれらの附属明細書（以下「計算書類等」）を作成し、移

行後に開催する社員総会又は評議員会に提出して承認を受けることになりま

す。移行した後の事業年度については、移行登記の日を開始日とし、定款で

定めた通常の事業年度の期末日を末日とする計算書類等を作成し、当該事業

年度経過後の定時社員総会又は定時評議員会に提出して承認を受けることに

なります。 

 

（注）事業年度の定め方の例としては、移行認定又は移行認可の申請の際に添

付する定款の変更の案の附則において、「整備法第 106 条（又は同第 121 条）

第１項に定める特例民法法人の解散の登記と、公益法人（又は一般社団・財

団法人）の設立の登記を行ったときは、第○条（定款変更の案における事業

年度を定めた条項）の定めにかかわらず、解散の登記の日の前日を事業年度

の末日とし、設立の登記の日を事業年度の開始日とする。」と定めることが考

えられる。 

 

２ 一般社団・財団法人が公益認定を受けた場合には、公益認定を受けた日の

属する事業年度に係る計算書類等については、公益認定を受けた日の前日ま

でと公益認定を受けた日からに分けて作成し、両者を一体のものとして、当

該事業年度経過後の定時社員総会又は定時評議員会に提出し、承認を受ける

ことになります。 
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問Ⅶ－①（欠格事由）  

暴力団員等が理事等であったり、事業活動を支配したりすることが欠格事由

となっていますが、どうやって審査をするのですか。 

答 

１ 新たな公益法人制度では、公益法人の名称の使用など公益認定に伴う法律

上の効果を付与するにふさわしくないものとして、一定の欠格事由（これに

該当する場合には、たとえ公益認定の基準を満たしていても公益認定を受け

られない事由）を設けています（公益法人認定法第６条）。 

 

２ このうち、公益法人が暴力団員等に利用されることを排除するため、理事、

監事及び評議員に暴力団員等がいること、事業活動が暴力団員等により支配

されていることを欠格事由としています（同条第１号ニ及び第６号）。そして

これら欠格事由に該当するかを審査するに際しては、行政庁が内閣総理大臣

の場合には警察庁長官、行政庁が都道府県知事の場合には、警視総監又は道

府県警察本部長に意見を聴くこととしています（公益法人認定法第８条第２

号）。 

 

（注）行政庁より警察庁長官等に対する意見聴取の仕組みが設けられたのは、公益法人に

関しては、①認定取消し後は行政庁による一般的な指揮監督権が及ばないため、公益

法人である期間中に不当にあげた利益の不当な利用を予防する必要があること、②公

益法人という名称の独占的使用が認められており、高い社会的信用を得て多額の寄附

金を募ることが可能であること、③モノ、サービスによる反対給付を行うことなく、

寄附金受領により容易に資金獲得、蓄積が可能であること、④認定取消し後も一般社

団・財団法人として実質的に事業継続が可能であること等の特徴を有するためです。 

 

（参照条文） 

公益法人認定法第６条 前条の規定に関わらず、次のいずれかに該当する一般社団法人又

は一般財団法人は、公益認定を受けることができない。 

一 その理事、監事及び評議員のうちに、次のいずれかに該当する者があるもの 

イ～ハ 略 

ニ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第二条第六号に規定する暴力

団員（以下この号に置いて「暴力団員」という。）又は暴力団員でなくなった日から

五年を経過しない者（第六号において「暴力団員等」という。） 

二～五 略 

六 暴力団員等がその事業活動を支配するもの 
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問Ⅶ－②（欠格事由）  

公益法人認定法第６条第１号イの規定によると、ある公益法人（甲法人）の

理事Ａが他の公益法人（乙法人）の理事、監事又は評議員を兼務している場

合、甲法人の公益認定が取り消されると、乙法人も公益認定の取消し事由（欠

格事由）に該当し、認定取消しが連鎖していくことになるのではないでしょ

うか。 

答 

１．公益法人認定法第６条第１号イの規定の趣旨は、甲法人が公益認定の取消

しを受けたことについて責任を有する者が乙法人の理事、監事又は評議員に

就任すると、公益法人としての適正な運営等に支障があることから、乙法人

の公益認定を取り消そうというものであり、認定取消しを無制限に連鎖させ

ることを意図するものではありません。 

 

２．同規定にいう「業務を行う理事」とは、取消し原因となった事実に係る「業

務」の執行を担当する理事です。 

 

３．したがって、 

①理事Ａが甲法人の業務を執行する理事ではない場合、又は 

②業務を執行する理事であっても取消原因となった事実に関する「業務」以

外の執行を担当していた場合 

など、甲法人の認定取消し原因となった事実に係る業務の執行を担当する理

事であった者が乙法人の理事、監事又は評議員の中に存在しない場合、乙法

人は欠格事由に該当しないこととなりますので、その公益認定が取り消され

ることはありません（下図参考）。 

 

（補足１）一般社団・財団法人法では、「代表理事」及び「業務を執行する理事として理事会

で選定された理事」を、法人の業務を執行する理事として定めています（第 91 条第１

項）が、公益法人認定法第６条第１号イの「業務を行う理事」に該当するかどうかは、

単に法人の業務を執行する理事であるというだけではなく、取消し原因となった事実

に係る業務の執行を担当していたかどうかについても勘案して判断することになりま

す。なお、申請により甲法人が認定取消しになった（公益法人認定法第 29 条第１項第

４号）場合は、取消し原因となった事実に係る業務が観念し難いため、乙法人の公益

認定が取り消されるものではありません。 
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（補足２）一般社団・財団法人法では、理事は、法人に著しい損害を与えるおそれのある事

実を発見したときは、当該事実を社員又は監事に報告する義務を負い（第 85 条）、報

告を怠った場合は法人に対して損害賠償責任を負うこととされています（第 111 条第

１項）。したがって、上図において、理事Ｂが乙法人の理事、監事又は評議員を兼務し

ている場合は、理事Ｂは乙法人に対して当該事実を報告する必要があります。 

 

（補足３）また、公益認定の取消しの際は、行政手続法に基づく事前の聴聞が必要であり（行

政手続法第 13 条第１項第１号イ）、甲法人の認定取消しが一気に行われるわけではあ

りません。 

 

（参照条文） 

公益法人認定法 

第６条 前条の規定にかかわらず、次のいずれかに該当する一般社団法人又は一般財団法

人は、公益認定を受けることができない。 

一 その理事、監事及び評議員のうちに、次のいずれかに該当する者があるもの 

イ 公益法人が第二十九条第一項又は第二項の規定により公益認定を取り消された場

合において、その取消しの原因となった事実があった日以前一年内に当該公益法人

の業務を行う理事であった者でその取消しの日から五年を経過しないもの 

乙法人

理事Ａ

甲法人

理事Ａ
兼務

認定取消

欠格事由非該当

認定維持

業務アを執行

乙法人の理事、監事又は評議員
➪業務アの執行を担当する

理事であった者が存在しない

理事Ｂ

業務アの執行を担当

①業務を執行する理事ではない

②又は、業務ア以外の執行を担当

※業務ア
＝甲法人の認定取消しとなった

事実に係る業務

（参考図）
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一般社団・財団法人法 

第 85 条 理事は、一般社団法人に著しい損害を及ぼすおそれのある事実があることを発見

したときは、直ちに、当該事実を社員（監事設置一般社団法人にあっては、監事）に報

告しなければならない。 

 

第 91 条 次に掲げる理事は、理事会設置一般社団法人の業務を執行する。 

一 代表理事 

二 代表理事以外の理事であって、理事会の決議によって理事会設置一般社団法人の業

務を執行する理事として選定されたもの 

 

第 111 条 理事、監事又は会計監査人（以下この款及び第三百一条第二項第十一号におい

て「役員等」という。）は、その任務を怠ったときは、一般社団法人に対し、これによっ

て生じた損害を賠償する責任を負う。 



 270

 

問Ⅷ－１－①（公益目的事業か否かの判断①）  

公益目的事業か否かは、どのように判断するのでしょうか。（○○事業は公

益目的事業でしょうか。） 

答 

１ 公益目的事業につきましては、公益法人認定法第２条第４号に「学術、技

芸、慈善その他の公益に関する別表各号に掲げる種類の事業であって、不特

定かつ多数の者の利益の増進に寄与するものをいう。」と定義されています。 

つまり、 

Ａ「学術、技芸、慈善その他の公益に関する別表各号に掲げる種類の事業」

であって、 

Ｂ「不特定かつ多数の者の利益の増進に寄与するもの」 

という構成をとっています。 

 

２ このため、公益目的事業か否かについては、 

Ａ公益法人認定法別表各号のいずれかに該当するかという点と、 

Ｂ不特定かつ多数の者の利益の増進に寄与するものとなっているかという点 

を判断することとなります。なお、定款で定める法人の事業又は目的に根拠

がない事業は、公益目的事業として認められないことがあり得ますのでご注

意ください。 

（不特定かつ多数の者の利益の増進に寄与する事実があるかどうかについて、

申請者側において、どのような点を記載すればよいのかは、ホームページに

「公益目的事業のチェックポイント」を掲げていますのでご参照ください。） 

 

３ この判断については、有識者で構成される公益認定等委員会（都道府県に

あっては、当該都道府県に置かれた合議制の機関）において判断することと

なります。 

 

（補足１）別表各号については、単一の号に該当するとは限らず、複数の号に該当するこ

とがあり得る。 

（補足２）「不特定かつ多数の者の利益の増進に寄与するもの」というのは、「もって～に

資する」「結果として～に資する」という間接的な説明ではなく、事実に即して説明し

ていただく必要があります。 

（補足３）「公益目的事業のチェックポイント」は、これに適合しなければ直ちに公益目的

事業としないというような基準ではなく、上記Ｂの事実認定に当たっての留意点であ

り、公益目的事業か否かについては本チェックポイントに沿っているかを勘案して判
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断することとなります。 

 

（参照条文） 

公益法人認定法第２条第４号、別表 

 

（参照すべき「公益認定等ガイドライン、公益目的事業のチェックポイント」）p1、P39、

別紙 
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問Ⅷ－１－②（公益目的事業か否かの判断②）  

事業が認定法別表各号に該当すれば、公益目的事業と認められますか。 

答 

１ 公益目的事業の定義は、 

Ａ「学術、技芸、慈善その他の公益に関する別表各号に掲げる種類の事業」

であって、 

Ｂ「不特定かつ多数の者の利益の増進に寄与するもの」 

という構成をとっています。 

 

２ このため、公益目的事業か否かについては、 

Ａ公益法人認定法別表各号のいずれかに該当するかという点（注）だけでは

なく、 

Ｂ不特定かつ多数の者の利益の増進に寄与するものとなっているかという点 

を併せて審査することとなります。 

 

（注）例えば、ある事業が、その目的に着目したとき、食糧の安定供給の確保を目的とし

ていれば、別表第２１号の「国民生活に不可欠な物資、エネルギー等の安定供給の確

保を目的とする事業」に該当していると考えられます。このように別表各号に該当し

ているかは、事業の目的に着目して判断することとなります。 

（補足）公益目的事業か否かの判断についての基本的事項については、問Ⅷ-１-①をご参

照ください。 

 

（参照条文） 

公益法人認定法第２条第４号、別表 

 

（参照すべき「公益目的事業のチェックポイント」）P39、別紙 
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問Ⅷ－１－③（公益目的事業か否かの判断③）  

現在、法人税法上の収益事業とされている事業は、全て公益目的事業とは

ならないのでしょうか。 

答 

１ 新制度では、法人税法上の収益事業でない事業が公益目的事業であるとい

うことではなく、公益目的事業か否かは、 

Ａ「学術、技芸、慈善その他の公益に関する別表各号に掲げる種類の事業」

であって、 

Ｂ「不特定かつ多数の者の利益の増進に寄与するもの」 

かどうかについて、認定法に則り公益認定等委員会等において判断されるもの

です。 

 

２ 

したがって、法人の行う事業が、法人税法において収益事業として列挙され

ている事業に該当する場合であっても、認定法における公益目的事業と認定

されることもあり得ます。 

 

（補足１）公益目的事業か否かの判断についての基本的事項については、問Ⅷ-１-①をご

参照ください。 

（補足２）なお、公益法人認定法には「収益事業等」という語が用いられていますが、こ

れは「公益目的事業以外の事業」（公益法人認定法第５条第７号）の意味で用いられて

おり、法人税法上の収益事業とは直接関係がありません。 

 

（参照条文） 

公益法人認定法第２条第４号、第５条第７号、別表 

 

（参照すべき「公益目的事業のチェックポイント」）P39、別紙 
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問Ⅷ―１―④（公益目的事業か否かの判断④）  

事業について、別表各号に該当しているかの判断はどのように行うのですか。

答 

１ 公益目的事業の定義は、 

A 学術、技芸、慈善その他の公益に関する別表各号に掲げる種類の事業 

であって、 

B 不特定かつ多数の者の利益の増進に寄与するもの 

ですので、当然、事業の目的や内容から、別表のどの号に該当しているのか

を判断することとなります。 

 

２ 上記判断に当たり、定款上の事業や目的が抽象的である場合などには、当

該事業が定款上の事業や目的に根拠があるかの判定ができません（公益認定

等ガイドラインⅠ１参照）。このため、定款における事業や目的に関する規定

は、公益目的事業に即して明確で具体的に定められているのが適当です。 

 

（補足１）公益目的事業か否かの判断についての基本的事項については問Ⅷ―１―①をご参照く

ださい。 

（補足２）現在一般に公益と考えられているような事業であれば、別表各号のいずれかに該当す

るものと考えられますが、これは現在公益法人が行っている事業について別表該当性を判断

しないということを意味するものではありません。 

（補足３）定款上の目的は公益目的事業を列挙して定める必要はありませんが、以下の例に掲げ

る程度に、主な公益目的事業に即して定めるのが適当です。 

（定款の目的の望ましい例） 

例１：「この法人は、在宅療養中の患者が安心して療養生活を過ごせるよう訪問看護事業等

を行い、もって県民の健康と福祉の向上に寄与することを目的とする。」 

例２：「この法人は、○○地域の大学の在学生で成績優秀で向学心を有する者のうち、経済

的事情により就学が困難な者に対する学資の支給等を行うことにより、青少年の健全

育成に貢献することを目的とする。」 

（補足４）申請書類には、申請者が該当すると考える別表の号及び該当理由を記載する欄があり

ます。 

「事業の種類（別表の号）」の欄には、別表各号のうち、原則最も関連の深いと考える号

を記載してください。なお、複数の号に該当すると考える場合、複数選択いただいて構いま

せんが、該当理由を記入する欄には、可能な限り、最も関連の深い号との関連性も併せて記

載してください。 

また、該当理由を記載する欄には、当該事業の目的と、それが別表の号にどのように関連
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するかを簡潔に記入してください。 

 

 

（別表各号への該当理由の望ましい記入例１（最も関連の深い号のみを記載する例）） 

事業の種類 

（別表の号） 

（本事業が、左欄に記載した事業の種類に該当すると考える理由を記載

してください。） 

第１号 本事業は、○○分野の研究の充実を図るために研究者に対し研究助成金

を支給するものであり、当該分野の研究を通じて学術の振興に寄与する

ことから、「学術及び科学技術の振興を目的とする事業」に該当すると

考える。 

 

（別表各号への該当理由の望ましい記入例１（複数の号を記載する例）） 

事業の種類 

（別表の号） 

（本事業が、左欄に記載した事業の種類に該当すると考える理由を記載

してください。） 

第７号 本事業は、児童が自然と触れあう自然体験教室を企画・開催するもので

あり、豊かな情操を育む経験を児童に与えることから、「児童の健全な

育成を目的とする事業」に該当すると考える。 

第１６号 当法人は児童の健全な育成を法人の目的としているため、本事業は、第

７号が最も関連が深いが、児童の時期に自然に触れ合うことを通じて、

環境を大切にする感性を育むことも目的としており、「地球環境の保全

を目的とする事業」にも該当すると考える。 

 

 

（参照条文）公益法人認定法第２条第４号・別表、第５条第１号 

（参照すべき「公益認定等ガイドライン」）Ⅰ１ 

（参照すべき「公益目的事業のチェックポイント」）ｐ39 
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問Ⅷ－２－①（事業区分）  

行っている事業が、「公益目的事業のチェックポイント」の事業区分にない

のですが、公益目的事業と認められないのでしょうか。また、行っている

事業は、１７項目ある事業区分に全て当てはめないといけないのですか？ 

答 

１ 事業区分で掲げた事業は、法人の行う多種多様な事業の中から典型的な事

業について整理したものです。このため、多くの事業はいずれかの事業区分

に当てはまると考えていますが、事業区分に当てはまらない事業は公益目的

事業ではないということではありません。 

 

２ 公益目的事業か否かについては、事業区分に当てはまる事業であるか否かを問

わず、 

Ａ「学術、技芸、慈善その他の公益に関する別表各号に掲げる種類の事業」であっ

て、 

Ｂ「不特定かつ多数の者の利益の増進に寄与するもの」 

かどうかについて審査することとなります。 

 

３ 事業区分に当てはまらない事業について、不特定かつ多数の者の利益の増

進に寄与するものかどうかについては、ホームページに掲載している「公益

目的事業のチェックポイント」の「２．事業区分に該当しない事業について

チェックすべき点」に掲げていますのでご参照ください。 

 

（補足）公益目的事業か否かの判断についての基本的事項については、問Ⅷ-１-①をご参

照ください。 

 

（参照条文） 

公益法人認定法第２条第４号、別表 

 

（参照すべき「公益目的事業のチェックポイント」）P40、P50、P52 
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問Ⅷ―２―②（事業のまとめ方）  

多数の事業を行っていますが、申請に際しての事業のまとめ方は法人の判断

でよろしいですか。（ひとつの事業の中に、様々な事業が混在していますが、

事業を分割する必要がありますか。） 

答 

１ 事業については、事業の実態等から類似、関連するものであれば、適宜ま

とめることも可能です。 

 

２ ただし、事業をまとめるに際しては以下の点に留意して下さい。 

① 事業をまとめた結果、複数の事業区分に該当することもあり得ます。その

場合には、該当する複数の事業区分のチェックポイントを用いて説明いただ

く必要がありますのでご注意ください。（例えば、一定期間のセミナーの後、

試験合格者に資格を付与する事業の場合、「講座、セミナー、育成」と「資

格付与」の両方の事業区分のチェックポイントを用いてください。） 

② 収益事業等は明確に区分する必要があります。 

③ 申請書類においては、事業をまとめた理由（類似、関連するものと整理で

きる理由）を記載してください。 

 

（注）上記２②の「収益事業等」とは、「公益目的事業以外の事業」（公益法人認定法第５条第７

号）の意味で用いられており、法人税法上の収益事業とは直接関係ありません。 

（補足１）事業をまとめる方法としては、例えば、伝統芸能の継承・発展という目的を達成する

手段として公演事業や人材養成事業、普及啓発事業を行っている場合にこれらの事業を一ま

とまりの事業とするように、ある一つの目的を達成するための手段として整理できるような

複数の事業を一まとまりの事業としてまとめる方法があります。（例参照） 

なお、事業区分は不特定多数の者の利益の増進に寄与するものであるかの事実認定のため

に便宜上整理したものですので、事業区分に沿ってまとめていただく必要はありません。 

（補足２）申請書類の事業は定款や事業計画等の事業と完全に一致している必要はありませんが、

定款上の事業や事業計画書等と対応関係が明らかとなるように定めてください。 

 

（参照条文）公益法人認定法第２条第４号、第５条第６号 

（参照すべき「公益認定等ガイドライン」）Ⅰ１及び５ 

（参照すべき「公益目的事業のチェックポイント」）【補足】横断的注記（1） 
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例  事業を細分化すると（１）～（４）のような事業となるが、（１）～（４）は、事業目的

が同じであるため、申請書類では以下のような一つの事業としてまとめることも可能。 

 

 

 

 

 

 

 

 

公１ 伝統芸能の継承 (１) 人材養成 

(２) 自主公演 

(３) 普及啓発 

(４) 助成 

(１)~(４)の事

業目的が同じ

である場合、当

該目的を達成

する手段とし

て(１)～(４)

の事業を位置

付けることが

でき、類似・関

連する事業と

してまとめる

ことが可能。 

・伝統芸能を後世に継承

することを目的とし

ている。 

・この目的を達成するた

めに、当該芸能を受け

継ぐ人材の養成、自主

公演、一般国民への普

及啓発、継承者への助

成を行っている。 

Ａ 申請書類では、別表該

当性をまとめて説明可。

Ｂ 申請書類では、個別の事業区

分に応じたチェックポイントに

沿って説明する必要。 
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問Ⅷ－２－③（対象となる事業）  

法人の行っている事業は全て公益目的事業とそれ以外（収益事業等）に分

ける必要があるのでしょうか。それとも、主な事業だけで構いませんか。 

答 

申請いただく事業は、主な事業だけでなく、法人の行っている全ての事業に

なります。したがって、全ての事業について公益目的事業とそれ以外（収益事

業等）に分けた上で、それらの内容等を明確にしていただくことが必要です。 

 

（注）「収益事業等」とは、「公益目的事業以外の事業」（公益法人認定法第５条第７号）の

意味で用いられており、法人税法上の収益事業のことを指すものではありません。 

 

（参照条文） 

公益法人認定法第５条第７号 

公益法人認定法第７条 
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問Ⅸ―①（行政機関からの受託事業等）  

行政機関から受託した事業（指定管理者含む）は、公益目的事業と認めら

れますか。また、営利企業も参加する一般競争入札等を経て受託した事業

は、公益目的事業と認められないですか。 

答 

１ 行政機関からの受託事業であっても、単純な業務委託もあり、それだけで

直ちに公益目的事業ということにはなりません。逆に、営利企業も参加する

一般競争入札等を経ていても、一般競争入札等であることのみをもって直ち

に公益目的事業としないということもありません。 

 

２ 行政機関からの受託か否かを問わず、営利企業と競合しているような事業

の場合であっても、例えば、通常の営利企業では採算割れする等の理由で提

供しないサービスのように、その法人の事業がなければ、社会的弱者等がサ

ービスを利用することが困難となるような場合は、一般的に公益性が高いと

考えられます。 

 

３ 公益目的事業か否かについては、 

Ａ認定法別表各号のいずれかに該当するかという点と、 

Ｂ不特定かつ多数の者の利益の増進に寄与するものとなっているかという点 

を公益認定等委員会で判断することとなります。（申請者側において、どのよ

うな点を記載すればよいのかは、ホームページに「公益目的事業のチェック

ポイント」を掲載していますのでご参照ください。） 

 

（考え方）従来は行政機関が直接実施していた事業であっても、民間事業者の創意工夫を

適切に反映させることにより、より良質かつ低廉な公共サービスを実現するため、い

わゆる「市場化テスト」が実施され、行政機関から委託された公益法人について過去

に見直した際にも、官民の役割分担や規制改革の推進を基本的な考えとして改革が行

われたところです。 

さらに、認定法と同時に成立した整備法においても、法令に基づく事業を定めた個

別法にある「民法第３４条の規定により設立された法人」との規定を「公益社団法人

又は（及び）公益財団法人」と改正するのではなく、原則として「一般社団法人又は

（及び）一般財団法人」と改正していますように、法令に基づく事業であるからと言

って直ちに公益目的事業という前提ではありません。 

行政機関からの受託事業については、こうした諸般の改革や法律の整理の趣旨とも

整合性をもって考える必要があり、行政機関からの受託だからと言って直ちに公益目
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的事業となるということはありません。 

 

（補足１）公益目的事業か否かの判断についての基本的事項については、問Ⅷ-１-①をご

参照ください。 

（補足２）法人として、その事業を通じて社会にどのように貢献しようとしているのか、

そのためにどのような工夫をしているかを説明していただくこととなります。 

（補足３）営利企業が行う事業と競合する場合、そのことのみをもって不認定とするもの

ではありませんが、 

  ア 収支相償等の認定基準を満たさない（例えば、人件費等について不相当に高い支

出が費用として計上され、費用が適正な範囲ではない。）。 

  イ 別表各号への該当性が疑わしい（営利企業の行う事業との違いが見あたらないと

判断する場合、認定法第２条の別表各号に該当しないと判断する余地があります。）。 

  といった状態になっている可能性がありますので、これらの点について説明していた

だくことになります。 

 

（参照条文）公益法人認定法第２条第４号、別表 

 

（参照すべき「公益目的事業のチェックポイント」）P39、別紙 
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問Ⅸ―②（調査報告書、学会誌等の発行）  

調査報告書、学会誌等の発行が公益目的事業か否かは、どのように判断す

るのですか。 

答 

１ 公益目的事業であるためには「不特定かつ多数の者の利益の増進に寄与す

るもの」である必要があります。したがって、発行物が、何らかの公益目的

事業についての情報を普及するための手段として発行されるものであれば、

当該発行も当該公益目的事業の一環と整理することが可能です。 

 

２ 本体の公益目的事業には調査など様々なものがありますが、例えば、調査

の場合であれば、「公益目的事業のチェックポイント」の第２の１の「（6）調

査、資料収集」をご参照ください。 

 

３ また、例えば、学会誌の発行の場合には、論文の選考という事業が本体事

業で、選考した論文を普及する発行が密接不可分になっている場合、この論

文の選考が公益目的事業か否かという点をチェックすることとなります。こ

れについては、優れたものを選考する際に適用する「（14）表彰、コンクール」

をご参照ください。 

 

（補足１）公益目的事業か否かの判断についての基本的事項については、問Ⅷ-１-①をご

参照ください。 

（補足２）発行物によって広く情報が普及されることが望ましいが、その分野を専攻する

研究者の大半で構成される法人における学会誌の発行が学術の振興に直接貢献すると

考えられる場合、配布が社員に限定されていても、上記１の「普及」に当たるものと

考えられる。 

 

（参照条文） 

公益法人認定法第２条第４号、別表 

 

（参照すべき「公益目的事業のチェックポイント」）P39、P48、別紙 
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問Ⅸ―③（施設の貸与）  

施設の貸与事業を行っていますが、公益目的事業と認められますか。 

答 

１ 施設の貸与を行っている場合には、①当該施設貸与の目的は何であり、そ

の目的となる事業が別表のどの号の事業に該当するか、②上記①の目的に照

らして合理的な活動への貸与か否か（貸与先のどのような活動のために貸与

するか）という視点で整理いただくのが適当です。 

 なお、定款で定める法人の事業又は目的に根拠がない事業は公益目的事業

と認められない場合がありますので、万一、現在の定款では公益目的での貸

与が読み込めない場合、定款を変更するのが望ましいと思われますので、ご

注意ください（公益認定等ガイドラインⅠ１．参照、）。 

 

２ 施設を効率的に利用する等の理由から公益目的以外で貸与することも多く

あります。 

 この場合には、公益目的での貸与（公益目的事業）と公益目的以外での貸

与（収益事業等）を区別した上で、費用及び収益を公益目的事業会計と収益

事業等会計に計上してください。 

 公益目的事業会計に計上しうるのは、目的に照らして合理的な活動のため

の貸与であり、例えば、芸術振興を目的とした施設をオペラやクラシックの

ために貸与する場合などです。なお、必ずしも営利企業への貸与が排除され

るわけではありません。 

一方、収益事業等会計に計上するのが適当なのは、目的に照らして合理的

とは言い難い活動のための貸与であり、例えば、芸術振興を目的とした施設

を株主総会等のために貸与する場合などです。また、公益的な活動をしてい

る法人に貸与する場合であっても当該法人の収益事業、共益事業等のために

貸与する場合は、収益事業等会計に計上するのが適当です。 

 

（補足１）「公益目的事業のチェックポイント」の第２の１の「（11）施設の貸与」をご参

照ください。 

なお、費用としては、施設の維持管理に必要な経費として、減価償却費、光熱水道

費、人件費等が挙げられます。これらの総費用を使用頻度等に応じて按分していただ

くこととなります。 

（補足２）公益目的事業か否かの判断についての基本的事項については、問Ⅷ-１-①をご

参照ください。 

 

（参照条文）公益法人認定法第２条第４号、別表 

（参照すべき「公益認定等ガイドライン」「公益目的事業のチェックポイント」）P1、P39、

P46、P52、別紙 
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問Ⅸ―④（公益的な活動を行う法人の支援）  

社会福祉法人、学校法人、宗教法人等を支援する事業は、公益目的事業と

認められますか。 

答 

１ 社会福祉法人、学校法人、宗教法人等は、「学術、技芸、慈善、祭祀、宗教

その他の公益を目的とする法人」（民法（注）第３３条第２項）について特別

法の定めに基づく法人です。支援の態様にもよりますが、こうした法人の公

益的な活動を支援しているということは、こうした法人の活動を通じて社会

に公益を生み出していると考えられますので、支援している内容を申請の際

に説明していただくことになります。 

 

２ ただし、こうした法人の収益事業、共益事業等を支援する場合は公益目的

事業とはならないので、この場合は収益事業等として公益目的事業とは明確

に区分してください。 

 

（注）整備法による改正後の民法 

（補足）公益目的事業か否かの判断についての基本的事項については、問Ⅷ-１-①をご参

照ください。 

 

（参照条文） 

民法第 33 条第２項 

公益法人認定法第２条第４号、別表 

 

（参照すべき「公益目的事業のチェックポイント」）P50、別紙 
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問Ⅸ―⑤（特定地域に限定された事業）  

特定地域に限定された事業は、不特定かつ多数の者の利益の増進に寄与す

るものと認められないのでしょうか。 

答  

１ 不特定かつ多数の者の利益の増進に寄与するには、できるだけ多くの人が

事業の恩恵を受けることができるのがよいのは言うまでもありません。 

 

２ ただ、公益目的を達成するために必要な合理的な限定であれば、特定地域

に限定するのは認められます。なお、目的に照らして対象者に不当な差別を

設けて限定している場合、公益目的事業と認められませんので、ご注意くだ

さい。 

 

（補足１）公益目的事業か否かの判断についての基本的事項については、問Ⅷ-１-①をご

参照ください。 

（補足２）このケースの別表各号の代表的な例としては、３号 障害者若しくは生活困窮

者又は事故、災害若しくは犯罪による被害者の支援を目的とする事業、４号 

高齢者の福祉の増進を目的とする事業、７号 児童又は青少年の健全な育成を目的と

する事業、犯罪の防止又は治安の維持を目的とする事業、11 号 

事故又は災害の防止を目的とする事業、12 号 人種、性別その他の事由による不当な

差別又は偏見の防止及び根絶を目的とする事業 

などが挙げられる。 

 

（参照条文） 

公益法人認定法第２条第４号、別表 

 

（参照すべき「公益目的事業のチェックポイント」）P52、別紙 
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問Ⅸ―⑥（特定の弱者を救済する事業）  

特定の弱者を救済するのは、不特定かつ多数の者の利益の増進に寄与する

ものと認められるでしょうか。 

答 

１ 例えば、現に発病しているのが小数に限定されるような難病の患者を救済

する事業であっても、潜在的には、不特定多数の者が同じ病気になる可能性

があるという合理的な理由による限定であるため、不特定かつ多数の者の利

益の増進に寄与するものとなり得ます。 

 

２ このように特定の弱者の救済については、現時点で受益者が特定されてい

ても、潜在的に不特定多数の者が当該特定された弱者になる可能性がある場

合には、不特定多数の者の利益の増進に寄与する場合があります。 

 

（補足１）公益目的事業か否かの判断についての基本的事項については、問Ⅷ-１-①をご

参照ください。 

（補足２）このケースの別表各号の代表的な例としては、３号 障害者若しくは生活困窮

者又は事故、災害若しくは犯罪による被害者の支援を目的とする事業、４号 高齢者

の福祉の増進を目的とする事業、７号 児童又は青少年の健全な育成を目的とする事

業、犯罪の防止又は治安の維持を目的とする事業、11 号 事故又は災害の防止を目的

とする事業、12 号 人種、性別その他の事由による不当な差別又は偏見の防止及び根

絶を目的とする事業 などが挙げられる。 

 

（参照条文） 

公益法人認定法第２条第４号、別表 

 

（参照すべき「公益目的事業のチェックポイント」）P52、別紙 
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問Ⅸ―⑦（墓地の管理）  

墓地を管理するのが与えられた使命である法人ですが、墓地管理は公益目

的事業と考えてよいでしょうか。 

答 

１ 墓地管理については、「公益目的事業のチェックポイント」の事業区分には

ありませんので、不特定かつ多数の者の利益の増進に寄与するものであるか

の事実認定については「２ 上記の事業区分に該当しない事業についてチェ

ックすべき点」を用いていただくことになり、その際、例えば、墓地使用の

機会が一般に開かれているか（当該墓地の使用について宗派その他で差別を

設けていないなど）等を説明していただくことになります。 

 

２ 墓地管理に伴って様々な事業を行っている場合、収益事業等については公

益目的事業とは明確に区分の上、地代等を含む費用面でみて公益目的事業比

率が 50/100 以上となっている必要がありますので、ご注意ください。 

 

（補足）公益目的事業か否かの判断についての基本的事項については問Ⅷ-１-①、事業の

まとめ方については、問Ⅷ-２-②をご参照ください。 

 

（参照条文） 

公益法人認定法第２条第４号 

公益法人認定法第５条第８号 

公益法人認定法第 15 条、別表 

 

（参照すべき「公益目的事業のチェックポイント」）P40、P52、別紙 
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問Ⅸ―⑧（法令に基づく事業）  

○○法に基づく法定検査を行っているが、公益目的事業と認められるでし

ょうか。 

答 

１ 法令に基づく事業であっても、それだけで直ちに公益目的事業ということ

にはなりません。 

なお、この点に関連しては、認定法と同時に成立した整備法においては、

法令に基づく事業を定めた個別の法律の「民法第３４条の規定により設立さ

れた法人」という規定を、原則として「一般社団法人又は（及び）一般財団

法人」と改正していることに留意してください。 

 

２ 公益目的事業か否かについては、 

Ａ認定法別表各号のいずれかに該当するかという点と、 

Ｂ不特定かつ多数の者の利益の増進に寄与するものとなっているかという点 

を判断することとなります。（申請者側において、どのような点を記載すれば

よいのかは、ホームページに「公益目的事業のチェックポイント」の案を掲

載していますのでご参照ください。） 

 

（注）公益社団法人とは、一般社団法人のうち公益認定を受けた一般社団法人であり、公

益財団法人も同様ですので、１の「一般社団法人」・「一般財団法人」の語には、公益

認定を受けた「公益社団法人」・「公益財団法人」の意味も含まれています。 

（補足）公益目的事業か否かの判断についての基本的事項については、問Ⅷ-１-①をご参

照ください。また、検査の場合の不特定かつ多数の利益の増進に寄与するものかどう

かについては、「公益目的事業のチェックポイント」第２の１の「(1)検査検定」をご

参照ください。 

 

（参照条文） 

整備法第２章 

公益法人認定法第２条第４号、別表 

 

（参照すべき「公益目的事業のチェックポイント）P39、別紙 
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問Ⅸ―⑨（特定の学校の在学生への奨学金） 

 特定の学校の在学生向けに奨学金事業を行っていますが、不特定かつ多数の

者の利益の増進に寄与するものと認められるでしょうか。 

答 

１ 不特定かつ多数の者の利益の増進に寄与するには、できるだけ多くの人が事業

の恩恵を受けることができるのがよいのは言うまでもありません。 

 

２ ただ、奨学金の応募の機会が特定の学校の在学生であっても、当該奨学金を給

付又は貸与される在学生は入学の機会が不特定多数の者に開かれていることに

かんがみ、不特定かつ多数の者の利益の増進に寄与するものとの事実認定が行

えないということではありません。 

 

（補足）公益目的事業か否かの判断についての基本的事項については問Ⅷ―１―①をご参照くださ

い。 

 

（参照条文）公益法人認定法第２条第４号、別表 

（参照すべき「公益目的事業のチェックポイント」）ｐ39、ｐ47・48 
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問Ⅸ―⑩（医療事業） 

 医療事業について公益目的事業であるか否かは、どのように判断されるのですか。

答 

１ 法人の行う医療事業が公益目的事業であるか否かの判断においては、法人が当

該医療事業を通じて、どのように社会に貢献しようとしているか、即ち当該医療事

業の目的及び内容に公益目的事業としての特徴があるかに着眼して判断されるこ

とになります。したがって、上記の判断に資するよう、当該医療事業の特徴を説明

してください。 

 

２ なお、例えば、特別の利益供与の禁止（公益法人認定法第５条第３号及び第４

号）、収支相償（同条第６号）、理事の親族制限（同条第１０号）といった認定基準に

適合している必要がありますので、当然ではありますが、この点についても注意が

必要です。 

 

 

（補足）公益目的事業か否かの判断についての基本的事項については問Ⅷ―１―①をご参照くださ

い。 

 

（参照条文）公益法人認定法第２条第４号・別表第１・３・４・６・１９号、第５条第３・４・６・１０号 

（参照すべき「公益認定等ガイドライン」）Ⅰ３、５、９ 

（参照すべき「公益目的事業のチェックポイント」）ｐ５０～５１ 
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問Ⅸ―⑪（上部団体への負担金等について）  

下部団体が上部団体へ支払う負担金等は、公益目的事業費として認められます

か。 

答 

１ 下部団体が上部団体に支払う会費その他これに類似する負担金等は、原則とし

て管理費となります。 

 

２ ただし、特定の事業のために拠出される負担金であって、公益目的事業である助

成事業に係る費用と判断できる場合、公益目的事業費とすることができます。なお、

具体的にどのような事業のために拠出されたのかについては、事後の監督で確認

することがあり得ますので、関係書類を保存していただく必要があります。 

 

 

（補足）公益目的事業か否かの判断についての基本的事項については、問Ⅷ-１-①をご参照ください。 

 

（参照すべき「公益認定等ガイドライン」「公益目的事業のチェックポイント」）P8、P47 
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問Ⅸ－⑫（介護事業、訪問看護事業及び看護学校事業） 

 介護事業、訪問看護事業及び看護学校事業について、公益目的事業であるか

否かは、どのように判断されるのですか。 

 

答 

１ 法人の行う介護事業、訪問看護事業及び看護学校事業が公益目的事業であ

るか否かの判断においては、法人が当該事業を通じて、どのように社会に貢

献しようとしているか、即ち当該事業の目的及び内容に公益目的事業として

の特徴があるかに着眼して判断されることとなります。したがって、上記の

判断に資するよう、当該事業の特徴を説明してください。 

 

２ なお、介護事業や訪問看護事業は、営利事業が参入している事業ではあり

ますが、そのことをもって直ちに公益目的事業に当たらないと判断するもの

ではありません。また、介護事業や訪問看護事業だからといって、直ちに公

益目的事業と判断するものでもありません。公益目的事業に当たるか否かは、

例えば、採算割れする等の理由で通常の営利企業が提供しない介護サービス

を法人が提供するなど、各法人が行う事業の特徴を勘案の上、個別に判断さ

れることとなります。 
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問Ⅸ－⑬（共済事業） 

 いわゆる共済事業は、共益的な事業であって、公益目的事業としては認めら

れることはないのでしょうか。 

 

答 

１ 公益認定等ガイドラインにおいては、事業の区分経理に関連して、「「その

他事業」には、法人の構成員を対象として行う相互扶助等の事業が含まれる。

例えば、構成員から共済掛金の支払を受け、共済事故の発生に関し、共済金

を交付する事業、構成員相互の親睦を深めたり、連絡や情報交換を行ったり

など構成員に共通する利益を図る事業などは②その他の事業である」（Ⅰ

18.(1)注書き）とされています。また、「受益の機会が特定多数の者（例えば、

社団法人の社員）に限定されている場合は原則として共益と考えられる」（「公

益目的事業のチェックポイントについて」【補足】横断的注記(3)ア）とされ

ています。 

 

２ いわゆる共済事業には多種多様なものがありますが、それらの事業につい

て、公益目的事業に該当するか否かについて判断する際には、上記のガイド

ラインの記述に留意する必要があると考えられます。ただし、例えば、対象

を社団法人の社員のように法人運営に関わる者に限定することなく、広く一

般の者（地域の住民、児童、生徒、保護者等）が加入可能であり、実際に加

入しているような場合には、上記ガイドラインの記述にある「法人の構成員

を対象とする相互扶助等の事業」に該当するものではないと考えられます。 

 

３ また、公益認定等ガイドラインにおいては、受益の「機会が限定されてい

る場合でも、例えば別表各号の目的に直接貢献するといった合理的な理由が

ある場合、不特定かつ多数の者の利益の増進に寄与するという事実認定をし

得る」（「公益目的事業のチェックポイントについて」【補足】横断的注記(3)

ア）とされています。したがって、共済事業の内容、事業形態等によっては、

単に加入者の福祉の向上のみを目的とした事業ではなく、公益法人認定法別

表各号のいずれかの目的に貢献し、不特定多数の者の利益の増進に寄与する

ものと認められる場合もあり得ることにも留意する必要があります。 

 

４ いずれにせよ、共済事業には様々な種類のものがありますので、公益目的

事業であるか否かについては、個々の具体的事例に即して判断することとな

ります。 
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 （注１）不特定多数性については、共済事業の性質上、その対象は加入者に特定される

形をとることになりますが、実質的に誰でも加入できる場合には、不特定かつ多数

の者の利益の増進に寄与するもの（公益法人認定法第２条第４号）と認められる場

合もあり得ると考えられます。（例えば、ＰＴＡ・青少年教育団体共済法に基づく共

済事業では、広く地域の児童、生徒、保護者等を対象とすることが想定されていま

す。） 

 

 （注２）法人の中には、保険業法上の認可特定保険業に当たる事業を実施しているもの

もあります。これらの事業が公益目的事業に該当するか否かについて検討する際、

不特定多数性については上記２ただし書き及び注１の考え方が参考になりますが、

これらの事業は、その内容、事業形態等は様々であることから、その他の点につい

ては個々の具体的事例に即して判断することとなります。 
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問Ⅹ－１－①（実施期間の制限）  

土地等の相当規模の資産を保有しているため、現在実施している事業のうち、現在の

主務官庁が公益事業として認めている事業の全てを公益目的支出計画の実施事業とし

ても２００年を超えるような計画となります。公益目的支出計画の実施期間に対して

上限などの制限はあるのでしょうか。 

答 

１ 公益目的支出計画の実施期間について制限はありません。 

社員等を含む法人の関係者の意思を尊重するため、法人において定めた期間で構いま

せん。 

 

２ ただし、法人の財政状況などから考えて、設定された期間が不相応に長期であると考

えられる場合は、期間の変更が求められることもありますので注意してください。 

 

（注）設定された期間について「不相応に長期であると考えられる場合」とは、例えば、

法人が現在実施している公益に関する事業の規模（額）と比較して、公益目的支出計

画における実施事業の規模（額）が極めて低い場合に、そのようにせざるを得ない特

段の事由がないときには、是正を求めることもあり得るということです。 

 

 

【参照すべきガイドラインの抜粋等】 

１．公益目的支出計画が「適正」であることについて（整備法第 117 条第２号関係） 

（中略） 

また、公益目的支出計画の実施期間については、社員等を含む法人の関係者の意思を

尊重することが適切であると考えられるため、法人において定めた期間で認める。 

ただし、明らかに法人の実施事業等の遂行能力と比較して、設定された公益目的支出

計画の実施期間が不相応に長期であると考えられる場合は是正を求めることもあり得る。 

 

（参照条文） 

整備法第 119 条 （略） 

２ 公益目的支出計画においては、次に掲げる事項を定めなければならない。 

一 公益の目的のための次に掲げる支出 

イ 公益目的事業のための支出 

ロ 公益法人認定法第５条第 17 号に規定する者に対する寄附 

ハ 第 45条の認可を受けた後も継続して行う不特定かつ多数の者の利益の増進に寄与

する目的に関する事業のための支出（イに掲げるものを除く。）その他の内閣府令で

定める支出 

二及び三 （略） 
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問Ⅹ‐１‐②（公益目的支出計画は法人の解散を意味するのか）  

公益目的支出計画を完了させるということは、法人の純資産（正味財産）である公益目

的財産額を全額公益目的に関する事業に使用することになるので、法人を解散せざるを

得なくなることになりませんか。 

答 

１ ご質問のようなご心配はいりません。この公益目的支出計画は、法人の純資産を消費

して零にすることを要求するものではありません。 

 

２ 法人が保有している純資産の全額を国や地方公共団体に寄附することも可能ですが、 

別添資料（「一般社団・財団法人に移行する際のモデルケース」）に記載しているように、

公益的な事業について支出が収入を上回る事業について、公益目的支出計画に記載する

実施事業として継続することによって、この計画を完了するという選択肢もあります。 

このようなケースでは、公益目的支出計画がスタートした時点と完了した時点を比べ

て法人が保有している資産が減少するとは限りません（収益事業の実施により法人の純

資産の額が増加していることもあり得ます。）。 

 

３ したがって、別添資料のモデルケースをよくご覧いただいて、法人としてのプランを

考えていただきたいと思います。 

 

※ 一般財団・社団法人に移行する際のモデルケース 

１ 別添資料の１ページ目をご覧ください。 

① 博物館を運営している法人を想定した資料です。法人の事業としては、博物館運営

事業、研修会、図録販売、オフィス賃貸事業の４つの事業を実施しています。そのう

ち、博物館運営と研修会、図録販売の３つが旧主務官庁により公益に関する事業と認

められているとします。オフィス賃貸事業は収益事業とされています。 

 

② この３つの公益に関する事業について、 

博物館運営事業は、１５００万円の赤字、 

研修会事業は、５百万円の赤字、 

図録販売事業は、５０万円の黒字、 

となっています。 

また、収益事業であるオフィス賃貸事業は、４千万円の黒字です。 

 ③ これらの３つの公益に関する事業のうち、赤字の事業の２つを公益目的支出計画に

記載しています。そうすると、公益目的のための支出は２千万円となります。 

公益目的のための支出：2000 万円〔（2300 万円―800 万円）＋（700 万円―200 万円）〕 

この法人は、黒字事業であるオフィス賃貸事業の４千万円分の収益により、上記の

公益に関する事業の赤字分を補って運営しています。 
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④ 公益目的財産額が１億４千万円で、公益目的に関する支出が毎年２千万円ですから、 

計画の実施期間は、 

公益目的財産額１億４千万円 ÷ 公益目的のための支出２千万円 ＝ ７年 

となります。 

 

３ 別添資料の２ページ目をご覧ください。 

この法人の公益目的財産額は７年間で零になりますが、法人の資産全体では、グラフ 

の波線部をご覧いただければお分かりのとおり、増加しています（この法人の場合は、

収益事業であるオフィス賃貸業の賃借料を改善することにより収入を増やしています。）。

このように公益目的支出計画は、法人に純資産を取り崩して公益に関する事業を行うこ

とを求める制度ではありません。 

 

ただし、公益目的支出計画の計画期間中は、公益に関する事業である博物館運営事業

などを止めることはできません。公益目的支出計画を変更する場合には、行政庁の認可

を得る必要があります。 
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公益目的支出計画 モデル例                  

 

１．公益目的支出計画の策定 

（１）公益目的財産額の算定 

 《貸借対照表》                《公益目的財産額及びその計算を記載した書類》   

 （資産）     （負債）            （資産）          （負債） 

  預 金 2000 万円  借入金 4000 万円    預 金    2000 万円  借入金  4000 万円    

  不動産 1000 万円（純資産）            不動産※1億 6000 万円 （純資産） 

           純資産－1000 万円                    純資産  １億 4千万円 

                    ※当該評価額は時価評価したもの（簿価は 1000 万円） 

⇒公益目的財産額 １億４千万円… （ア） 

 

（２）公益目的支出計画に記載する事業の決定 

 《移行前の事業》 

 ①博物館運営〔現行の公益事業〕 赤字額 1500 万円 

（費用）            （収益） 

 維持管理費  2100 万円     入館料収入 800 万円 

 減価償却費  200 万円 

 ②研修会〔現行の公益事業〕   赤字額 500 万円 

 （費用）            （収益） 

  テキスト代  450 万円      参加料収入 200 万円 

  講 師 代  250 万円 

③図録販売〔現行の公益事業〕  黒字額 50 万円 

（費用）            （収益） 

   印刷費     50 万円     販売収入  100 万円 

 ④オフィス賃貸〔収益事業〕   黒字額 4000 万円 

（費用）            （収益）     

   維持管理費  3000 万円     賃貸料収入 7000 万円  

⇒公益目的支出計画に記載する事業として博物館運営及び研修会を選択（公益事業のうち赤字事業） 

 

２．公益目的支出計画の実施 

 《損益計算書》                              

  （費用）             （収益） 

   事業費                            

    博物館運営  2300 万円     入館料収入   800 万円 

    研修会     700 万円      参加料収入   200 万円 

    図録販売    50 万円     販売収入      100 万円 

    オフィス賃貸 3000 万円     賃貸料収入  8000 万円 

   管理費     2050 万円                

   利  益       1000 万円                       

     計     9100 万円      計     9100 万円 

       

 ⇒公益目的のための支出：2000 万円〔（2300 万円―800 万円）＋（700 万円―200 万円）〕…（イ） 

 ⇒計画の実施期間 

   公益目的財産額１億４千万円（ア）÷公益目的のための支出 2000 万円（イ） 

  ＝７年 

 

※ 計画の実施期間中は、計画に沿って事業を実施しているかなどを毎年度行政庁（内閣総理大臣又は

都道府県知事）に報告。計画通り公益目的のための支出を完了すれば、行政庁からの監督は終了。 

別添資料
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施
行
日

民法法人
移
行
登
記

特例民法法人

各事業年度における不特定多数の者の利益の増進に寄与
する目的のための事業・公益法人等への寄附により公益目
的財産額から減額する金額 (この場合２千万円)

移行法人

（行
政
庁
の
監
督
終
了
）

一般社団法人・一般財団法人

法人の実際の純資産の額
(収益事業により資産を増加させることも可能)

公益目的財産残額

公益目的財産額

→法人の純資産額
を基礎として算定
した額 （例示）

公益目的財産額 公益目的支出計画事業の決定
１億４千万円 （年間２千万円の赤字公益事業）

↓
１億４千万円 ÷ ２千万円 ＝ ７(年)

公益目的支出計画 ⇒ ７ 年 間

（H20.12.1）
７年間

１億4千

万円

１億２千

万円

１億円

8千万円

6千万円

４千万円

２千万円

０

モデル例モデル例

純資産額

２億円 純資産額

１億７千万円
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問Ⅹ‐１‐③（「確実に実施」の判断）  

一般社団・財団法人への移行の認可の申請において、公益目的支出計画の計画期間中の

法人の収支を審査すると聞いていますが、遠い将来まで見通すことは困難です。どのよ

うにすればいいですか。 

答 

１ ご質問にあるとおり法人の収支見通しについては審査をします。 

ただし、公益目的支出計画の計画期間中において、毎年度同様の事業が継続されると

見込まれる場合は、１年間分の収支の見込みを申請書に記載し、その後については同様

である旨を明示していただければ結構です。 

 

２ なお、移行の申請を行う際に、法人全体の財務状況に影響を及ぼす活動（多額の借入

や施設の更新等）を予定している場合には、その旨を記載していただくことが必要です。 

 

 

【考え方】 

一般法人への移行の認可の要件は、公益目的支出計画が「適正」で「確実」であるこ

とです。この「確実」であることの審査にあたっては、当該法人の収支の見込みなどを

基に審査することにより、公益目的支出計画の計画期間中において、この計画が当初の

予定どおりに財政的に支障なく継続的に実施できるかを審査することとしています。 

ただし、公益目的支出計画については期間などについて法人の判断に委ねていること

もあり、毎年度同様の事業を繰り返す場合には、１年間分の収支の見込みを申請書に記

載し、後は「以下、同様」としていただければ結構です。 

   

【参照すべきガイドラインの抜粋等】 

１．公益目的支出計画が「適正」であることについて（整備法第 117 条第２号関係） 

（中略） 

また、公益目的支出計画の実施期間については、社員等を含む法人の関係者の意思を

尊重することが適切であると考えられるため、法人において定めた期間で認める。 

ただし、明らかに法人の実施事業等の遂行能力と比較して、設定された公益目的支出

計画の実施期間が不相応に長期であると考えられる場合は是正を求めることもあり得る。 

 

 

２．公益目的支出計画を確実に実施すると見込まれることについて（整備法第 117 条第２

号関係） 

法人が「公益目的支出計画を確実に実施すると見込まれること」とは、実施事業等以

外の事業及び管理運営を含む法人活動全般について、その財務的な影響により実施事業

等のための資金が不足するなど公益目的支出計画の安定的な実施が妨げられることがな

いと見込まれることとする。 
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申請時には、法人全体の直近１年間の事業計画書及び公益目的支出計画実施期間におけ

る当該法人全体の収支の見込みを記載した書類により確認する。収支の見込みには、多

額の借入れや施設の更新、高額財産の取得・処分など法人全体の財務に大きな影響を与

える活動についても含むこととし、計画があれば当該申請書類に記載する。これらの見

通しから「確実に実施すると見込まれるもの」と認めないこともありうる。 

（以下略） 



 302

 

問Ⅹ‐２‐①（土地等の相当規模の資産を保有している法人）  

土地等の相当規模の資産を保有している法人ですが、毎年特段の収入がなく、事業を行

う財源がないため公益目的支出計画を作成する目処が立ちません。どのようにすればい

いですか。 

答 

１ 法人が保有している土地等の資産について、当該法人がその資産を保有・管理してい

ることそのものが、仮に現在の主務官庁によって公益に関する事業と認められるのであ

れば、その資産に係る固定資産税の支出も公益目的支出計画の内容とすることができま

す。現行の資産の保有（管理）が公益に関する事業と認められるかどうかについて、主

務官庁とご相談ください。 

 

２ また、その結果として、公益目的支出計画の計画期間が長期になることも差し支えあ

りません。 

 

 

 

【参照すべきガイドラインの抜粋等】 

また、公益目的支出計画の実施期間については、社員等を含む法人の関係者の意思を

尊重することが適切であると考えられるため、法人において定めた期間で認める。 

 

 

ただし、明らかに法人の実施事業等の遂行能力と比較して、設定された公益目的支出計

画の実施期間が不相応に長期であると考えられる場合は是正を求めることもあり得る。 
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問Ⅹ‐２‐②（ボランティア活動の取扱い）  

公益認定法人については、ボランティア活動そのものを公益目的に要する経費とできる

と聞いていますが、一般社団・財団法人については公益目的支出計画における支出と認

められるのですか。 

答 

１ 残念ながら認められません。 

 

２ 整備法上、公益目的支出計画は、本来公益目的に消費するべき財産（公益目的財産額）

について継続的に実際に消費することを求めているため、公益法人認定法における公益

目的事業比率の計算におけるボランティアの取扱いとは異なります。 
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問Ⅹ－２－③（継続事業）  

これまで実施していた継続事業は、公益目的支出計画の内容とすることができるので

すか。また、移行認可の申請時に公益目的支出計画の対象事業としなかった事業を移

行後に新たに追加することはできるのでしょうか。 

答 

１ 法人が従来から実施している事業であり、現在の主務官庁が公益に関する事業と認め

れば、原則として、この事業を公益目的支出計画の対象事業として、公益目的支出計画

を作成することができます。 

 

２ ただし、主務官庁が公益に関する事業であるとした事業であっても、公益法人の指導

監督基準などにより公益に関する事業としてはふさわしくないとされている事業に相当

すると考えられる場合には、当該主務官庁の考えにかかわらず、公益に関する事業とは

認められないことがあります。 

この場合には、当該事業を公益目的支出計画の対象事業として、公益目的支出計画を

作成することができません。 

 

３ 一般社団・財団法人への移行後は、事業の公益性の判断を含めて主務官庁の監督がな

くなり、公益目的支出計画の履行を確保するために必要な範囲内において行政庁による

監督が行われることになります。また、整備法第 119 条第２項第１号ハに規定する事業

は、「移行認可を受けた後も継続して行う不特定かつ多数の者の利益の増進に寄与する目

的に関する事業」であり、移行認可の申請時に公益目的支出計画の対象事業としなかっ

た事業を移行後に新たに追加することはできません。 

なお、これを整備法第 119 条第２項第１号イに規定する事業（公益目的事業）として

公益目的支出計画の対象事業に追加することは可能です。 

 

【参照すべきガイドラインの抜粋等】 

(1) 公益目的支出計画に記載された実施事業等について、整備法第 119 条第２項第１号

の「イ」、「ロ」又は「ハ」に該当していることについて 

ⅲ 「ハ」として記載した支出（事業）について 

当該事業が、旧主務官庁の監督下において公益に関する事業と位置づけられてお

り、「ハ」に該当するかどうかについて、整備法第 120 条第４項に基づき、行政庁

は事業内容等必要な資料を添えて旧主務官庁に対し意見聴取を行うものとし、原則

として旧主務官庁の意見を尊重する。 

ただし、旧主務官庁の意見において公益に関する事業であるとされたものが、指

導監督基準等において公益に関する事業としてはふさわしくないとされた事業に

相当すると考えられる場合においては、当該旧主務官庁の意見にかかわらず、実施

事業と認めないこともありうる。この場合には、整備法第 120 条第５項に基づき行

政庁が当該旧主務官庁に通知する文書に、その旨及び理由を記載する。なお、移行
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後において実施事業として「ハ」の事業を新たに追加することはできない。 

 

○「公益法人の設立許可及び指導監督基準」（平成８年９月 20 日閣議決定） 

 

１．目的 

公益法人は、積極的に不特定多数の者の利益の実現を目的とするものでなければならず、

次のようなものは、公益法人として適当でない。 

（１）同窓会、同好会等構成員相互の親睦、連絡、意見交換等を主たる目的とするもの 

（２）特定団体の構成員又は特定職域の者のみを対象とする福利厚生、相互救済等を主たる目

的とするもの 

（３）後援会等特定個人の精神的、経済的支援を目的とするもの 
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問Ⅹ‐２‐④（公益目的支出計画に記載することができる公益事業）  

複数の公益事業を行っている法人ですが、公益目的支出計画に記載することができる公

益事業とはどのようなものですか。 

答 

１ 今日まで様々な公益的な事業を行ってきた法人は、一般法人に移行するに際してはそ

れら事業のすべてを公益目的支出計画に記載することも可能ですし、一部の事業を取り

上げて公益目的支出計画に記載することもできます。 

 

２ ただし、支出の総額が収入の総額を上回っていることが必要です（別添資料「一般社

団・財団法人に移行する際のモデルケース」を参照願います。）。 

 

３ また、新たに始める公益目的事業や公的な団体への財産の寄附も公益目的支出計画の

対象として記載できます。 

 

 

【参照すべきガイドラインの抜粋等】 

(1) 公益目的支出計画に記載された実施事業等について、整備法第 119 条第２項第１号の

「イ」、「ロ」又は「ハ」に該当していることについて 

申請において、実施事業等については事業区分ごとに内容及び収益・費用に関する

額等が記載されており、整備法第 119 条第２項第１号「イ」、「ロ」又は「ハ」に該当

することを要する。また、実施事業について定款に位置づけられていることを要する。 

（中略） 

 

※ 法人が公益目的支出計画に記載する「実施事業等」については、支出の総額が収入

の総額を上回ることを要する。 

なお、複数の実施事業等を盛り込む場合であり、それらの実施事業のうちいくつか

の実施事業については、支出額が収入額を上回らないものであっても上記を満たす限

り可能とする。 
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問Ⅹ－２－⑤（委託費等の取扱い）  

国や地方公共団体から委託費等の交付を受けて公益に関する事業を行っている公益法人

ですが、一般社団・財団法人に移行するためには、公益に関する事業などを記載した公

益目的支出計画を作成しなければならないと聞いています。この場合に、財源となって

いる委託費等の収入は、同計画に記載することとなる公益に関する事業に係る収益とな

るのでしょうか。 

答 

１ 公益目的支出計画の対象となる事業（実施事業）に係る収入の取扱いについては、「実

施事業の対価としての収益」や「使途が実施事業に特定された収益」については、当該

実施事業に係る収益となります。 

 

２ したがって、例えば委託費で行っている事業を実施事業とするのであれば、一般的に、

実施事業を行うことへの対価となるものですので、その実施事業に係る収益となります。 

 

３ なお、支出額と委託費等による収益額が一致している場合は、支出額が収入額を上回

らないため、公益目的財産額が減少しないことがあり得ますので注意が必要です（法人

が一部経費を負担（持ち出し）して実施事業を行う場合には、支出が収入を上回ること

になるため、公益目的財産額が減少することは当然です。）。 

 

 

【参照すべきガイドラインの抜粋等】 

② 実施事業等に係る収入と支出について（整備法第 119 条第２項第１号、２号関係） 

（中略） 

ⅱ 実施事業収入の額について 

整備規則第 17 条第１項に規定する「実施事業収入の額」のうち同項第１号の「実

施事業に係る収益」とは、原則として次のとおりとする。 

一 実施事業の実施に係る対価としての収益（入場料、手数料等） 

二 使途が実施事業に特定されている収益 

三 法人においてルールを設定し、実施事業収入と定めた収益 

なお、使途が実施事業に特定されている積立金（基金）の運用益について、実施

事業の財源を実施事業に係る収益とした場合には公益目的支出計画が終了しない

と予想される場合には、実施事業に係る収益としないことができる。 

 

同項第２号の「実施事業資産から生じた収益」とは、例えば実施事業資産の売

却益などが該当する。 

なお、使途が実施事業に特定されている積立金（基金）の運用益について、実

施事業の財源を実施事業資産から生じた収益とした場合には公益目的支出計画が

終了しないと予想される場合には、実施事業資産から生じた収益としないことが

できる。 
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問Ⅹ－２－⑥（特定寄附の相手方）  

特定寄附の相手方は、公益法人であればどこでもよいでしょうか。 

答 

１ 特定寄附の相手方は「類似の事業を目的としている」ことが必要です。 

（注）ここでいう「事業」とは、認定法別表（第２条関係）各号に掲げる事業のことで

あり、特定寄附を行う法人の事業（別表○号）と相手方の法人の事業（別表○号）

は必ずしも同一である必要はありませんが、それらにある程度類似性が認められる

ことが必要です。 

 

２ なお、具体的な特定寄附の相手方としては、国又は地方公共団体以外では、類似の事

業を目的とする他の公益法人、学校法人、社会福祉法人、更生保護法人、独立行政法人、

国立大学法人、大学共同利用機関法人、地方独立行政法人、特殊法人（株式会社を除く。）、

法令の規定により、当該法人の主たる目的が公益に関する事業を行うものであることや

残余財産を当該法人の目的に類似する目的のために処分し、又は国若しくは地方公共団

体に帰属させることなど一定の要件を満たす公益的な活動を行う者があります。 

 

３ 特定寄附の相手方との類似性（類似の事業を目的とするものであること）については、

個々の案件ごとに確認することになりますので、申請時に、特定寄附の相手方の定款や

登記事項証明書の提出が必要となる場合があります。 

 

（参照条文） 

（公益認定の基準） 

認定法第５条 （略） 

一～十六 （略） 

十七 第29条第１項若しくは第２項の規定による公益認定の取消しの処分を受けた場合

又は合併により法人が消滅する場合（その権利義務を承継する法人が公益法人である

ときを除く。）において、公益目的取得財産残額（第 30 条第２項に規定する公益目的

取得財産残額をいう。）があるときは、これに相当する額の財産を当該公益認定の取消

しの日又は当該合併の日から一箇月以内に類似の事業を目的とする他の公益法人若し

くは次に掲げる法人又は国若しくは地方公共団体に贈与する旨を定款で定めているも

のであること。 

イ 私立学校法（昭和 24 年法律第 270 号）第３条に規定する学校法人 

ロ 社会福祉法（昭和 26 年法律第 45 号）第 22 条に規定する社会福祉法人 

ハ 更生保護事業法（平成７年法律第 86 号）第２条第６項に規定する更生保護法人 

ニ 独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第２条第１項に規定する独立行政

法人 

ホ 国立大学法人法（平成 15 年法律第 112 号）第２条第１項に規定する国立大学法人

又は同条第３項に規定する大学共同利用機関法人 

ヘ 地方独立行政法人法（平成 15 年法律第 118 号）第２条第１項に規定する地方独立
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行政法人 

ト その他イからヘまでに掲げる法人に準ずるものとして政令で定める法人 

十八 （略） 

 

（公益目的取得財産残額に相当する額の財産の贈与を受けることができる法人） 

認定法施行令第８条 法第５条第 17 号トの政令で定める法人は、次に掲げる法人とする。 

一 特殊法人（株式会社であるものを除く。） 

二 前号に掲げる法人以外の法人のうち、次のいずれにも該当するもの 

イ 法令の規定により、当該法人の主たる目的が、学術、技芸、慈善、祭祀、宗教そ

の他の公益に関する事業を行うものであることが定められていること。 

ロ 法令又は定款その他の基本約款（ホにおいて「法令等」という。）の規定により、

各役員について、当該役員及びその配偶者又は三親等内の親族である役員の合計数

が役員の総数の三分の一を超えないことが定められていること。 

ハ 社員その他の構成員に剰余金の分配を受ける権利を与えることができないもので

あること。 

ニ 社員その他の構成員又は役員及びこれらの者の配偶者又は三親等内の親族に対し

て特別の利益を与えないものであること。 

ホ 法令等の規定により、残余財産を当該法人の目的に類似する目的のために処分し、

又は国若しくは地方公共団体に帰属させることが定められていること。 

 

【参照すべきガイドラインの抜粋等】 

(1) 公益目的支出計画に記載された実施事業等について、整備法第 119 条第２項第１号

の「イ」、「ロ」又は「ハ」に該当していることについて 

ⅱ 「ロ」として記載した支出について 

当該支出（特定寄附）の相手方が、認定法第５条第 17 号に掲げるもののいずれ

かに該当することを確認する（同号の「ト」として同法施行令第８条に該当する場

合は、その条件を満たすものであることを確認する。）。 
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問Ⅹ－３－①（引当金等）  

引当金等について、将来的に取り崩して支出することが見通せるものについては、公

益目的財産額の算定の対象から除くことはできないのですか。 

答 

１ 適正な期間損益計算を行い、負債（資産の控除を含む。）として計上されている引当金

（一般社団・財団法人法施行規則第 23 条第４項又は第 24 条第２項第１号の規定により

計上する引当金参照）については、整備法施行規則第 14 条を改正（平成 20 年４月 25 日）

し、純資産額に引当金を加算しないこととしました。したがって、当該引当金は負債と

して取り扱われることとなり、純資産（正味財産）には含まれず、公益目的財産額の算

定にも含まれないということになります。また、「引当金に準ずるもの」については、公

益認定等ガイドラインにおいて引当金と同様に取り扱う旨を提示しているところです。 

 

２ 上記 1の引当金（引当金に準ずるものを含む。）以外に、負債として計上されていない

「会費等の積み立てによる準備金等（法令等により将来の支出又は不慮の支出に備えて

設定することが要請されているもの）」の取扱いについては、一定のルールに基づき、公

益目的財産額の算定の対象から除くことができる旨を公益認定等ガイドラインで提示し

ているところです。 

なお、「法令等」の「等」については、通達又は通知を意味します。 

 

 

（参照条文） 

一般社団・財団法人法施行規則第 23 条 （略） 

２・３ （略） 

４ 取立不能のおそれのある債権については、事業年度の末日においてその時に取り立て

ることができないと見込まれる額を控除しなければならない。 

５・６ （略） 

 

一般社団・財団法人法施行規則第 24 条 （略） 

２ （略） 

一 将来の費用又は損失（収益の控除を含む。以下この号において同じ。）の発生に備え

て、その合理的な見積額のうち当該事業年度の負担に属する金額を費用又は損失とし

て繰り入れることにより計上すべき引当金 

二 （略） 

 

整備法施行規則第 14 条 整備法第 119 条第１項に規定する公益目的財産額は、第２条第１

項ただし書の事業年度（事業年度に関する規定を定める他の法律の規定により移行の登

記をした日の属する事業年度の開始の日から移行の登記をした日までの期間が当該法人

の事業年度とみなされる場合にあっては、当該期間）の末日（以下「算定日」という。）

における貸借対照表の純資産の部に計上すべき額に第１号に掲げる額を加算し、第２号、
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第３号及び第４号に掲げる額を減算して得た額とする。 

一 特例民法法人が算定日において次に掲げる資産（以下「時価評価資産」という。）を

有する場合の当該時価評価資産の算定日における時価が算定日における帳簿価額を超

える場合のその超える部分の額 

イ 土地又は土地の上に存する権利 

ロ 有価証券 

ハ 書画、骨とう、生物その他の資産のうち算定日における帳簿価額と時価との差額

が著しく多額である資産 

二 特例民法法人が算定日において時価評価資産を有する場合の当該時価評価資産の算

定日における帳簿価額が算定日における時価を超える場合のその超える部分の額 

三 基金の額 

四 前号に掲げるもののほか、貸借対照表の純資産の部に計上すべきもののうち支出又

は保全が義務付けられていると認められるものの額 

２ 前項の規定により貸借対照表の純資産の部に加算され、又は減算された時価評価資産

については、この章の規定の適用に当たっては、当該時価評価資産の帳簿価額は、当該

加算された額が増額され、又は当該減算された額が減額されたものとみなす。 

 

【参照すべきガイドラインの抜粋等】 

(4) 公益目的支出計画における公益目的財産額の算定などの計算が整備法及び整備規

則に則って行われていることについて 

① 公益目的財産額の算定方法について（整備法第 119 条第１項関係） 

（引当金等について） 

負債（資産の控除を含む。）として計上されている引当金（引当金に準ずるもの

を含む。）については、公益目的財産額の算定から控除する。 

また、会費等の積み立てによる準備金等（法令等により将来の支出又は不慮の支

出に備えて設定することが要請されているもの）については、負債として計上され

ていない場合であっても、法人において合理的な算定根拠を示すことが可能である

場合には、引当金と同様に公益目的財産額の算定から除くことができる。 

 

※ 退職給付会計の導入に伴う会計基準変更時差異（注）の扱いについて 

費用処理期間を定めて当該期間にわたり費用処理を行っている法人にあっては、

当該未処理額についても公益目的財産額の算定から控除することができる（この場

合、未処理額の算定根拠などの資料の提出を求める。）。 

なお、公益目的財産額の算定時に控除した未処理額について、移行後の各事業年

度における費用処理の額は公益目的支出の額に算入しない。 

 

（注）会計基準変更時において本来計上すべき引当金額の満額と実際に計上している

引当金の差額をいう。 

会計基準変更時差異は、平成 18 年４月１日以降 15 年以内の一定の年数にわた

り定額法により費用処理をすることとなる。 
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答 

１ 法人の保有する土地の評価方法については、公益認定等ガイドライン（以下「ガイド

ライン」という。）にあるように固定資産税評価額や不動産鑑定士が鑑定した額などが考

えられます。 

 

２ このうち、不動産鑑定士による鑑定について、法人が一般社団・財団法人に移行した

後においても引き続き保有する資産（不動産）を従前と同様に非営利活動に使用する場

合には、当該法人が移行後も円滑に非営利活動を継続することを可能とする観点から、

資産を非営利活動に継続使用することを前提に不動産鑑定士が算定した額をもって評価

額とすることができることとしました。 

 

３ 内閣府大臣官房新公益法人行政準備室は社団法人日本不動産鑑定協会（以下「鑑定協

会」という。）にガイドラインの内容を伝え、ガイドラインを踏まえた資産の適切な評価

のあり方について検討を行うよう要請しました。 

 

４ 鑑定協会においては当室の要請に応え検討を重ね、「公益目的財産（不動産）の時価評

価に係る当面の対応について 

～「長期にわたり事業に継続して使用することが確実な資産」関連～ 

」（以下「文書」という。）を取りまとめていただいたところです。 

※ この文書については、鑑定協会の HP に掲載されています。 

（http://www.fudousan-kanteishi.or.jp/japanese/info_j/20080513.html） 

 

５ なお、この文書により非営利活動に継続的に使用する資産を評価したものであれば、

ガイドラインに基づいて算定された評価となります。 

 

 

【参照すべき公益認定等ガイドラインの抜粋等】 

① 公益目的財産額の算定方法について（整備法第119条第１項関係） 

（資産の評価について） 

公益目的財産額の算定に必要な資産の評価に当たっては、過大な費用をかけるこ

とは適当でないと考えられるため、以下のとおりとする。 

 

ⅰ 土地の評価方法について 

例えば、固定資産税評価額や不動産鑑定士が鑑定した価額などが考えられる。 

問Ⅹ－３－②（移行後も継続的に使用する資産の評価方法）  

公益目的財産額の算定における土地の評価方法に関して、「継続して使用されること

を前提に算定した額を評価額とすることができる」とありますが、これはどのような

ことですか。 
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法人の保有する資産であって、移行後において当該法人が長期にわたり継続的に

事業を行う場合にそれらの事業に継続して使用することが確実な資産（建物等の減

価償却資産を含む。）については、当該資産が継続して使用されることを前提に算

定した額を評価額とすることができる。 

なお、土地及び建物を一体として評価する場合であっても、土地に係る算定額

と建物に係る算定額を区分することが可能な場合は、それらを区分して申請する

ことができる。 

 

 

ⅱ 減価償却資産の評価方法について 

建物等の減価償却資産については、時価評価資産に含めないものとする。ただ

し、不動産鑑定士による鑑定評価を妨げない。 
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問Ⅹ－３－③（土地の上に存する権利の評価方法）  

借地権（建物の所有を目的とする地上権又は土地の賃借権）などの権利を設定し、公

益法人会計基準に定めのある財産目録に記載しているが、これらの時価評価について

は、どのような方法が考えられるのでしょうか。 

答 

借地権など「土地の上に存する権利」の評価方法については、土地の評価方法と同様、

例えば、不動産鑑定士が鑑定した価額のほか、公正妥当と認められる税法上の評価方法に

より法人自らが算定した価額が考えられます。 
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問Ⅹ－３－④（有価証券の評価方法）  

有価証券のうち、満期保有目的の債券について償却原価法を採用している場合には、

帳簿価額を時価とすることは可能でしょうか。 

答 

１ 満期保有目的の債券について、市場性があるものは、市場価格を用いた時価評価をし

ていただきます。 

 

２ 市場性がなく評価が困難な場合は、取得価額又は帳簿価額での評価ができます。その

際に、満期保有目的の債券について償却原価法（注）を採用している場合には、当該帳

簿価額を時価とすることも可能です。 

 

（注）「償却原価法」とは、満期保有目的の債券を債券金額より低い価額又は高い価額で取

得した場合において、取得価額と債券金額との差額の性格が金利の調整と認められる

ときは、当該差額に相当する金額を償還期に至るまで毎期一定の方法で取得価額に加

減し、当該加減額を受取利息に含めて処理する方法をいう。 

 

【参照すべきガイドラインの抜粋等】 

(4) 公益目的支出計画における公益目的財産額の算定などの計算が整備法及び整備規

則に則って行われていることについて 

① 公益目的財産額の算定方法について（整備法第 119 条第１項関係） 

ⅲ 有価証券の評価方法について 

上場されていることにより市場価格が容易に把握できる場合は、市場価格を用い

た時価評価を行うものとする。市場性がない場合であっても評価を行うことが可能

な場合は時価評価とする。 

なお、市場性がなく評価が困難な場合は当該有価証券の取得価額又は帳簿価額と

する。 
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問Ⅹ－３－⑤（実施事業資産の減損、評価損益）  

実施事業資産として保有する有価証券や不動産の時価が著しく下落した場合の減損、

評価損益については、公益目的支出計画上、どのように取り扱われるのでしょうか。

答 

１ 公益目的支出計画を実施する法人（移行法人）において、移行後に実施事業資産とし

て保有する「満期保有目的の債券（注２）」、「子会社株式及び関連会社株式（注３）」、「そ

の他有価証券（注４）のうち市場価格のないもの」や「不動産」の時価が著しく下落し

た場合の減損については、当該減損が発生した事業年度の経常外費用に減損損失として

計上した場合には、当該事業年度の公益目的支出の額に算入されます（整備法施行規則

第 16 条第３号）。 

 

２ 上記以外の「売買目的有価証券（注１）」又は「その他有価証券（注４）のうち市場価

格のあるもの」の評価損益については、当該評価損益が発生した事業年度の公益目的支

出の額又は実施事業収入の額に算入せず（整備法施行規則第 18 条）、当該資産の売却時

において売却損益を公益目的支出計画に反映することとします。 

なお、売却価額と比較する原価額は、公益目的財産額の算定日に保有していた有価証

券にあっては公益目的財産額の算定日における時価とし、公益目的財産額の算定日以降

に取得した有価証券にあっては取得価額とします。 

 

（注１）「売買目的有価証券」とは、時価の変動により利益を得ることを目的として保有す

る有価証券をいう。 

（注２）「満期保有目的の債券」とは、満期まで所有する意思をもって保有する社債その他

の債券をいう。 

（注３）「子会社株式」とは、当該法人が営利企業の議決権の過半数を保有している場合の

当該営利企業の株式をいう。また、「関連会社株式」とは、当該法人が営利企業の議

決権の 20％以上 50％以下を保有している場合の当該営利企業の株式をいう。 

（注４）「その他有価証券」とは、子会社株式及び関連会社株式といった明確な性格を有す

る株式以外の有価証券であって、売買目的又は満期保有目的といった保有目的が明

確に認められない有価証券をいう。 

 

（参照条文） 

（整備法第 119 条第２項第１号の支出の額） 

整備法施行規則第16条 移行法人の各事業年度の整備法第119条第２項第１号の支出の額

（以下「公益目的支出の額」という。）は、この府令に別段の定めのあるものを除き、次

に掲げる額の合計額とする。 

一 当該事業年度の損益計算書に計上すべき当該移行法人が整備法第45条の認可を受け

た公益目的支出計画（整備法第 125 条第１項の変更の認可を受けたときは、その変更

後の公益目的支出計画）に記載した整備法第 119 条第２項第１号イ又はハに規定する
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事業（以下「実施事業」という。）に係る事業費の額 

二 当該事業年度において支出をした整備法第119条第２項第１号ロに規定する寄附（以

下「特定寄附」という。）の額（当該支出に付随して発生した費用の額を含む。） 

三 前二号に掲げるもののほか、当該事業年度の損益計算書に計上すべき実施事業に係

る経常外費用の額 

 

（整備法第 119 条第２項第１号の支出をした事業に係る収入の額） 

整備法施行規則第17条 移行法人の各事業年度の整備法第119条第２項第２号の規定によ

り公益目的支出の額から控除すべき実施事業に係る収入の額（以下「実施事業収入の額」

という。）は、この府令に別段の定めのあるものを除き、次に掲げる額の合計額とする。

ただし、実施事業に係る金融資産から生じた収益の額のうち行政庁が適当と認めるもの

については、実施事業収入の額としないことができる。 

一 当該事業年度の損益計算書に計上すべき実施事業に係る収益の額 

二 当該事業年度の損益計算書に計上すべき実施事業に係る資産（以下「実施事業資産」

という。）から生じた収益の額 

２ 前項各号の収益の額の算定に当たっては、当該収益の発生に伴って受け入れる資産が

金銭以外のものである場合には、当該資産の額は、受け入れた時における時価によるも

のとする。 

 

（実施事業資産の評価損益） 

整備法施行規則第 18 条 移行法人がその有する実施事業資産の評価換えをして、その帳簿

価額を減額し、又は増額した場合には、その減額し、又は増額した部分の額は、その移

行法人の各事業年度の公益目的支出の額又は実施事業収入の額に算入しない。 

２ 前項の場合において、同項に規定する実施事業資産の評価換えにより減額され、又は

増額された額を公益目的支出の額又は実施事業収入の額に算入されなかった実施事業資

産の帳簿価額は、その評価換えをした日の属する事業年度以後の各事業年度の公益目的

支出の額又は実施事業収入の額の計算上、その減額又は増額がされなかったものとみな

す。 
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問Ⅹ－３－⑥（金銭以外の財産の拠出を受けた場合の基金の取扱い）  

基金として土地や有価証券など金銭以外の財産の拠出を受けた場合には、当該資産を

公益目的財産額の算定において時価評価しなければならないのでしょうか。 

答 

１ 特例社団法人が一般社団・財団法人法第 131 条の基金を引き受ける者の募集をした場

合、その総額は、貸借対照表の純資産の部に計上されるものの、法人が基金の拠出者に

対して同条の規定により返還義務を負うことから、公益目的財産額の算定においては、

貸借対照表上の純資産額から基金の総額を控除することとしています。 

 

２ 基金として土地や有価証券など金銭以外の財産の拠出を受けた場合であっても、拠出

額（金銭以外の財産については、拠出時の財産の評価額）を限度とした金銭の返還義務

を負うこととなるため、金銭以外の財産を受け入れた時の取得価額をもって公益目的財

産額の算定日における時価とみなすこととします。 

 

（参照条文） 

（基金を引き受ける者の募集等に関する定款の定め） 

一般社団・財団法人法第 131 条 一般社団法人（一般社団法人の成立前にあっては、設立

時社員。次条から第 134 条まで（第 133 条第１項第１号を除く。）及び第 136 条第１号に

おいて同じ。）は、基金（この款の規定により一般社団法人に拠出された金銭その他の財

産であって、当該一般社団法人が拠出者に対してこの法律及び当該一般社団法人と当該

拠出者との間の合意の定めるところに従い返還義務（金銭以外の財産については、拠出

時の当該財産の価額に相当する金銭の返還義務）を負うものをいう。以下同じ。）を引き

受ける者の募集をすることができる旨を定款で定めることができる。この場合において

は、次に掲げる事項を定款で定めなければならない。 

一 基金の拠出者の権利に関する規定 

二 基金の返還の手続 

 

（基金等） 

一般社団・財団法人法施行規則第 31 条 基金（法第 131 条に規定する基金をいう。以下こ

の章において同じ。）の総額及び代替基金（法第 144 条第１項の規定により計上された金

額をいう。以下この章において同じ。）は、貸借対照表の純資産の部（前条第１項後段の

規定により純資産を示す適当な名称を付したものを含む。）に計上しなければならない。 

２ 基金の返還に係る債務の額は、貸借対照表の負債の部に計上することができない。 

 

（基金を引き受ける者の募集に関する特則） 

整備法第 87 条 特例社団法人の基金を引き受ける者の募集については、一般社団・財団法

人法第 131 条中「次に掲げる事項」とあるのは、「次に掲げる事項及び事業年度」とする。 

２～４ （略） 
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問Ⅹ－４－①（公益目的財産額と貸借対照表との関係）  

一般社団・財団法人に移行する場合には、土地などを時価評価することとされていま

すが、会計基準に基づき法人の財務諸表（貸借対照表）を作り直さなければならない

のですか。 

答 

１ ご質問の時価評価については、あくまでも公益目的財産額を算定するために必要とさ

れているものです。 

 

２ このため、一般社団・財団法人に移行しようとする場合について、法人の貸借対照表

上の資産を時価評価して、貸借対照表を作り直す必要はありません。 

 

（参照条文） 

整備法第 60 条 第 44 条の認定又は第 45 条の認可の申請をする特例民法法人は、内閣府令

で定めるところにより、計算書類（貸借対照表及び損益計算書をいう。以下この節にお

いて同じ。）及び事業報告並びにこれらの附属明細書を作成しなければならない。 

２ 前項の計算書類及び事業報告並びにこれらの附属明細書は、電磁的記録（一般社団・

財団法人法第 10 条第２項に規定する電磁的記録をいう。以下この節において同じ。）を

もって作成することができる。 

 

整備法施行規則第 14 条 整備法第 119 条第１項に規定する公益目的財産額は、第２条第１

項ただし書の事業年度（事業年度に関する規定を定める他の法律の規定により移行の登

記をした日の属する事業年度の開始の日から移行の登記をした日までの期間が当該法人

の事業年度とみなされる場合にあっては、当該期間）の末日（以下「算定日」という。）

における貸借対照表の純資産の部に計上すべき額に第１号に掲げる額を加算し、第２号、

第３号及び第４号に掲げる額を減算して得た額とする。 

一 特例民法法人が算定日において次に掲げる資産（以下「時価評価資産」という。）

を有する場合の当該時価評価資産の算定日における時価が算定日における帳簿価額

を超える場合のその超える部分の額 

イ 土地又は土地の上に存する権利 

ロ 有価証券 

ハ 書画、骨とう、生物その他の資産のうち算定日における帳簿価額と時価との差額

が著しく多額である資産 

二 特例民法法人が算定日において時価評価資産を有する場合の当該時価評価資産の

算定日における帳簿価額が算定日における時価を超える場合のその超える部分の額 

三 基金の額 

四 前号に掲げるもののほか、貸借対照表の純資産の部に計上すべきもののうち支出

又は保全が義務付けられていると認められるものの額 

２ 前項の規定により貸借対照表の純資産の部に加算され、又は減算された時価評価資

産については、この章の規定の適用に当たっては、当該時価評価資産の帳簿価額は、

当該加算された額が増額され、又は当該減算された額が減額されたものとみなす。 
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問Ⅹ－４－②（移行法人の計算書類）  

移行法人が作成すべき計算書類（貸借対照表及び損益計算書（正味財産増減計算書））

について、作成する上での留意点を教えてください。 

答 

１ 移行法人は毎事業年度経過後に公益目的支出計画実施報告書と併せて計算書類等（貸

借対照表、損益計算書等）を行政庁に提出しなければなりません。 

 

２ 行政庁において、毎事業年度、公益目的支出計画が適正かつ確実に実施されているこ

とを確認するために、公益目的支出計画に記載する実施事業等（実施事業及び特定寄附）

については、その状況を把握する必要があることから、損益計算書（正味財産増減計算

書）の内訳表において、実施事業等に関する会計（実施事業等会計）を他と区分した上

で、更に事業等ごとに区分する必要があります。 

また、実施事業等以外の事業（その他事業）のうち主なもの（事業規模の大きいもの）

についても、公益目的支出計画が確実に実施されていることを確認するため、損益計算

書の内訳表において、主な事業ごとに収支の状況（収益及び費用）を明らかにしていた

だく方が望ましいといえます。その他事業は、必要に応じて事業の内容、目的等により

関連するものを一つの事業単位としてまとめることは可能です。 

更に、法人全体の事業費と管理費に関連する費用は適正な基準によりそれぞれに配賦

しなければならず、実施事業とその他事業に関連する事業費も同様に配賦しなければな

りません。 

これらのことから、移行法人が作成する損益計算書（正味財産増減計算書）は、内訳

表において、実施事業等に関する会計（実施事業等会計）、その他事業に関する会計（そ

の他会計）及び法人の管理業務やその他の法人全般に係る事項に関する会計（法人会計）

の３つに区分した上で、実施事業等は事業等ごとに表示し、その他事業のうち主なもの

は事業ごとに表示することが適当であると考えます。 

 

３ 移行法人は、貸借対照表において実施事業資産（実施事業に係る資産）を区分して明

らかにする必要があります。 

その方法として例えば、 

①損益計算書同様、内訳表において実施事業等会計、その他会計及び法人会計の３つに

区分することにより、明示する方法や、 

②貸借対照表に実施事業資産を注記する方法が考えられます。 
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問 XI－１－①（変更の認定と変更の届出）  

公益法人において、事業の内容の変更を行うときに、変更の認定を受けなけ

ればならない場合と、変更の届出を行わなければならない場合について、教

えてください。 

答  

１ 新しい公益法人制度では、公益目的事業又は収益事業等の種類及び内容の

変更を行うとき、変更の認定を受けなければならない場合（公益法人認定法

第１１条第１項第２号及び第３号）と、変更の届出を行わなければならない

場合（公益法人認定法第１３条第１項第２号、公益法人認定法施行規則第７

条第３号）があります。 

 

２ 公益目的事業の種類とは、公益法人認定法別表において該当する号のこと

をいいますが、この該当する号の変更を行う場合は、変更の認定を受けなけ

ればなりません（公益法人認定法第１１条第１項第２号）。 

 

３ 公益目的事業又は収益事業等の内容の変更（新規事業の立ち上げを含みま

す）を行う場合も、変更の認定を受けなければなりません（公益法人認定法

第１１条第１項第２号及び第３号）。 

  ただし、事業の内容の変更であっても、公益目的事業における受益の対象

や規模が拡大する場合など、事業の公益性についての判断が明らかに変わら

ないと認められる場合は、公益法人認定法施行規則第７条第３号の「公益認

定を受けた法第７条第１項の申請書（注）の記載事項の変更を伴わないもの」と

みなし、変更の届出をすることとなります(公益法人認定法第１３条第１項第

２号)。 

  また、事業の日程や財務数値など、毎年度変動することが一般的に想定さ

れうるような事項の変更は、「公益目的事業の種類又は内容の変更」及び「収

益事業等の内容の変更」にはあたらず、変更の認定を受けること及び変更の

届出を行うことは必要ありません。 

 

４ 事業の内容を変更しようとする場合に、変更の認定を受けるべきか、変更

の届出を行うべきかなどにつき判断に迷う場合は、事前に行政庁にご相談く

ださい。 

 

（注）移行認定申請書（整備規則様式第１号）及び、変更認定申請書（認定規則様式２号）を含

みます。 
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問 XI－１－②（変更の認可と変更の届出）  

公益目的支出計画の変更が生じるときに、変更の認可を受けなければならな

い場合と、変更の届出を行わなければならない場合について、教えてくださ

い。 

答  

１ 変更の認可を受けることが必要な場合 

移行法人が、公益目的支出計画の変更を行う場合には、内閣府令で定める

軽微な変更を除き、予め変更の認可を受ける必要があります（整備法第１２

５条第１項）。そのうち、実施事業等（注１）の内容や、公益目的支出計画の完了

予定年月日（公益目的財産残額が零となると見込まれる事業年度の末日）に

関して変更が生じる場合は、以下の扱いによります。 

 

（１）実施事業等の内容等の変更 

①公益目的支出計画に記載した実施事業等のうち、公益目的事業の内容に関

して変更が生じる場合については、認定法における考え方と同様の考え方に

基づくものとします（問 XI－１－①参照）。 

②継続事業の内容に関して変更が生じる場合は、事業の目的･性格等の同一性      

が認められる場合を除き、変更の認可が必要です。移行後においては継続事       

業の追加は認められておりません（ガイドラインⅡ１(１)ⅲ参照）ので、公 

益目的支出計画には変更後の事業を「公益目的事業」として記載する必要が

あります。 

③実施事業や特定寄附を新たに追加する場合や廃止する場合も、変更の認可

を受ける必要があります。 

 

（２）公益目的支出計画の完了予定年月日の変更 

各事業年度の公益目的支出の額や実施事業収入の額が変更になることによ

り、公益目的支出計画が完了予定年月日に完了しなくなることが明らかであ

るものは、変更の認可を受ける必要があります(整備法施行規則第３５条第３

号)。 

 

 ２ 変更の届出を行うことが必要な場合 

  移行法人が、公益目的支出計画の変更を行う場合に、変更の届出が必要に

なるのは以下の場合です。 

 

 （１）公益目的支出計画の軽微な変更 

  移行法人が、以下に示す公益目的支出計画の軽微な変更を行った場合は、
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遅滞なく、その旨を認可行政庁に届け出なければなりません。(整備法第１２

５条第３項第２号、整備法施行規則第３５条) 

一  実施事業を行う場所の名称又は所在場所のみの変更  

二  特定寄附の相手方の名称又は主たる事務所の所在場所のみの変更  

三  各事業年度の公益目的支出の額や実施事業収入の額が変更になる場

合であっても、公益目的支出計画が予定どおりに完了することが見込ま

れるもの（注２） 

四  合併の予定の変更又は当該合併がその効力を生ずる予定年月日の変

更  

 

（２）事業に必要な許認可等の変更 

実施事業を行うに当たり法令上許認可等を必要とする場合において、それ      

らの許認可等に変更が生じた場合には、認可行政庁に遅滞なくその旨を届け

出る必要があります。 

 

（３）申請時の収支見込の変更（事前届出） 

多額の借入れ等や資産運用方針の大幅な変更などを行うことにより申請時 

の収支の見込みが変更される場合には、事前に行政庁に届け出ることが必要

です。 

なお、これらの活動により公益目的支出計画が当初の実施期間内に完了し

ないこととなる場合には、あらかじめ公益目的支出計画の変更認可を受けな

ければなりません。(公益認定等ガイドラインⅡ２) 

 

(注１)実施事業及び特定寄付をいいます。 

(注２)この場合、移行法人はその事業年度の公益目的支出計画実施報告書に当該変更が  

あった旨を明示して提出すれば足ります（整備法施行規則第３７条第３項）。 

 

 

 

 

 

 


